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 政策評価については、令和５年３月に「政策評価に関する基本方針」(平成17年12月16日閣議決定)を改定し、
政策評価の機能を最大限活用した新たな挑戦や前向きな軌道修正を積極的に行うことが行政の無謬性に
とらわれない望ましい行動として高く評価されるよう、①画一的・統一的な制度運用を転換し、政策の
特性に応じた評価が可能となるよう評価方式等を見直すとともに、②行政事業レビューや白書等の評価
関連情報を集約することで評価書等の質的充実を図り、意思決定過程での活用を促進することとした。

 改定した基本方針の下、
・ 各行政機関は、政策の進捗状況や政策の効果を適切に把握する機能を強化するため、有効性の観点
からの評価を一層重視し、政策効果の把握・分析にこれまで以上に積極的に取り組むとともに、評価
から得られた情報を政策の見直しや改善を含む意思決定過程において活用することを推進する。この
ため、基本方針改定後に初めて策定する基本計画の期間を試行的取組の期間と位置付け、評価の方法
や意思決定過程での活用について創意工夫を行う。

・ 総務省は、各行政機関の取組例も参考に、政策効果の把握・分析の手法等について得られた知見や
方法を整理して共有するなど、各行政機関における取組の継続的な改善を促進する役割を果たす。

 本ガイドラインは、これらを踏まえ、各府省における効果的な政策立案や改善の取組に資するため、総
務省がとりまとめたものであり、今後も継続的に改定していく。

各行政機関が政策に応じた評価を実施
する際に参考にできるよう、各行政機
関が実施した政策評価における工夫事
例を整理

第１部 工夫した取組を実施して
いる政策評価事例 ｐ.５～

政策・事業の実施状況や効果を把握し、
改善につなげられるよう、行政事業レ
ビューシートを題材として、事業の実
施方法やアクティビティごとに政策効
果の発現経路や目標・指標の設定等の
考え方を整理

第２部 政策効果の測定と点検・
改善のポイント ｐ.23～

政策以外にも様々な要因が指標に影響を与
え得る中で、政策の効果を的確に把握し、
改善につなげられるよう、実務で活用可能
な具体的な効果分析の事例を整理

第３部 効果分析手法の活用による政
策の見直しの検討事例 ｐ.115～

＜ガイドラインの構成＞

はじめに ～本ガイドラインのねらいと構成～
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 本ガイドラインは、各府省が活用しやすい実用的な内容を目指して、できる限り実務をベースに、具体
的な事例を中心に整理している。

 政策評価の実施時に活用いただくのは当然のこととして、政策の実施状況や効果を的確に把握するため
には、あらかじめ効果の発現経路や指標の整理、効果分析のためのデータの収集等について検討してお
くことが有効であるため、政策の企画・立案時から活用いただきたい。

 なお、本ガイドラインは、

・ 各行政機関に対し、記載事例等にそのまま沿って政策評価を行うことを求めるものではない。

・ 今後も、各行政機関の事例や評価の知見の蓄積に応じて改定を重ね、各行政機関が政策評価の創意
工夫を行う一助として活用されることを期待している。

はじめに ～本ガイドラインの活用場面～

企画・立案 政策実施
政策評価・
効果分析

政策の見直し・改善

・本ガイドラインを活用し、政策評価
を継続的に改善

・効果分析手法を用いて、政策効果を
より精緻に測定

・本ガイドラインを活用し、効果の発
現経路や指標を整理

・効果分析のためのデータの把握を予
め検討することが有効

・企画・立案時に整理した指標等を基
に、政策の実施状況や効果を把握

・評価・効果分析の結果を意思決定に
活用し、政策を見直し・改善
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（参考）政策評価と行政事業レビューの関係
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特定の行政課題に対応するため
の基本的な方針の実現を目的と
する行政活動の大きなまとまり

政策目的を実現するための
個々の行政手段としての
事務及び事業

政策と事業の関係
（概念図）

●政策評価
…各府省が、政策体系をあらかじめ
明示した上で、それぞれの政策に
ついて自ら評価し、見直しや改善に
反映させる取組
→概念図の三角形全体を網羅して実施
すべきもの（租特、規制、機構定員な
どの観点も含む）

※政府全体で約500政策

●行政事業レビュー
…毎年、国の全ての事業を網羅的に
点検し、徹底的・継続的に無駄や改善
すべき点がないかチェックする取組
→概念図の「予算事業」を対象とする
もの

※政府全体で約5,000事業

政策評価と行政事業レビューが
総体として効果検証とそれに
基づく政策改善を通じ、機動的
かつ柔軟な政策展開の実現を追求

･･･
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第１部 工夫した取組を実施している
政策評価事例
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第１部について

・ 政策評価に関する基本方針の一部変更により、画一的・統一的な制度運用を転換し、政
策の特性に応じた評価が可能となるよう見直しを行ったところ。

・ 令和５年度以降の政策評価において、試行的取組として各行政機関が工夫して取り組ん
でいる事例が複数見られた。

・ 第１部では、各行政機関のこのような試行的取組について、ヒアリング等を実施し、全
ての府省の政策評価の後押しにつなげるため、具体的な事例から政策評価の実施や活用に
当たっての工夫のポイントをとりまとめた。

なお、分かりやすさの観点から、工夫のポイントのイメージが沸くよう御紹介するもの
であり、個々の政策の評価の中身について評価するものではない。

・ 今回紹介する工夫のポイントを参考としつつ、各行政機関においては、当該行政機関の
政策の特性に応じた評価の検討や継続的な改善について、積極的に取り組んでいただきた
い。
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紹介する政策評価の工夫事例のポイント

政策評価の工夫事例のポイントについて、紹介する。なお、工夫のポイントは便宜上分類
したものであり、実際には、複数のポイントを意図して工夫した事例も存在する。

Tips パワーポイント形式で評価書を作成するときの留意点・・・・・・p.22

効果分析・
評価の工夫

活用目的に
応じた政策
評価の工夫

① ロジックモデルの活用・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・p.８

② 政策全体を２～３枚の資料で俯瞰・・・・・・・・・・・・・・・・p.10

③ 本ガイドライン第２部の「窓口・相談」のポイントを実践・・・・・p.12

④ 参考指標を活用して政策の現状分析を説明・・・・・・・・・・・・p.13

⑤ 行政事業レビューシートを毎年度のモニタリングに活用・・・・・・p.14

⑥ 行政事業レビューシートを政策評価書の一部に活用・・・・・・・・p.15

⑦ 各行政事業レビューシートと測定指標の関係を整理・・・・・・・・p.16

⑧ 審議会等の資料として活用・・・・・・・・・・・・・・・・・・・p.17

⑨ 政策の基本計画（閣議決定）と連携して政策評価を実施・・・・・・p.18

⑩ 組織マネジメントのツールとして活用・・・・・・・・・・・・・・p.20

関連情報の
掲載 ⑪ 評価書以外の関連情報の掲載・・・・・・・・・・・・・・・・・・p.21

行政事業レビューシートの活用
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① ロジックモデルの活用

・ 政策効果の測定において、効果発現経路の整理と各段階の指標・データの設定が重要
であり（第２部参照）、政策評価においても、これらを分かりやすく分析・整理するこ
とが有効。

【政策評価の事例】：法務省

アウトカムに対
する効果の発現
経路を整理

効果の発現経路の各段階にあわせた
定量的データ等を記載

「目的」から「指標」までの
関係性を分かりやすく明示

効果分析・
評価の工夫
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① ロジックモデルの活用

【政策評価の事例】：総務省

目標値の見直しを実施。見
直しの経緯についても明記

ロジックモデルとそれに対応する指標の状況を踏まえ、政策・
施策に関する現状分析と今後の対応策について記載

対応する指標・データを明記。
指標の分析・傾向も記載

効果分析・
評価の工夫
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② 政策全体を２～３枚の資料で俯瞰

・ 政策が抱える現状課題と取組の方向性をセットで分析・整理することが重要。今後の
取組の重点を議論しやすく、意思決定過程への活用につながる取組。

【政策評価の事例】：警察庁

課題を発見する
（考える）機会
とし、今後の取
組とセットで政
策議論がしやす
い形に

施策全体の業績指標を資料冒頭で整理

効果分析・
評価の工夫
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② 政策全体を２～３枚の資料で俯瞰

【政策評価の事例】：警察庁（続き）

取組状況と成果（指標・
事例）の関係を明確化

１枚目の主な取組と符番・
色を揃えてデータを記載

１枚目の「課題」を裏付ける
データを色を揃えて記載

効果分析・
評価の工夫
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③ 本ガイドライン第２部の「窓口・相談」のポイントを実践

・ 本ガイドライン第２部において、政策効果の測定のポイントをアクティビティの特徴
に応じて整理しており、その整理を参考に、効果分析を深化。

【政策評価の事例】：総務省

第２部の「窓口・相
談」の記載に即して
業務フローを整理。
これまで、課題①部
分の活動を重視して
いたが、課題③の相
談窓口との連携強化
に取り組むよう、重

点部分を変更

効果分析・
評価の工夫
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④ 参考指標を活用して政策の現状分析を説明

・ 数値で測定しづらいアウトカムに対して、参考指標としての位置づけを明記しつつ、
参考となるデータ・数値を記載し、評価に活用。

【政策評価の事例】：法務省

あ
く
ま
で
も
「
参
考
」
指
標
で
あ
り
、
こ
の
数
値
の

改
善
自
体
を
目
的
に
、
政
策
を
実
施
し
て
い
る
わ
け

で
は
な
い
旨
を
注
釈
で
明
記
。

参考指標としつつ、これらのデータ
から読み取れる現状分析を記載

効果分析・
評価の工夫
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⑤ 行政事業レビューシートを毎年度のモニタリングに活用

・ 行政事業レビューシートを活用して事業のモニタリングを効率的に実施しつつ、より
上位の政策・施策レベルの単位で、政策分析を深化。

【政策評価の事例】：法務省 政策単位の課題を分解し、それ
ぞれについて、従来の評価書等

よりも詳細に分析・記述

効果分析・
評価の工夫
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⑥ 行政事業レビューシートを政策評価書の一部に活用
・ 行政事業レビューシート等を活用する形で評価書の記載を簡素化することで、「評価

のための作業」を省力化。その分、行政事業レビューについて、政府全体で進んでいる
見直しの取組に沿って、施策・事業単位でのEBPMを実践し、有効性の検証と事業改善の
取組を推進。

【政策評価の事例】：公正取引委員会

＜別紙：行政事業レビューシート＞

ロジックモデルを用いた評価の詳
細は、行政事業レビューを活用

行
政
事
業
レ
ビ
ュ
ー
は
、
政
府
全

体
で
の
取
組
に
沿
っ
て
、
Ｅ
Ｂ
Ｐ

Ｍ
を
実
践
し
、
有
効
性
の
検
証
と

事
業
改
善
の
取
組
を
推
進

（抜粋）

効果分析・
評価の工夫
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⑦ 各行政事業レビューシートと測定指標の関係を整理

・ 政策に紐付く事業の行政事業レビューシートを単に記載するだけでなく、各行政事業
レビューシートがどの目標・測定指標の達成に資するものであるかを紐付けて示すこと
により、政策と各事業の関係をより分かりやすく整理。

【政策評価の事例】：環境省

（抜粋）

各目標・測定指標の達成手段となる各事業につい
て、行政事業レビューシートをリンクさせて説明

効果分析・
評価の工夫
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⑧ 審議会等の資料として活用

・ 審議会等の議論を受けた関連指標を政策評価に取り込み、政策評価書を政策の方向性
等の議論に活用する。

【政策評価の事例】：経済産業省 (第33回産業構造審議会総会2024年8月1日資料抜粋)

審議会の議論を受け、関連指標を評価に盛り込み

審議会の議論に政策評価書を活用

活用目的に
応じた政策
評価の工夫
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⑨ 政策の基本計画(閣議決定)と連携して政策評価を実施

・ 閣議決定レベルの政策の基本計画に掲げられている目標や指標に沿って、政策評価書
を作成。次期基本計画に向けた検討に評価の内容を活かしていく。

【政策評価の事例】：文部科学省

科学技術・イノベーション基本計画（令和
３年３月閣議決定）の記載に沿って評価

（次頁参照）

活用目的に
応じた政策
評価の工夫
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政策
⽬標

施策
⽬標

NO. 達成⽬標 測定指標 測定指標の実績値
（計画期間分）

実績値の出典 達成⼿段 達成⼿段が達成⽬標の達成にどのように貢献するか

①⽣活費相当額（年間180万円以上）を受給する博⼠後期課
程学⽣の⼈数（⽬標値：令和7年度までに22,500⼈）

①令和３年度：15,300⼈（推計値）、令和４年度：
16,300⼈（推計値）、令和５年度：18,400⼈（推計
値）

博⼠課程学⽣の経済的⽀援状況に係
る調査研究、学校基本調査を基に算
出

➁博⼠課程修了者の就職率（⽬標値：令和7年度までに
82.9%）

➁令和３年度：78.4%、令和４年度：79.3% ⽂部科学省「学校基本調査」を基に
算出

③産業界による理⼯系博⼠号取得者の採⽤者数（⽬標値：
令和7年度までに2,151⼈）

③令和２年度：1,176⼈
⽂部科学省「⼤学院における教育改
⾰の実態把握・分析等に関する調査
研究」を基に内閣府作成。

④若⼿研究者に⾃⽴と活躍の機会を与える環境整備の状況
に関する指数（⽬標値：前年度実績値を上回る）

④令和3年度：4.9、令和4年度：4.8、令和５年度：
4.8

科学技術・学術政策研究所「科学技
術の状況に係る総合的意識調査」を
基に算出

➄⼤学等におけるリサーチ・アドミニストレーター等の配
置⼈数（⽬標値：前年度実績値を上回る）

➄令和3年度：1627⼈、令和４年度：1,671⼈
⽂部科学省「⼤学等における産学連
携等実施状況について」を基に算出

⑥⼤学の研究者の採⽤に占める⼥性の割合（⽬標値：令和7
年度までに、理学系 20％、⼯学系 15％、農学系30％、医
学・⻭学・薬学系合わせて 30％、⼈⽂科学系 45％、社会
科学系 30％ ）

⑥令和３年度：理学系19.9％、⼯学系14.1％、農学
系29.7％、医学・⻭学・薬学系合わせて28.4％、⼈
⽂科学系41.2％、社会科学系29.2％

⽂部科学省「⼤学にいおける教育内
容等の改⾰状況について」を基に算
出

➆⼤学の理⼯系の教員（講師以上）に占める⼥性の割合
（2025年までに理学系12.0％、⼯学系9.0％）

➆令和4年度：理学系9.3％、⼯学系6.7％
⽂部科学省「学校教員統計調査」を
基に算出

⑧⼤学教員のうち、教授等（学⻑、副学⻑、教授）に占め
る⼥性割合（⽬標値：早期に 20％、2025 年度までに
23％）

⑧令和３年度：18.2%、令和４年度：18.7%、令和５
年度：19.2%

⽂部科学省「学校基本統計」を基に
算出

①⼩中学校段階における算数・数学・理科が「楽しい」と
思う児童・⽣徒の割合（⽬標値：国際平均値以上）

※計画期間中の数値なし
（①⼩学校算数：84％、中学校数学：70％、⼩学校
理科：86％、中学校理科：81％（2019年））

国際数学・理科教育動向調査
（TIMSS）

②SSH出⾝の卒業⽣が「SSH指定校在学中に科学技術に対
する興味・関⼼・意欲が向上した」と回答した割合（⽬標
値：毎年度80％）

②74％（R３年度）、79％（R４年度）、80％（R５
年度）

SSH意識調査

③⼤学（学部）の理⼯系の学⽣に占める⼥性の割合【新経
済・財政再⽣計画 改⾰⼯程表2021のKPI】（⽬標値：前年
度 ） ③ 学部 学部 （ 年度） ⽂部科学省「学校基本統計 基

8．知のフロ
ンティアを開
拓し価値創造
の源泉となる
研究⼒の強化

スーパーサイエンスハイスクール⽀援事業、次世代科学技術チャレンジプログラム、科学技術コン
テスト、⼥⼦中⾼⽣の理系進路選択⽀援プログラムを実施することで、先進的な理数系教育を⾏う
⾼等学校等や児童⽣徒に教育プログラム等を提供する⼤学等への⽀援等を⾏い、児童⽣徒の探究⼒
を育成し、突出した能⼒・意欲を更に伸⻑させるとともに、理⼯系分野への興味・関⼼を⾼めるこ

博⼠後期課程学⽣を
含む若⼿研究者や研
究⽀援⼈材、⼥性研
究者など、科学技
術・イノベーション
を担う多様な⼈材が
育成され、活躍でき
る環境が整備され
る。

8-1-1

独⽴⾏政法⼈⽇本学術振興会運営費交付⾦に必要な
経費（予算事業ID：001622）【7-2再掲】
卓越研究員事業（予算事業ID：006831）
世界で活躍できる研究者戦略育成事業（予算事業
ID：006832）
ダイバーシティ研究環境実現イニシアティブ（予算
事業ID：001635）
データ関連⼈材育成プログラム（予算事業ID：
006833）
リサーチ・アドミニストレーター等のマネジメント
⼈材に係る質保証制度の実施（予算事業ID：
006835）
博⼠後期課程学⽣の処遇向上と研究環境確保（予算
事業ID：001637）
国家戦略分野の若⼿研究者及び博⼠後期課程学⽣の
育成（次世代AI⼈材育成プログラム）（予算事業
ID：006797）

・「博⼠後期課程学⽣の処遇向上と研究環境確保」により⽣活費相当額を受給する博⼠課程学⽣を
増加させるとともに、博⼠課程学⽣へのキャリアパス⽀援を⾏い、博⼠課程修了者の就職率を向上
させ、産業界による理⼯系博⼠号取得者の採⽤者数を増加させる。
・「国家戦略分野の若⼿研究者及び博⼠後期課程学⽣の育成（次世代AI⼈材育成プログラム）」で
は、若⼿研究者・博⼠後期課程学⽣への⽀援を通じ、国家戦略分野の研究者層を厚くするととも
に、若⼿研究者が⾃由に独⽴して研究に従事し、ステップアップできる環境の構築・処遇向上させ
る。
・「世界で活躍できる研究者戦略育成事業」、「データ関連⼈材育成プログラム」等において産業
界を含む多様な分野において研究関係⼈材に必要とされるスキルや専⾨性を⾝につける機会の充実
を図るとともに、「卓越研究員事業」等により研究機関等と優秀な若⼿研究者のマッチングを促進
し、産業界による理⼯系博⼠号取得者の採⽤者数を増加させる。
・「世界で活躍できる研究者戦略育成事業」、「卓越研究員事業」等により若⼿研究者が活躍でき
る研究環境を向上させることで、若⼿研究者に⾃⽴と活躍の機会を与える環境整備の状況に関する
指数を増加させる。
・「リサーチ・アドミニストレーター等のマネジメント⼈材に係る質保証制度の実施」は今年度よ
り「研究開発マネジメント⼈材の育成事業」として、URA等のマネジメント⼈材に必要とされる知
識を⾝につける機会を提供し、⼤学等でのURAの配置⼈数を増加させる。
・「ダイバーシティ研究環境実現イニシアティブ」により研究と出産・育児等のライフイベントと
の両⽴や⼥性研究者の研究⼒向上を通じたリーダーの育成を⼀体的に推進することで、⼤学におけ
る⼥性研究者の新規採⽤割合や教授等に占める⼥性割合を増加させる。

次代の科学技術・イ
ノベーションを担う
⼈材の育成を図り、
その能⼒・才能の伸
⻑を促すとともに、
理数好きの児童⽣徒

8-1-2
国⽴研究開発法⼈科学技術振興機構運営費交付⾦に
必要な経費（予算事業ID：001612）

8-1．科学技術・
イノベーションを
担う⼈材⼒の強化

（別添１）

⑨ 政策の基本計画(閣議決定)と連携して政策評価を実施

科学技術・イノベーション基本計画
に記載された目標・指標を記載

指標に対する実績値を記載
目標の達成手段や、達成手段が目標に
どう貢献するかを記載
目標の達成手段や、達成手段が目標に
どう貢献するかを記載

【政策評価の事例】：文部科学省（続き）
科学技術・イノベーション基本計画
に記載された目標・指標を記載

活用目的に
応じた政策
評価の工夫

第6期科学技術・イノベーション基本計画における
「具体的取組」

第２章 Society 5.0の実現に向けた科学技術・イノベーション政策
２．知のフロンティアを開拓し価値創造の源泉となる研究⼒の
強化
（1）多様で卓越した研究を⽣み出す環境の再構築
① 博⼠後期課程学⽣の処遇向上とキャリアパスの拡⼤

○博⼠後期課程学⽣の処遇向上とキャ リアパスの拡⼤に関しては、様々
な⽀ 援を必要とする学⽣の分析・フォロー アップを継続的に進めるとと
もに、産 業界の協⼒も得ながら、様々な政策資 源を総動員して⼀体的に
取り組む。特 別研究員（ＤＣ）制度の充実、⽇本学 ⽣⽀援機構奨学⾦
（業績優秀者返還免 除）や各⼤学の⼤学院⽣に対する授業 料減免による
継続的な⽀援、⼤学ファ ンドの運⽤益の活⽤やそれに先駆け た博⼠後期
課程学⽣への⽀援を強化 する取組などを進める。あわせて、競 争的研究
費や共同研究費からの博⼠ 後期課程学⽣に対するリサーチアシ スタント
（ＲＡ）としての適切な⽔準 での給与⽀給を推進すべく、各事業及 び⼤
学等において、ＲＡ等の雇⽤・謝 ⾦に係るＲＡ経費の⽀出のルールを 策
定し、2021 年度から順次実施する。

・2
制度
給す
・2
⽣に
助⾦
⽀援
・1  
いて
ファ
（Ｊ
算）
⼤学
発的
上。
・競
与⽀
ける 

〇⼤学が戦略的に確保する優秀な博⼠後期課程学⽣に対し、在学中の
⽣活から修了後のポストの獲得まで両⽅を⼀体的に⽀援する、⼤学
フェローシップ創設事業を 2021 年度に開始し、所属機関を通じた経
済的⽀援を促進する。

・
業」
合計

令和6年6⽉時点の実施状況 今後の取組⽅針

学⾦
を受

学院
費補
続き

会にお
当該
構

た、
創

を計

の給
にお
策定。

・博⼠後期課程学⽣の経済状況の把握等に向けた調査を定期的に実施。
・世界と伍する研究⼤学の在り⽅について、2022 年２⽉に最終まとめがＣＳＴＩ本会
議で決定。「国際卓越研究⼤学の研究及び研究成果の活⽤のための体制の強化に関する
法律」が第
208 回国会で成⽴。国際卓越研究⼤学法に基づき、制度の意義・⽬標・認定等の基本的
な事項を定める基本⽅針を 2022 年 11 ⽉に決定し、⼤学ファンドからの博⼠課程学⽣
への別途の⽀援については、⼤学ファンドの運⽤益の範囲内で、当⾯の間は 200 億円
程度（約 7,000 ⼈）とし、助成資⾦運⽤の基本指針を踏まえ、安定的⽀援を実施できる
段階から、速やかに運⽤益による博⼠課程学⽣⽀援を実施する旨を盛り込んだ。
・2022 年 3 ⽉から⼤学ファンドの運⽤を開始し、2023 年 3 ⽉までに運⽤元本は 10 兆
円規模に到達した。
・ＪＳＴにおいて⻑期的な観点から適切なリスク管理を⾏いつつ効率的に⼤学ファンド
を運⽤している。
・2021 年度から抜本的に拡充した博⼠課程学⽣⽀援について、2022 年度には⽀援⼈数
を約 1,000 ⼈増加させ、既存施策とあわせて約 16,300 ⼈規模（第６期科学技術・イノ
ベーション基本計画における⽬標：約 22,500 ⼈規模）の博⼠課程学⽣に対し⽣活費相
当額の⽀援を実施。
・博⼠課程学⽣⽀援事業の採択⼤学におけるＲＡ経費の⽀給状況について調査を⾏うと
ともに、将来的な⽀援の⾃⾛化に向けた呼びかけを⾏い、ＲＡ経費の適正⽀給への対応
を促進。
・2021 年度からＤＣ採⽤期間中に博⼠号を取得した者に対して、残りの採⽤期間の研
究奨励⾦単価をＰＤ並とする制度改善を図るなど、ＤＣへの⽀援を着実に実施。

・引き続き博⼠後期課程学⽣の経済状況の把握等に向けた調査を定期
的に実施予定。
・リスク管理を徹底するなど、ＪＳＴにおいて引き続き適切に⼤学
ファンドを運⽤する。
・2021 年度から抜本的に拡充した博⼠課程学⽣⽀援について、⼤学
ファンドの運⽤益による⽀援に着実に移⾏させるための制度設計も踏
まえ、⽀援の充実を図りつつ、継続的な⽀援を⾏う。
・全国の⼤学におけるＲＡ経費の⽀給状況や博⼠課程学⽣⽀援事業の
採択⼤学における将来的な⽀援の⾃⾛化に向けた⾒通しを把握した上
で、必要に応じて更なる取組を促すなど、ＲＡ経費の適正⽀給への対
応を促進する。
・引き続き、ＤＣ⽀援を推進し必要な改善を図る。

設事
初から
 

・2023 年度は「科学技術イノベーション創出に向けた⼤学フェローシップ創設事業」
と「次世代研究者挑戦的研究プログラム（ＳＰＲＩＮＧ）」を⼀体的に運⽤し、合計で
約 9,000 ⼈の博⼠後期課程学⽣に対して⽀援を実施。

・2024 年度は「次世代研究者挑戦的研究プログラム（ＳＰＲＩＮ
Ｇ）」によって、約 10,800 ⼈の博⼠後期課程学⽣を⽀援する。
・2024 年度以降、⼀部⽀援については⼤学ファンドの運⽤益による⽀
援に着実に移⾏させる。

（別添２）

※別添１及び２は、総務省行政評価局において体裁を加工・抜粋

科
学
技
術
・
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン

基
本
計
画
に
記
載
さ
れ
た
「
具

体
的
取
組
」
を
記
載

各年度の実施状況と今後の取組方針を記載各年度の実施状況と今後の取組方針を記載
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⑩ 組織マネジメントのツールとして活用
・ 政策評価軸と責任部局を明確に関連付け、局として目指す政策の方向性を説明する資

料として作成（局幹部名で作成）。政策立案・実施・評価・見直しを組織マネジメント
と連動させる。

【政策評価の事例】：経済産業省 局幹部名で、目指す政策の方向性を説明。
政策立案・実施・評価・見直しを組織マネ
ジメントと連動。

第33回産業構造審議会総会
2024年8⽉1⽇資料抜粋

活用目的に
応じた政策
評価の工夫
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⑪ 評価書以外の関連情報の掲載

・ 政策に関連する資料が既に公表されている場合に、評価書と公表資料を紐付けること
によって、国民が関連情報にアクセスすることを容易にする。

【政策評価の事例】：
公正取引委員会

関連する指標・データ等を公表
した資料を紐付けて表示

総務省

関連する白書、研究会の情報も記載

関連情報の
掲載
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Tips：パワーポイント形式で評価書を作成するときの留意点

・ パワーポイント形式で政策評価書を作成することには、「汎用性が高い」 「視覚的に
示しやすい」 「記載の自由度が高い」など、メリットが大きい。

・ 作成時、データの扱い方や、スライド間の関係性に留意することで、根拠の明確化や
資料の転用可能性が高くなる。

① データ・図表の出典の明記

数値データやグラフ、図表を活用する際、その
データを取得した調査名や調査時点などを記載す
ることが、評価の根拠となるエビデンスの確から
しさの説明に有効。
その際、脚注等を活用することも有効。

法務省（抜粋）

② スライド間の関係性の明示

パワーポイント形式でも評価書全体のロジック構造
が分かりにくくならないよう、各スライド間のつなが
りが分かるよう工夫して作成することが有効。

国土交通省（抜粋）
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第２部 政策効果の測定と
点検・改善のポイント

23



総論

第２部について 26
本資料の利用手順 27
本資料利用のための整理表 29
アクティビティ～アウトカムまでのイメージ 34
アクティビティの実施の流れと整理（全体像） 35
基礎的なEBPMの実践 36

各論

事業の実施方法
補助金・交付金 42
拠出金・分担金 46

アクティビティ
１．広報・普及啓発 50
２．研修・人材育成 57
３．調査事業 64
４．研究開発 69
５．実証事業 74
６．窓口・相談 80
７．審査・検査（法執行） 86
８．監督・監視・防止（法執行） 94
９．設備導入・物品購入・修繕 102
10．施設整備 108

目次

必読

担当する事業の特徴に応じて必要なパートのみ参照

24



総論

第２部について 26
本資料の利用手順 27
本資料利用のための整理表 29
アクティビティ～アウトカムまでのイメージ 34
アクティビティの実施の流れと整理（全体像） 35
基礎的なEBPMの実践 36

各論

事業の実施方法
補助金・交付金 42
拠出金・分担金 46

アクティビティ
１．広報・普及啓発 50
２．研修・人材育成 57
３．調査事業 64
４．研究開発 69
５．実証事業 74
６．窓口・相談 80
７．審査・検査（法執行） 86
８．監督・監視・防止（法執行） 94
９．設備導入・物品購入・修繕 102
10．施設整備 108

必読

担当する事業の特徴に応じて必要なパートのみ参照

25



 行政事業レビューシートは、作成の過程が、自然と「基礎的なEBPMの実践」となる
ことを意図して設計されている。「基礎的なEBPMの実践」とは、「政策効果の発現経
路と目標をロジカルに説明し、データに基づいて見直す」ことを、政策立案や予算要
求という将来に向けての「意思決定」の一環として実施することであり、そのための
基本的な考え方や具体的な手法については、「行政事業レビューシート作成ガイド
ブック」本体及び別冊１～別冊３（行革事務局作成）において整理されている。

 本資料は、「行政事業レビューシート作成ガイドブック」の記載内容も踏まえ、令
和６年度のレビューシートの事例を中心に、事業の実施方法や事業を構成する具体的
な活動（アクティビティ）ごとに、政策効果の発現経路や適切な目標・指標の設定方
法、点検・改善の考え方を整理したものである。

 政策をより効果的なものにするための検討に終わりはなく、更なる工夫を続けてい
くべきものであることから、引き続き事例を積み上げ、分析していくとの意味を込め
て未定稿とする。

※ 「行政事業レビューシート作成ガイドブック」においても繰り返し指摘されていることである
が、各事業所管部局においては、自らの政策立案の営みとして、幹部職員も実質的に関与し、政
策改善の議論を積み上げていくことが大切である（こうした議論なく、本資料を模倣するべきで
はない）。

※ 行政事業レビューのみならず、政策評価においての参考資料としても活用いただきたい。

第２部について
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本資料の利用手順

• 本資料は、総論において、全ての政策担当者に理解してもらいたい「基礎的なEBPMの実践」や本資料の基本的事項を、各論に
おいて、事業の実施方法やアクティビティの分類ごとに「政策効果の測定と点検・改善のポイント」を整理している。

• そのため、総論には必ず目を通してもらった上で、各論については必要なパートのみ参照してもらいたい。

• 具体的には、担当する事業の特徴（実施方法、アクティビティ）に応じて、下記の順序で読み進めてもらいたい。

２．各論

アクティビティ

広報・普及啓発

研修・人材育成

調査事業

研究開発

実証事業

窓口・相談

審査・検査（法執行）

監督・監視・防止（法執行）

設備導入・物品購入・修繕

施設整備

事業の実施方法やアクティビティの分類ごとに
「政策効果の測定と点検・改善のポイント」を整理

１．総論

基本的事項を整理 必読

担当する事業の特徴（実施方法、アクティビティ）に応じて必要なパートのみ参照

・国が補助金事業を実施し、補助を受けた地方公共団体や
民間団体等が、広報、研修、窓口業務を実施する場合

「１．総論」を読んだ上で、「２．各論」を「補助金・交付金」→
「広報・普及啓発」「研修・人材育成」「窓口・相談」の順に参照

補助金・交付金

広報・普及啓発

研修・人材育成

窓口・相談

１．総論

・国が直接、広報、窓口業務、審査業務を行う場合

「１．総論」を読んだ上で、「２．各論」の「広報・普及啓発」
「窓口・相談」「審査・検査（法執行）」を参照

広報・普及啓発

窓口・相談

審査・検査（法執行）

１．総論

利用手順の例

(ⅰ) 国が事業実施主体

事業の実施方法

(ⅱ) 国は資金の出し手

補助金・交付金

拠出金・分担金

・本資料の利用手順
・アクティビティ～アウトカム

までのイメージ
・基礎的なEBPMの実践

などを整理
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本資料の利用手順（「２．各論」の構成）

• 各論では、事業の実施方法やアクティビティの分類ごとに、「政策効果の測定と点検・改善のポイント」について、下記の構成
で整理している。
※「基礎的なEBPMの実践」は、P.36以降で後述。STEP 3、指標等の参考例は、「補助金・交付金」、「拠出金・分担金」においては掲載なし。

STEP 1：現状・課題の分析

事業所管部局が普段から当たり前に考えてい
る（考えるべき）事業の目的や課題を改めて
整理

政策効果の発現経路や適切な目標・指標の設
定方法等、「政策効果の測定のポイント」を
整理

STEP 2：ロジックモデルの構築

担当者に理解して
ほしいこと！

各論で示している取組だけを行
えば十分ではないことに留意！

各事業の性格を踏まえ、自らの
政策立案の営みとして、幹部職
員も実質的に関与し、議論を積
み上げていくことが大切！

STEP 3：点検・改善

STEP 1・STEP 2で整理した目論見を基に、点
検・改善を積み重ね、事業の有効性を高める

指標等の参考例

STEP 2で示した「政策効果の測定のポイン
ト」等を踏まえた、事業の実質的な効果を測
るための指標等の参考例を整理

レビューシートの実例

STEP 2で示した「政策効果の測定のポイン
ト」等を踏まえた、各政策担当者の参考とな
るレビューシートの実例を整理

事業の実施方法やアクティビティの分類ごとに「政策効果の測定と点検・改善のポイント」を整理

参考例・実例を整理

28



STEP 1：現状・課題の分析 STEP 2 ：ロジックモデルの構築 STEP 3 ：点検・改善

補助金
交付金

公共交通利用環境の革新等（国際観
光旅客税財源） -国土交通省-

データも使い、解決すべき具体的な社
会課題を整理 [現状・課題]

支出先のアクティビティに着目
事業がうまく回っているかを確認する
ため「炭鉱のカナリア」を設定

効果把握のためのデータを収集

（事業の実施方法別の点検・改善のポイ
ントについては、今後、更なる分析を進
める予定）

酒類業振興支援事業 -財務省-

データも使い、解決すべき具体的な社
会課題を整理 [現状・課題]

補助金の支出先で何を目指すのかを整
理 [事業の目的]

支出先のアクティビティに着目
補助金のメニューごとに効果発現経路
を設定

効果把握のためのデータを収集

国際連合開発計画（UNDP）拠出金
-外務省-

データも使い、国際社会が直面する課
題を整理 [現状・課題]

国際機関を通じて日本が目指す姿を整
理 [事業の目的]

支出先のアクティビティに着目
数値の意味（当該国で事業を行う理
由）を補記

無理に関連性の低い定量的な目標・指
標を設定しない

基礎的なEBPMを実践するためのヒント（視点や工夫など）
ページ

国際連合人間居住財団(UN-HABITAT)
拠出金 （任意拠出金） -外務省-

国際社会が直面する課題、日本に期待
される役割を整理 [現状・課題]

支出先のアクティビティに着目
事業の効果に影響を及ぼしうる外部要
因を補記

数値の意味（事業の内容に係る目論
見）を補記

拠出金
分担金

P.44

P.45

P.48

P.49

本資料利用のための整理表 事業の実施方法、アクティビティ別にページ番号と
各STEPのヒントを整理（今後も更に分析する予定） （注）STEP 3は、各分類で共通すると考えられるヒントを記載。

事業名
事業の
実施方法
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サイバー空間における脅威への対処
に係る人材育成 -警察庁-

２．
研修・
人材育成

どのような社会課題があり、誰が、ど
のような能力・スキルを獲得する必要
があるのかを整理 [現状・課題]

ターゲットを絞って事業を実施
受講者の主観から効果を把握（アン
ケート）

受講者の声を代弁する者（所属長等）
から効果を把握（アンケート）

一定期間後の効果を把握

研修の募集方法、実施時期及び実施回
数を見直し
[認知拡大・利用促進]

受益者からのフィードバックに基づき、
研修内容を見直し
[事業の質の改善、有効性の発揮] 

データも使い、解決すべき具体的な社
会課題を整理 [現状・課題]

対象者ごとに効果発現経路を設定
ターゲットを絞って事業を実施
受講者の主観から効果を把握（アン
ケート）

一定期間後の効果を把握

どのような社会課題があり、誰が、ど
のような能力・スキルを獲得する必要
があるのかを整理 [現状・課題]

受講者がどう世の中に貢献することを
期待しているのかを整理
[事業の目的]

対象者ごとに効果発現経路を設定
事業がうまく回っているかを確認する
ため「炭鉱のカナリア」を設定

ターゲットを絞って事業を実施
受講者の主観から効果を把握（アン
ケート）

事業名
基礎的なEBPMを実践するためのヒント（視点や工夫など）

ページ

P.61

P.62

P.63

日本映画の創造・振興プラン
-文部科学省-

統計人材確保・育成事業 -総務省-

本資料利用のための整理表 事業の実施方法、アクティビティ別にページ番号と
各STEPのヒントを整理（今後も更に分析する予定） （注）STEP 3は、各分類で共通すると考えられるヒントを記載。

戦略的広報経費（国際） -内閣府-
誰に、何を知ってもらい、どのような
意識・行動の変化を促す必要があるの
かを整理 [現状・課題]

訴求対象（ターゲット）にリーチでき
ているかを把握

受容者の声を代弁する者（有識者）か
ら効果を把握（インタビュー）

啓発活動の募集方法、広告の媒体やデ
ザインを見直し
[認知拡大・利用促進]

意識・行動の変化につながるよう、広
報手段を見直し
[事業の質の改善、有効性の発揮]

国税庁の広報活動経費 -財務省-

データも使い、誰に、何を知ってもら
い、どのような意識・行動の変化を促
す必要があるのかを整理
[現状・課題]

受容者の意識・行動の変化により、何
を目指すのかを整理 [事業の目的]

段階を刻んで効果を把握
より伝えたい情報がリーチしているか
を把握

「ジャパン・ハウス」運営関連経費
-外務省-

誰に、何を知ってもらい、どのような
意識の変化を促す必要があるのかを整
理 [現状・課題]

受容者の意識の変化により、何を目指
すのかを整理 [事業の目的]

段階を刻んで効果を把握
メディア掲載状況を質で評価
受容者の主観から効果を把握（アン
ケート）

１．
広報・
普及啓発

P.54

P.55

P.56

アクティ
ビティ STEP 1：現状・課題の分析 STEP 2 ：ロジックモデルの構築 STEP 3 ：点検・改善
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女性に対する暴力の根絶に向けた取
組に必要な経費 -内閣府-

６．
窓口・
相談

データも使い、どのような社会課題が
あり、課題解決までのフローにおいて、
何がボトルネックになっているかを整
理 [現状・課題]

ボトルネック解消により、何を目指す
のかを整理 [事業の目的]

段階を刻んで効果を把握
相談者の主観から効果を把握（アン
ケート）

相談手段、日時の多様化、相談体制を
見直し
[認知拡大・利用促進]

相談対応の質の向上を目指し、相談員
への研修を充実
[事業の質の改善、有効性の発揮]

制度の活用に関する窓口・相談業務が、
実際の制度活用につながっているかを
把握し、新たなプロモーション活動の
実施を検討
[成果の総括]

データも使い、どのような社会課題が
あり、課題解決までのフローにおいて、
何がボトルネックになっているかを整
理 [現状・課題]

ボトルネック解消により、何を目指す
のかを整理 [事業の目的]

段階を刻んで効果を把握
相談者の主観から効果を把握（アン
ケート）

基礎的なEBPMを実践するためのヒント（視点や工夫など）
ページ

P.84

P.85
消費者ホットラインの運用等
-消費者庁-

本資料利用のための整理表 事業の実施方法、アクティビティ別にページ番号と
各STEPのヒントを整理（今後も更に分析する予定） （注）STEP 3は、各分類で共通すると考えられるヒントを記載。

大規模実証事業に必要な経費
（（項）介護保険制度運営推進費）
-厚生労働省-

どのような社会課題があり、どのよう
なことを実証する必要があるのかを整
理 [現状・課題]

段階を刻んで効果を把握
事業がうまく回っているかを確認する
ため「炭鉱のカナリア」を設定

行政事業レビューとは別の枠組みの評
価を活用

P.79

どのような社会課題があり、どのよう
なことを実証する必要があるのかを整
理 [現状・課題]

データも使い、実証を行うことにより
何を目指すのかを整理
[事業の目的]

段階を刻んで効果を把握
行政事業レビューとは別の枠組みの評
価を活用

事業の成果（技術）が定着しているか
を把握

P.78

地域共創・セクター横断型カーボン
ニュートラル技術開発・実証事業
（一部 国土交通省、農林水産省連
携事業） -環境省-

５．
実証事業

応募者数を踏まえ、補助金の交付要綱
等を見直し
[認知拡大・利用促進]

事業の進捗の客観的評価を踏まえた事
業化の後押しや変更・中止
[事業の質の改善、有効性の発揮]

将来の民間事業としての自立を念頭に
置いた支援の仕組みを検討
[成果の総括]

諸外国の税制に関する調査
-財務省-

３．
調査事業

どのような社会課題があり、どのよう
な知見を獲得する必要があるのかを整
理 [現状・課題]

調査（年度別）ごとに効果発現経路を
設定

委託事業者の質を担保
数値の意味（知見をどう活用したか）
を補記

どのような社会課題があり、どのよう
な研究が必要なのかを整理
[現状・課題]

研究を行うことにより、何を目指すの
かを整理 [事業の目的]

事業がうまく回っているかを確認する
ため「炭鉱のカナリア」を設定

行政事業レビューとは別の枠組みの評
価を活用

P.68

P.73
ムーンショット型研究開発プログラ
ム -文部科学省-

４．
研究開発

執行率も踏まえ、委託先の作業期間を
確保するため実施時期を見直し
[認知拡大・利用促進]

得られた知見を踏まえ、調査対象とし
た事業の政策目的の達成のための対策
を検討
[調査結果の利活用による事業改善]

市場に事業の受け手が少ない場合、補
助金の交付要綱等を見直し
[認知拡大・利用促進]

失敗も許容し、客観的な数値も踏まえ
た研究計画の見直しや継続の可否を検
討 [事業の質の改善、有効性の発揮]

市場でのシェア獲得を踏まえ、予算規
模の妥当性等、大規模な事業の見直し
を実施 [事業の総括]

事業名
アクティ
ビティ STEP 1：現状・課題の分析 STEP 2 ：ロジックモデルの構築 STEP 3 ：点検・改善
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市場の公正確保のための経費
-金融庁-

データも使い、どのような社会課題が
あるかに加え、法執行事務を行うに当
たって直面している具体的な課題を整
理 [現状・課題]

法執行事務を行うことにより、何を目
指すのかを整理 [事業の目的]

段階を刻んで効果を把握
業務の質（円滑性、有効性）を評価

データも使い、どのような社会課題が
あるかに加え、法執行事務を行うに当
たって直面している具体的な課題を整
理 [現状・課題]

段階を刻んで効果を把握
業務の質（現場の苦労・工夫・努力）
を評価

数値の意味（法執行事務を契機に生ま
れた効果）を補記

基礎的なEBPMを実践するためのヒント（視点や工夫など）
ページ

P.100

P.101
下請法違反行為に対する措置
-公正取引委員会-

本資料利用のための整理表 事業の実施方法、アクティビティ別にページ番号と
各STEPのヒントを整理（今後も更に分析する予定） （注）STEP 3は、各分類で共通すると考えられるヒントを記載。

電波の監視等に必要な経費
-総務省-

データも使い、どのような社会課題が
あるかに加え、法執行事務を行うに当
たって直面している具体的な課題を整
理 [現状・課題]

法執行事務を行うことにより、何を目
指すのかを整理 [事業の目的]

８．
監督・監
視・防止
（法執行）

段階を刻んで効果を把握
業務の質（円滑性、厳格性）を評価
数値の意味（法執行事務の具体的内
容）を補記

ターゲットへリーチするためのボトル
ネックの解消策を検討
[事業の質の改善、有効性の発揮]

指摘事項への対応として、原因究明及
び実効性のある改善措置を策定
[事業の質の改善、有効性の発揮]

P.99

化学物質の審査及び製造等の規制に
関する法律施行費 -厚生労働省-

データも使い、法執行事務を行うに当
たって直面している具体的な課題を整
理 [現状・課題]

７．
審査・
検査

（法執行）

段階を刻んで効果を把握
業務の質（厳格性、有効性）を評価
数値の意味（継続することの意義）を
補記

審査に当たっての課題を検討し、審査
スキームを精緻化・改善
[事業の質の改善、有効性の発揮]

審査の外部委託の公共入札の不調等を
踏まえ、別手段での審査を検討
[成果の総括]

どのような社会課題があるかに加え、
法執行事務を行うに当たって直面して
いる具体的な課題を整理
[現状・課題]

法執行事務を行うことにより、何を目
指すのかを整理 [事業の目的]

段階を刻んで効果を把握
業務の質（円滑性、厳格性）を評価

データも使い、どのような社会課題が
あるかに加え、法執行事務を行うに当
たって直面している具体的な課題を整
理 [現状・課題]

法執行事務を行うことにより、何を目
指すのかを整理 [事業の目的]

業務の質（有効性、合理性、現場の苦
労・工夫・努力）を評価

P.91

P.92

P.93

出入国管理業務の実施 -法務省-

大型Ｘ線検査装置整備等経費
-財務省-

事業名
アクティ
ビティ STEP 1：現状・課題の分析 STEP 2 ：ロジックモデルの構築 STEP 3 ：点検・改善
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基礎的なEBPMを実践するためのヒント（視点や工夫など）
ページ

データも使い、解決すべき具体的な社
会課題を整理 [現状・課題]

施設整備を行うことにより、何を目指
すのかを整理 [事業の目的]

段階を刻んで効果を整理
より必要なところ(計画の認定を受けた
ところ)で事業を実施

受益者の主観から効果を把握（アン
ケート）

技術の継承、人材の確保に向けた工夫
を行う
[認知拡大・利用促進]

施設管理水準の維持向上のための補助
の在り方（委託契約）を見直し
[事業の質の改善、有効性の発揮]

整備実績を踏まえ、突発事故等にかか
る手続き・制度を見直し
[成果の総括]

データも使い、解決すべき具体的な社
会課題を整理 [現状・課題]

施設整備を行うことにより、何を目指
すのかを整理
[事業の目的、現状・課題]

段階を刻んで効果を整理
より必要なところ(更新が早期に必要と
判明している施設)で事業を実施

事業がうまく回っているかを確認する
ため「炭鉱のカナリア」を設定

P.112

P.113

公共交通利用環境の革新等（国際観
光旅客税財源） -国土交通省-

農業用用排水施設の整備・保全（直
轄） -農林水産省-

10．
施設整備

データも使い、解決すべき社会課題を
整理 [現状・課題]

施設整備を行うことにより、何を目指
すのかを整理
[事業の目的、現状・課題]

施設の整備のメニューごとに効果発現
経路を設定

段階を刻んで効果を整理
訴求対象（ターゲット）にリーチでき
ているかを把握

P.114
スマートウェルネス住宅等推進事業
-国土交通省-

本資料利用のための整理表 事業の実施方法、アクティビティ別にページ番号と
各STEPのヒントを整理（今後も更に分析する予定） （注）STEP 3は、各分類で共通すると考えられるヒントを記載。

税関監視艇整備運航経費 -財務省-

データも使い、どのような社会課題が
あるかに加え、法執行事務を行うに当
たって直面している具体的な課題を整
理 [現状・課題]

法執行事務を行うことにより、何を目
指すのかを整理 [事業の目的]

９．
設備導入・
物品購入・

修繕

段階を刻んで効果を把握
業務の質（厳格性）を評価
数値の意味（成果を積み重ねることに
より得られる効果）を補記

データも使い、どのような社会課題が
あるかに加え、法執行事務を行うに当
たって直面している具体的な課題を整
理 [現状・課題]

法執行事務を行うことにより、何を目
指すのかを整理 [事業の目的]

業務の質（有効性、合理性、現場の苦
労・工夫・努力）を評価

P.106

P.107
大型Ｘ線検査装置整備等経費
-財務省-

計画どおりに調達することが課題とし
て顕在した場合、情勢を踏まえた対応
を検討
[認知拡大・利用促進]

整備コスト・ランニングコストを下げ
るために、運用を見直して、広域連携
の活用等の工夫を行う
[事業の質の改善、有効性の発揮]

事業の目的にかなっているのか等、調
達の質の観点から設備を共有化
[事業の質の改善、有効性の発揮]

最新技術など新たな手段の活用も視野
に入れ、その結果やリスクを確認しつ
つ、柔軟に事業を改善
[成果の総括]

事業名
アクティ
ビティ STEP 1：現状・課題の分析 STEP 2 ：ロジックモデルの構築 STEP 3 ：点検・改善
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アクティビティ～アウトカムまでのイメージ

事業名 ：製品Ａの競争力強化事業
インパクト：製品Ａを製造する業の持続的発展

事業者が⾏う施設Bの整
備費⽤の⼀部を補助

アクティビティ

地⽅公共団体が⾏う研修
Cの費⽤の⼀部を補助

国の機関が国⺠向けに周
知イベントDを実施

〇補助金・交付金
→ 研修・人材育成

〇広報・普及啓発

〇補助金・交付金
→ 施設整備

政策の具体的な活動（当該事業
が、誰を対象に何を⾏うのか）

アウトプット

新たに施設Bの建設を
⾏った事業者の増加

研修Cの参加者の増加

イベントDの参加者の
増加

アクティビティをどれだけ実施
するか／したかについての⽬
標・実績

指標：施設整備数

指標：研修参加者数

指標：イベント参加者数

短期・中期アウトカム

整備した施設Bが実際に
稼働し⽣産量が拡⼤する

研修参加者の⽣産技術の
向上

イベント参加者の製品A
に対する関⼼の増加

アウトプットを通じて望まれる、
事業対象者の変化(⾏動変容等)で、
短期・中期(論理的/時系列的)に
効果が発現すると考えられるもの

指標：施設稼働率、生産量

指標：資格保有者数

指標：参加者の関心増

施設Bに対する再投資が
⾏われ、事業規模が拡⼤

長期アウトカム

製品Aの需要増

アウトプットを通じて望まれる、
事業対象者の変化(⾏動変容等)
で事業の⽬的と対応するもの

指標：製品Aの消費量

指標：生産量、売上高

• アクティビティをその特徴（左肩の青色の部分）に応じて整理
• この整理を「タグ」のように捉え、タグごとに、各論において「政策効果の測定のポイント」を具体例を基に整理
• 実施者視点で左側(アクティビティ)から考えるだけではなく、対象者（受益者）視点で右側(政策目的)からも考え、

「左から右」、「右から左」を何度も行き来しながら検討することが重要

※仮想事業のロジックモデルを用いた説明
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アクティビティの実施の流れと整理（全体像）

ページ例アクティビティの分類

50○○省の広報活動経費広報・普及啓発１

57○○人材の研修事業研修・人材育成２

64○○に関する調査事業調査事業３

69○○技術に関する研究事業研究開発４

74○○サービス実証事業実証事業５

80○○相談窓口の設置・運営窓口・相談６

86○○の審査のための経費審査・検査（法執行）７

94○○の公正確保のための経費監督・監視・防止（法執行）８

102○○購入費設備導入・物品購入・修繕９

108○○施設整備事業施設整備10

国の予算事業の実施方法には、以下の２種類がある。
(ⅰ)国が事業実施主体となっているもの
(ⅱ)国が資金の出し手となり、事業実施主体が支出先の地方公共団体や民間団体等となっているもの
後者の場合、国の事業の有効性を十分に把握するためには、各支出先で実施されるアクティビティの効果を把握することが求め

られる。事業の実施方法及びアクティビティの分類別の「政策効果の測定と点検・改善のポイント」は各項で詳述する。

ページ例国の予算事業の実施方法

－
各府省庁が直接実施する事業
（直轄事業、調査・研究事業等。
なお、事業実施にあたり委託・請
負契約を行っている場合も含む）

直接実施ⅰ

42補助事業、交付金事業等補助金・交付金ⅱ-1

46国際機関等への分担金、拠出
金等拠出金・分担金ⅱ-2

－○○組合事務費負担金負担金ⅱ-3

－上記以外のもの
（例：出資金、貸付金等）その他ⅱ-4

※上記のほか、非予算事業（行政事業レビューシートの作成対象外）である税
制（租税特別措置など）、規制/緩和、機構/定員なども存在する。

※例の記載内容は、「行政事業レビューシート作成要領」を参考にしている。

解決したい
社会課題

事業所管部局
（各府省庁）

地方公共団体 / 
民間団体等

支出 アクティビティの実施

(ⅱ)国は資金の出し手

(ⅰ)国が事業実施主体

支出

担当者に理解
してほしいこと！

国の事業の有効性を把握するためには
各アクティビティの効果を把握することが重要！

アクティビティの実施
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基礎的なEBPMの実践（１）

• 「基礎的なEBPMの実践」とは、事業所管部局が普段から考えているであろうことをロジカルに、データに基づいて
記述し、「STEP 1：現状・課題の分析」、「STEP 2：ロジックモデルの構築」、「STEP 3：点検・改善」を適切に
行い、政策の改善につなげていくことである（具体的なサイクルについては、P.37のとおり）。

• 本資料の各論は、主に「STEP 2：ロジックモデルの構築」について、事業を構成するアクティビティに着目し、ア
クティビティの特徴に応じた「政策効果の測定のポイント」を整理しているが、まずはSTEP 1の検討から始め、事
業所管部局が普段から当たり前に考えている（考えるべき）事業の目的や課題を改めて整理することが重要である。
 どういう問題があり（社会課題）
 それを解決してどういう状態にしたいのか（目標）
 どういう手段で解決しようとしているのか（アクティビティ）

• STEP 1の検討から始めることにより、アクティビティがどのような過程を経て長期アウトカムに至るのかという事
業所管部局の目論見（＝ストーリー）が整理され、STEP 2の解像度向上につながる。

STEP 1
現状・課題の分析

STEP 1
現状・課題の分析

STEP 2
ロジックモデルの構築

STEP 2
ロジックモデルの構築

現状・課題の把握
現状・課題

目指す姿
長期アウトカム・インパクト

事業の目的※

政策手段の検討
事業の概要

STEP 3
点検・改善

STEP 3
点検・改善

モニタリング・効果測定

点検

改善策の検討
「左から右」(実施者視点)だけでなく、「右から左」(対象者（受益者）視点)でも検討

現状
課題

インプット
アクティ
ビティ

アウト
プット

短期・中期・長期
アウトカム

事業の
目的※

STEP 1 STEP 1STEP 2

事業や施策についての意思決定は幹部職員が行うことから、幹部職員が普段考
えている、所管する事業や施策の目的や効果などを若手職員に伝えていき、若
手職員も主体的に政策立案に参加する中で、共通理解を得られたロジックに基
づいたものにすることが重要

※「事業実施により得られる効果（長期アウトカム）」と「他の政策手段の効果も合わせて達成を目指すさらに大きな目的（＝インパクト）」（同一の政策体系の下にある様々な政策
手段と合わせて実現しようとする効果）を書き分けて明示することで、「政策体系において、その事業が何を目指すか」が明確になる。
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基礎的なEBPMの実践（２）

• 「基礎的なEBPMの実践」に当たっては、P.36で示したSTEP 1からSTEP 3の流れに沿ってＰlan（立案）→Ｄo（実施）
→Ｃheck（評価）→Ａction（改善）の政策サイクルを毎年繰り返すことにより、不断に改善を加えることが重要。

• 具体的には、事業の実施前（STEP 1・2）に整理した目論見（事業の目的、政策効果の発現経路、目標・指標等）を基に、
事業を実施しながら効果をモニタリング・測定する。そして、効果が当初の想定どおりに発揮されていない場合には、
「次なる事業の改善」（事業の継続・拡充、あるいは廃止・統合・分割など）につなげる(STEP 3)とともに、必要に応じて
効果発現経路や成果目標・指標等を見直す（STEP 1・2）といったサイクルを毎年繰り返す。

④ 改善（運用改善、政策手段の入替え、政策転換など）

・一時点での評価・分析にとどまるスタティック（静的）なEBPMだけではなく、状
況の変化に応じて政策の見直し・実行するダイナミック（動的）なEBPMを実践

・効果が当初の想定どおりに発揮されていない場合には、「次なる事業の改善」に
つなげる。（思い切って政策運用や政策手段を見直す）

③ モニタリング・点検

・事業実施前に整理した目論見を基に、
政策効果の発現状況を把握

・現場との緊密なコミュニケーションに
よる実態把握

・目標と現状の間に乖離がある場合、原
因を探るための評価を行う

→必要に応じて効果分析手法を活用
（インパクト評価）

② モニタリング・点検の事前設計

・政策効果の発現経路や適切な目標・指標を設定・
見直し

・多段階のモニタリング指標（「炭鉱のカナリア」
（異変を敏感に検知するセンサー））の設定 

① 課題の発見と政策目標の設定、政策手段の検討 

・ステークホルダーとのコミュニケーションに加え、
政府統計等の多様なデータ・分析を基に課題を発見
し、政策目標を設定 

・事業所管部局が普段から当たり前に考えている（考
えるべき） 事業の目的や課題を改めて整理 

・政策選択のための政策手段の比較検討 

・目標と進捗にズレが生じる前提で政策を設計  

STEP 1：現状・課題の分析

STEP 2：ロジックモデルの構築 STEP 3：点検・改善

Ｄo
（実施）

Ｃheck
（評価）

Ｐlan
（立案）

Ａction
（改善）

EBPMの政策サイクル
（ＰＤＣＡ）
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事業の実質的な効果を測る

• 現実の社会（社会課題）は複雑であり、事業の効果を安易に一つの数字だけで測ること
はできない。

• 事業の目的を単一的な視点で考えるのではなく、多角的に捉える必要がある。

• 安易に手元にある「既存のデータ」や「良い結果が出るデータ」にとびつくと、事業の
効果を見誤る恐れがあり、かえって自らの戦略を歪めてしまいかねない。

• 事業所管部局においては、数字では捉えきれないノウハウも存在しているはず。

1. 適切な効果測定のためには、取りやすいデータを目標・指標として設定しない。

2. 「STEP 1：現状・課題の分析」（P.36-37）で整理した事業所管部局の目論見（＝ス
トーリー）に沿って、本資料の各論も参考に、事業の実質的な効果を測る。

※ 各論においては、実質的な効果を測るための指標等の参考例（指標等の参考例）も掲載している（「補助金・交
付金」、「拠出金・分担金」を除く）。

政策立案の精度を向上させるための効果測定の在り方政策立案の精度を向上させるための効果測定の在り方

ポイント①基礎的なEBPMの実践
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効果発現経路をつなぐロジックの重要性

効果発現経路（アクティビティ→アウトプット→短期・中期・長期アウトカムへの経路）における活動指標・成
果指標の実績は、学校の成績のような「うまくいった / うまくいかなかった」だけを見て、「過去の事実の説明」
をするのではなく、次なる政策の立案・改善につなげるための「意思決定にいかす」ことが重要。

そのため、「STEP 2：ロジックモデルの構築」（P.36-37）を通じて自らの戦略を表現する際には、

① アクティビティがどのような過程を経て長期アウトカムに至るのかという事業所管部局の目論見が、読むだけ
で理解・納得できるよう、各段階の間のつながりを具体的に分かりやすく記載する

② 各成果指標について、なぜそのデータを設定したのかの理由や、各成果目標について、なぜその水準を設定し
たのかの理由を記載する

これらの事業所管部局の目論見（＝ストーリー）が共有できることにより、意思決定過程において関係者間で議論を
する際の一助となる。

アクティビティ アウトプット 短期アウトカム 中期アウトカム 長期アウトカム
事業の
目的

(インパクト)

現状
課題

効果発現経路の「つながり」のロジックを説明する効果発現経路の「つながり」のロジックを説明する

ポイント②基礎的なEBPMの実践
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令和６年度⾏政事業レビューシート

⾼齢者、障害者、⼦育て世帯等の住宅確保要配慮者の⼊居に対し、他の⼊居者・近隣住⺠との協調性に対す
る不安や家賃の⽀払いに対する不安などから、賃貸⼈の⼀定割合は拒否感を有しており、⼊居制限がなされている
状況がある。⾼齢者、障害者、⼦育て世帯等の居住の安定確保のため、⺠間賃貸住宅等を活⽤したセーフティ
ネット登録住宅（住宅確保要配慮者専⽤賃貸住宅）に対して⽀援を実施する。

アクティビティ②
※①、③〜⑤略

住宅確保要配慮者専⽤賃貸住宅の供給⽬標
アウトプット

住宅確保要配慮者専⽤賃貸住宅改修事業の補助⼾数指標

住宅確保要配慮者専⽤賃貸住宅改修事業が実施されることにより、住まいの確保に困難を抱える世帯のニーズに
沿った住宅が整備され、当該世帯の⼊居が促進されると想定し、補助を受けた住宅確保要配慮者専⽤賃貸住宅
の管理⼾数を分⺟、⼊居⼾数を分⼦として算出した⼊居率を短期アウトカムとして設定した。

↓

補助を受けた住宅確保要配慮者専⽤賃貸住宅の⼊居率の確保⽬標
短期アウトカム

住宅確保要配慮者専⽤賃貸住宅の⼊居率指標

住宅確保要配慮者専⽤賃貸住宅における⼊居者の⼊居期間が確保されていることで、⼊居者の居住の安定が図
られていると想定し、⼊居者の平均⼊居期間を⻑期アウトカムとして設定した。↓

住宅確保要配慮者の居住の安定⽬標
⻑期アウトカム

住宅確保要配慮者専⽤賃貸住宅における⼊居者の平均⼊居期間指標

レビューシートはこちら（行政事業
レビュー見える化サイト） ：
https://rssystem.go.jp/project/c
1780038-7554-4dc9-ae24-
1fd6bbb51978

効果発現経路をつなぐロジックの重要性 事例
スマートウェルネス住宅等推進事業-国土交通省-

●入居者の入居期間が確保
されていることで、入居者
の安定が図られていると想
定し、「平均入居期間」を
長期アウトカムとして設定
している。

●事業実施により、住まい
の確保に困難を抱える世帯
のニーズに沿った住宅が整
備され、当該世帯の入居が
促進されると想定し、「入
居率」を短期アウトカムと
して設定している。

下記の事例では、

①アクティビティがどのような過程を経て長期アウトカムに至るのかという事業所管部局の目論見
②各成果指標について、なぜそのデータを設定したのかの理由や、各成果目標について、なぜその水準を設定したのかの理由

を「↓（つながり）」欄で説明している。

ポイント②基礎的なEBPMの実践
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第２部について 26
本資料の利用手順 27
本資料利用のための整理表 29
アクティビティ～アウトカムまでのイメージ 34
アクティビティの実施の流れと整理（全体像） 35
基礎的なEBPMの実践 36

各論

事業の実施方法
補助金・交付金 42
拠出金・分担金 46

アクティビティ
１．広報・普及啓発 50
２．研修・人材育成 57
３．調査事業 64
４．研究開発 69
５．実証事業 74
６．窓口・相談 80
７．審査・検査（法執行） 86
８．監督・監視・防止（法執行） 94
９．設備導入・物品購入・修繕 102
10．施設整備 108

必読

担当する事業の特徴に応じて必要なパートのみ参照

41



支出

支出
解決したい
社会課題

補助金・交付金

補助金・交付金

国

(ⅰ)国が事業実施主体

(ⅱ)国は資金の出し手

• 補助金・交付金事業の実施方法には、以下の２種類がある。 ※ アクティビティの実施の流れと整理（全体像）はP.35参照

(ⅰ)国が事業実施主体となっているもの
(ⅱ)国が資金の出し手となり、事業実施主体が支出先の地方公共団体や民間団体等となっているもの

• 本項では(ⅱ)の場合について整理しており、補助金・交付金事業の有効性を十分に把握するためには、各支出先で実施
されるアクティビティの効果を把握することが求められる。

アクティビティの実施

まずは、「事業の目的」「現状・課題」欄等で整理

どのような機関等を対象に、どのような事務、事業に対して、補助金・交付金を支出しているのか、その補助金・交付
金を通じて、支出先がどのように社会課題を解決することを目指すのかという全体像を整理

単に「○○に必要な経費を補助している」と表現するのではなく、
① どのような社会課題が存在するのか
② ①の社会課題を解決するために、どのような取組が必要なのか
③ ②の取組に対し、どのような範囲で、どの段階になるまで（どの程度効果が発現するまで）支援をするべきか
④ ③の支援によって、支出先がどのように①の社会課題を解決するのか

を表現すると、手段や取組の妥当性を関係者間で共有できる

担当者に理解
してほしいこと︕

国の事業の有効性を把握するためには
各アクティビティの効果を把握することが重要！

アクティビティの実施地方公共団体
/ 民間団体等

STEP 1（現状・課題の分析）補助金・交付金
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支出

補助金・交付金
（事業の実施方法）

アクティビティ

採択・交付

アウトプット現状
課題

事業の
目的

インパクト
※同一の政策

目的を共有する
政策手段と合

わせて実現する
効果を含む

適切な効果測定のためには、短期・中期・長期アウトカム等の各段階において、取りやすいデータを目標・指標として設定するのではなく、STEP１で

整理した政策意図が反映された効果発現経路に沿って、上記のポイントも参考に、事業の実質的な効果を測り、事業の改善につなげていくことが重要

である。（実質的な効果を測るための指標等は、アクティビティの分類ごとの政策効果の測定のポイント（１．広報・普及啓発～10．施設整備）の「実質的

な効果を測るための指標等」のページを参照）

補助金・交付金

短期アウトカム 中期アウトカム 長期アウトカム

国 アクティビティの実施
地方公共団体
/ 民間団体等

STEP 2（ロジックモデルの構築）

効果発現経路を整理する→効果を測定する目標・指標を設定する

STEP 2
STEP１

で整理
STEP１

で整理

事
業
の
実
施
方
法
（
補
助
金
・
交
付
金
）
に
着
目
し
た
ポ
イ
ン
ト

補助金・交付金

補助金・交付金が活用
されているか、事業の
目的に合致した事業を
支援（採択・交付）で
きているかを把握[炭鉱
のカナリア]

例1) 補助金の執行率
例2) 外部専門家で構成さ
れる審査委員会において、
実施体制の適格性や知見・
専門性の程度等の観点から
事業者の採否について審査
を実施

補助金・交付金のメ
ニューごとに効果発現
経路を設定

例）多様な世帯が安心し
て健康に暮らすことがで
きる住環境を実現するこ
とを目的とした補助金の
場合、以下のメニューご
とに効果発現経路を設定

(1)サービス付き高齢者向
け住宅を整備する事業

(2)高齢者、障害者、子育
て世帯等の住宅確保要配
慮者専用の賃貸住宅を改
修する事業

(3)共同住宅における子ど
もの安全・安心の確保に
資する設備や居住者等に
よる交流を促す施設を整
備する事業

（１）補助金・交付金の支出先(地方公共団体等)で実施されるアクティビティに着目して、
事業の効果を把握する
（アクティビティの分類ごとの政策効果の測定のポイント（１．広報・普及啓発～
10．施設整備）については、P.50～114を参照）

※ 補助金・交付金を採択・交付したことのみをもって事業の効果を捉えない

（２）事業の効果を把握するためのデータを収集するに当たっては、データ収集のコストも
勘案しながら、
・交付要綱等に定めることにより、支出先から必要なデータ等を提供してもらうこと
・無理に関連性の低い定量的な目標・指標を設定するのではなく、現場からヒアリン
グした実態等を活用し、定性的に記載すること

が考えられる
※ 補助金・交付金は、実施されるアクティビティの数が多く、また、事業実施主体の裁量（自由

度）も事業によって様々であり、事業の効果を把握するためのデータの入手が難しい場合もある
ため、これらのような方法が有効であると考えられる
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レビューシートの実例公共交通利用環境の革新等（国際観光旅客税財源）-国土交通省-
レビューシートはこちら（行政事業レビュー見える化サイト）: https://rssystem.go.jp/project/e3b5ce5f-2277-403c-8ac0-b0a35ed7d548

令和６年度⾏政事業レビューシート
我が国へのゲートウェイとなる空港・港湾から訪⽇外国⼈旅⾏者の来訪が特に多い観光地等に⾄るまでの既存の公共交通機関等について、
訪⽇外国⼈旅⾏者のニーズが特に⾼い多⾔語対応、無料Wi-Fiサービス、トイレの洋式化、キャッシュレス決済対応等の取組を⼀気呵成に
推進する取組等を⽀援することで、地⽅部への訪⽇外国⼈旅⾏者の誘致の加速化を図る。

事業の⽬的

「明⽇の⽇本を⽀える観光ビジョン」(2016年)では、2015年に1,974万⼈であった訪⽇外国⼈旅⾏者数を2030年に6,000万⼈に、また、
観光⽴国推進基本計画(2023年)では、2025年までに訪⽇外国⼈旅⾏消費額を早期に5兆円にするとしており、訪⽇外国⼈旅⾏者数及
び消費額の増加には、訪⽇外国⼈旅⾏者が快適に旅⾏するための環境整備が重要である。
現状においては、「訪⽇外国⼈旅⾏者の受⼊環境整備に関するアンケート」によると、訪⽇外国⼈旅⾏者の主な困りごとの⼀つが「公共交通
の利⽤」（例えば「多⾔語表⽰の少なさ・分かりにくさ」や「無料Wi-Fiサービス」で困った交通機関として鉄道駅やバスターミナル構内等があげ
られている。）となっており、地⽅部への訪⽇外国⼈旅⾏者の誘致の加速化に向け、既存の公共交通機関等について、訪⽇外国⼈旅⾏者
のニーズを踏まえた多⾔語対応や移動⼿段の充実等を図り、⼀層快適でストレスフリーな旅⾏環境の実現が必要となっている。

現状・課題

公共交通事業者や旅客施設の設置管理者等が⾏う①多⾔語対応、②無料Wi-Fiサービス、③トイレの洋式化、④キャッシュレス決済対応、
⑤⾮常時のスマートフォン等の充電環境の確保、⑥⼤きな荷物を持ったインバウンド旅客のための機能向上、⑦移動そのものを楽しむ取組や
新たな観光ニーズへの対応、⑧多様なニーズに対応する新たな交通サービスの創出等に要する経費の⼀部等を⽀援（①〜④を３点以上
セットで整備し、あわせて⑤〜⑧を⽀援可能）。

事業の概要

我が国へのゲートウェイとなる空港・港湾から、訪⽇外国⼈旅⾏者の来訪が特に多い⼜はその⾒込みがある市区町村に係る観光地に
⾄るまでの公共交通事業者等の事業に係る交通サービスの利⽤環境を刷新するため、訪⽇外国⼈旅⾏者のニーズが特に⾼い取組
（多⾔語対応、無料Wi-Fiサービス、トイレの洋式化、キャッシュレス決済対応）等を⼀体的に進める事業など（公共交通利⽤環
境の⾰新等事業という。）を⽀援することで、地⽅部への訪⽇外国⼈旅⾏者の誘致の加速化を図る。

アクティビティ

公共交通事業者等の事業に係る交通サービスの利⽤環境の刷新⽬標
アウトプット

観光庁⻑官が指定し、公共交通利⽤環境の⾰新等事業を実施した線区数指標
本事業を実施しようとする公共交通事業者等は、事業の⽬標などを記載した計画を観光庁⻑官へ提出して認定を受けること、事業
実施後は⾃⼰評価を⾏い地⽅運輸局等へ報告することとなっている。⽀援を⾏った事業者⾃らによる事業の実施状況を確認し、評
価を成果指標とすることで、事業の実施による直接的な効果や課題を検証する。

↓

補助事業者の提出する⾃⼰評価において、事業実施によるインバウンド受⼊環境への効果として、「計画に位置づけられた事業の効
果はあった」と回答する割合を75%以上にする⽬標

短期アウトカム
補助事業者の提出する⾃⼰評価において、事業実施によるインバウンド受⼊環境への効果として、「計画に位置づけられた事業の効
果はあった」と回答する割合指標

補助対象事業者⾃らによる事業の実施状況の確認、評価（観光振興事業費補助⾦交付要綱 第23条）令和4年度に実施した
観光庁調査により、75%を⽬標指標とする。補助事業者からの報告内容の例︓訪⽇外国⼈旅⾏者が⽬的地へストレスなくスムーズ
に移動する事が可能となった

出典

訪⽇外国⼈旅⾏者へのアンケート調査の結果で、不満の⼀つとなっている「公共交通の利⽤」について、本事業を実施することで、「不
満がある」と回答する訪⽇外国⼈旅⾏者の割合を改善させていく。↓

「公共交通の利⽤」に不満があると回答する訪⽇外国⼈旅⾏者の割合を10％以下にする⽬標
⻑期アウトカム

「公共交通の利⽤」に不満があると回答する訪⽇外国⼈旅⾏者の割合指標

データも使い、解決すべき具体的な社
会課題を整理している。

STEP 1
（事業の目的や課題を改めて整理）

事業の目的に合致した取組を支援（採
択・交付）できているかどうかについ
て、計画の認定を受けた箇所で事業を
実施した線区数により把握している。

STEP 2
事業がうまく回っているかを確認する
ため「炭鉱のカナリア」を設定

アウトプット～長期アウトカムにおい
て、補助金の支出が完了したことに留
まらず、支出先（公共交通事業者）に
よる取組（アクティビティ）に着目し
て事業の効果を把握している。

STEP 2
支出先のアクティビティに着目

交付要綱において、支出先自ら取組の
実施状況の確認や評価を行うよう定め
ることにより、事業の効果を把握する
ために必要なデータを支出先から提供
してもらうことにしている。

STEP 2
効果把握のためのデータを収集

補助金・交付金
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レビューシートの実例酒類業振興支援事業-財務省-
レビューシートはこちら（行政事業レビュー見える化サイト）: https://rssystem.go.jp/project/c7c2e7b1-333b-40bc-9ead-9801e1bf079d

令和６年度⾏政事業レビューシート
酒類事業者による、⽇本産酒類のブランディング、インバウンドによる海外需要の開拓などの海外展開に向けた取組及び国内外の新市場開拓などの意欲的な取組を
⽀援することにより、⽇本産酒類の輸出拡⼤及び酒類業の経営改⾰・構造転換を図るとともに、酒類業の健全な発達を促進する。事業の⽬的
酒類の国内需要が⻑期的に減少傾向にあり、これまでの取組を継続するだけでは今後の需要の回復・拡⼤が⾒込めない中で、酒類事業者には、従来型の商品の開
発・製造・販売等の⽅法にとらわれず、新たな商品・サービスの創造、新たな市場の開拓に取り組み、経営改⾰や酒類業界の構造転換を推進していくことが求められて
いる。また、⽇本産酒類の輸出額は近年伸⻑しているものの、依然として世界の酒類市場のわずか0.1％にも満たない規模にとどまっていることに鑑みれば、⽇本産酒類
の認知度向上及び販路拡⼤等を通じた海外市場の⼀層の開拓は、酒類業の更なる発展のために必要不可⽋な取組である。

現状・課題

酒類事業者による以下の取組を⽀援する。
（1）商品の差別化による新たなニーズの獲得 （2）販売⼿法の多様化による新たなニーズの獲得
（3）ＩＣＴ技術を活⽤した、製造・流通の⾼度化・効率化 （4）海外販路拡⼤、商品等の⾼付加価値化、インバウンドによる海外需要の開拓等の取組
（5）リソース不⾜に対応するための(4)の取組について、複数（３者以上）の酒類事業者が集まって推進する取組

事業の概要

酒類事業者に対して、以下の取組について補助を⾏うことにより⽀援する。
（1）⽇本産酒類の海外販路拡⼤や商品等の⾼付加価値化に関する取組、
（2）酒蔵の観光化や地域における酒蔵ツーリズムプラン策定の取組

酒類業の新市場を開拓するような、酒類事業者による以下の意欲的な取
組を⽀援する。
（1）商品の差別化による新たなニーズの獲得、
（2）販売⼿法の多様化による新たなニーズの獲得、
（3）ＩＣＴ技術を活⽤した、製造 ・流通の⾼度化・効率化

アクティビティ

⽇本産酒類の輸出拡⼤を図るとともに、酒類業の健全な発達を促進する。酒類事業者の経営改⾰、酒類業の構造転換を促す。⽬標アウトプット 海外展開⽀援枠の採択件数新市場開拓⽀援枠の採択件数指標
効果発現の初期段階として、酒類事業者が補助⾦交付申請時に設定した事
業KPIの達成度を測ることが重要であることから、事業KPIの達成度の割合を初
期アウトカムとして設定した。

効果発現の初期段階として、酒類事業者の経営改⾰や酒類業界の構造
転換に関し、補助事業者が設定した⽬標の達成度の認識を測ることが重要
であることから、⽬標の達成度の割合を初期アウトカムとして設定した。

↓

補助事業者が補助⾦交付申請時に設定する事業KPIについて、補助事業実
施年度末に達成した事業の割合を80％以上とする。（複数の事業KPIを設定
している場合には、そのうち1つでも達成すれば成果とする。）

補助事業者が補助事業期間終了後に評価を⾏う「⽬標の達成度」につい
て、ABCの3段階評価のうちA評価（評価できる）の割合を80％以上とす
る。

⽬標
短期アウトカム

事業KPIを達成した事業の割合（事業KPIを達成した事業数/交付決定事業
数）×100

「⽬標の達成度」がA評価の事業の割合（A評価の事業数/交付決定事
業数）×100指標

酒類事業者が補助⾦交付申請時に設定した、５年かけて達成する⻑期事業
KPIの最終的な達成度を測ることが本事業の成果を検証するのに重要であること
から、⻑期事業KPIの達成度の割合を⻑期アウトカムとして設定した。なお、設定
する⻑期事業KPIは以下のとおり。
（1）⽇本産酒類の海外販路拡⼤や商品等の⾼付加価値化に関する取組の
場合には、輸出⾦額の増加率⼜は商品単価の増加率
（2）酒蔵の観光化や地域における酒蔵ツーリズムプラン策定の取組の場合には、
観光客の増加率⼜は観光客単価の増加率

補助事業の成果が発現されているかの確認⽅法として、本事業の執⾏額に
より増加した補助事業に係る売上を⽐較検証する⽅法が考えられ、中期的
なアウトカムとして設定した。⽬標値は事業実施年度の執⾏額が確定した
後に記載する。

↓

補助事業に係る全補助事業者の売上累計額（事業実施年度から起算し
て３年間の各年度）が本事業執⾏額を上回る⽬標

中期アウトカム
年度ごとの補助事業に係る全補助事業者の売上累計額（令和6〜8年
度）指標
補助事業により酒類事業者の経営状況の変化を捉えることが、酒類業の経
営改⾰・構造転換を促すことを⽬的とした本事業の成果を検証するのに重
要であることから、売上総利益の年率増加率平均を⻑期アウトカムとして設
定した。

↓

交付申請時に設定する⻑期事業KPIについて、事業終了後５年後に達成した
事業の割合を80％以上とする。

補助事業者のうち、事業終了後5年間で、売上総利益年率平均1.5％以
上増を達成する事業者割合が50％を超えること。⽬標

⻑期アウトカム
⻑期事業KPIを達成した事業の割合（⻑期事業KPIを達成した事業数/交付
決定事業数）×100売上総利益年率平均1.5％以上増を達成する補助事業者割合指標

補助金の支出先で何を目指すのかを整
理している。

STEP 1
（事業の目的や課題を改めて整理）

「新市場開拓支援枠」「海外展開支援
枠」という補助対象のメニューごとに
効果発現経路を設定し、事業全体で得
られた成果を的確に把握している。

STEP 2
補助金のメニューごとに効果発現経路
を設定

アウトプット～長期アウトカムにおい
て、補助金の支出が完了したことに留
まらず、支出先（酒類事業者）による
取組（アクティビティ）に着目して事
業の効果を把握している。

STEP 2
支出先のアクティビティに着目

補助金申請時にKPIの設定等をしても
らうことにより、事業の達成状況を把
握するために必要なデータを収集でき
るようにしている。

STEP 2
効果把握のためのデータを収集

補助金・交付金

データも使い、解決すべき具体的な社
会課題を整理している。

STEP 1
（事業の目的や課題を改めて整理）
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支出
国際社会が

直面する課題
拠出金・分担金日本政府

(ⅱ)日本政府は資金の出し手

• 拠出金・分担金事業の実施方法は、以下のとおりである。 ※ アクティビティの実施の流れと整理（全体像）はP.35参照

(ⅱ)日本政府が資金の出し手となり、事業実施主体が支出先の国際機関となっているもの

• このような事業の実施方法を踏まえると、拠出金・分担金事業の有効性を十分に把握するためには、各支出先で実施さ
れるアクティビティの効果を把握することが求められる。

まずは、「事業の目的」「現状・課題」欄等で整理

国際社会が直面する課題がどのようになっていて、当該課題の解決に向けて、国際機関がどのような目標を達成しようとしているの
か、国際機関を通して、日本はどのような社会課題を解決することを目指すのか、日本に期待される役割は何かという全体像を整理

単に「○○への拠出を通じて○○する」と表現するのではなく、
① 専門的知見やネットワークを有する国際機関を通して効果的な取組が行われるメリットは何か

（日本国としての目標達成等に対してどう機能しているのか）
② 一方で裁量の限界等※があり、日本政府としてどのように対応しているのか

を表現すると、手段や取組の妥当性を関係者間で共有できる
※ 例：他国と共同で拠出するという仕組み上、日本政府（拠出元）の裁量に限界がある

注：本パートの内容は、任意拠出金の実例を基に整理している

担当者に理解
してほしいこと︕

国の事業の有効性を把握するためには
各アクティビティの効果を把握することが重要！

アクティビティの実施国際機関

拠出金・分担金 STEP 1（現状・課題の分析）
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現状
課題

事業の
目的

インパクト
※同一の政策

目的を共有する
政策手段と合

わせて実現する
効果を含む

短期アウトカム 中期アウトカム 長期アウトカムアウトプット

支出

拠出金・分担金
（事業の実施方法）

アクティビティ

拠出金・分担金
日本
政府 アクティビティの実施国際機関

注：本パートの内容は、任意拠出金の実例を基に整理している 拠出金・分担金 STEP 2（ロジックモデルの構築）

効果発現経路を整理する→効果を測定する目標・指標を設定する

STEP 2 STEP１

で整理
STEP１

で整理

適切な効果測定のためには、短期・中期・長期アウトカム等の各段階において、取りやすいデータを目標・指標として設定するのではなく、STEP１で

整理した政策意図が反映された効果発現経路に沿って、上記のポイントも参考に、事業の実質的な効果を測り、事業の改善につなげていくことが重要

である。（実質的な効果を測るための指標等は、アクティビティの分類ごとの政策効果の測定のポイント（１．広報・普及啓発～10．施設整備）の「実質的

な効果を測るための指標等」のページを参照）

事
業
の
実
施
方
法
（
拠
出
金
・
分
担
金
）
に
着
目
し
た
ポ
イ
ン
ト

(1) 拠出金・分担金の支出先(国際機関)で実施されるアクティビティに着目して、事業の効果を把握する
（アクティビティの分類ごとの政策効果の測定のポイント（１．広報・普及啓発～10．施設整備）については、P.50～114を参照）

(2) 拠出金・分担金事業の効果を把握するに当たっては、特に、拠出金・分担金の支出先(国際機関)で実施されるアクティビティが、課題解決
に向けてどの程度寄与しているか等、指標や実績値等の意味を補記することが有効である

① 事業を実施する国や地域等について、なぜ当該国・地域で事業を行うのかという理由（当該国・地域で事業を行うことの重要性）を示す
② 事業の実施内容（例：研修、セミナー、プロジェクト等）について、その内容が事業を実施する国や地域等のニーズに即しているか等、

なぜそのテーマや内容を選んでいるのかという目論見を示す
③ 事業を継続して実施することに意義がある場合（例：交流事業等）には、継続実績や時代の変化に対応して取組が深化していることを

示す

ことにより、数値だけでは伝わらない事業の効果を表現する
※ 拠出金・分担金という事業の実施方法の特性上、外部要因（事業を実施する国や地域等の情勢（紛争の頻発や経済状況等））の影響を受けることが多いため、当

初どおり事業が進捗していない場合、進捗に影響を与えた外部要因についても補記することにより、関係者の共感を得ることができる

(3) 事業の効果を測るための適切なデータを国際機関から入手することが困難な場合には、無理に関連性の低い定量的な目標・指標を設定する
のではなく、国際機関からヒアリングした情報等を活用し、定性的に記載することも有効である
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レビューシートの実例国際連合開発計画（UNDP）拠出金-外務省-
レビューシートはこちら（行政事業レビュー見える化サイト）: https://rssystem.go.jp/project/a7d24b51-9445-4c51-9b46-3a67d506276a

令和６年度⾏政事業レビューシート
①⽇本企業が多く進出している東南アジア諸国を中⼼に⽇本企業やそのサプライヤー等による⼈権尊重の取組を⽀援すること、②「ビジネスと⼈権」に
関する⾏動計画の策定⼜は実施に取り組む諸国を⽀援すること、③⽇本国内での企業向けセミナーや⼀般向け講演会等を通じてビジネスと⼈権につ
いての理解を促進することを通じて、国際社会を含む社会全体の⼈権の保護・促進、⽇本企業の国際的な競争⼒及び持続可能性の確保・向上、
SDGｓの達成への貢献を⽬指す。

事業の⽬的

企業活動における⼈権尊重に対する国際的な関⼼が⾼まり、欧州を中⼼に⼈権デュー・ディリジェンス（DD)関連規制が強化される中、多様な国・
地域にまたがるバリューチェーンを持つ⽇本企業にとって、⼈権DDの取組を進め、関連規制に対応していくことが必須。2022年9⽉、政府は「責任ある
サプライチェーン等における⼈権尊重のためのガイドライン」を策定したほか、2023年5⽉のG7広島⾸脳コミュニケでは、企業活動及びグローバル・サプラ
イチェーンにおける⼈権及び国際労働基準の尊重の確保並びにビジネスのための強靱性、予⾒可能性及び確実性の更なる向上に向けて取り組むこと
とされた。⽇本企業がこうした活動を進めるためには、諸外国の⼈権状況や制度、取組の現状についての⼗分な情報が必要になる。また、諸外国及び
企業の側でもビジネスと⼈権についての理解を醸成することも必要（レベル・プレイング・フィールドの確保）。さらには、国内の中⼩企業や地⽅企業に
対する普及啓発活動も引き続き求められている。

現状・課題

上記の現状・課題を踏まえ、世界各地で既にビジネスと⼈権に関する対政府、対企業⽀援を実施している国連開発計画（ＵＮＤＰ）へ拠出し、
我が国及び企業が裨益しやすいと思われる国を選んで、⽇本企業及びそのサプライヤー、政府関係者に対する⽀援を実施。また、別途、⽇本国内で
も地⽅企業、中⼩企業や⼀般への普及活動を実施。具体的には以下の事業を実施する。
① 対象国で活動する⽇本企業やそのサプライヤー等に対するセミナーや研修等を実施し、企業関係者の知⾒を共有し、課題の解決を促す。
② 対象国政府関係者に対するワークショップや調査活動を実施し、「ビジネスと⼈権」に関する⾏動計画の策定や実施を⽀援する。
③ 国内（東京及び地⽅）でワークショップや講演会を実施し、ビジネスと⼈権に対する普及啓発を図るとともに、⽇本企業が抱える課題の解決を⽬
指す。

事業の概要

⽇本企業の活動が盛んな国、⼈権外交の観点から重視すべき国、⽇本の貢献がアピールしやすい国（他に多くのドナーがいない国等）等を
中⼼に、⽇本企業やそのサプライヤー等に対して、⼈権DDに関するセミナーや個別研修等を実施する。⽇本企業のサプライチェーンは多様な
地域にまたがるため、対象国にはアジアの他、アフリカ、東欧、中央アジア、ラ⽶も含まれる（令和４年度補正事業）。

アクティビティ

対象国における⽇本企業の⼈権デュー・ディリジェンス導⼊を⽀援する。⽬標
アウトプット

実施国数指標
それぞれの対象国に所在する⽇本企業及びそのサプライヤー等が、幅広く、⼈権DDに関するセミナーや個別企業向け研修等に参加することに
より、企業活動における⼈権尊重の取組の裾野を広げ、類似の課題を企業間で共有できるような環境の醸成や個別課題の解決に結びつけ
るためにも、できる限り多くの企業が参加することが望ましい。

↓

⽇本企業及びそのサプライヤー等の企業活動における⼈権尊重への理解を促進する。⽬標
短期アウトカム

セミナー及び研修への参加企業数指標
本件事業で提供されるセミナーやワークショップに参加した企業が⾃律的に⼈権尊重の取組を進めていくことで、サプライチェーン上にある関連
企業にも⼈権尊重の取組が波及することで、⻑期的に対象国における⼈権尊重の取組が進展することを期待する。↓

対象国で活動する⽇本企業及びそのサプライヤーである現地企業等が、⼈権を尊重する形で活動することになる。⽬標

⻑期アウトカム
⽇本企業及びそのサプライヤー等による⼈権DDの導⼊等の取組状況指標
対象国で活動する⽇本企業及びそのサプライヤー等による⼈権尊重の取組全体を把握するためには企業アンケート等を実施する必要がある
が、現時点ではそうした網羅的な調査を実施することは困難。また、そうした企業活動の改善がどれほど対象国における⼈権状況の改善につな
がったかを分析するためには学術的な調査も必要だと思われることから、当⾯は⽇本企業の⾏動変容を促すことにより、間接的に⼈権状況の
改善に向けた波及効果を狙うことを⽬標とする。

理由

国際機関を通じて日本が目指す姿を整
理している。

STEP 1
（事業の目的や課題を改めて整理）

アウトプット～長期アウトカムにおい
て、補助金の支出が完了したことに留
まらず、支出先（UNDP）による取組
（研修・人材育成：人権尊重に関する
理解促進のためのセミナー及び研修の
実施）に着目して事業の効果を把握し
ている。

STEP 2
支出先のアクティビティに着目

効果把握のためのデータの収集（アン
ケート等の実施、学術的な調査）が現
時点では困難であるところ、無理に関
連性の低い定量的な目標・指標を設定
せず、現実的に追い求めることのでき
る目標・指標を定性的に設定している。

STEP 2
無理に関連性の低い定量的な目標・指
標を設定しない

拠出金・分担金

なぜ当該国・地域で事業を行うのかと
いう理由を示し、数値だけでは伝わら
ない事業の効果を表現している。

STEP 2
数値の意味（当該国で事業を行う理
由）を補記

データも使い、国際社会が直面する課
題を整理している。

STEP 1
（事業の目的や課題を改めて整理）
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レビューシートの実例国際連合人間居住財団(UN-HABITAT)拠出金 （任意拠出金）-外務省-
レビューシートはこちら（行政事業レビュー見える化サイト）: https://rssystem.go.jp/project/638da761-7672-4231-a923-516ab45ac80a

令和６年度⾏政事業レビューシート
UN-Habitat（国連⼈間居住計画）は、アジア・アフリカを中⼼とした⼈⼝増⼤と共に深刻化している途上国の都市化及び居住問題（スラ
ム対策等）等の解決に取り組むことを⽬的とした国連機関であり、本拠出は、UN-Habitat、特にそのアジア太平洋事務所（福岡本部）の
活動を⽀えるためのものである。また、本活動は，九州北部を中⼼に居住環境に資する技術やノウハウを有する我が国の⺠間企業（特に中
⼩企業）等と連携を図っている。

事業の⽬的

世界⼈⼝の20％に当たる16億⼈の住環境は未だ不⼗分であり、そのうち10億⼈がスラムやインフォーマルな居住区で⽣活している状況であ
る（WorldCities Report 2022）。今後も急激な都市化の進⾏が予測される中、スラム化のみならず、気候変動、⽔・衛⽣、防災など居
住関係のあらゆる課題に対して、関係者が協調して迅速に対応する必要があり、UN-Habitatの有する豊富な知⾒やネットワークを活⽤した
取組が⼀層重要となっている。

現状・課題

（コア拠出）UN-Habitatの運営基盤を強化するため、同機関の事務局運営経費等の⼀部を拠出。（イヤマーク拠出）①UN-Habitatア
ジア太平洋事務所（福岡本部）が⾏う研究、指針の作成、各国・各国際機関との情報交換、広報活動、研修、パイロット・プロジェクト等の
実施。②国連アピール等に基づき，UN-Habitatが実施する紛争や災害の被災地域等における緊急的な住宅供給等のプロジェクトの実施。

事業の概要

UN-Habitatが実施する途上国（アジア、中東、アフリカ地域）の居住環境の改善に向けたプロジェクトを⽀援する。なお、当初⾒込
みとしては当初予算によるイヤーマーク事業１件（アジア等）を記載している。アクティビティ

居住環境の改善に関するプロジェクトの実施⽬標
アウトプット

本任意拠出⾦を通じ⽀援するプロジェクトの実施件数指標
政変等により事業の実施期間や内容を変更せざるを得ない状況となり得る中、居住環境の改善に関するプロジェクトの実施により、紛
争や災害の被災地域等において確実に住宅が供給されることが重要であるため、住宅や⼟地の登記数を短期アウトカムとして設定し
た。

↓

紛争や災害の被災地域等における住宅の供給⽬標

短期アウトカム
本任意拠出⾦による⽀援事業によって建設・修復・改善された住宅/⼟地登記数指標
UN-Habitat作成資料。なお、例えば令和4年度分成果実績に計上されているもののうち、スーダンで実施した事業では、安価で持
続可能な建設資材の⽣産トレーニングを受けた若者が、住宅など建物の建設に参加した。国内避難⺠とホストコミュニティ⾃⾝が雇⽤
を⽣み出すことを可能にし、⾃⽴促進に資するものとした。

出典

UN-Habitatの事業はスラム、⽔と衛⽣、防災、グリーンエネルギー、廃棄物管理など⼈間居住に関わる広範な問題の解決につながる
ものであるが、住宅供給により、途上国の貧困層の⽣活基盤が整うことで上記の広範な課題の解決に資することから、住宅の直接の
裨益者である供給された住宅への居住⼈数を⻑期アウトカムとして設定した。

↓

⼈間居住に係る課題の改善⽬標

⻑期アウトカム

本任意拠出⾦による⽀援事業によって供給された住宅への居住⼈数指標
UN-Habitat作成資料。なお、例えば令和4年度分成果実績に計上されているもののうち、イラクで実施した事業では、住居、⼩学
校、マーケット、⽔道施設の建設及び修復に加え、職業訓練、気候変動に係る啓蒙活動を実施し、帰還⺠の⽣活環境改善、⾃⽴
促進等に資するものとした。また、住宅の建設等は⾏っていないが、チュニジアで実施した事業では、都市における都市固形廃棄物管
理システムの構築、廃棄物分別能⼒向上等を実施し、健康被害や公衆衛⽣上の問題に対処するとともに、廃棄物を再⽣可能エネ
ルギーへ転換し、温室効果ガスを削減することで気候変動緩和に資するものとした。

出典

国際社会が直面する課題、日本に期待
される役割を整理している。

STEP 1
（事業の目的や課題を改めて整理）

アウトプット～長期アウトカムにおい
て、補助金の支出が完了したことに留
まらず、支出先（UN-HABITAT）による
取組（施設整備：途上国（アジア、中
東、アフリカ地域）の居住環境の改
善）に着目して事業の効果を把握して
いる。

STEP 2
支出先のアクティビティに着目

拠出金・分担金

事業の効果に影響を及ぼしうる外部要
因（政変等）を補記し、関係者間の理
解を促している。

STEP 2
事業の効果に影響を及ぼしうる外部要
因を補記

事業内容に係る目論見（国内避難民と
ホストコミュニティ自身の雇用の創
出）を補記することで、実績値（土地
登記数、居住人数）だけでは伝わらな
い事業の効果を表現している。

STEP 2
数値の意味（事業の内容に係る目論
見）を補記
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まずは、「事業の目的」「現状・課題」欄等で整理

誰に、どのような情報を伝えるのか、また、情報の出し手（発信側）は、情報を受け取る相手（受容側）に対
して、何を知ってもらい、どのような意識と行動の変化を促したいのか、
その事業における目的は何かという全体像を整理

単に「○○の普及のため」に広報していると表現するのではなく、広報を行うことにより受容側に

① 何を知ってもらいたいのか
② どのように意識を変えてもらいたいのか
③ ①及び②を経て、最終的にはどのような行動を促したいのか

を表現すると、取組の狙い、すなわち広報・普及啓発によって目指すべき姿を関係者間で共有できる

意識・行動の変化 解決したい
社会課題

広報・普及啓発 受容側
事業

実施主体

１．広報・普及啓発 STEP 1（現状・課題の分析）
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広報・普及啓発

アクティビティ

情報の発信

アウトプット

情報の受容

短期アウトカム

行動の変化

長期アウトカム

意識の変化

中期アウトカム現状
課題

受容側 事業の
目的

インパクト
※同一の政策

目的を共有する
政策手段と合

わせて実現する
効果を含む

発信側

適切な効果測定のためには、短期・中期・長期アウトカム等の各段階において、取りやすいデータを目標・指標として設定するのではな

く、STEP１で整理した政策意図が反映された効果発現経路に沿って、上記のポイントも参考に、事業の実質的な効果を測り、事業の改善

につなげていくことが重要である。（実質的な効果を測るための指標等はP.53参照）

STEP１

で整理

指
標
設
定
の
ポ
イ
ン
ト

①発信側から受容側に視点を移しつつ、段階的に
指標を設定することで、どこにボトルネックがあ
るのかを探索

②各アウトプット・アウトカムにおける目標・指
標は、量的な観点だけでなく、質の観点でも考え
る

②の例) メディアへの掲載状況について、どのように
取り上げられているかなどといった掲載内容の質の観
点でも事業の効果を把握

アウトプットの質
を担保できている
か（ターゲットに
している対象に訴
求できているか、
届いているか）を
把握する

例) 事業の訴求対象
である特定の層（○
国の知識層、高齢者
層等）の理解度を把
握

効果発現経路全体に関わること

効果発現経路を整理する→効果を測定する目標・指標を設定する

STEP 2（ロジックモデルの構築）

STEP 2

客観的なデータだけでなく、受容者の視点（受容者の
主観）から事業の効果を把握する（受容者の声を直接
拾うことが難しい場合には、受容者の代弁者（専門家
等）から現場の実態を把握することも有効）

例1) アンケートにより、広報物を閲覧したことによってど
のように意識や行動が変化したのかを受容者視点で把握

例2) 受容者の声を代表する者として、有識者へのインタ
ビューを行い、広報を行った後の訴求対象の意識・行動の
変化を把握
※ アンケートやインタビューを実施する際には、データ収
集のコストも勘案しながら事業の効果を把握すること

STEP１

で整理

１．広報・普及啓発
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アウトプット・短期アウトカムの数字（炭鉱のカ
ナリア）をモニタリングし、対象に望ましい変化
が見られない場合にはボトルネックを見つけ解消
する（交付要綱や実施要領の見直し、広報・周知
の見直しなどを行う）
ターゲットが必ずしもはっきりしない場合もある
が、まずは事業を広く認識してもらい使ってもら
うといった改善策を検討する

熟度が上がるにつれ、中期・長期アウトカムも見
て課題・ボトルネックを捉える必要がある。必要
に応じて事業メニューの見直し、対象の絞り込み
などを行う

改善のサイクルを仕組み化し、事業を取り巻く状況
の変化を捉えた適切な見直しを継続する

事業の継続ありきではなく、状況変化を踏まえた最
適な政策オプションを検討

「行政事業レビューシート作成ガイドブック別冊３：行政事業レビューにおける自己点検のポイント」も参照のこと

フェーズ④
成果の総括

フェーズ③
有効性が

発揮される
段階

フェーズ②
事業の質を
改善する
段階

フェーズ①
試行錯誤の

段階

事業のフェーズを見極める フェーズに沿って点検する

啓発活動への参加者数や広告のクリッ
ク数などの低下がみられる場合には、
ニーズの変化や、事業のターゲットへ
リーチできていないボトルネックを解
消する方策を検討する

啓発活動の募集方法、広告の媒体やデ
ザインの見直し等、事業の改善につな
げる

Ｃheck!Ｃheck! Ａction!Ａction!

広報事業は概ね計画どおりに執行され
たものの、「体験活動の事業実施数を
増加させる」という広報の長期目標は
達成しておらず達成度についても低下
傾向

本来想定している意識変化・行動変化
につながっていない場合は、より多く
の者に参加してもらうための広報メ
ニューの見直し等の事業の改善につな
げる

Ｃheck!Ｃheck! Ａction!Ａction!

広報活動（例：展示会）について、当
初の想定と異なる外部要因によって縮
小せざるを得ない状況がみられた

環境変化に応じて、広報活動（例：展
示会）自体の中止、別の事業の検討と
いった、大規模な事業の見直しにつな
げる

Ｃheck!Ｃheck! Ａction!Ａction!フェーズ③

フェーズ①

フェーズ②

DD
PP

CC
AA

DD
PP

CC
AA

DD
PP

CC
AA

毎年の点検

点検・改善を積み重ねて、事業の有効性を高めていくSTEP 3

STEP 3（点検・改善）１．広報・普及啓発
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参考例評価の観点記載欄

・○○にターゲットを絞った普及啓発事業の実施件数○件発信者側の指標として実施件数を設定する（誰に向け
て発信したいのかという訴求対象も併せて記載）。

「アウトプット」
欄に記載

情報の発信

・〇〇が広報テーマとして重要であったため、今年度は海外向けの
発信を中心に行う
・○○層がより課題を抱えているため、○○層にターゲットを絞っ
た普及啓発を行う

訴求対象を絞った広報・普及啓発を展開していること
を記載する。

「現状・課題」
「↓つながり」

欄に記載

・Webページのアクセス数○％増加
・企画等の参加人数○人

受容者側の指標の第一歩として、発信された情報が受
容されているか、企画に参加しているかどうかを把握
する。

「アウトカム」
欄に記載

情報の受容

・広報した内容が掲載・報道される際に、伝えたかった情報（○○
の魅力、○○制度の内容等）が取り上げられている[定性]

掲載・報道内容を質の面で把握する。

・今年度の○○の視聴者数は○○人で前年度を下回ったが、新たに
ターゲットとした海外の視聴者数は○○人で前年の○○人を上回っ
た[定性]

受容者数の動向等をセグメントごとに把握する。
※発信先を大きく変えるなどの場合には、このように把握
することも一案である。

・普及啓発事業参加者の理解度（「理解がとても深まった」、「ま
あまあ深まった」と答えた者の割合〇％）
・国民の理解度（「○○についてよく知っている」と答えた者の割
合〇％）

アンケート調査等から意識の変化を把握する。意識の変化

・○国の○○層の理解度事業の訴求対象である特定の層の理解度を把握する。
※広報の訴求対象が「〇国の○○層」等に限定される場合、
訴求対象を超えて広く理解度等を測り、それをもって事業
の効果を測定することは適切ではないと考えられる。

・広報物の閲覧による○○に対する好感度・イメージの変化（有識
者インタビュー）[定性]

広報物の閲覧によって認識に変化が生まれているかど
うかを有識者へのインタビューを通じて把握する。
※受容者の声を直接拾うことが難しい場合には、受容者の
代弁者（専門家等）から現場の実態を把握することも有効。

・○○施設の年間来場者数○人
・接触機会の増加（「1年以内に○○について接する機会があっ
た」と答えた者の割合〇％）
・サービス利用率（電子申請率○％）
・○○制度の社会全体における定着状況について、各人における認
知・理解度の向上のほか、事業者における体制整備・運用状況等を
基に複合評価[定性]

意識の変化にとどまらず、実際の来場や接触、サービ
スの利用等につながっているかどうかを把握する。

行動の変化

指標等の参考例１．広報・普及啓発
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戦略的広報経費（国際）-内閣府-＜政府・省庁全体の広報に係る事例＞
レビューシートはこちら（行政事業レビュー見える化サイト）: https://rssystem.go.jp/project/dbe126d3-181c-4928-bb2b-6e94eeaa59ab

レビューシートの実例１．広報・普及啓発

令和６年度⾏政事業レビューシート
我が国の経済・社会の強靭性や魅⼒に関する対外発信を強化し、国際社会における我が国への理解や好感度の向上を図るため、戦略
的国際広報を⾏う。事業の⽬的

最近の我が国の領⼟・主権を取り巻く厳しい情勢等を踏まえて、各国知識層等に対し、事実関係に関する正しい認識と我が国の基本的
⽴場や政策等に関する理解を促進する必要がある。また、地⽅経済を含む⽇本経済の再⽣・活性化に向けて、⽇本企業等のグローバル
な活動を推進するとともに、我が国への投資を促進するため、各国企業経営層等に対し、我が国の経済政策等への理解と⽀持を得ていく
必要がある。

現状・課題

Ｇ７広島サミットの機会を捉え、「新しい資本主義」等の各種重要政策や、コロナ禍からの需要回復や地域活性化に繋がるよう、サミット及
び関係閣僚会合開催地における魅⼒等について、国際社会に対し、以下の⼿段を⽤いて広報を⾏う。
①国際メディア及び国内英字メディアを活⽤した記事・動画・番組等の制作及び発信
②オウンド動画の制作⼜は再編集
③オウンド動画のYouTubeを活⽤したデジタル広告への出稿

事業の概要

様々な広報⼿段を⽤いて、国際社会において我が国の基本的⽴場や政策等に関する理解の浸透を図るとともに、地⽅経済を
含む⽇本経済の再⽣・活性化に向けて我が国の国益の増進に資するよう、対⽇理解・好感度を向上させる戦略的・機動的な国
際広報を実施する。

アクティビティ

各種の広報⼿段を⽤いた国際広報の実施(2)各種の広報⼿段を⽤いた国際広報の実施(1)⽬標
アウトプット

動画視聴回数(平均)記事・動画制作等本数指標
知識層をはじめとした各国の意思決定層を訴求対象とし、各種広報⼿段を⽤いて国際広報を実施することで、我が国の好感度
や政策理解度の維持・向上につなげている。↓

広報物閲覧後における⽶国知識層の我が国に対する好感度⽬標
短期アウトカム

任意抽出した広報素材の閲覧による対⽇好感度の変化（海外有識者インタビュー）指標
知識層をはじめとした各国の意思決定者層を訴求対象とし、各種の広報⼿段を⽤いて国際広報を実施することで、我が国の好
感度や政策理解度の維持・向上につなげている。↓

⽶国知識層の我が国に対する
好感度80％

⽶国知識層の我が国に対する
イメージ

⽶国知識層の我が国に対する
好感度80％

⽶国知識層の我が国に対する
イメージ⽬標

⻑期アウトカム
⽶国知識層の我が国に対する
好感度（％）

対⽇イメージ評価（海外有識
者インタビュー）

⽶国知識層の我が国に対する
好感度（％）

対⽇イメージ評価（海外有識
者インタビュー）指標

誰に、何を知ってもらい、どのよう
な意識・行動の変化を促す必要があ
るのかを整理している。

STEP 1
（事業の目的や課題を改めて整理）

訴求対象（ターゲット）を主に米国
知識層としているところ、目標・指
標共に米国知識層の好感度等に絞っ
て設定することで、事業の効果をよ
り正確に把握している。

STEP 2
訴求対象（ターゲット）にリーチで
きているかを把握

受容者の声を代弁する者として、海
外有識者へのインタビューを行い、
広報を行った後の米国知識層の好感
度・イメージの変化を定性的に把握
している。

STEP 2
受容者の声を代弁する者（有識者）
から効果を把握（インタビュー）
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レビューシートの実例１．広報・普及啓発国税庁の広報活動経費-財務省-＜個別施策の広報に係る事例＞
レビューシートはこちら（行政事業レビュー見える化サイト）: https://rssystem.go.jp/project/44a4b9c7-d2c8-41e8-9787-9510a40c1ec1

令和６年度⾏政事業レビューシート
本事業は、納税者・国⺠各層（以下「納税者等」という。）を対象に、租税教育などの税の「啓発活動」や、所得税の申告・納税に関する知識や
⽅法についての「情報提供」を実施することを通じて、納税者等の納税意識の向上を図ることにより、国税庁の使命である納税者の⾃発的な納税
義務の履⾏を適正かつ円滑に実現することを⽬的とする。

事業の⽬的

① 税に関する情報提供（所得税の申告・納税に関する知識や⽅法についての情報提供）
所得税の確定申告は、令和５年分において約2,324万⼈の提出があることから、納税者等に⾃発的かつ適正に申告をしてもらうことに加え、デ

ジタルツールを活⽤した申告及び納税⼿続等を推進することにより、納税者等の利便性の向上を図るとともに、国税当局における事務処理コストの
削減や効率化を図る必要がある。
そのため、デジタルツールを活⽤した申告及び納税⼿続等を⼀層推進していく観点から、個⼈事業者のほか、申告になじみのない給与所得者や

年⾦所得者など幅広い層の納税者等に様々な⼿段（広報媒体）を⽤いて税に関する情報を提供する必要がある。
② 税の啓発活動（租税教育）
納税意識の向上を図るための主な取組である租税教育は、将来へ向けて適正な納税意識を醸成するために継続して取り組むことが重要である。
そのため、租税教育を継続して実施するための環境整備を実施し、学校のニーズを踏まえた租税教育の推進を図る必要がある。
なお、当庁が実施したアンケート調査によると、租税教育の取組を「有意義である」と考えている者の割合は約50％となっている。

現状・課題

本事業は、納税者等を対象に、税の啓発活動や情報提供を実施する事業である。 実施内容は主に、①所得税の確定申告期における情報提供（テレビ
ＣＭ、新聞広告、インターネット広告、ポスターなどを活⽤し、国税庁ホームページの特設ページへ誘引する広報の実施）、②租税教育（租税教育推進協
議会の運営（租税教室など）、税の作⽂募集）である。

事業の概要

納税者等に対し、様々な広告媒体による確定申告に関する広報活動を実施する。アクティビティ

様々な広告媒体による広報活動の実施⽬標
アウトプット

広報活動に要した費⽤指標
・ 当該事業は、様々な広告媒体を組み合わせたメディアミックスによる広報活動を実施するものであることから、全ての広報活動にかかる

費⽤をアウトプットの活動指標に設定している。
・ 上記の活動（費やしたコスト）によりどれだけの認知がされているのかを確認する（広報展開に問題がなかったかを確認する）観点か

ら、「広報活動の認知度」を短期アウトカムに設定している。
↓

広報活動が納税者等に認知される⽬標
短期アウトカム

国税庁が実施する広報活動の認知度指標

・ 国税庁が推進するデジタルツールを活⽤した申告⼿続等が、納税者等にどの程度認知されているかを確認する観点から、「デジタルツー
ルにより申告⼿続等が完了できることの認知度」の認知度を中期アウトカムに設定している。↓

デジタルツールを活⽤した申告⼿続等が認知される⽬標
中期アウトカム

デジタルツールにより申告⼿続等が完了できることの認知度指標

・ 国税庁の広報活動を実施する⽬的である、デジタルツールを活⽤した申告⼿続等の推進が、どの程度納税者等に利⽤されているかを
確認する観点から、「所得税の申告等総件数のうち、e-Taxを利⽤して⾏ったものの件数が占める割合」を⻑期アウトカムに設定してい
る。

↓

デジタルツールを活⽤した申告及び納税⼿続等を推進する⽬標
⻑期アウトカム

所得税の申告等総件数のうち、e-Taxを利⽤して⾏ったものの件数が占める割合指標

データも使い、誰に、何を知っても
らい、どのような意識・行動の変化
を促す必要があるのかを整理してい
る。

STEP 1
（事業の目的や課題を改めて整理）

アウトプット～長期アウトカムにお
いて、発信側から受容側に視点を移
しつつ、受容側の認識・行動が変化
するまでのフローを刻んで段階的に
指標を設定している。
① 情報を発信し（アウトプット）
② どれだけ認知され（短期）
③ どれだけ伝えたい情報が伝わり

（中期）
④ 行動変容したか（長期）

STEP 2
段階を刻んで効果を把握

受容者の意識・行動の変化により、
何を目指すのかを整理している。

STEP 1
（事業の目的や課題を改めて整理）

発信している情報の中で、長期アウ
トカム（デジタルツール（e-Tax）
を利用して申告を行った件数の割
合）に直接つながる中期アウトカム
として、事業担当者がより伝えたい
情報（デジタルツールにより申告手
続等が完了できること）が届いてい
るかを把握するといった工夫がされ
ている。

STEP 2
より伝えたい情報がリーチしている
かを把握
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レビューシートの実例１．広報・普及啓発「ジャパン・ハウス」運営関連経費-外務省-＜運営施設等の広報に係る事例＞
レビューシートはこちら（行政事業レビュー見える化サイト）: https://rssystem.go.jp/project/c4448d4a-16b7-40cd-b121-d3349882df72

令和６年度⾏政事業レビューシート
外交分野における戦略的対外発信の重要性が⾼まる中、サンパウロ、ロンドン、ロサンゼルスの３都市において、⽇本の多様な魅⼒や様々な政策・取組の発信を⾏うことに
より、これまで必ずしも⽇本に関⼼がなかった⼈々を含む幅広い層を惹きつけた上で、⽇本への関⼼・理解・⽀持を⼀層拡⼤させる。事業の⽬的
近隣国の積極的な広報活動の強化を受け、諸外国の国⺠の対⽇理解及び親⽇感を醸成する戦略的対外発信が重要との認識を踏まえ、国際世論の形成に与える影響
⼒、地域バランス、対⽇関係などを勘案し、サンパウロ、ロンドン、ロサンゼルスの３都市に戦略的対外発信拠点としてのジャパン・ハウスを平成29年度から30年度にかけて
開館した。
現在、ジャパン・ハウス３拠点は企画展⽰等により多くの来館者（令和６年４⽉末時点の累計来館者数約635万⼈）を惹きつけ、現地の主要⽂化施設として定着して
いる。
また、「⽇本への関⼼・理解・⽀持を⼀層拡⼤させる」という本事業の⽬的をより的確に捉えるために、ジャパン・ハウス事業の成果を客観的かつ定量的に測る指標として最重
要である「来館者数」を補強すべく、来館者の認識変容・⾏動変容の把握を試⾏錯誤的に開始した。

現状・課題

これまで必ずしも⽇本に関⼼がなかった⼈々を含む幅広い層に対し、「⽇本を知る衝撃を世界へ」を標語として、コンテンツホルダー、企業、関係省庁、地⽅公共団体、独⽴
⾏政法⼈等と連携して⽇本の多様な魅⼒や様々な政策・取組を発信している。
主な発信形態は企画展（拠点事務局が独⾃に企画する「現地企画展」と⽇本で公募・審査を⾏い３拠点を巡回する「巡回企画展」）である（他には、講演・セミナー
（含むウェビナー）、ワークショップ、書籍・ウェブ・SNS、物販・飲⾷などの発信形態をとっている。）。
発信する主な内容は、伝統⽂化・芸術、科学技術、⾃然、建築、⾷、デザイン等を含む⽇本の多様な魅⼒であるが（他には、領⼟保全、歴史認識、安全保障を含む
様々な⽇本の政策・取組を発信している。）、サンパウロでは特に現代アートや科学技術を扱うコンテンツが、ロンドンでは特に伝統⼯芸や地⽅の魅⼒を扱うコンテンツが、ロ
サンゼルスでは特に⾷⽂化等に関するコンテンツが、それぞれ⼈気を博している。

事業の概要

サンパウロを中⼼とするブラジル（及び周辺国）のこれまで必ずしも⽇本に関⼼がなかった⼈々を含む幅広い層を惹きつけ、⽇本への関⼼・理解・⽀持を⼀層拡
⼤するために、「ジャパン・ハウス サンパウロ」において、⽇本の多様な魅⼒や様々な政策・取組を発信する企画展等を実施する。アクティビティ
サンパウロを拠点とした企画展の実施⽬標

アウトプット
⼤型企画展⽰の実施状況＜その他備考欄︓別表１展⽰概要説明＞指標
これまで必ずしも⽇本に関⼼がなかった⼈々を含む幅広い層を惹きつけるためには、まずジャパン・ハウスの企画展を紹介・評価するメディア掲載（フォロワー等を
主な対象とするSNSによる発信よりも広く⼀般を対象とするメディアの意味）を実現し、それによって⽇本及び「ジャパン・ハウス サンパウロ」の認知度が向上するこ
とが必要と考えられるため、短期アウトカム（１）として設定した。なお、「訴求⼒」の⼤きなメディア掲載は来館者の増加にも⼤きな効果を有している。

↓

「ジャパン・ハウス サンパウロ」で実施する企画展等により、⽇本及び「ジャパン・ハウス サンパウロ」の認知度を向上させる⽬標

短期アウトカム
「ジャパン・ハウス サンパウロ」の企画展等に係るメディア掲載状況＜その他備考欄︓別表２代表的報道＞指標
現地の主要⽂化施設として定着しつつある「ジャパン・ハウス サンパウロ」の企画展等の発信事業については、過去数年、現地で安定的なメディア掲載が実現で
きている。なお、別表２にあるとおり、現地メディアに加えて時に⽇本の⼤⼿メディアにおいて取り上げられることもある。
出典︓仕様書において受託者の義務として課されている令和６年度の重要業績評価指標（ＫＰＩ）調査

出典

これまで必ずしも⽇本に関⼼がなかった⼈々を含む幅広い層からの⽇本への関⼼・理解・⽀持につなげるためには、「ジャパン・ハウス サンパウロ」で実施する企画
展等及びそれらを紹介・評価するメディア掲載を⾒た⼈々が来館することで、インパクトのある形（＝五感）で⽇本を感じて知ってもらう必要があると考えられるた
め、短期アウトカム（２）として設定した。

↓

「ジャパン・ハウス サンパウロ」への来館者数を増加させる。⽬標
中期アウトカム

年間施設来館者数指標
本事業の⽬的である「⽇本への関⼼・理解・⽀持を⼀層拡⼤する」に重要な来館がどう寄与しているかを捉えるには、来館者の認識変容・⾏動変容を把握する
ことが有益であることから、⻑期アウトカムとして設定した。
令和５年３⽉から、３拠点同時に、来館者の認識変容・⾏動変容を把握するためのアンケート開始したことを踏まえ、令和６年４⽉から、３拠点に関して、ア
ンケート項⽬のうち⾏動変容に係るもの３つを試⾏的にKPIに追加した。

↓

「ジャパン・ハウス サンパウロ」で実施する企画展等の発信により、⽇本への関⼼・理解・⽀持を広げる⽬標

⻑期アウトカム
「ジャパン・ハウス サンパウロ」への来館者の認識変容・⾏動変容（定性的及び⼀部定量的）指標
「⽇本への関⼼・理解・⽀持」を定量的に測定できる定義がない上、来館者の認識変容・⾏動変容は個々の来館者により⼤きく異なるため。なお、アンケート項
⽬のうち客観的な事実関係を把握しやすい⾏動変容については試⾏的に令和６年度からKPI項⽬に追加した。
出典︓来館者の認識変容・⾏動変容を測るアンケート結果（令和５年３⽉から導⼊）、令和６年度KPI

理由
等

誰に、何を知ってもらい、どのような
意識の変化を促す必要があるのかを整
理している。

STEP 1
（事業の目的や課題を改めて整理）

どれだけ掲載されたかという「量」の
観点だけでなく、どのように取り上げ
られているかといった「質」の観点で、
企画展等の掲載状況を評価している。

STEP 2
メディア掲載状況を質で評価

アンケートを用いて、受容者（来館
者）の主観から認識・行動変容を定把
握している。
なお、基本的には定性的に把握しつつ
も、客観的な事実関係を把握しやすい
行動変容は定量的に把握するといった
工夫を行っている。

STEP 2
受容者の主観から効果を把握（アン
ケート）

アウトプット～長期アウトカムにおい
て、発信側から受容側に視点を移しつ
つ、受容側の認識・行動が変化するま
でのフローを刻んで段階的に指標を設
定している。
① 情報を発信し（アウトプット）
② どれだけ認知され（短期）
③ どれだけ来館し（中期）
④ 認識・行動変容したか（長期）

STEP 2
段階を刻んで効果を把握

受容者の意識の変化により、何を目指
すのかを整理している。

STEP 1
（事業の目的や課題を改めて整理）
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まずは、「事業の目的」「現状・課題」欄等で整理

どのような人材に、どのような研修を実施するのか。また、研修を受講した人（受講者）には、研修により向
上した能力・スキルをいかして、どのように世の中に貢献することを期待するのか（解決したい社会課題は何か）、
その事業における目的は何かという全体像を整理

単に「○○の能力向上のため」に研修していると表現するのではなく、

① そもそもどのような社会的・組織的課題があり、それを解決するために、どのような能力・スキルを持った
人材が必要なのか

② どのような人材に、どのような研修を実施するのか（受講してほしいのか）
③ 研修を受講した後、受講者にどのような活躍を期待するのか

を表現すると、取組の狙い、すなわち研修・人材育成によって目指すべき姿を関係者間で共有できる

解決したい
社会課題

受講者社会課題へ
の対応

研修・人材育成
能力・スキル発揮

２．研修・人材育成 STEP 1（現状・課題の分析）
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研修の実施
・受講

アウトプット

研修の修了

短期アウトカム

能力・スキルの
獲得・向上

中期アウトカム

能力・スキル
発揮

長期アウトカム①

能力・スキル
発揮（持続）

長期アウトカム②

研修・人材育成

アクティビティ
現状
課題

STEP１

で整理

事業の
目的

インパクト
※同一の政策

目的を共有する
政策手段と合

わせて実現する
効果を含む

STEP１

で整理

ニーズを踏まえて
研修を実施できて
いるかを把握

例) ○○に従事する
専門人材の受講人数
（受講してほしい人
材へリーチできてい
て、実際に受講され
ているか）

指
標
設
定
の
ポ
イ
ン
ト

適切な効果測定のためには、短期・中期・長期アウトカム等の各段階において、取りやすいデータを目標・指標として設定するのではな

く、STEP１で整理した政策意図が反映された効果発現経路に沿って、上記のポイントも参考に、事業の実質的な効果を測り、事業の改善

につなげていくことが重要である。（実質的な効果を測るための指標等はP.60参照）

事業の目的を達成
するために目指す
研修の成果を把
握・検証できる指
標を設定し、研修
が順調に進捗して
いるかをモニタリ
ング

例1) 研修の修了者数
（率）
例2) 研修の受講継続
率

研修を受講したこ
とでどのような効
果があったのかを
把握
※ 効果が現れるまで
に時間を要する能
力・スキルもある

例) 研修修了者のう
ち○○業界へ就職し
た者の割合○％

研修の効果が定着
しているか（持続
しているか）を把
握

例1) 受講後、専門業
務において研修内容が
役に立ったと回答した
者の割合○％
例2) 研修受講後○年
後の業界への定着率

研修のメニュー・
対象ごとに効果発
現経路を設定

例) 映画業界におけ
る人材育成を行う場
合、
(1)映画作家を育成す
る研修、
(2)映画スタッフを育
成する研修のメ
ニューごとに効果発
現経路を設定

研修により必要な
能力・スキルが身
についているかを、
客観的なデータだ
けでなく、受講者
視点（受益者の主
観）から事業の効
果を把握する

例1) 修了テストの点
数
例2) 研修の理解度や
満足度（アンケー
ト）
※ アンケートを実施
する際には、データ
収集のコストも勘案
しながら事業の効果
を把握すること

アウトプット・短期アウトカムには、事業
が順調に狙った効果に向かって進んでいる
か、異変が生じていないかを初期の段階で
発見する「炭鉱のカナリア」としての役割
が期待されるため、改善につなげるために
有効な指標を設定することを意識する

STEP 2（ロジックモデルの構築）

効果発現経路を整理する→効果を測定する目標・指標を設定する

STEP 2
２．研修・人材育成
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アウトプット・短期アウトカムの数字（炭鉱のカ
ナリア）をモニタリングし、対象に望ましい変化
が見られない場合にはボトルネックを見つけ解消
する（交付要綱や実施要領の見直し、広報・周知
の見直しなどを行う）
ターゲットが必ずしもはっきりしない場合もある
が、まずは事業を広く認識してもらい使ってもら
うといった改善策を検討する

熟度が上がるにつれ、中期・長期アウトカムも見
て課題・ボトルネックを捉える必要がある。必要
に応じて事業メニューの見直し、対象の絞り込み
などを行う

改善のサイクルを仕組み化し、事業を取り巻く状況
の変化を捉えた適切な見直しを継続する

事業の継続ありきではなく、状況変化を踏まえた最
適な政策オプションを検討

「行政事業レビューシート作成ガイドブック別冊３：行政事業レビューにおける自己点検のポイント」も参照のこと

フェーズ④
成果の総括

フェーズ③
有効性が

発揮される
段階

フェーズ②
事業の質を
改善する
段階

フェーズ①
試行錯誤の

段階

事業のフェーズを見極める フェーズに沿って点検する

受講者数・修了率などの低下がみられ
る場合には、ニーズの変化や、事業の
ターゲットへリーチできていないボト
ルネックを解消する方策を検討する

研修の募集方法、実施時期、実施回数
の見直し等、事業の改善につなげる

Ｃheck!Ｃheck! Ａction!Ａction!

客観的な数値（能力・スキルの向上）
に基づく効果の把握や受益者からの
フィードバックに基づき、研修・人材
育成が目論見どおり進展しているかを
複層的な視点でモニタリング／評価す
る

研修内容の見直し等の事業の改善につ
なげる

Ｃheck!Ｃheck! Ａction!Ａction!

研修・人材育成が就労・スキルの発揮
につながっているかを把握し、事業の
最終目的の達成状況を評価する

研修自体の要否の検討や別の事業の実
施の検討といった大規模な事業の見直
しにつなげる

Ｃheck!Ｃheck! Ａction!Ａction!フェーズ③

フェーズ①

フェーズ②

DD
PP

CC
AA

DD
PP

CC
AA

DD
PP

CC
AA

毎年の点検

点検・改善を積み重ねて、事業の有効性を高めていくSTEP 3

STEP 3（点検・改善）２．研修・人材育成
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参考例評価の観点記載欄

・○○に従事する専門人材の受講人数
・離職していた専門人材の受講者数
・希望者全員が受講できているか[定性]

研修が受講されているか（受講してほしい人材は集
まっているか）どうかを把握する。

「アウトプット」
「アウトカム」

欄に記載

研修の実施
・受講

・受講者の属性やレベル（入門編、演習編、活用編）に応じた研
修・講座を実施している
・研修を対面・オンラインのハイブリッドで実施。対面での講座
は、よりニーズの高い地域等で重点的に開催している
・労働市場の動向や求められる人材像の変化を踏まえてカリキュ
ラムを見直している

研修が必要な人材にリーチできるよう行っている苦
労・工夫・努力を記載する。

「現状・課題」
「アウトプット」
「↓つながり」

欄に記載

・○○研修の修了者数（率）
・○○プログラムの受講継続率

研修が順調に進捗しているか、異変が生じていない
かを初期の段階で把握する。

「アウトカム」
欄に記載

研修の修了

・研修内容を実務で活用したと回答した者の割合
・研修が今後の○○に役立つと回答した者の割合
※このほか、どのような支援機会があれば活用したいか、研修において
求めるサポートはあるか等について自由記述で聞き、それらの回答結果
も踏まえて、事業の改善にいかしている

アンケート調査等から理解度・満足度を把握する。
※定量的に把握できる質問事項だけでなく、「どのような
内容の研修を求めるか」等、自由記述での回答結果を事業
改善にいかすことも重要である。

能力・スキル
の獲得・向上
（対象者の主観）

・習熟度テスト平均点○点以上
・講座を通じた○○資格取得者数（率）

研修で得られた知見の程度を把握する。能力・スキル
の獲得・向上
（客観的データ）

・○○支援員のうち○○資格保有者○％
・研修修了者のうち○○業界へ就職した者の割合○％
・再就職希望者に占める就職決定者の割合○％
※研修以外の取組として関係業界団体等と連携し、研修受講者がより再
就職できるような努力を行っている
・コンクールや賞の受賞人数、○○業界でデビューした人数

研修を受講したことでどのような効果があったのか
を把握する。
※効果が現れるまでに時間を要する能力・スキルもある
（数年後の効果発現を期待して実施される研修もある）こ
とに留意が必要である。

能力・スキル
発揮

・受講後、専門業務において研修内容が役に立ったと回答した者
の割合○％
・研修受講後○年後の業界への定着率

研修を受講したことで得られた効果が持続している
かを把握する。

能力・スキル
発揮（持続）

指標等の参考例２．研修・人材育成
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令和６年度⾏政事業レビューシート
深刻化するサイバー空間の脅威に対応するため、捜査に関する知識と情報通信技術に関する知識の両⽅を持った⼈材を組織的かつ体系的に育成し、

都道府県警察全体の対処能⼒の強化を図るもの。事業の⽬的

サイバー空間の公共空間化が進む中、ランサムウェア被害が依然として⾼⽔準で推移するとともに、令和５年中のインターネットバンキングに係る不正送
⾦被害が過去最多となっている。また、国家を背景に持つサイバー攻撃事案が発⽣していることに加え、あらゆる犯罪でサイバー空間が悪⽤されるなど、サ
イバー空間をめぐる脅威は極めて深刻な状況にあり、サイバー部⾨のみならず全部⾨の捜査員のサイバー捜査能⼒向上が必要不可⽋となっている。

現状・課題

警察⼤学校において、⼈材育成基盤装置を活⽤した仮想空間における実践的な訓練を含む教養を⾏うほか、⾼度な⺠間トレーニングを活⽤することに
よりサイバー⼈材の⾼度化を図る。さらに、⺠間の知⾒を活⽤した全国規模専科で情報通信技術を中⼼とした教養を実施してサイバー⼈材の対処能⼒
の底上げを図るとともに、サイバー事案対処能⼒検定の実施を通じて⼈材育成に合わせて⼈材管理を徹底し、⼈的基盤の強化を図る。

事業の概要

サイバー捜査官に必要なサイバー事案対処⼿法の習得アクティビティ
サイバー捜査実務に係る専科における教養の実施⽬標

アウトプット
サイバー捜査実務に係る専科における⼊校者数（のべ⼈数）指標
サイバー捜査実務に係る専科修了時の効果測定試験の結果から、同試験の平均点が⽬標値（60点）に達しているかを成果指標とする
ことで、当該専科における教養効果を測定する。↓

サイバー捜査実務に係る専科による知識・技術の向上⽬標
短期アウトカム

サイバー捜査実務に係る専科各期平均点の平均値指標

サイバー捜査実務に係る専科修了時のアンケート調査に基づき、⼊校者本⼈による教養内容の評価を成果実績とすることで、当該専科の
教養内容の質、実⽤度を検証し、次期専科等における教養内容を検討するための材料とする。↓

サイバー捜査実務に係る専科修了時のアンケート調査に基づく教養内容の質の向上⽬標

中期アウトカム －指標
サイバー捜査実務に係る専科修了時のアンケートを実施した結果、受講者の理解度も⾼く講義内容の良かった点（サイバーレンジを使った
捜査演習等）に関する感想があった⼀⽅で、①サイバーレンジの使⽤時間の拡張要望、②サイバーレンジの内容充実等の要望も把握した。成果実績

サイバー捜査実務に係る専科修了者のうち⼀定期間サイバー部⾨の業務を経験した職員に対する追加アンケート調査に基づく、⼊校者本
⼈による実際の業務経験を踏まえた教養内容の評価と、同専科修了者が属する所属⻑等に対して年１回実施するアンケートに基づく、組
織が必要とする知識・技術と当該専科の教養内容の合致度合い等の評価を成果実績とすることで、当該専科の教養内容の質、実⽤度
を検証し、次期専科等における教養内容や当該専科全体の教養⽅針を検討するための材料とする。

↓

サイバー捜査実務に係る専科修了者のうち⼀定期間サイバー部⾨の業務を経験した職員に対する追跡アンケート調査及び同専科修了者
の所属⻑等に対するアンケート調査に基づく教養内容の質の向上⽬標

⻑期アウトカム
－指標
専科修了者のうち⼀定期間サイバー部⾨の業務を経験した職員に対してアンケートを実施した結果、専科において教養を受けた内容（事
案対処訓練、デジタルフォレンジック等）が実務においても役⽴った旨の回答があった⼀⽅、①ランサムウェア捜査要領、②マルウェア解析要
領、③暗号資産捜査要領に関するさらなる教養の要望を把握した。
また、所属⻑等に対するアンケート調査を実施した結果、ほとんどの専科修了者が組織の求める知識・技術をおおむね⾝に付けることができ
たとの評価を得た⼀⽅、⼊校後、数年経過したものは再度同⼀専科に⼊校可能としてほしい旨の要望を把握した。

成果実績

レビューシートの実例２．研修・人材育成サイバー空間における脅威への対処に係る人材育成-警察庁-
＜内部に向けた研修・人材育成に係る事例＞
レビューシートはこちら（行政事業レビュー見える化サイト）: https://rssystem.go.jp/project/625a8a0f-51a1-4812-a2ea-58cb7503b097

どのような社会課題があり、誰が、
どのような能力・スキルを獲得する
必要があるのかを整理している。

STEP 1
（事業の目的や課題を改めて整理）

受講対象者（ターゲット）をサイ
バー捜査実務に係る専科に絞ってお
り、受講してほしい人に絞った事業
展開を行っている。

STEP 2
ターゲットを絞って事業を実施

アンケートを用いて、受講者の主観
から研修の有用度やその後の効果を
把握している。

STEP 2
受講者の主観から効果を把握（アン
ケート）

研修修了後、一定期間業務を経験し
た受講者にアンケートを行うことに
より、研修の内容がその後定着した
か（実務において役に立ったか）を
把握している。

STEP 2
一定期間後の効果を把握

受講者だけでなく受講者が所属する
所属長等にもアンケートを行い、よ
り事業の改善に参考となる情報を得
るよう工夫をしている。

STEP 2
受講者の声を代弁する者（所属長
等）から効果を把握（アンケート）
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令和６年度⾏政事業レビューシート
⽇本映画の振興のため、⽇本映画の魅⼒を維持・向上していく上での基盤整備としての⼈材育成、多様で、優れた映画が継続的に⽣み出されるための製作⽀援、
⽇本映画の魅⼒発信に向けた海外展開、を⾏うことにより、⽇本映画の持続的な創造サイクルの確⽴を⽬指す。事業の⽬的

・2023年の興⾏収⼊は前年⽐103.9%と伸びているが、コロナ禍前と⽐較するとコロナ禍前の平均の90％以上と完全には回復はしておらず、興収における上位
作品と下位作品の差は拡⼤。若年層向けの作品が⾼収益を上げている⼀⽅で、中規模作品の収益はコロナ禍以前に戻りきっておらず、⼀部の⾼収益作品が全
体の興⾏成績を⽀えている状況。
・「映画の振興施策に関する検討会議」報告書（平成29年）においては、⽇本映画の更なる発展に向けた課題について以下のとおり整理。
【⼈材育成】⽇本映画の魅⼒を維持・向上していく上での基盤整備として重要。中⻑期的視野に⽴った⼈材育成への投資は、個社レベルでは限界。
【製作⽀援】⽇本映画の持続的な発展の観点からは、多様性ある映像作品が継続的に⽣み出される必要。興⾏的な成功を優先すると切り捨てられがちなストー
リーや表現の育成といった観点も重要な視点。
【国際発信】中⻑期的視点に⽴てば、我が国⼈⼝の減少に伴い、市場そのものが縮⼩していくことが懸念。魅⼒的な作品作りを維持・強化 していくためには海外
市場を含めたマーケットの拡⼤を図る必要。

現状・課題

上記の⽬的を達成するため、①⼈材育成︓若⼿映画作家等がワークショップ等を通じて技術・知識を習得できる機会の提供や、映画製作現場における学⽣の実
習受け⼊れの⽀援を⾏う。②創造︓⽇本映画の製作や海外との国際共同製作への⽀援を⾏う。③発信・海外展開・⼈材交流︓⽇本映画の海外発信に向け
た海外映画祭等への出品⽀援や、⽇本映画の海外展開の強化、海外発信⼒のある国際的な映画祭への⽀援を⾏う。

事業の概要

②映画製作者や映画関係の教育機関等との連携体制の下、学⽣等にイ
ンターンシップとして製作現場での実践的な実習等の機会を提供する。

①若⼿映画作家等に本格的な映画製作に必要な技術・知識の習得の機
会を集中的に設けるとともに、学んだ技術・知識を実際の短編映画作品等
の製作を通して実践する場を提供する。

アクティビティ

映画製作現場における各職種の実地研修への参加短編映画作品等の製作実地研修への参加⽬標
アウトプット

映画製作現場における各職種の実地研修者数製作実地研修における研修者数指標
本事業の⽬的として、実地研修参加者にプロの映画制作現場において必
要とされる知識・技術等を習得させ、映画制作に関わる優秀なスタッフを持
続的に育成することを企図していることから、効果発現の初期段階として、ま
ずは、研修参加者が制作の現場で活躍する素地として映画製作関連業務
へ従事することを初期アウトカムとして設定した。

製作実地研修参加者を対象にフォローアップアンケートを実施し、実地研修
の内容が研修参加者のその後の作品製作に活かされるものとなっているかを
測ることで、本事業が若⼿映画作家等の育成に効果的に機能しているかど
うかを確認するため、「製作実地研修参加者を対象としたフォローアップアン
ケートにおいて、本研修が今後の作品製作に役⽴つと回答した者の割合」を
短期アウトカムとして設定した。

↓

実地研修参加者が映画製作関連業務へ従事する実地研修の内容が研修参加者の作品製作に活かされる。⽬標

短期アウトカム 研修後の映画製作関連業務への従事率（研修を受講した者のうち当該
年度に卒業して業界に従事した者の数/研修を受講した者のうち当該年度
に卒業した者の数）

製作実地研修参加者を対象としたフォローアップアンケートにおいて、本研修
が今後の作品製作に役⽴つと回答した者の割合（本研修が今後の作品製
作に役⽴つと回答した⼈数/研修参加者数）

指標

映画制作に関わる優秀なスタッフが育成され、制作の現場において継続的
に活躍することで、我が国の映画⽂化の振興と映画産業の活性化が図られ
る素地として、映画製作関連業務へ就業した研修修了⽣の業界定着状況
を⻑期アウトカムとして設定した。

若⼿映画作家等から国内外映画祭の受賞者等が輩出されるなど、⽇本映
画の活性化に資する素地として、短編映画作品等の製作実地研修に参加
した若⼿映画作家等が多様で優れた⽇本映画を製作し、継続的に商業⻑
編映画監督としてデビューすることを⻑期アウトカムとして設定した。

↓

優秀なスタッフが映画製作の現場において継続的に活躍する。短編映画作品等の製作実地研修に参加した若⼿映画作家等が継続的に
商業⻑編映画監督としてデビューする。⽬標

⻑期アウトカム
映画製作関連業務へ就業した研修修了⽣の業界定着状況短編映画作品等の製作実地研修に参加した若⼿映画作家等が商業⻑

編映画監督としてデビューした数（直近３年の平均値を⽬標値とする。）指標

「学⽣のインターシップを通じた映画スタッフ⼈材育成事業」実績
※本指標については令和６年度以降の事業において定着状況を測定する
取組を実施する予定。具体的には、研修受講の５年後に、就業した研修
修了⽣に対してフォローアップアンケートを⾏うことにより、業界への定着状況
を把握することを検討している。

若⼿映画作家等の育成事業（短編映画製作等を通じた若⼿映画作家
⼈材育成）実績
※過年度における実地研修修了者に対して研修後の活動内容（新たな
監督作品の公開等）に関するフォローアップを実施し、事業の成果の継続
的な把握を図っている。

出典

レビューシートの実例２．研修・人材育成日本映画の創造・振興プラン-文部科学省-
＜外部に向けた研修・人材育成に係る事業＞
レビューシートはこちら（行政事業レビュー見える化サイト）: https://rssystem.go.jp/project/3bfaeaae-ed85-4d97-b2b6-67d96614c69b

データも使い、解決すべき具体的な
社会課題を整理している。

STEP 1
（事業の目的や課題を改めて整理）

研修の対象ごと（①若手映画作家等、
②学生等（映画制作に関わるスタッ
フ））に効果発現経路を設定し、事
業全体で得られた成果を的確に把握
している。

STEP 2
対象者ごとに効果発現経路を設定

研修受講の５年後に、研修修了生に
フォローアップアンケートを行うこ
とにより、研修を受講した結果業界
へ定着しているか（映画製作関連業
務で従事し続けているか）を把握し
ている。

STEP 2
一定期間後の効果を把握

受講対象者（ターゲット）を若手映
画作家、映画制作に関わるスタッフ
に絞っており、受講してほしい人に
絞った事業展開を行っている。

STEP 2
ターゲットを絞って事業を実施

アンケートを用いて、受講者の主観
から研修の有用度を把握している。

STEP 2
受講者の主観から効果を把握（アン
ケート）
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令和６年度⾏政事業レビューシート
国・地⽅公共団体等の職員を対象に、統計研修を実施することで、統計作成の中核を担う統計⼈材の育成を⽬的とする。また、データサイエンス・オンライン講
座や政府統計データの利活⽤に関するセミナーの実施を通じて、官⺠問わずデータサイエンスに関する⼈材の育成と国⺠や事業者によるデータの適切な利⽤を推
進し、統計調査に対する国⺠の理解増進及び統計調査に対する協⼒意識の醸成を図り、正確な統計の作成に資することを⽬的とする。

事業の⽬的

①国・地⽅公共団体等の職員向けの講座について、オンライン講座の拡⼤により、年間修了者数が１万⼈を超える規模となっている。統計⼈材の育成のために
継続的な取組を進め、修了者数を安定的に確保する必要がある。
②国⺠や事業者の統計リテラシ－の向上、統計調査に対する国⺠の理解増進及び協⼒意識の醸成のためには、不断の取組が必要であり、データサイエンス・オ
ンライン講座を継続的に開講する必要がある。また、⺠間における政府統計データの利活⽤状況に関する調査によると、政府統計データの利⽤率、認知率が低
い状況となっていることから、⺠間企業の社会⼈に政府統計データの有⽤性を認知してもらうための取組を推進する必要がある。

現状・課題

①国・地⽅公共団体等の職員を対象に、統計研修を実施。なお、実施形態は、集合研修に加え、研修のライブ配信や、eラーニング形式のオンライン研修があり、
ICTを活⽤した研修を拡充し、広く受講しやすい研修を実施している。②統計リテラシー向上の取組として、社会⼈・⼤学⽣を対象に、"データサイエンス"⼒の⾼
い⼈材育成のため、誰でも無料で学べるオンライン講座を提供している。なお、データ分析の基本的な知識、実践的なデータ分析の⼿法、統計オープンデータの
活⽤について、それぞれ、「⼊⾨編」、「演習編」、「活⽤編」として、毎年度、順次開講している。また、⺠間企業の社会⼈を対象にビジネスで役⽴つデータ利活
⽤に関する統計の知識及び政府統計データの利活⽤に関するセミナーを実施している。なお、実際のビジネスシーンを想定したデータ分析演習やグループワーク等
を⾏っている。

事業の概要

②データサイエンス・オンライン講座（⼊⾨編、演習編、活⽤編）を経常的に
実施することにより、広く国⺠に対し、データサイエンスを学習する環境を提供
するとともに⺠間企業の社会⼈を対象とした政府統計データの利活⽤に関す
るセミナーを開催する。また、分析事例の経年劣化等に対応すべく、ニーズに
応じた講座のリニューアルを実施する。

①国・地⽅公共団体等の職員を対象とした統計研修の実施アクティビティ

データサイエンス・オンライン講座等の実施国・地⽅公共団体等の職員を対象とした統計研修の提供⽬標
アウトプット オンライン講座（本開講）及びセミナーの実施回数統計研修講座数指標

データサイエンス・オンライン講座及び⺠間企業の社会⼈を対象とした政府統
計データの利活⽤に関するセミナーを受講することで、統計リテラシーの向上が
図られると考えられるため、その受講者数を短期アウトカムの成果⽬標として設
定した。

⼀定規模での研修を実施するため、国・地⽅公共団体等の職員を対象
とした統計研修の講座数を安定的に確保しつつ、国・地⽅公共団体等
の職員を対象とした統計研修の受講者数を短期アウトカムの成果⽬標
として設定した。

↓

国⺠の統計リテラシーの向上国・地⽅公共団体等の職員を対象とした統計研修の受講者数の確保⽬標
短期アウトカム

データサイエンス・オンライン講座（本開講）及びセミナーの受講者数統計研修受講者数指標

オンライン講座及びセミナーの受講を通じ、統計調査に対する国⺠の理解増
進及び統計調査に対する協⼒意識の醸成を図ることで、正確な統計の提供
につながり、データの利活⽤の推進に資することとなると考えられるため、統計調
査への理解度を成果⽬標に設定した。

短期アウトカムの成果⽬標として設定した国・地⽅公共団体等の職員を
対象とした統計研修の受講⼈数を安定的に確保しつつ、研修に対する
満⾜度及び理解度の向上が受講者の途中離脱の減少に資すると考え
られるため、国・地⽅公共団体等の職員を対象とした統計研修の満⾜
度及び理解度の向上を中期アウトカムの成果⽬標として設定した。

↓

統計調査に対する国⺠の理解増進及び統計調査に対する協⼒意識の醸成国・地⽅公共団体等の職員を対象とした統計研修の満⾜度及び理解
度の向上⽬標

中期アウトカム
統計調査への理解度研修受講者の満⾜度及び理解度指標
データサイエンス・オンライン講座やセミナーの受講者を増加させるとともに、理解
度の向上を図ることで、統計リテラシーの向上、統計調査に対する国⺠の理
解増進及び統計調査に対する協⼒意識の醸成が図られる。
これらの取組により、データサイエンスに関する⼈材の育成と国⺠や事業者によ
るデータの適切な利⽤と推進が計られるため、オンライン講座を受講し⼀定の
修了条件を満たした者及びセミナーを受講した者を成果⽬標として設定した。

中期アウトカムの成果⽬標として設定した国・地⽅公共団体等の職員を
対象とした統計研修の満⾜度及び理解度の向上により、受講者の途中
離脱者が減少し、統計⼈材の育成が計られるため、国・地⽅公共団体
等の職員を対象とした統計研修の修了登録を⻑期アウトカムの成果⽬
標として設定した。

↓

データサイエンス⼈材の育成国・地⽅公共団体等の職員の統計⼈材の育成⽬標
⻑期アウトカム

－（現場での活⽤事例等を収集し、実態把握を⾏い、将来的な定量指標の設定を検討する。）指標

レビューシートの実例２．研修・人材育成統計人材確保・育成事業-総務省-
＜内部・外部に向けた研修・人材育成に係る事例＞
レビューシートはこちら（行政事業レビュー見える化サイト）: https://rssystem.go.jp/project/adcd71d3-6861-40fe-9b54-b796b6b1a27a

どのような社会課題があり、誰が、ど
のような能力・スキルを獲得する必要
があるのかを整理している。

STEP 1
（事業の目的や課題を改めて整理）

研修の対象ごと（①国・地方公共団体
等の職員、②民間企業の社会人等）に
効果発現経路を設定し、事業全体で得
られた成果を的確に把握している。

STEP 2
対象者ごとに効果発現経路を設定

アンケートを用いて、受講者の主観か
ら研修の有用度を把握している。

STEP 2
受講者の主観から効果を把握（アン
ケート）

一定規模の研修を実施するため、まず
は講座数を安定的に確保（アウトプッ
ト）した上で、受講者が集まっている
か（短期アウトカム）を把握すること
により、事業が順調に進捗しているか
を初期の段階で確認している。

STEP 2
事業がうまく回っているかを確認する
ため「炭鉱のカナリア」を設定

受講対象者（ターゲット）を国・地方
公共団体等を対象にした研修、民間企
業の社会人等を対象にした研修に分け
ており、受講してほしい人を明確に分
けた事業展開を行っている。

STEP 2
ターゲットを絞って事業を実施

受講者がどう世の中に貢献することを
期待しているのかを整理している。

STEP 1
（事業の目的や課題を改めて整理）
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まずは、「事業の目的」「現状・課題」欄等で整理

事業を通じてどういったことを調査し、どういった知見を獲得したいのか。また、獲得した知見を活用してど
のようなことを成し遂げたいのか、
その事業における目的は何かという全体像を整理

単に「○○の知見を得るため」に調査をしていると表現するのではなく、

① どのような社会課題が存在するのか
② ①の社会課題を解決するために、どのような知見を獲得する必要があるのか
③ ②で獲得した知見をどのように活用（制度の企画・立案等）するのか
④ ③を通じて、どのようなことを成し遂げたいのか

を表現すると、取組の狙い、すなわち調査事業によって目指すべき姿を関係者間で共有できる

知見の
展開・活用知見の整理 解決したい

社会課題
調査事業 知見の獲得

事業
実施主体

３．調査事業 STEP 1（現状・課題の分析）
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調査事業

アクティビティ

調査の実施

アウトプット

知見の獲得

短期アウトカム
現状
課題

事業の
目的

インパクト
※同一の政策

目的を共有する
政策手段と合

わせて実現する
効果を含む

知見の展開・活用

中期アウトカム

成果の獲得

長期アウトカム

STEP１

で整理

STEP１

で整理

アウトプットの質
を担保できている
かどうか（事業者
等の質が担保でき
ているか）を把握

例) 諸外国の○○制
度を調査するため、
外国語に習熟し、か
つ○○に関する専門
知識がある者に委託
し、実施する調査の
質を確保している

指
標
設
定
の
ポ
イ
ン
ト

調査により必要な
知見が得られたか
を把握

例）調査により得ら
れた知見（○○に関
する実態、○○に関
する分析手法等）が、
知見のユーザー（事
業所管部局、事業者
等）のニーズに合っ
たものかどうかを評
価する[定性]

知見を活用し、ど
のような成果が得
られているかを把
握

例）調査事業で得ら
れた知見を活用して、
○○認証を取得でき
た事業者の数

調査のメニューご
とに効果発現経路
を設定

例) 年度ごとに異な
る調査を実施する場
合、以下のメニュー
ごとに効果発現経路
を設定
(1)○○に関する諸外
国の制度の調査（令
和４年度）
(2)○○に関する実態
調査（令和５年度）
(3)○○に関する分析
手法の開発（令和６
年度）

調査により得られ
た知見がニーズの
あるところに提供
され、活用されて
いるかを把握

例) 実施した調査結
果のうち、○○の企
画・立案の検討にお
いて活用された調査
の割合

STEP 2（ロジックモデルの構築）３．調査事業

効果発現経路を整理する→効果を測定する目標・指標を設定する

STEP 2

適切な効果測定のためには、短期・中期・長期アウトカム等の各段階において、取りやすいデータを目標・指標として設定するのではな

く、STEP１で整理した政策意図が反映された効果発現経路に沿って、上記のポイントも参考に、事業の実質的な効果を測り、事業の改善

につなげていくことが重要である。（実質的な効果を測るための指標等はP.67参照）

アウトカムには、調査で得られた知見が課題解決に向けてどの程度
寄与しているか等、指標や実績値等の意味を補記
（得られた知見の数だけで事業の効果を把握するのではなく、それぞれの調
査で得られた知見が具体的にどのように活用されているかを示すことにより
数値だけでは伝わらない事業の効果を表現）
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アウトプット・短期アウトカムの数字（炭鉱のカ
ナリア）をモニタリングし、対象に望ましい変化
が見られない場合にはボトルネックを見つけ解消
する（交付要綱や実施要領の見直し、広報・周知
の見直しなどを行う）
ターゲットが必ずしもはっきりしない場合もある
が、まずは事業を広く認識してもらい使ってもら
うといった改善策を検討する

熟度が上がるにつれ、中期・長期アウトカムも見
て課題・ボトルネックを捉える必要がある。必要
に応じて事業メニューの見直し、対象の絞り込み
などを行う

改善のサイクルを仕組み化し、事業を取り巻く状況
の変化を捉えた適切な見直しを継続する

事業の継続ありきではなく、状況変化を踏まえた最
適な政策オプションを検討

「行政事業レビューシート作成ガイドブック別冊３：行政事業レビューにおける自己点検のポイント」も参照のこと

フェーズ④
成果の総括

フェーズ③
有効性が

発揮される
段階

フェーズ②
事業の質を
改善する
段階

フェーズ①
試行錯誤の

段階

事業のフェーズを見極める フェーズに沿って点検する

執行率が低調な場合には、事業期間の
短さなど、ボトルネックを解消する方
策を検討する

事業期間を十分に確保できるよう、調
査事業の実施時期の見直し等、事業の
改善につなげる

Ｃheck!Ｃheck! Ａction!Ａction!

調査事業の目標とした、現状の課題等
を分析・検証した件数が目標を大きく
上回った

現地ヒアリングだけではなくオンライ
ン会議や電話等を取り入れたことが成
果につながり、有効な調査が行えたた
め、引き続きこのような工夫を取り入
れて事業を実施

Ｃheck!Ｃheck! Ａction!Ａction!

調査の結果、国が行っている啓発活動
が期待している、企業の行動変容を示
す回答の割合は、必ずしも高くないと
いう知見が得られた

調査によって得られた知見を踏まえ、
調査対象とした事業の政策目的の達成
のため、より有効な対策を検討するな
どの改善につなげる

Ｃheck!Ｃheck! Ａction!Ａction!フェーズ③

フェーズ①

フェーズ②

DD
PP

CC
AA

DD
PP

CC
AA

DD
PP

CC
AA

毎年の点検

点検・改善を積み重ねて、事業の有効性を高めていくSTEP 3

STEP 3（点検・改善）３．調査事業
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参考例評価の観点記載欄

・○○に関する調査件数実施した調査の数を指標とする（調査のメニューご
とに効果発現経路を設定）。

「アウトプット」
欄に記載

調査の実施

・諸外国における○○制度の概要と実務について調査を実施する
ため、調査は外国語に習熟し、かつ○○に関する専門知識を有し
ている者に委託している

事業者等の質が担保できているかを記載する。「現状・課題」
「事業の概要」

欄に記載

・前年度実施した「○○業界実態調査」により○○導入に係る事
業者のニーズを把握した。今年度は、その導入に向けた課題や知
見を収集する調査を実施し、事業者にはマニュアル等として配布
することで、導入の取組を支援する
・諸外国では○○対策に有用な○○制度が導入されているところ、
それらに関する調査を行うことにより、我が国でも○○制度を導
入するに当たっての検討に活用する

対象としているテーマ・分野で調査を実施すること
の意味（実施する調査の必要性）を記載する。

・調査により得られた知見（○○に関する実態、○○に関する分
析手法等）が、知見のユーザー（事業所管部局、事業者等）の
ニーズに合ったものかどうかを評価する[定性]

調査により必要な知見が得られたかを把握する。「アウトカム」
欄に記載

知見の獲得

・調査事業によって得られた知見をまとめた報告書及びマニュア
ルの○○事業者への配布数
・調査事業によって得られた成果物を横展開した地方公共団体数
※数量だけでなく、より○○問題が深刻な状況にある地方公共団体に横
展開できているかどうかも把握する

調査により得られた知見が必要なところに届いてい
るかを把握する。

知見の展開

・実施した調査結果のうち、○○の企画・立案の検討において活
用された調査の割合
・調査結果を踏まえて策定・見直しを行ったガイドライン等の数

調査により得られた知見が活用されているかを把握
する。

知見の活用

・調査結果を企画・立案等において具体的にどのように活用した
か（○○制度の見直しの検討に活用、○○の運用の在り方の検討
に活用、○○の基準策定の検討に活用等）を補記[定性]
・調査によって把握した先進事例を全国展開し、各地域において
その知見を活用して取組が加速した具体的なエピソードを補記

調査で得られた知見が課題解決に向けてどの程度寄
与しているか等、指標や実績値等の意味を補記（数
値だけでは伝わらない事業の効果を表現）する。

・調査事業で得られた知見を活用して、○○認証を取得できた事
業者の数

知見を活用し、どのような成果が得られているかを
把握する。

成果の獲得

指標等の参考例３．調査事業
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令和６年度⾏政事業レビューシート
経済のグローバル化への対応等が課題となる中で、諸外国が税制⾯でどのような制度を導⼊しており、またその実態がどのようになっているかを調査し、我が国の制
度と⽐較検討、分析を⾏うことで、我が国の税制の特徴を把握し、今後の税制の制度設計に資することを⽬的としている。事業の⽬的

⼈⼝減少・少⼦⾼齢化、働き⽅やライフコースの多様化、グローバル化の進展、経済のデジタル化等の経済社会の構造変化に伴い、⽇本及び諸外国の税制度は
近年益々複雑化している。新たな時代の動きに併せて適切に税制の制度設計を⾏うためには、諸外国の制度について正確かつ迅速に理解し、我が国の制度と⽐
較検討を⾏う必要があるが、⾼度に専⾨的な知識や実務上の取扱いについては短期間の机上調査で全てを把握することは困難である。そのため、⼀定の調査期
間を設けて、外国語に習熟しかつ税制に関する専⾨知識を有する者に諸外国の税制に関する調査を委託する必要がある。

現状・課題

直近３年度において、令和５年度は「諸外国（Ｇ７）における納税者等による不正⾏為に対する⾏政上の牽制措置に関する調査」、令和４年度は「諸外国
の投資ビークルに係る課税制度に関する調査」、「諸外国におけるクロスボーダー取引に係る付加価値税のプラットフォーマー課税の制度概要と実務に関する調査」、
令和３年度は「諸外国における源泉徴収・年末調整の状況等に関する調査」、「各国の法⼈税における中⼩法⼈税制の実態把握等に関する調査」を税理⼠法
⼈等に委託した。当該事業を執⾏する者については、外国語に習熟しかつ税制に関する専⾨知識を有する者である必要があることから、⼀定の質を担保しつつ調
達⾦額を抑えるため、⼀般競争⼊札（総合評価⽅式）等により、組織や業務従事者の経験・能⼒等を総合的に勘案し委託先を決定している。なお、落札率に
ついては、同種の他の契約の予定価格を類推させるおそれがあることから記載していない。

事業の概要

令和４年度において「諸外国におけるクロスボーダー
取引に係る付加価値税のプラットフォーマー課税の制
度概要と実務に関する調査」というテーマの下、諸外
国の税制に関する調査について、外国語に習熟しか
つ税制に関する専⾨知識を有する者に委託した。
国外事業者が⾏う⽇本国内への消費者向けデジタ
ルサービスの配信については、その配信を⾏った国外
事業者に消費税の納税義務が⽣じるところ、このよう
な国外事業者への調査が困難であるなど、執⾏上の
課題がこれまで指摘されてきた。諸外国では、こうした
課題に対応するため、プラットフォーム運営事業者に
納税義務を課す制度が導⼊されていたことから、検討
材料とするべく調査を委託したものである。

納税者等による不正⾏為に対する⾏政上の牽制措
置について、⽇本においては加算税がある⼀⽅で納税
者等が所有する情報を適切に提出せず、課税処分が
困難であるような場合には加算税を課すことができない。
こうした課題について、令和４年の政府税制調査会
等において、現⾏の加算税の枠組みでの対応が困難
である場合における租税法上の新たな⾏政措置の検
討の必要性が指摘されていることから、今後の検討材
料とするべく、令和５年度において、「諸外国（Ｇ
７）における納税者等による不正⾏為に対する⾏政
上の牽制措置に関する調査」というテーマの下、諸外
国の税制に関する調査について、外国語に習熟しかつ
税制に関する専⾨知識を有する者に委託した。

令和７年度において、経済社会の構造
変化や税制改正における議論の状況を踏
まえて調査対象を精査のうえ、今後の税
制の制度設計に資することを⽬的として、
外国語に習熟しかつ税制に関する専⾨知
識を有する者に諸外国の税制に関する調
査を委託する。

アクティビティ

委託調査の実施⽬標
アウトプット

委託調査の実施件数指標
委託調査の実施というアウトプットについて、調査の⽬的である税制の企画⽴案がアウトカムとなるが、税制改正においては経済・社会構造の変化に鑑み、
中⻑期的な検討を必要とする場合が多く、調査結果がすぐさま企画⽴案に⽤いられる訳ではないという実情から、効果発現の初期段階として、検討段階
における活⽤を短期アウトカムとして設定した。

↓

実施した委託調査のうち、税制の企画⽴案に向けた検討において活⽤された調査の割合を100%とする。⽬標

短期アウトカム
実施した委託調査のうち、税制の企画⽴案に向けた検討において活⽤された調査の割合（＝活⽤された調査の件数/実施件数）指標

令和５年度に「国境を越えたデジタルサービスに対す
る消費税課税のあり⽅に関する研究会」にて諸外国
の状況を説明するための材料として活⽤した。

令和５年度に実施したばかりであり、今後、企画⽴案
に向けた検討の状況に応じて活⽤予定。－成果

実績

短期アウトカムは税制の企画⽴案に向けた検討段階での活⽤であり、当該検討を経て、企画⽴案時での活⽤に⾄ることから、税制改正をはじめとした税
制の企画⽴案に活⽤されることを、⻑期アウトカムとして設定した。↓

実施した委託調査の調査結果が制度改正の検討材料として活⽤され、実際の税制改正における意思決定につながること。⽬標

⻑期アウトカム
－－－指標
令和６年度税制改正において、国境を越えたデジタ
ルサービスに係るプラットフォーム課税を導⼊（令和７
年４⽉１⽇から適⽤）

令和５年度に実施したばかりであり、今後、制度改正
の検討状況に応じて活⽤予定。－成果

実績

どのような社会課題があり、 どの
ような知見を獲得する必要があるの
かを整理している。

STEP 1
（事業の目的や課題を改めて整理）

調査を実施した年度別（①令和７年
度に実施する調査、②令和５年度に
実施した調査、③令和４年度に実施
した調査）に効果発現経路を設定し、
事業全体で得られた成果を的確に把
握している。

STEP 2
調査（年度別）ごとに効果発現経路
を設定

知見が具体的にどのように活用され
ているかを補記（諸外国の状況を説
明するための材料として活用、今後、
制度改正の検討状況に応じて活用予
定など）することにより、数値だけ
では伝わらない事業の効果を表現し
ている。

STEP 2
数値の意味（知見をどう活用した
か）を補記

諸外国の税制に関する調査を「外国
語に習熟しかつ税制に関する専門知
識を有する者」に委託することによ
り、予定どおり事業が実施できるよ
う努力している。

STEP 2
委託事業者の質を担保

諸外国の税制に関する調査-財務省-
レビューシートはこちら（行政事業レビュー見える化サイト）: https://rssystem.go.jp/project/50f6c1c9-9245-4be9-a9f0-c75fcdf0e2d9

レビューシートの実例３．調査事業
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まずは、「事業の目的」「現状・課題」欄等で整理

事業を通じてどういったことを研究し、どういった成果を獲得したいのか。また、獲得した成果を活用してど
のようなことを成し遂げたいのか、
その事業における目的は何かという全体像を整理

単に「○○の開発をするため」に研究をしていると表現するのではなく、

① どのような社会課題が存在するのか
② ①の社会課題を解決するために、これまでにどのような成果（技術、サービス、仕組み等）の蓄積があるのか
③ ②の蓄積も踏まえて、①の社会課題を解決するために不足している技術、サービス、仕組み等は何か
④ ①～③の現状を踏まえ、事業においてどういった研究を行い、どのような成果を獲得したいのか
⑤ ④で獲得した成果を活用して、どのようなことを成し遂げたいのか

を表現すると、取組の狙い、すなわち研究開発によって目指すべき姿を関係者間で共有できる

解決したい
社会課題

研究開発 成果の獲得
成果の活用成果の整理事業

実施主体

４．研究開発 STEP 1（現状・課題の分析）
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研究開発

アクティビティ

研究の実施

アウトプット

研究の進展

短期アウトカム
研究の完了

（成果獲得）

中期アウトカム

現状
課題

事業の
目的

インパクト
※同一の政策

目的を共有する
政策手段と合

わせて実現する
効果を含む

研究成果の活用

長期アウトカム

STEP 2（ロジックモデルの構築）４．研究開発

効果発現経路を整理する→効果を測定する目標・指標を設定する

STEP 2
STEP１

で整理

STEP１

で整理

適切な効果測定のためには、短期・中期・長期アウトカム等の各段階において、取りやすいデータを目標・指標として設定するのではな

く、STEP１で整理した政策意図が反映された効果発現経路に沿って、上記のポイントも参考に、事業の実質的な効果を測り、事業の改善

につなげていくことが重要である。（実質的な効果を測るための指標等はP.72参照）

アウトプットの質を担
保できているかどうか
（事業者等の質が担保
できているか）を把握

例) 事業者等の採択に当
たっては、外部有識者か
らなる委員会にて審査を
行い、実施する研究の質
を確保している

指
標
設
定
の
ポ
イ
ン
ト

研究が順調に進捗して
いるか、異変が生じて
いないかを初期の段階
で把握

例）研究の基になるデー
タの取得数

研究により当初の狙い
どおりの成果が得られ
たかを把握

例) 有識者の意見に基づ
き設定した目標を達成で
きた研究テーマ数の割合

研究により得られた成
果が活用されているか
を把握

例) 事業で開発した技術
の実用化率〇％以上

行政事業レビューとは別の枠組みで専門的な観点で評価を行っている場合には、当該
評価の枠組みや評価結果を活用

例）○○評価検討会においてA評価が得られたプロジェクトの割合

アウトプット・短期アウトカムには、事業が順調に
狙った効果に向かって進んでいるか、異変が生じて
いないかを初期の段階で発見する「炭鉱のカナリ
ア」としての役割が期待されるため、改善につなげ
るために有効な指標を設定することを意識する
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アウトプット・短期アウトカムの数字（炭鉱のカ
ナリア）をモニタリングし、対象に望ましい変化
が見られない場合にはボトルネックを見つけ解消
する（交付要綱や実施要領の見直し、広報・周知
の見直しなどを行う）
ターゲットが必ずしもはっきりしない場合もある
が、まずは事業を広く認識してもらい使ってもら
うといった改善策を検討する

熟度が上がるにつれ、中期・長期アウトカムも見
て課題・ボトルネックを捉える必要がある。必要
に応じて事業メニューの見直し、対象の絞り込み
などを行う

改善のサイクルを仕組み化し、事業を取り巻く状況
の変化を捉えた適切な見直しを継続する

事業の継続ありきではなく、状況変化を踏まえた最
適な政策オプションを検討

「行政事業レビューシート作成ガイドブック別冊３：行政事業レビューにおける自己点検のポイント」も参照のこと

フェーズ④
成果の総括

フェーズ③
有効性が

発揮される
段階

フェーズ②
事業の質を
改善する
段階

フェーズ①
試行錯誤の

段階

事業のフェーズを見極める フェーズに沿って点検する

市場に研究開発の受け手が少ない場合
は、その要因を分析し、改善に向けた
方策を検討する

補助金の交付要綱等の見直し等、事業
の改善につなげる

Ｃheck!Ｃheck! Ａction!Ａction!

個々の研究の進捗については、ステー
ジゲートを設けて管理し、外部有識者
の評価を踏まえ、計画の見直しや継続
の可否を検討

失敗することも許容した上で、失敗し
たもの（進捗が芳しくないもの、ス
テージゲート審査を通過できなかった
もの）について、失敗の原因を明らか
にして課題点を見つけ、次につなげる

Ｃheck!Ｃheck! Ａction!Ａction!

客観的な数値（実用化率等）に基づく
効果の把握に基づき、研究開発が目論
見どおり進展しているかを複層的な視
点でモニタリング／評価する

研究開発から社会実装につながるよう
具体的な研究開発の進捗状況や工程表
を示すことで、事業の進捗管理を実施
する

Ｃheck!Ｃheck! Ａction!Ａction!フェーズ③

フェーズ①

フェーズ②

DD
PP

CC
AA

DD
PP

CC
AA

DD
PP

CC
AA

毎年の点検

点検・改善を積み重ねて、事業の有効性を高めていくSTEP 3

研究開発が市場でのシェア獲得や競争
力の強化につながっているかを把握し、
事業の最終目的の達成状況を評価する

予算規模の妥当性の検討や民間による
事業の主体的な実施の検討（いつまで
国が介入するのか）といった大規模な
事業の見直しにつなげる

Ｃheck!Ｃheck! Ａction!Ａction!フェーズ④

STEP 3（点検・改善）４．研究開発
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参考例評価の観点記載欄

・研究を行う事業者等の採択に当たっては、外部有識者からなる
委員会にて審査を行い、事業の質を確保している
・国内外のトップ研究者をプロジェクトマネージャーとして公募
し、研究開発プロジェクトの実施・管理を行っている

事業者等の質が担保できているかを記載する。「現状・課題」
「事業の概要」

欄に記載

研究の実施

・○○が人体に与える影響に対する関心が高くなっているものの、
○○が生体へ及ぼす作用やそのメカニズムは必ずしも十分には解
明されていない。そのため、○○が人体に与える影響を科学的に
解明する研究事業を実施して、安心・安全に○○が利用できる環
境を整える
・新型○○を実用化するための研究開発を進め、○○については
明らかにすることができている。今後の研究開発によって、長期
運転や低コスト化に向けて未だ残されている技術的課題をクリア
し、○○の実用化を実現する

対象としているテーマ・分野で研究を実施すること
の意味（実施する研究の必要性）を記載する。

・研究の基になるデータの取得数
・研究開始時に設定した目標を達成し、研究を継続することと
なった研究開発テーマの割合
・〇〇の安全性を研究する事業で、動物試験の段階を終えて人を
対象とした試験を行う段階に進んだ研究の割合

研究が順調に進捗しているか、異変が生じていない
かを初期の段階で把握する。

「アウトカム」
欄に記載

研究の進展

・有識者の意見に基づき設定した目標を達成できた研究テーマ数
の割合

研究により当初の狙いどおりの成果が得られたかを
把握する。

研究の完了

・外部有識者によって構成された評価会合における研究の評価点
○点以上[定性]
・国が定めた研究プロジェクトの基本方針に従って、事後評価を
行うこととされており、当該評価の事後評価において評語「Ｂ」
（通常期待される評価）以上を獲得する[定性]
※事後評価の内容は、公開しているウェブサイトのURLを貼り付け

行政事業レビューとは別の枠組みで専門的な観点で
評価を行っている場合には、当該評価の枠組みや評
価結果を活用し、研究が当初の目標を達成できたか
を把握する。

・事業で開発した技術の実用化率〇%以上
・研究結果を踏まえて策定・見直しを行ったガイドライン等の数

研究により得られた成果が活用されているかを把握
する。

研究成果の
活用

指標等の参考例４．研究開発
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令和６年度⾏政事業レビューシート
未来社会を展望し、困難だが実現すれば⼤きなインパクトが期待され、多くの⼈々を魅了するような斬新かつ挑戦的な⽬標を掲げ、国内外からトップ研究者の英
知を結集し、関係府省庁が⼀体となって集中・重点的に挑戦的な研究開発を推進するムーンショット型研究開発制度を創設することで、我が国の競争⼒強化に
資する。

事業の⽬的

少⼦⾼齢化の進展や⼤規模⾃然災害への備え、地球温暖化問題への対処等、今⽇、我が国は多くの困難な課題を抱える中、それら課題解決に科学技術が
果敢に挑戦し、未来社会の展望を切り拓いていくことが求められている。海外に⽬を転ずれば、欧⽶や中国では、破壊的イノベーションの創出を⽬指し、これまでの
延⻑では想像もつかないような野⼼的な構想や困難な社会課題の解決を掲げ、我が国とは桁違いの投資規模でハイリスク・ハイインパクトな挑戦的研究開発を強
⼒に推進している。こうした背景の下、我が国発の破壊的イノベーションの創出を⽬指し、従来技術の延⻑にない、より⼤胆な発想に基づく挑戦的な研究開発を推
進する。

現状・課題

⾮連続的・破壊的なイノベーションを創出するためのハイリスク・ハイインパクトな研究開発を推進する。事業の実施に当たっては、困難だが実現すれば⼤きなインパ
クトが期待される社会課題等を対象に、ＣＳＴＩが「ムーンショット⽬標」を設定し、我が国の基礎研究⼒を最⼤限に引き出す挑戦的研究開発を積極的に推進
し、失敗も許容しながら⾰新的な研究成果を発掘・育成に導く。また、進化する世界の研究開発動向を常に意識し、関係する研究開発全体を俯瞰して体制や
内容を柔軟に⾒直すことができるマネジメントを導⼊する。⽂部科学省が実施する本事業では、「ムーンショット型研究開発制度の基本的な考え⽅について」（平
成30年12⽉総合科学技術・イノベーション会議決定）を踏まえ、科学技術振興機構に基⾦を造成し、研究開発を実施する。

事業の概要

以下のムーンショット⽬標の達成及び研究開発構想の実現に向けた挑戦的な研究開発（プログラム）の実施
・⽬標10︓2050年までに、フュージョンエネルギーの多⾯的な活⽤により、地球環境と調和し、資源制約から解き放たれた活⼒ある社会を実現アクティビティ③

ムーンショット⽬標10の達成に資する研究開発課題に取り組む⽬標
アウトプット

ムーンショット⽬標の達成及び研究開発構想の実現に向け実施した研究開発プロジェクト数指標
ムーンショット型研究開発制度の運⽤・評価指針において、毎年度評価を⾏い、その結果を内閣府が設置した産業界、研究者、関係府省等で構成さ
れる戦略推進会議及び関係する構想を策定した関係省庁に報告するとされていることを踏まえ、外部有識者から構成される評価委員会においてムーン
ショット⽬標の達成に向けて設定した毎年度のマイルストーンの達成状況を評価し、その結果を前述の戦略推進会議に報告していることから、マイルストー
ンの達成が期待通りであると評価されたプロジェクト数をアウトカムとして設定した。

↓

ムーンショット⽬標の達成に向けたマイルストーンの達成状況（毎年度評価）⽬標
短期アウトカム 外部有識者による年度評価及び戦略推進会議においてマイルストーンの達成が期待通りと評価されたプロジェクト数（各⽬標下で複数のプロジェクトを

実施）指標

ムーンショット型研究開発制度の運⽤・評価指針において、外部有識者による評価体制を構築し研究開始時点から５年⽬に外部評価を実施するとさ
れていることを踏まえ、５年⽬外部評価及び戦略推進会議において、2035年のターゲットの実現を判定するマイルストーンの達成が期待通りであると評
価されたプロジェクト数をアウトカムとして設定した。

↓

ムーンショット⽬標の達成に向けたマイルストーンの達成状況（5年⽬評価）⽬標
中期アウトカム ５年⽬外部評価及び戦略推進会議において2035年のターゲットの実現を判定するマイルストーンの達成が期待通りと評価されたプロジェクト数（各⽬

標下で複数のプロジェクトを実施）指標

ムーンショット⽬標10は以下の2035年のターゲットを定めている。
⽬標10︓2035年までに、電気エネルギーに限らない、多様なエネルギー源としての活⽤を実証する。2035年までに、エネルギー源としての活⽤に加えて、
核融合反応で⽣成される粒⼦の利⽤や要素技術等の多⾓的利⽤により、フュージョンエネルギーの応⽤を実証する。
ムーンショット型研究開発制度の運⽤・評価指針で定める10年⽬（研究終了年度）における外部評価及び戦略推進会議において、2035年のター
ゲットの実現を判定するマイルストーンの達成が期待通りであると評価されたプログラム数をアウトカムとして設定した。なお、⽬標毎に1つのプログラムを実
施しており、当該プログラムの下で短期・中期アウトカムの成果指標としたプロジェクトを複数件実施している。

↓

2050年までに、ムーンショット⽬標で掲げられる未来社会の実現⽬標
⻑期アウトカム 10年⽬外部評価及び戦略推進会議において2035年のターゲットの実現を判定するマイルストーンの達成が期待通りと評価されたプログラム数（⽬標

毎に1プログラムを実施）指標

レビューシートの実例４．研究開発

どのような社会課題があり、どのよ
うな研究が必要なのかを整理してい
る。

STEP 1
（事業の目的や課題を改めて整理）

ムーンショット型研究開発プログラム-文部科学省-
レビューシートはこちら（行政事業レビュー見える化サイト）: https://rssystem.go.jp/project/5494f528-cc11-4069-9a2a-b9c7a7018645

行政事業レビューとは別の枠組みで
ある①外部有識者による評価、②戦
略推進会議による評価を活用し、研
究が当初の目標を達成できているか
把握している。

STEP 2
行政事業レビューとは別の枠組みの
評価を活用

STEP 2
事業がうまく回っているかを確認す
るため「炭鉱のカナリア」を設定

長期間にわたる研究開発プロジェク
トにおいて、毎年度、マイルストー
ンの達成状況を把握することにより、
事業が順調に進捗しているかを初期
の段階で確認している。

研究を行うことにより、何を目指す
のかを整理している。

STEP 1
（事業の目的や課題を改めて整理）
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まずは、「事業の目的」「現状・課題」欄等で整理

事業を通じてどういったことを実証し、社会に普及・定着させたいのか、また、実証から普及・定着までの過
程において、国からの支援によってどの段階までたどり着きたいのか
その事業における目的は何かという全体像を整理

単に「○○を実証する」ために事業を行っていると表現するのではなく、

① どのような社会課題が存在するのか
② ①の社会課題を解決するために、これまでにどのような成果（技術、サービス、仕組み等）の蓄積があるのか
③ ②の蓄積も踏まえて、①の社会課題を解決するために不足している技術、サービス、仕組み等は何か
④ ①～③の現状を踏まえ、事業においてどういった取組に対し、どういった段階になるまで支援をするべきか

を表現すると、取組の狙い、すなわち実証によって目指すべき姿を関係者間で共有できる

解決したい
社会課題

実証 成果の獲得
事業

実施主体

成果の普及・定着

５．実証事業 STEP 1（現状・課題の分析）
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実証

アクティビティ
現状
課題

事業の
目的

インパクト
※同一の政策

目的を共有する
政策手段と合

わせて実現する
効果を含む

適切な効果測定のためには、短期・中期・長期アウトカム等の各段階において、取りやすいデータを目標・指標として設定するのではなく、STEP１で
整理した政策意図が反映された効果発現経路に沿って、上記のポイントも参考に、事業の実質的な効果を測ることが重要である。（実質的な効果を測る
ための指標等は次ページ参照）

実証の開始

アウトプット

実証の進展

短・中期アウトカム
実証の完了

（成果の獲得）

長期アウトカム

STEP 2（ロジックモデルの構築）５．実証事業

効果発現経路を整理する→効果を測定する目標・指標を設定する

STEP 2

アウトプットの質を担保
できているかどうか（事
業者等の質が担保できて
いるか）を把握

例) 外部専門家で構成され
る審査委員会において、実
施体制の適格性や知見・専
門性の程度等の観点から事
業者の採否について審査を
実施している

実証が順調に進捗してい
るか、異変が生じていな
いかを初期の段階で把握

例）ステージゲート通過割
合（実証のハードル（難易
度）が高い場合に、実証す
るまでのプロセスを刻んで
目標を設定）

実証により当初の狙い
どおりの成果が得られ
たかを把握

例) 事業実施団体自らが
成果目標として設定した
○○削減効果が見られた
団体数

実証により得られた成
果が普及・定着してい
るか（持続している
か）を把握

例) ○○利活用モデルの
実証事業終了後、実証事
業を実施した地域のうち、
○○の利活用が継続され
た地域の数

指
標
設
定
の
ポ
イ
ン
ト

適切な効果測定のためには、短期・中期・長期アウトカム等の各段階において、取りやすいデータを目標・指標として設定するのではな

く、STEP１で整理した政策意図が反映された効果発現経路に沿って、上記のポイントも参考に、事業の実質的な効果を測り、事業の改善

につなげていくことが重要である。（実質的な効果を測るための指標等はP.77参照）

実証開始から実証完了
（成果の獲得）までの
フローを刻んで整理し、
成果の獲得に向けて事
業が進捗しているかを
把握

効果発現経路
全体に関わること

STEP１

で整理

STEP１

で整理

行政事業レビューとは別の枠組みで専門的な観点で評価を行っている場合には、
当該評価の枠組みや評価結果を活用

例）○○機構が定める評価実施要領に基づき、A～Dの４段階評価で評価した結果、B（目標
どおり）以上の事業数

アウトプット・短期アウトカムには、事業が順調に
狙った効果に向かって進んでいるか、異変が生じてい
ないかを初期の段階で発見する「炭鉱のカナリア」と
しての役割が期待されるため、改善につなげるために
有効な指標を設定することを意識する
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アウトプット・短期アウトカムの数字（炭鉱のカ
ナリア）をモニタリングし、対象に望ましい変化
が見られない場合にはボトルネックを見つけ解消
する（交付要綱や実施要領の見直し、広報・周知
の見直しなどを行う）
ターゲットが必ずしもはっきりしない場合もある
が、まずは事業を広く認識してもらい使ってもら
うといった改善策を検討する

熟度が上がるにつれ、中期・長期アウトカムも見
て課題・ボトルネックを捉える必要がある。必要
に応じて事業メニューの見直し、対象の絞り込み
などを行う

改善のサイクルを仕組み化し、事業を取り巻く状況
の変化を捉えた適切な見直しを継続する

事業の継続ありきではなく、状況変化を踏まえた最
適な政策オプションを検討

「行政事業レビューシート作成ガイドブック別冊３：行政事業レビューにおける自己点検のポイント」も参照のこと

フェーズ④
成果の総括

フェーズ③
有効性が

発揮される
段階

フェーズ②
事業の質を
改善する
段階

フェーズ①
試行錯誤の

段階

事業のフェーズを見極める フェーズに沿って点検する

想定よりも応募者が少ない場合は、事
業の認知度が低いなど、その要因を分
析し、改善に向けた方策を検討する

広報戦略の再検討や補助金の交付要綱
等の見直し等、事業の改善につなげる

Ｃheck!Ｃheck! Ａction!Ａction!

本来中止すべき投資を継続するインセ
ンティブが企業、政府の双方に働く可
能性があるため、中立的な有識者によ
る、事業の進捗の客観的評価を行う

順調なプロジェクトについては、実証
を踏まえた民間による自立的な事業化
の後押しを意識したフォローアップを
行うとともに、不調のプロジェクトの
変更・中止を弾力的に行う

Ｃheck!Ｃheck! Ａction!Ａction!

これまでの知見の蓄積等を踏まえ、事
業設計時に想定していた、どのフェー
ズになったら（どこまで効果が出たら
／出なかったら）国の介入をやめるの
かという基準に照らして、事業の進捗
の客観的評価を行う

段階的に補助率を設定するといった点
も含め、将来の民間事業としての自立
を念頭においた支援の仕組みを検討す
る

Ｃheck!Ｃheck! Ａction!Ａction!フェーズ③

フェーズ①

フェーズ②

DD
PP

CC
AA

DD
PP

CC
AA

DD
PP

CC
AA

毎年の点検

点検・改善を積み重ねて、事業の有効性を高めていくSTEP 3

STEP 3（点検・改善）５．実証事業
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参考例評価の観点記載欄

・外部専門家で構成される審査委員会において、実施体制の適格性や
知見・専門性の程度等の観点から事業者の採否について審査を実施し
ている
・複数の取組を採択した上で、実証の途中段階で成果につながる可能
性が高いと評価した取組へ絞り込みを行っている

事業者等の質が担保できているかを記載する。「現状・課題」
「事業の概要」

欄に記載

実証の開始

・これまでに、○○製品の○○効果を実証した一方で、導入コストが
課題となっている。導入コスト面での課題解決を図る技術の開発・実
証を行うことで、○○製品の早期実用化を目指す
・近年減少している○○の増加に向け、○○を製造する工場の生産性
向上が課題である。そのため、工場のデジタルトランスフォーメー
ションを図る技術の開発・実証を行う

対象としているテーマ・分野で実証を実施するこ
との意味（実施する実証の必要性）を記載する。

・ステージゲート通過割合
※実証するまでのプロセスを刻んで目標を設定し、その目標に照らして、計
画どおりの進捗が得られているかを確認

実証が順調に進捗しているか、異変が生じていな
いかを初期の段階で把握する。[炭鉱のカナリア]

「アウトカム」
欄に記載

実証の進展

・実証完了事業数
・モデル事業の実施によって、事業の狙いどおりに、○○といった効
果が見られた自治体の割合（事業実績報告書により把握）
・事業実施団体自らが成果目標として設定した○○削減効果が見られ
た団体数

実証により当初の狙いどおりの成果が得られたか
を把握する。

実証の完了
(成果の獲得)

・事業の途中段階で有識者からのヒアリングを行い、事業の改善点等
を指摘してもらい、それに対応することで各事業の質を高めている
・○○機構が定める評価実施要領に基づき、A～Dの４段階評価で評価
した結果、B（目標どおり）以上の事業数

行政事業レビューとは別の枠組みで専門的な観点
で評価を行っている場合には、当該評価の枠組み
や評価結果を活用し、実証が当初の目標を達成で
きたか等を把握する。

・○○利活用モデルの実証事業終了後、実証事業を実施した地域のう
ち、○○の利活用が継続された地域の数

実証により得られた成果が定着しているか、持続
しているかを把握する。

成果の
普及・定着

・事業により実証する技術を搭載した○○によるCO2削減量
※実証する技術による○○１台あたりのCO2削減量や事業による普及台数の見
込みから積算することとし、その計算式も補記

実証により得られた成果が普及・定着したことに
より効果が出ているかを把握する。

普及・定着
したことに
よる効果

指標等の参考例５．実証事業
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令和６年度⾏政事業レビューシート
地域に根差し、かつ、分野やステークホルダーの垣根を越えて脱炭素社会の実現に資するセクター横断的な地域共創の技術開発・実証を推進すること
で、2050年カーボンニュートラル、2030年度46％削減⽬標の実現につながる、既存の社会インフラの刷新も含めた社会実装に繋がる技術の創出及び
脱炭素かつ持続可能で強靱な活⼒ある地域社会の構築を⽬指す。

事業の⽬的

早期の脱炭素社会の実現に向けては、あらゆる分野でさらなるCO2削減が可能なイノベーションを創出し、早期に社会実装することが必要不可⽋であ
る。⼀⽅で、CO2排出削減に貢献する技術開発は、開発リスクが⼤きく、収益性が不確実で、⺠間の⾃主的な技術開発に委ねるだけでは、必要な
CO2排出削減に貢献する技術の開発が必ずしも⼗分に進まない状況である。このためには、「地球温暖化対策計画」や｢パリ協定に基づく成⻑戦略と
しての⻑期戦略｣に⽰されているように、地域特性を踏まえた⾰新的な技術開発・実証を推進することで、地域循環経済を促し、地域課題を解決した強
靱で活⼒ある地域脱炭素社会を構築することが必要である。

現状・課題

①地⽅公共団体・関係省庁等と連携した地域脱炭素化に向けたセクター横断型脱炭素技術の開発・実証
②各分野におけるCO2削減効果が相対的に⼤きいものの、開発リスク等の問題から、地⽅⾃治体や⺠間の⾃主的な取組だけでは⼗分には進まない
技術を対象としたシーズ・ボトムアップ型の技術開発・実証
③脱炭素社会構築に貢献するイノベーションの卓越したアイディアと、その実現が期待できる確かな実績・実現⼒を有する者として表彰された者を⽀援対
象とする「アワード型」の技術開発・実証
上記３つの取組とともに、事業開始前から事業終了後 に⾄るまで事業者の伴⾛型⽀援や評価・フォローアップ等の側⾯⽀援を実施するにより、技術開
発・実証成果の実⽤化や普及の成功率の向上を図る。

事業の概要

「気候変動×建築」「気候変動×農業」「気候変動×地域交通」など異分野の企業等が連携できることで複数の要素技術を同時並⾏で開発
できる優先テーマ枠や、CO2削減効果が相対的に⼤きいものの、開発費⽤等の問題から、⺠間の⾃主的な取組だけでは⼗分に進まない技術
開発・実証等ボトムアップ型枠などを対象にした技術開発・実証事業への⽀援。

アクティビティ

CO2排出削減技術の開発及び実証⽬標
アウトプット

技術開発及び実証実施数（単年度）指標
本事業による開発・実証成果を基に、技術開発の向上及び事業化が加速されると考えられる。技術開発の向上及び事業化に向けての取組は、
事後評価結果に現われるため、短期アウトカムとして事後評価結果を設定した。↓

技術開発の向上及び事業化に向けた技術開発の継続⽬標

短期アウトカム
当該年度に受けた事後評価で、6点以上の課題の割合（単年度）指標
成果実績︓事後評価結果を基に評価⽬標値︓本事業で採択された技術開発実証事業の事後評価において、６点以上を獲得した割合が
70%以上。他の技術開発・実証事業（環境省「CO2排出削減対策強化誘導型技術開発・実証事業」）における事後評価結果に基づき
設定。参考（推進費）⽬標値︓研究成果の事後評価において５段階中、上位２段階を獲得した課題の割合が70％以上。（独）環境
再⽣保全機構の現在の中期⽬標期間最終年度である令和5年度を⽬標年度とする。

出典

本事業による開発・実証成果を基に、CO2排出削減技術を活⽤した製品・システム等が実現されると考えられる。そのため中期アウトカムとして、
CO2排出削減技術を活⽤した製品・システム等の商⽤化を設定した。↓

CO2排出削減技術を活⽤した製品・システム等の商品化⽬標

中期アウトカム 商⽤化件数（令和4年度からの累積）指標

成果実績︓本事業にて商⽤化に⾄った件数。⽬標値︓採択⾒込みの補助事業件数や、事業者ヒアリングによる普及展開⾒込みから推定。出典

CO2排出削減技術を活⽤した製品・システム等が普及することで、CO2削減効果が発揮されると考えられる。そのため⻑期アウトカムとして、
CO2排出削減技術を活⽤した製品・システム等の普及によるCO2削減を設定した。↓

CO2排出削減技術を活⽤した製品・システム等の普及によるCO2削減⽬標
⻑期アウトカム

CO2削減量（令和7年度からの累積、製品の耐⽤年数も考慮して算出）指標

地域共創・セクター横断型カーボンニュートラル技術開発・実証事業
（一部 国土交通省、農林水産省連携事業）-環境省-
レビューシートはこちら（行政事業レビュー見える化サイト）: https://rssystem.go.jp/project/edeec893-ecef-48d7-b4e2-c565f037e7b2

行政事業レビューとは別の枠組み
（事業スキーム内で実施された事後
評価）で行われた事後評価結果を活
用し、実証が成果の獲得に向けて進
捗しているかを把握している。

STEP 2
行政事業レビューとは別の枠組みの
評価を活用

STEP 2
事業の成果（技術）が定着している
かを把握

実証により得られた成果を基にＣＯ
２排出削減技術を活用した製品・シ
ステム等が商品化されているかを確
認することにより、事業による効果
が定着しているかを把握している。

レビューシートの実例５．実証事業

アウトプット～長期アウトカムにお
いて、実証開始から実証の成果（Ｃ
Ｏ２排出削減技術を活用した製品・
システム等の商品化→ＣＯ２削減）
が得られるまでのフローを刻んで目
標・指標を設定し、ロジックのつな
がりを整理している。

STEP 2
段階を刻んで効果を把握

どのような社会課題があり、どのよ
うなことを実証する必要があるのか
を整理している。

STEP 1
（事業の目的や課題を改めて整理）

データも使い、実証を行うことによ
り何を目指すのかを整理している。

STEP 1
（事業の目的や課題を改めて整理）
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令和６年度⾏政事業レビューシート
本事業は、社会参加や⽣活習慣病対策等を通じた、⾼齢者の介護予防・健康づくりの⼿法について、検証することを⽬的とする。事業の⽬的
「⼀般介護予防事業等の推進⽅策に関する検討会」報告書において、通いの場等への社会参加等を通した⾼齢者の健康づくり・介護予防を進めて⾏くことの必
要性が指摘されている。介護が必要となった主な原因としては、「認知症」「脳⾎管疾患」が上位となっており、それらの予防のため、社会参加等の介護予防の取
組や運動促進等の⽣活習慣病対策等の取組を併せて⾏う必要がある。それらの取組を、効果的に進める⼿法について、検証する必要がある。

現状・課題

本事業は、⾼齢者を対象に介護予防ツールを⽤いた介⼊を実施し、介護予防・健康づくりの⼿法について検証する。実施内容は以下の４つである。（１）健
診や通いの場等で収集するデータを⽤いて、認知症等の予防を通じた介護予防効果を実証する。
（２）健常な⾼齢者等（⾮認知症者等）に対して、AI・ICT等を活⽤した介護予防ツール（通いの場や運動教室等への参加促進のための伴⾛型スマート
フォンアプリ）等の介⼊を実施、⼀定期間観察し、データを収集することで介護予防施策の効果を検証（介⼊群と⾮介⼊群の⽐較等）することで、その効果・普
及策等について検討を⾏う。
（３）検証する介護予防ツールを⽤いて、健診や通いの場等を介して⾼齢者の活動実態を調査し、介護予防に資する活動内容を探索する。
（４）要介護認定情報の分析が可能な協⼒⾃治体において介護予防ツールを導⼊し、介護予防効果等の検証を⾏う。

事業の概要

（１）健診や通いの場等で収集するデータを⽤いて、認知症等の予防を通じた介護予防効果を実証する。
（２）健常な⾼齢者等（⾮認知症者等）に対して、AI・ICT 等を活⽤した介護予防ツール（通いの場や運動教室等への参加促進のための伴⾛型
スマートフォンアプリ）等の介⼊を実施、⼀定期間観察し、データを収集することで介護予防施策の効果を検証（介⼊群と⾮介⼊群の⽐較等）するこ
とで、その効果・普及策等について検討を⾏う。
（３）検証する介護予防ツールを⽤いて、健診や通いの場等を介して⾼齢者の活動実態を調査し、介護予防に資する活動内容を探索する。（４）
要介護認定情報の分析が可能な協⼒⾃治体において介護予防ツールを導⼊し、介護予防効果等の検証を⾏う。

アクティビティ

介⼊研究の効果検証に向けた必要症例数の確保⽬標
アウトプット

必要症例数（事業対象者数）指標
本研究事業の介⼊は、30ヶ⽉と⻑期間のものである。若年者に⽐べ、⼼⾝の状態が変化しやすい⾼齢者にとって、脱落を少なく、⻑期継続できる介⼊
は、その介護予防の⼿法を⾼齢者が⾏いやすいことを⽰す。成果⽬標①－１には短期アウトカムとして、15ヶ⽉⽬に⾏われる、中間評価の実施率を設
定する。

↓

介⼊群における中間評価の着実な実施（介⼊開始後15ヶ⽉時点）⽬標

短期アウトカム
介⼊群における中間評価の実施率（介⼊群において介⼊後15ヶ⽉経過した例のうち中間評価を実施した例数／介⼊後15ヶ⽉経過した介⼊群の例
数）指標

MacMasterらによる豪州での研究は、８週間の介⼊において、16〜19％の脱落率がみられたが、有意な介⼊効果が認められた（J Am Geriatr
Soc. 2020）。本研究における中間評価は、15ヶ⽉⽬に実施しており、それまで介⼊研究が計画通り⾏われた率として、80％を⽬標とする。出典

介護予防の効果を継続的に評価するためには、安定した評価系の確保も重要である。評価が適切に⾏われ、介⼊効果が適切に測定されることを重視
し、成果⽬標①－２には中期アウトカムとして、介⼊前に⾏われる事前評価及び30ヶ⽉の介⼊後に⾏われる事後評価の遂⾏率を設定する。↓

効果実証のため⼗分な事前・事後評価の実施率⽬標

中期アウトカム 事前・事後評価遂⾏率（事前・事後評価の両⽅が⾏われた数／ 参加者総数）指標
欧州において、フレイル⾼齢者の障害発⽣予防のための介⼊を⾏ったSPRINTT研究の脱落率は24％であり、本研究は30ヶ⽉とこれらより⻑期の介⼊
研究を⾏っており、脱落率（Intensionto treat; ITT分析）について、それを下回ることとする。出典

中間検査（介⼊後15ヶ⽉）に引き続き、介⼊期間（30ヶ⽉）終了後においても事後検査を実施し、対照群と⽐較した介⼊群における新規要介護
認定者数及び新規認知症発症者数等について検証することで、社会参加等や⽣活習慣病対策を通じた⾼齢者の介護予防・健康づくりの⼿法につい
て検証することが可能になるため、スマートフォンを利⽤した活動の実践による認知症発症・介護認定への効果検証を⻑期アウトカムとして設定した。

↓

スマートフォンを利⽤した活動の実践による認知症発症・介護認定への効果検証⽬標

⻑期アウトカム
ー指標
本事業は、⾼齢者を対象に活動促進や運動習慣の習得、⾃⼰管理等を⾏う介護予防ツールを⽤いた介⼊を実施し効果検証することで、社会参加等
や⽣活習慣病対策を通じた⾼齢者の介護予防・健康づくりの⼿法について検証することを⽬的としているため、効果検証により得た結果（データ）その
ものをアウトカムに設定するなどの定量的な評価は本事業の⽬的に馴染まないため。

理由

どのような社会課題があり、どのよ
うなことを実証する必要があるのか
を整理している。

STEP 1
（事業の目的や課題を改めて整理）

行政事業レビューとは別の枠組み
（事業スキーム内で実施された中間
評価、事前・事後評価）で行われた
評価の実施状況を活用し、実証が成
果の獲得に向けて進捗しているかを
把握している。

STEP 2
行政事業レビューとは別の枠組みの
評価を活用

STEP 2
事業がうまく回っているかを確認す
るため「炭鉱のカナリア」を設定

効果検証の実施に当たり、まずは検
証に必要な症例数（事業対象者数）
を確保できているかを把握すること
により、事業が順調に進捗している
かを初期の段階で確認している。

レビューシートの実例５．実証事業

アウトプット～長期アウトカムにお
いて、効果検証開始から効果検証完
了までのフローを刻んで目標・指標
を設定し、ロジックのつながりを整
理している。

STEP 2
段階を刻んで効果を把握

大規模実証事業に必要な経費（（項）介護保険制度運営推進費）-厚生労働省-
レビューシートはこちら（行政事業レビュー見える化サイト）: https://rssystem.go.jp/project/ea750de2-52be-4c4c-ba7b-c5bc09615293
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まずは、「事業の目的」「現状・課題」欄等で整理

どういった人（相談者）の、どのような課題を解決しようとしているのか。また、課題の発生から解決するまで
のフローにおいて、今何に注力すべきか、
その事業における目的は何かという全体像を整理

単に「○○の支援のため」に相談体制を構築していると表現するのではなく、

① どういった人（相談者）を対象にした支援を行い、どのような課題を解決するのか
② 課題の発生から解決するまでのフロー※において、最もボトルネックになっていることは何か

を表現すると、取組の狙い、すなわち窓口・相談によって目指すべき姿を関係者間で共有できる
※ 具体的なフローは、次ページのSTEP 2の図を参照

解決したい
社会課題

事業
実施主体

相談者窓口・相談

相談者が抱える
課題の解決

６．窓口・相談 STEP 1（現状・課題の分析）
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課題の発生から解決するまでのフロー

適切な効果測定のためには、短期・中期・長期アウトカム等の各段階において、取りやすいデータを目標・指標として設定するのではなく、STEP１で整

理した政策意図が反映された効果発現経路に沿って、上記のポイントも参考に、事業の実質的な効果を測り、事業の改善につなげていくことが重要であ

る。（実質的な効果を測るための指標等はP.83参照）

現状
課題

事業の
目的

インパクト
※同一の政策

目的を共有する
政策手段と合

わせて実現する
効果を含む

STEP１
で整理

STEP 2（ロジックモデルの構築）６．窓口・相談

効果発現経路を整理する→効果を測定する目標・指標を設定する

STEP 2

①課題の発生から解決するまでの
フローを刻んで整理し、ボトル
ネック解消に向けて事業が進捗し
ているかを把握する

②客観的なデータだけでなく、受
益者視点（受益者の主観）から事
業の効果を把握する
（受益者の声を直接拾うことが難
しい場合には、受益者の代弁者
（専門家等）から現場の実態を把
握することも有効）

②の例）対応者（職員）や相談者
へのヒアリングやアンケート
※ アンケートを実施する際には、
データ収集のコストも勘案しなが
ら事業の効果を把握すること

効果発現経路全体に関わること

ボトルネック
解消の方策例

ボトル
ネック

測定指標の
設定例

・潜在的なニーズに対する
周知
例) 公共施設におけるビ

ラやポスターの設置
・特定の関係者への周知
※ あえて対象範囲を絞ることで

効果的に伝わる場合もある

⓪ 窓口が認知されているか

・認知度
・どこに相談すればよいか

分からなかった人の割合

・アクセシビリティの向上
例 対面・電話 → SNS・Web

フォーム

・安心して相談できる環境の整備
例) 相談室の確保、秘密厳守

・誰でも相談できる環境の整備
例) 多言語化対応

① 窓口が利用されているか

・利用率
・相談件数（参考指標）

・相談者の課題の発見

・適切な支援先
（病院・弁護士等）
の紹介・あっせん

・相談に対する迅速な支援

② 課題に対応した支援と
なっているか

・解決に向けた対策が
講じられた割合

・支援開始決定件数

③ 課題が解決しているか

・課題解決率
・利用者満足度

STEP１
で整理
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アウトプット・短期アウトカムの数字（炭鉱のカ
ナリア）をモニタリングし、対象に望ましい変化
が見られない場合にはボトルネックを見つけ解消
する（交付要綱や実施要領の見直し、広報・周知
の見直しなどを行う）
ターゲットが必ずしもはっきりしない場合もある
が、まずは事業を広く認識してもらい使ってもら
うといった改善策を検討する

熟度が上がるにつれ、中期・長期アウトカムも見
て課題・ボトルネックを捉える必要がある。必要
に応じて事業メニューの見直し、対象の絞り込み
などを行う

改善のサイクルを仕組み化し、事業を取り巻く状況
の変化を捉えた適切な見直しを継続する

事業の継続ありきではなく、状況変化を踏まえた最
適な政策オプションを検討

「行政事業レビューシート作成ガイドブック別冊３：行政事業レビューにおける自己点検のポイント」も参照のこと

フェーズ④
成果の総括

フェーズ③
有効性が

発揮される
段階

フェーズ②
事業の質を
改善する
段階

フェーズ①
試行錯誤の

段階

事業のフェーズを見極める フェーズに沿って点検する

相談件数や対応件数などの低下がみら
れる場合には、体制の不足、事業の
ターゲットへリーチできていないボト
ルネックを解消する方策を検討する

相談手段や日時の多様化、相談体制の
見直し等、事業の改善につなげる

Ｃheck!Ｃheck! Ａction!Ａction!

客観的な数値（相談件数）に基づく効
果の把握や受益者からのフィードバッ
クに基づき、窓口・相談業務が相談者
の課題解決につながっているかを相談
の量と質の両面からモニタリング／評
価する

相談員への研修による相談対応の質の
向上等の事業の改善につなげる

Ｃheck!Ｃheck! Ａction!Ａction!

制度の活用に関する窓口・相談業務が、
実際に制度の活用につながっているか
を把握し、事業の最終目的の達成状況
を評価する

窓口・相談業務だけでなく、新たなプ
ロモーション活動の実施の検討といっ
た大規模な事業の見直しにつなげる

Ｃheck!Ｃheck! Ａction!Ａction!フェーズ③

フェーズ①

フェーズ②

DD
PP

CC
AA

DD
PP

CC
AA

DD
PP

CC
AA

毎年の点検

点検・改善を積み重ねて、事業の有効性を高めていくSTEP 3

STEP 3（点検・改善）６．窓口・相談
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参考例評価の観点記載欄

・支援を必要としている○○被害者における認知度
・在留外国人が公的機関に相談する際の困りごとにおいて、「どこに相談すれば
よいか分からなかった」と回答する者の割合

窓口が認知されているかを把握する（特に相談
のニーズがある人に認知されているかを把握）。

「アウトカム」
欄に記載

⓪
窓口が認
知されて
いるか ・潜在的なニーズに対してもリーチできるよう、公共施設においてビラやポス

ターを設置し、広く一般国民に対して周知している
・より支援が必要だと思われる対象者へ周知できるよう、○○に関するイベント
において集中的に窓口の宣伝を実施している

窓口の認知度を向上させるための苦労・工夫・
努力を記載する。

「アウトプット」
「↓つながり」

欄に記載

・365日緊急対応可能な○○事案に対するワンストップセンターの設置都道府県数
・SNS相談の実稼働時間
※若年層等は、電話に比べテキストによるコミュニケーションの方が利便性が高いことも想定
されるため、相談チャネルのうちSNS相談の実稼働時間を把握

窓口が利用されているか、窓口にアクセスしや
すい状態になっているかを把握する。

「アウトプット」
「アウトカム」

欄に記載

①
窓口が利
用されて
いるか

・多くの相談者が窓口にアクセスできるよう、アクセス手段を多様化（電話、
メール、書面、対面、SNS等）したり、対応時間を拡大したりしている
・誰でも安心して相談できるよう、プライバシーの確保ができる専用の相談室を
確保しつつ、相談者の秘密は守られること等を周知している
・様々な国の人が安心して相談できるよう、多言語対応音声翻訳機を整備したり、
制度を周知するためのリーフレットを多言語で作成したりしている

窓口へのアクセシビリティ確保のための苦労・
工夫・努力を記載する。

「アウトプット」
「↓つながり」

欄に記載

・相談件数に占める課題解決に向けた対策（適切な支援先の紹介、あっせん等）
が講じられた件数の割合
・支援開始決定件数

支援が行き届いているかを把握する。「アウトカム」
欄に記載

②
課題に対
応した支
援となっ
ているか

・相談受付後○日以内に対応が完了した事案の割合相談に対して迅速な対応ができているかを把握。

・相談事績の分析を行い、基礎的又は頻出の相談、対応が難しい相談に対する回
答例を作成し、業務の質の均質化及び業務の効率化を図っている
・対応者の質向上のために研修を実施し、○○法令等に係る知識を習得させたり、
電話対応能力、クレーム対応能力等を向上させたりしている

質の高い支援を行うための苦労・工夫・努力を
記載する。

「アウトカム」
「↓つながり」

欄に記載

・課題（不安や悩み等）解決率
・利用者満足度

課題が解決しているかを把握する。「アウトカム」
欄に記載

③
課題が解
決してい
るか

指標等の参考例６．窓口・相談
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令和６年度⾏政事業レビューシート
配偶者等からの暴⼒や、性犯罪・性暴⼒などのあらゆる暴⼒の根絶に向け、それらの暴⼒の防⽌及び被害者の保護・⽀援を図る。
特に、当該事業においては、関係府省の施策全体の推進等に係る取組に加え、配偶者等からの暴⼒や、性犯罪・性暴⼒の被害者について、相談をしやすく必要
な⽀援を受けられる環境整備を図る。

事業の⽬的

・「男⼥間における暴⼒に関する調査」（令和５年度）によると、結婚したことがある⼈の25.1％（⼥性27.5％、男性22.0％）は、配偶者からの暴⼒を付けた
ことがあり、不同意性交等の被害経験のある⼈は、4.7％（⼥性8.1％、男性0.7％）に上るなど、深刻な状況である。 ⼀⽅で、同調査によると、配偶者からの
暴⼒被害の経験のある⼈の44.2％（⼥性36.3％、男性57.2％）、不同意性交等の被害を受けた⼈の55.7％が、どこにも相談していない。
・配偶者等からの暴⼒や性犯罪・性暴⼒においては、被害者等が相談しやすい環境や、いつでも必要なときに相談できる体制が必要であり、若年層をはじめSNS
やメールなどの多様な相談⼿段へのニーズが⾼まっていることも踏まえ、相談⼿法も含めた相談⽀援体制の充実を図る必要がある。
・また、配偶者等からの暴⼒の被害者⽀援においては、令和６年４⽉より、改正配偶者暴⼒防⽌法や⼥性⽀援新法が施⾏され、相談内容の多様化や件数の
増加も⾒込まれることから、被害者の保護・⽀援、相談体制の整備や周知等を⼀層強化していくことが求められる。その⼀環として、被害者の多様なニーズに対応
するため、地⽅公共団体と先進的かつ専⾨的な⽀援を⾏う⺠間シェルター等との連携が必要であり、⺠間シェルター等への⽀援に関し中核的な役割を担う都道府
県をはじめとする地⽅公共団体の取組への⽀援の充実を図る必要がある。

現状・課題

＜性犯罪・性暴⼒被害者の⽀援等のため直接実施する事業＞⑥性犯罪・性暴⼒被害者⽀援のための交付⾦︓都道府県等に対する交付⾦により、ワンストッ
プ⽀援センターの運営の安定化（⽀援員の処遇改善等）及び被害者⽀援機能の強化（24時間365⽇対応化等）等を推進。【493百万円（当初）、108
百万円（補正）】
※⼀部省略

事業の概要

【性犯罪・性暴⼒被害者⽀援のための交付⾦】
交付⾦により、ワンストップ⽀援センターの相談⽀援の充実を⽀援する。アクティビティ①

都道府県等に対する交付⾦を活⽤し、ワンストップ⽀援センターによる相談⽀援が⾏われる。⽬標アウトプット
交付⾦を活⽤し、電話・⾯談・⾯接・メール・SNS等による相談を⾏ったワンストップ⽀援センターの数指標
性犯罪・性暴⼒被害者が全国どこでも相談できる環境整備に取り組む必要があり、交付⾦を活⽤することで、ワンストップ⽀援センターで相談できる環境を
整備できているかを把握するため、交付⾦を活⽤し電話・⾯談・⾯接・メール・SNS等による相談業務を⾏ったワンストップ⽀援センターの数を上記アウトプッ
トとして設定する。また、交付⾦を活⽤して⾏われた相談体制等の整備により、被害者の相談しやすさにつながっているかを把握するため、ワンストップ⽀援
センターへの相談件数を短期アウトカムとして設定する。

↓

ワンストップ⽀援センターが、性犯罪・性暴⼒被害者への相談機会を提供する。⽬標短期アウトカム
ワンストップ⽀援センターへの相談件数指標
被害者が相談した結果、被害者に寄り添った⽀援を受けられているかが重要である。本アクティビティがこのような適切な⽀援の提供につながっているかを把
握するため、相談⽀援能⼒及び相談対応の質の向上を図るための取組として、⽀援員の処遇改善や育成に取り組むことが重要であることから、以下の中
期アウトカムを設定する。

↓

「被害者に寄り添った⽀援の提供」（定性的な指標）⽬標

中期アウトカム
－指標
「被害者に寄り添った⽀援の提供」について、性質上定量的に把握することが難しいため、代替的な指標として、交付⾦を活⽤し、相談員の育成や雇⽤関
係の改善等に取り組んだワンストップ⽀援センター数を把握し、成果実績とする。
【代替的な指標】交付⾦を活⽤し、相談員の育成や雇⽤環境の改善等に取り組んだワンストップ⽀援センター数 令和５年度 48か所

成果
実績

上記短期・中期アウトカムにより、性犯罪・性暴⼒被害者が必要な時に相談できるようになること（事業⽬的で狙った効果）につながったかを把握するため、
以下の⻑期アウトカムを設定する。なお、性犯罪・性暴⼒被害者への⽀援の⼊り⼝となるのは、本事業のみではないため、成果実績については、本事業単
体で達成する性質のものではないことに留意が必要である。

↓

性犯罪・性暴⼒被害者が必要な時に相談できる。⽬標

⻑期アウトカム
誰にも（どこにも）相談できなかった被害者の割合指標
誰にも（どこにも）相談できなかった被害者の割合の⽬標値については、事業の性質上設定することが難しいため、設定しないが、内閣府「男⼥間におけ
る暴⼒に関する調査」（平成11年度から開始の⼀般統計調査。３年に１度実施。直近は令和５年度調査）にて、「不同意性交等をされた被害の相
談経験」について、誰にも（どこにも）相談できなかった被害者の割合を把握する。

出典

女性に対する暴力の根絶に向けた取組に必要な経費-内閣府-
＜ボトルネック① （窓口が利用されているか）に係る事業＞
レビューシートはこちら（行政事業レビュー見える化サイト）: https://rssystem.go.jp/project/270eb968-19af-4376-8c0d-2108432d9bb2

データも使い、どのような社会課題
があり、課題解決までのフローにお
いて、何がボトルネックになってい
るかを整理している。

STEP 1
（事業の目的や課題を改めて整理）

STEP 2
相談者の主観から効果を把握（アン
ケート）

アンケートを用いて、受講者の主観
から本事業におけるボトルネック①
（窓口が利用されているか）解消に
向けて事業が進捗しているか把握し
ている。

レビューシートの実例６．窓口・相談

アウトプット～長期アウトカムにお
いて、本事業におけるボトルネック
①（窓口が利用されているか）が解
消されるまでのフローを刻んで目
標・指標を設定し、ロジックのつな
がりを整理している。

STEP 2
段階を刻んで効果を把握

ボトルネック解消により、何を目指
すのかを整理している。

STEP 1
（事業の目的や課題を改めて整理）

84



令和６年度⾏政事業レビューシート
消費者ホットライン188は、共通の電話番号により最寄りの消費⽣活センター等の消費⽣活相談窓⼝を案内するものであり、消費者の利便性の向上
及び相談機会の充実を図ることにより、消費者被害の未然防⽌・拡⼤防⽌につなげるものである。事業の⽬的

消費者が消費者トラブルにあった場合に取り得る⾏動として、全体の40.7％の⽅が「市区町村の消費⽣活センターに相談する」と回答（消費⽣活相
談におけるSNS等の利⽤に係る調査）しているが、消費⽣活センター等の連絡先を含め知っている消費者は3.9%（令和元年）にとどまっており、消
費⽣活センター等の連絡先を知らない消費者に窓⼝を案内することにより、相談の第⼀歩を⽀援する必要がある。

現状・課題

消費者ホットライン188の円滑な運⽤に向けて、各通信事業者における必要な設備の運営等及び消費者ホットラインの認知度向上に向けた広報を実
施するものである。なお、本ホットラインについては、平成27年７⽉から３桁化（188）している。事業の概要

消費者ホットライン188等の認知度向上に向け、チラシ等の増刷・配
布、広告配信等を実施。令和５年度は、188PR動画を制作し、全
国のサッカー競技場で放映。

消費者ホットライン188や消費⽣活センターの存在やその役割等の認
知度向上に向けた地⽅公共団体等が⾏う広報活動等を⽀援する。アクティビティ

消費者ホットライン188や消費⽣活センターの周知消費者ホットライン188等の普及・啓発のためパンフレット等を作成し、
地⽅公共団体等が⾏う周知活動を⽀援する⽬標

アウトプット
PR動画制作、スタジアム放映普及・啓発のためのツール数指標

消費者庁による広報活動のなかで、令和5年度は⼤⾂を起⽤した消
費者ホットライン188のPR動画を作成し、全国各地のJリーグ試合会
場で放映することで幅広い世代に消費者ホットライン188の存在を周
知。その受容者数（スタジアム⼊場者数）を成果指標として設定。

地⽅公共団体等が⾏う周知活動への⽀援として、消費者庁が作成し
た啓発ツールを地⽅公共団体等に活⽤してもらえたかが重要となるた
め

↓

消費者ホットライン188や消費⽣活センターの周知スタジアム地⽅公共団体等による消費者ホットライン188等啓発ツールを活⽤し
た普及・啓発活動の実施⽬標

短期アウトカム
スタジアム⼊場者数消費者ホットライン188等啓発ツール利⽤申請団体数指標

消費者庁において普及・啓発することにより、広く国⺠に消費者ホットライン188や消費⽣活センター等の存在を知ってもらい、その内容を理解し
てもらうことを⽬的として⽬標を設定。↓

相談窓⼝の認知度向上⽬標
中期アウトカム

商品購⼊やサービスの提供に伴う契約等でトラブルや被害に遭った場合に相談できる消費⽣活センター等の認知度指標

国⺠が消費者トラブルに関する相談先を探そうとしたときに、消費者ホットライン188も含め消費⽣活センター等の消費⽣活相談窓⼝に迷わず
アクセスできることが重要であるため↓

相談先が分からないことを理由に、消費⽣活センター等へ相談しない⼈を減少させる。⽬標
⻑期アウトカム

消費⽣活意識調査による、消費⽣活センター等へ相談しようと思わない⼈のうち、その理由が「連絡先が分からないから」と回答した⼈の割合指標

消費者ホットラインの運用等-消費者庁-
＜ボトルネック⓪（窓口が認知されているか）に係る事業＞
レビューシートはこちら（行政事業レビュー見える化サイト）: https://rssystem.go.jp/project/6d398dd7-1c5d-4a3b-8689-86dd125ce720

データも使い、どのような社会課題
があり、課題解決までのフローにお
いて、何がボトルネックになってい
るかを整理している。

STEP 1
（事業の目的や課題を改めて整理）

STEP 2
相談者の主観から効果を把握（アン
ケート)

意識調査により、受講者の主観から
本事業におけるボトルネック⓪（窓
口が認知されているか）解消に向け
て事業が進捗しているか把握してい
る。

レビューシートの実例６．窓口・相談

アウトプット～長期アウトカムにお
いて、本事業におけるボトルネック
⓪（窓口が認知されているか）が解
消されるまでのフローを刻んで目
標・指標を設定し、ロジックのつな
がりを整理している。

STEP 2
段階を刻んで効果を把握

ボトルネック解消により、何を目指
すのかを整理している。

STEP 1
（事業の目的や課題を改めて整理）
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まずは、「事業の目的」「現状・課題」欄等で整理

世の中の変化などにより、解決したい社会課題がどのようになっていて、それに対する行政の対応（審査・検
査）にはどういったことが求められるのか、
その事業における目的は何かという全体像を整理

法令や閣議決定等に基づき粛々と事業を実施していることのみを表現するのではなく、

① 変化※１をどう捉えて、どう取り組んでいるか
② 変化によるリスクを顕在化させないために、どう取り組んでいるか※２

を表現すると、取組の妥当性や現場の苦労・悩み（＝事業の質を上げる努力）が伝わり、関係者の共感を得ること
ができる

※１ 例：社会・国際情勢の変化、事案の複雑・困難化、審査対象の急激な増減、技術革新、人手不足・受託業者の減少、インシデントの発生等
※２ 例：コロナ対策の緩和に伴い申請事案が増加傾向にある（年平均○件増）ことに加え、技術の進歩により、申請書類の偽造手段が悪質・巧妙化し

ていることで、審査の困難度が増している。現場で対応する職員を増やすことは困難であるため、システム化やノウハウの収集・分析、機器
の配備等を行い、厳格な審査の実施に努めている。

解決したい
社会課題

審査・検査

世の中の変化を踏まえて対応

事業
実施主体

７．審査・検査（法執行） STEP 1（現状・課題の分析）
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STEP 2（ロジックモデルの構築）

業務の流れ 安全性情報の公開リスク評価優先評価化学物質の指定スクリーニング評価化学物質の届出

例１: 化学物質の審査
毒性の不明なものを対象に、有害性情報を収集し、安全点検を実施。業務の流れとしては、年間約１万以上の物質で届出があるため、まずはスクリーニング

評価を行い、優先的にリスク評価を行う必要がある物質を優先評価化学物質として指定し、詳細な安全性の評価（リスク評価）を実施している。

安全性の点検

アクティビティ

安全性点検の
継続的な実施

アウトプット

スクリーニング評価
を毎年実施

短期アウトカム

リスク評価
を毎年実施

中期アウトカム

安全性情報を公開

長期アウトカム

STEP１

で整理

現状
課題

事業の
目的

インパクト
※同一の政策

目的を共有する
政策手段と合

わせて実現する
効果を含む

STEP１

で整理

適切な効果測定のためには、短期・中期・長期アウトカム等の各段階において、取りやすいデータを目標・指標として設定するのではなく、STEP１で整理し

た政策意図が反映された効果発現経路に沿って、上記のポイントも参考に、事業の実質的な効果を測り、事業の改善につなげていくことが重要である。（実

質的な効果を測るための指標等はP.90参照）

指
標
設
定
の
ポ
イ
ン
ト

①個々の業務プロセスを刻んで整理し、実際
の現場における取組を評価し得るアウトカム
を設定

②各アウトプット・アウトカムにおける目
標・指標は、量的な観点だけでなく、「質」
の観点※でも考える
（設定例は、下記及び長期アウトカム参照）
※ 円滑性・迅速性、厳格性、合理性、有効性、現
場における苦労・工夫・努力等があると考えられる

厳格性：継続的に安全性の点検を行うことに
より（各アウトプット・アウトカム）、化学
物質による人の健康被害の防止という目的が
果たされる

効果発現経路全体に関わること

事業が課題解決に向けてどの程度
寄与しているか等、指標・実績値
等の意味を補記

例) 社会状況の変化によって年度ごと
の評価対象物質は変動するため、「評
価した物質数」自体ではなく、評価対
象物質の有害性情報の更新・追加した
ことを定性的に評価

「質」の観点で考える（業務の質を評価）

有効性：一連の活動が有効であったか（一
連の活動により化学物質の安全性情報を公
開することができたか）を定性的なアウト
カムとして設定

例) 化学物質の安全性を評価し、国民を健康被
害から守ることが事業目的であるため、スク
リーニング評価、リスク評価により得られた化
学物質の安全性情報を公開することを定性的な
アウトカムとして設定

効果発現経路を整理する→効果を測定する目標・指標を設定する

STEP 2 ７．審査・検査（法執行）
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STEP 2（ロジックモデルの構築）

業務の流れ 上陸許可 / 上陸拒否口頭審理上陸審査上陸申請事前審査人員配置 / 機器設置

例２: 出入国管理業務の実施
事前旅客情報等を活用した事前審査や個人識別情報を活用し上陸審査を実施。また、特別審理官による口頭審理等も行いながら上陸の可否を審査。

出入国管理業務の実施

アクティビティ

審査業務の実施

アウトプット
審査業務の円滑化

アウトカム①

現状
課題

STEP１
で整理

事業の
目的

インパクト
※同一の政策

目的を共有する
政策手段と合

わせて実現する
効果を含む

適切な効果測定のためには、短期・中期・長期アウトカム等の各段階において、取りやすいデータを目標・指標として設定するのではなく、STEP１で整理し

た政策意図が反映された効果発現経路に沿って、上記のポイントも参考に、事業の実質的な効果を測り、事業の改善につなげていくことが重要である。（実

質的な効果を測るための指標等はP.90参照）

効果発現経路を整理する→効果を測定する目標・指標を設定する

STEP 2

指
標
設
定
の
ポ
イ
ン
ト

①個々の業務プロセスを刻んで整理し、
実際の現場における取組を評価し得る
アウトカムを設定

②各アウトプット・アウトカムにおけ
る目標・指標は、量的な観点だけでな
く、「質」の観点※でも考える
（設定例はアウトカム①、②参照）
※ 円滑性・迅速性、厳格性、合理性、有効
性、現場における苦労・工夫・努力等があ
ると考えられる

効果発現経路全体に関わること

必要な審査が実施できているか
を把握

例1) 審査件数
例2) 機器の利用件数

「質」の観点で考える（業務の質を評価）

円滑性：申請や対応すべき事象に対し、適
切な期間内に処理が終えられているかを指
標とする

例) 審査時間○分以内

審査業務の厳格化

アウトカム②

「質」の観点で考える（業務の質を評価）

厳格性：不正事案の発生を抑制できている
かを定性的なアウトカムとして設定

例) 厳格な審査が実施できているかどうかにつ
いては、審査件数、上陸拒否件数等の各件数が
単に増減したことで評価をすることは適切では
ないため、定量的な成果目標は設定していない

STEP１
で整理

７．審査・検査（法執行）
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アウトプット・短期アウトカムの数字（炭鉱のカ
ナリア）をモニタリングし、対象に望ましい変化
が見られない場合にはボトルネックを見つけ解消
する（交付要綱や実施要領の見直し、広報・周知
の見直しなどを行う）
ターゲットが必ずしもはっきりしない場合もある
が、まずは事業を広く認識してもらい使ってもら
うといった改善策を検討する

熟度が上がるにつれ、中期・長期アウトカムも見
て課題・ボトルネックを捉える必要がある。必要
に応じて事業メニューの見直し、対象の絞り込み
などを行う

改善のサイクルを仕組み化し、事業を取り巻く状況
の変化を捉えた適切な見直しを継続する

事業の継続ありきではなく、状況変化を踏まえた最
適な政策オプションを検討

「行政事業レビューシート作成ガイドブック別冊３：行政事業レビューにおける自己点検のポイント」も参照のこと

フェーズ④
成果の総括

フェーズ③
有効性が

発揮される
段階

フェーズ②
事業の質を
改善する
段階

フェーズ①
試行錯誤の

段階

事業のフェーズを見極める フェーズに沿って点検する

届出に対する対応（審査等）について
は、法定又は別途示している行政側の
作業期間内に対応できている

届出への対応には大きな問題がないこ
とから、引き続き、必要な予算額を確
保し、適正な執行に努める

Ｃheck!Ｃheck! Ａction!Ａction!

届出に対する対応（審査等）は着実に
進捗しているが、案件によっては必ず
しも進んでいない面もあるという課題
が明らかになった

これまで審査をしてきた中で得られた
課題を検討し、審査スキームの精緻化
及び改善を行う

Ｃheck!Ｃheck! Ａction!Ａction!

近年、審査に係る費用が高額になって
おり、公共入札が不調となるケースも
出ているところ、審査件数が伸び悩ん
でいる

別の手法で審査を行うことについて検
討するなど、事業の見直しにつなげる

Ｃheck!Ｃheck! Ａction!Ａction!フェーズ③

フェーズ①

フェーズ②

DD
PP

CC
AA

DD
PP

CC
AA

DD
PP

CC
AA

毎年の点検

点検・改善を積み重ねて、事業の有効性を高めていくSTEP 3

STEP 3（点検・改善）７．審査・検査（法執行）
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参考例評価の観点記載欄

・申請の受付から○日以内に解決した割合申請に対し、期限内に適切に処理が終えられているかを把握
する。

「アウトカム」
欄に記載

円滑性・
迅速性

・備品を事前の計画どおりに確保した割合円滑な審査・検査のため、必要な備品等を迅速に整備できて
いるかを把握する。

・唯一、〇〇事例については作業期間内に対応できなかったが、〇〇によっ
て最終的には解決した

期限内に処理が終えられなかったものについて、その後の対
応状況（放置せず、解決に結びつけたか等）を記載する。

「↓つなが
り」

欄に記載

厳格性

・○○要領に基づき、審査を実施できている[定性]
・審査を法定期限内に終えて結果を届出人に通知した割合100％

業務がルールどおりに漏れなくできていることを把握する。「アウトカム」
欄に記載

・検査に用いる機器のエラー発生率○％以下
・申請窓口の対応者からの審査処理に関する照会に対して、助言や指導を行
い、○○事務の法令適合性を確保している[定性（参考指標：照会件数）]

審査・検査の精度を把握する。

・審査に用いる装置・機器の稼働率円滑な審査・検査のため、必要な装置・機器等が期待どおり
に機能しているかを把握する。

・厳格な検査ができているかは、可否や適不適を判断した件数の増減だけで
評価することは困難であるため（件数は世の中の動向に左右される）、社会
情勢等が変化していることも勘案し、実状を総合的に評価する[定性]

不正事案の発生を抑制できているかを把握する。

・審査基準や審査要領を定めることにより、審査業務の質の均質化及び業務
の効率化を図っている
・各所において審査対象件数にばらつきがあることから、各所における状況
を踏まえて審査官の配置を行っている

限られた資源（人員及び機器）の中で合理的な対応ができて
いるかを記載する。

「現状・課題」
欄に記載

合理性

・審査事案を簡易に済ませるものと手を掛けるもので仕分けができるように
基準を作成し、メリハリを付けた対応を行っている

重点的な対処が必要な事案に対し注力できているかを記載す
る。

・審査業務で得られた○○物質の安全性情報を公表する[定性]
※審査業務を通じて物質の安全性を評価し国民を健康被害から守る事業

一連の活動が有効であったかを記載する。「アウトカム」
欄に記載

有効性

・日常に出回っている ○○（機器）について、各地で検査・診断を積み重ね
ることにより、○○（機器）に異常がないかを確認し、国民が○○（機器）
を安心して使用することができている[定性（参考指標：検査件数）]

事業が課題解決に向けてどの程度寄与しているか等、指標や
実績値等の意味を補記（数値だけでは伝わらない事業の効果
を表現）する。

・受託できる専門機関が減少しているため、一件当たりの単価を上げないと
受託者が見つからない状況

人材を確保する上で苦労・工夫している点を記載する。「現状・課題」
欄に記載

現場におけ
る苦労・工
夫・努力 ・審査業務において、現場における上司等の指導のほか、審査に必要な法律

知識及び技能に関する研修を実施し、現場の職員の対応能力向上を図ってい
る

現場における職員の質向上のための工夫・努力を記載する。

・従来は担当でチェック・修正してきた申請者の単純なシステムへの入力ミ
スについて、申請の段階で申請者自身が自動でチェック・修正できるようシ
ステムを改修することで、業務プロセスを見直した

業務プロセスの改善等を記載する。

・急激なインバウンドの増加により、空港等における出入国審査等の対応を
従前と同じやり方で行うことが困難になっている

対応すべき事象が増えていたり、対処が難しい状況になって
いたりする場合は、その要因・現況を記載する。

指標等の参考例７．審査・検査（法執行）
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レビューシートの実例化学物質の審査及び製造等の規制に関する法律施行費-厚生労働省-
レビューシートはこちら（行政事業レビュー見える化サイト）: https://rssystem.go.jp/project/0702b91e-e34c-46a4-81fb-13f5fa4b78ae

令和６年度⾏政事業レビューシート
化学物質の適正な評価・管理を推進し、安全性を確保するため、規制等を適切に⾏うとともに、環境への排出量の把握等及び管理の改善を図る。事業の⽬的
化審法に基づき、新たに製造⼜は輸⼊される化学物質（新規化学物質）について、国で事前審査や事前確認等を⾏っており、年間約30,000件
の届出に対応している。また、新規化学物質以外で上市済みの⼀般化学物質（約30,000物質）のうち、年間約13,000物質で製造・輸⼊の届
出があることから、これらについては、国が⼊⼿できる最新の既存データに基づいて複数の毒性指標のスクリーニング評価を実施し、必要に応じてさらに
詳細な安全性の評価を⾏っている。なお、新規化学物質の届出に対する対応（事前審査、事前確認等）については、法定⼜は別途⽰している⾏
政側の作業期間内に対応できている。⼀⽅、⼀般化学物質について、既存のデータが不⾜しているものについては、安全性の確認の⼀環として国が毒
性試験の実施も含めて有害性情報を収集しているが、⼀度評価を終えて以降も、継続的に更新された情報の有無を確認することから、評価実施体
制を維持することが重要である。
その他、新規化学物質等の届出⼜は申出を電⼦的に受付、データベース化するための３省情報基盤システムの管理では、維持管理のほか、事業者
の利便性向上のみならず、有害性情報等の届出内容を審議等の効率化に資するために更改を進める必要がある。

現状・課題

１．新規化学物質等の審査、既存化学物質毒性試験の実施。
２．電⼦申請システム及び３省（厚⽣労働省・経済産業省・環境省）共管情報基盤システムの管理。
３．PRTR法に基づき化学物質の排出量を所管する事業所のデータ受⼊及びシステム管理。
４．安全性確保⽔準を維持しつつ我が国の化学物質規制等を国際整合化させるための国際活動への参加協⼒。

事業の概要

法制定前の既存化学物質を含む新規化学物質以外の⼀般化学物質については、毒性の不明なものを対象に、有害性情報を収集し、
安全性の点検を⾏う。アクティビティ

⼀般化学物質のスクリーニング評価・リスク評価を継続的に実施⽬標
アウトプット

スクリーニング評価・リスク評価結果の審議会の意⾒の聴取（法第五⼗六条に基づく）指標
⼀般化学物質のスクリーニング評価・リスク評価結果の審議会の意⾒を聴取することで、評価対象物質の⼈健康影響に係る有害性情
報を更新、もしくは追加するため、スクリーニング評価を毎年実施することを短期アウトカムとして設定。↓

⼀般化学物質のスクリーニング評価を毎年実施⽬標

短期アウトカム
評価対象物質の⼈健康影響に係る有害性情報を更新、もしくは追加指標
2021〜2023年度において、毎年度、評価対象物質の⼈健康影響に係る有害性情報を更新及び追加した。成果実績
化学物質が使⽤されなくなる（環境汚染防⽌は達成）といった状況の変化によって、特定の化学物質のリスク評価を継続する必要性
が低下することもあり、年度毎の評価対象物質は変動しているため理由

⼀般化学物質のスクリーニング評価の結果優先評価化学物質となった物質の⼈健康影響に係る有害性情報を更新、もしくは追加する
ため、当該物質の段階的リスク評価を毎年実施することを中期アウトカムとして設定。↓

スクリーニング評価の結果、優先評価化学物質となった物質の段階的リスク評価を毎年実施⽬標

中期アウトカム
評価対象物質の⼈健康影響に係る有害性情報を更新、もしくは追加指標
2021〜2023年度において、毎年度、評価対象物質の⼈健康影響に係る有害性情報を更新及び追加した。成果実績

化審法上の第⼆種特定化学物質の指定等の規制権限の⾏使の必要性を判断することを⽬的とするため理由

スクリーニング評価、段階的リスク評価により得られた既存化学物質の安全性情報を公開することを⻑期アウトカムとして設定。↓
既存化学物質の安全性情報を公開⽬標

⻑期アウトカム
「既存化学物質毒性データベースJapan Existing Chemical Database (JECDB)」へ毒性試験の報告書を公開指標

データも使い、法執行事務を行うに
当たって直面している具体的な課題
を整理している。

STEP 1
（事業の目的や課題を改めて整理）

継続的に安全性の点検（スクリーニ
ング評価、リスク評価）を実施でき
ているかを把握している。

STEP 2
業務の質（厳格性）を評価

評価した物質数自体ではなく、安全
性の点検（スクリーニング評価、リ
スク評価）を継続できているか（評
価対象物資の有害性情報の更新・追
加ができているか）を定性的に評価
している。

STEP 2
数値の意味（継続することの意義）
を補記

業務フローを刻んでロジックのつな
がりを整理することにより、事業の
ボトルネックが特定しやすくなって
いる。
① 化学物質の届出
② スクリーニング評価（短期）
③ 優先評価化学物質の指定
④ リスク評価（中期）
⑤ 安全情報の公開（長期）

STEP 2
段階を刻んで効果を把握

７．審査・検査（法執行）

一連の活動が有効であったか（安全
性情報を公開することができたか）
を定性的に評価している。

STEP 2
業務の質（有効性）を評価
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レビューシートの実例出入国管理業務の実施-法務省-
レビューシートはこちら（行政事業レビュー見える化サイト）: https://rssystem.go.jp/project/2d7216eb-3a08-424a-990b-722a76e0e1e7

令和６年度⾏政事業レビューシート
①我が国に訪れる外国⼈の出⼊国審査の円滑化に努める⼀⽅、テロリストや犯罪者の⼊国阻⽌による「⽔際」での国⺠の安全・安⼼の確保のため、厳格な⼊
国審査を実施し、我が国の国際交流の推進及び観光⽴国実現を⽬指す。

事業の⽬的
※⼀部省略

①新型コロナウイルス感染症の影響により、２０２０年以降、訪⽇外国⼈旅⾏者数は⼤幅に減少したが、今後⼤幅な増加が⾒込まれる訪⽇外国⼈旅⾏者
の審査を円滑に⾏う必要がある。また、テロリストや不法就労等を企図する外国⼈の⼊国を防⽌し、「⽔際」での国⺠の安全・安⼼を確保する必要があるため、
厳格な審査を実施する必要がある。

現状・課題
※⼀部省略

・本邦に上陸する外国⼈の上陸審査、帰国する⽇本⼈の確認、出国する⽇本⼈･外国⼈の確認を⾏う。
・本邦に在留する外国⼈の在留資格の変更、在留期間の更新の許可、資格外活動の許可等を⾏う。
・本邦に不法に滞在する外国⼈の取締り及び退去強制⼿続を⾏う。
・本邦にある外国⼈が難⺠条約上の難⺠に該当するか否かの認定を⾏う。・外国⼈との共⽣社会の実現に向けた環境整備を⾏う。

事業の概要

安⼼して外国⼈と共⽣できる社会の実現のため、テロリストや不法就労等を
企図する外国⼈を把握し、上陸を防⽌できるよう、事前旅客情報や乗客予
約記録を活⽤した事前審査や個⼈識別情報を活⽤した⼊国審査を実施
しており、⼊国審査官によるセカンダリ審査及び特別審理官による⼝頭審理
等、厳格な出⼊国審査を実施している。

訪⽇外国⼈旅⾏者数の増加等を⽬指すため、審査待ち時間短縮を⽬
的に、顔認証ゲートや上陸審査待ち時間を利⽤して前倒しで個⼈識別
情報（指紋及び顔写真）を取得するバイオカートを設置しており、また、
出⼊国審査場における旅客のきめ細かい誘導等を⾏うため、イミグレー
ションアテンダントを配備している。
さらに、空港到着時の審査⼿続等を簡素化するために、出発国でのプレ
クリアランス審査の試験導⼊や電⼦EDカードの普及を図る。

アクティビティ

⼊国審査の実施
より多くの外国⼈の上陸審査を⾏う。
※代表的な活動指標として右記指標を設定しているが、⼊国審査官の
数や顔認証ゲート・バイオカートの設置空港数等も活動指標である。

⽬標
アウトプット

外国⼈⼊国者数イミグレーションアテンダントの配備空海港数指標

外国⼈の上陸審査⼿続においては、外国⼈が上陸のための条件に適合し
ていることを⾃ら⼗分に主張・⽴証できるよう、いわゆる三審制の仕組みと
なっており、上陸申請を⾏った外国⼈が⼊国審査を受けた結果、上陸のた
めの条件に適合していると認定されなかった場合等は、特別審理官に引き
渡され、⼝頭審理を⾏うなど、慎重かつ厳格な審査が⾏われるような仕組み
となっている。
また、⼊国者数が増加をたどる中、安⼼して外国⼈と共⽣できる社会の実
現に向け、テロリストや不法就労等を企図する外国⼈の上陸を阻⽌するた
め、厳格な出⼊国審査の実施を確保することを⻑期アウトカムに設定した。
※外国⼈⼊国者数は、歴年の⼈数である。

電⼦ED、顔認証ゲート・バイオカート、イミグレーションアテンダント等の上
陸審査を円滑化するための設備等が⼊国審査待ち時間の短縮につな
がっているかを判断するためには、実際の設備等の利⽤状況が重要であ
ることから、それぞれの設備等が広く利⽤されることを短期アウトカムに設
定した。

↓

電⼦ED、顔認証ゲート・バイオカート、イミグレーションアテンダント等、審
査の円滑化のための設備等が広く利⽤される。⽬標

短期アウトカム
顔認証ゲート及びバイオカート利⽤者数指標
アフターコロナにより⽔際対策が緩和され、外国⼈旅⾏者数は急激に増
加していることから、電⼦ED、顔認証ゲート・バイオカート、イミグレーショ
ンアテンダント等、審査の円滑化のための設備等を増やすことで、⼊国審
査待ち時間の短縮につながるため、⼊国審査待ち時間20分以内を⻑
期アウトカムに設定した。

↓

安⼼して外国⼈と共⽣できる社会の実現に向け、テロリストや不法就労等を
企図する外国⼈の⼊国を阻⽌するため、厳格な出⼊国審査が確保される。⼊国審査待ち時間の短縮⽬標

⻑期アウトカム
－⼊国審査待ち時間20分以内達成率（平均）指標
厳格な出⼊国審査が実施できているかどうかについては、上陸⼝頭審理実
施件数、上陸拒否件数等に基づいて総合的に判断することが考えられるが、
単にそれぞれの件数が増加・減少したことで厳格な出⼊国審査が実施でき
たか否かを評価をすることは適切ではなく、また、その⽬標を⽴てることは適さ
ないものであるため、定量的な成果⽬標としては設定せず、「-」としている。

－理由

法執行事務を行うことにより、何を
目指すのかを整理している。

STEP 1
（事業の目的や課題を改めて整理）

入国審査業務の「質」について、円
滑性の観点で、適切な期間内に処理
できているか把握している。

STEP 2
業務の質（円滑性）を評価

業務フローを刻んでロジックのつな
がりを整理することにより、事業の
ボトルネックが特定しやすくなって
いる。
① 人員配置 / 機器設置
② 事前審査
③ 上陸申請
④ 上陸審査
⑤ 口頭審理
⑥ 上陸許可 / 上陸拒否

STEP 2
段階を刻んで効果を把握

７．審査・検査（法執行）

入国審査業務の「質」について、厳
格性の観点で、不正事案の発生を抑
制できているかを様々な指標に基づ
いて総合的に判断している。

STEP 2
業務の質（厳格性）を評価

どのような社会課題があるかに加え、
法執行事務を行うに当たって直面し
ている具体的な課題を整理している。

STEP 1
（事業の目的や課題を改めて整理）
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レビューシートの実例大型Ｘ線検査装置整備等経費-財務省-
レビューシートはこちら（行政事業レビュー見える化サイト）: https://rssystem.go.jp/project/93b4cbe7-d7e6-4bc4-a717-04d27e6bada8

令和６年度⾏政事業レビューシート
・近年の密輸事犯の巧妙化、多様化に対応した取締体制の整備などを図ることにより、不正薬物や銃砲等の社会悪物品、⼤量破壊兵器等のテロ
関連物資等の効果的な⽔際取締りを図る。
・輸⼊申告時における申告外物品の発⾒等により、適正な関税等の賦課・徴収を図る。
・検査機器を活⽤した迅速かつ的確な検査の実施により、国際物流の迅速化・円滑化を図る。

事業の⽬的

国内で乱⽤されている不正薬物等は、そのほとんどが海外から密輸⼊されたものであるところ、税関における令和５年の不正薬物全体の摘発件数は
８１５件と前年⽐２２％減少したものの、押収量は約２，４０６キロと前年⽐７９％増加し、８年連続で１トンを超え、過去２番⽬を記録した。
また、覚醒剤の摘発件数は２９６件と前年⽐２％減少したものの、押収量は約１，９７８キロと前年⽐約３倍と⼤幅に増加しており、これは薬
物乱⽤者の通常使⽤量で約６，５９３万回分、末端価格にして約１，２２６億円に相当し、我が国への不正薬物の流⼊が極めて深刻な状況
となっている。
このような中、海上貨物の取り扱いが急増しており、⼤型Ｘ線検査装置を活⽤した⽔際での効果的・効率的な取締りが極めて重要となっている。

現状・課題

⼤型Ｘ線検査装置は、コンテナ貨物、⾃動⾞やモーターボート、⼤型機械等の貨物に対する⽔際取締り及び物流の円滑化の両⽴を図るため配備し
ているものであり、通常のＸ線検査装置では透過することができない検査対象貨物を破壊することなく、隠匿された不正薬物等の有無を的確かつ迅
速に確認するために活⽤している。

事業の概要

⼤型X線検査装置を活⽤するための整備、維持管理アクティビティ
機器の計画的かつ効果的・効率的な配備・活⽤に努める⽬標

アウトプット
⼤型Ｘ線検査装置の設置台数指標
本指標には、⼤型Ｘ線検査装置を活⽤したことによる申告外物品の発⾒や不正薬物の摘発実績が含まれており、本事業の⽬的である「効
果的な⽔際取締り」、「適正な関税等の賦課・徴収」、「国際物流の迅速化・円滑化」に寄与するものであるため。↓

⼤型X線検査装置による⾮違発⾒件数を前年度より向上させる⽬標
短期アウトカム

⼤型X線検査装置による⾮違発⾒件数指標

⼤型Ｘ線検査装置の効果的・効率的な活⽤が、⾮違の発⾒に加え、
検査時間を⼤幅に短縮させることに寄与するところ、本装置の効果的・
効率的な配置が貿易円滑化に対し重要であるとの考えから、本事業
の⽬的である「国際物流の迅速化・円滑化」の⻑期アウトカムとして設
定。

国内で乱⽤されている不正薬物のうち、覚醒剤については、そのほ
とんどが海外から密輸⼊されたものであるところ、⼤型Ｘ線検査装
置の活⽤等を通じて、税関においてより多くの密輸を阻⽌できている
ものと類推されるため本事業の⽬的である「効果的な⽔際取締り」
の⻑期アウトカムとして設定。

↓

９割以上を維持過去５年の平均より増加⽬標

⻑期アウトカム

全国の外貿コンテナ取扱個数に占める⼤型Ｘ線検査装置を配備した
港の外貿コンテナ取扱個数の割合不正薬物の⽔際押収量の割合（不正薬物のうち覚醒剤）指標

【成果指標以外の参考情報】
税関内では、出港前報告制度により⼊⼿する事前情報等の各種情
報を活⽤した検査対象貨物の選定業務の実施や摘発事例及び摘発
時画像の共有を通じた職員の画像解析能⼒向上を通じて、検査の効
果的・効率的な実施を進めているところ、結果としてこれらの取組みは
本事業の⽬的のひとつである「国際物流の迅速化・円滑化」に寄与し
ている。

【成果指標以外の参考情報】
税関内では、出港前報告制度により⼊⼿する事前情報等の各種
情報を活⽤した検査対象貨物の選定業務の実施や摘発事例及
び摘発時画像の共有を通じた職員の画像解析能⼒向上を通じて、
検査の効果的・効率的な実施を進めているところ、結果としてこれら
の取組みは本事業の⽬的のひとつである「効果的な⽔際取締り」に
寄与している。

成果
実績

法執行事務を行うことにより、何を目
指すのかを整理している。

STEP 1
（事業の目的や課題を改めて整理）

STEP 2
業務の質（有効性）を評価

検査業務の「質」について、有効性の
観点で、検査により効果的な水際取締
りができているか（水際で不正薬物を
押収できているか）を把握している。

７．審査・検査（法執行）

現場で行っている工夫・努力（摘発事
例及び摘発時画像の共有を通じた職員
の画像解析能力向上等）を記載してい
る。

STEP 2
業務の質（現場の苦労・工夫・努力）
を評価

検査業務の「質」について、合理性の
観点で、必要なところに機器を配備で
きているか（大型X線検査装置を港の
外貿コンテナ取扱個数の９割以上で配
備できているか）を把握している。

STEP 2
業務の質（合理性）を評価

データも使い、どのような社会課題が
あるかに加え、法執行事務を行うに当
たって直面している具体的な課題を整
理している。

STEP 1
（事業の目的や課題を改めて整理）
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まずは、「事業の目的」「現状・課題」欄等で整理

世の中の変化などにより、解決したい社会課題がどのようになっていて、それに対する行政の対応（監督・監
視・防止）にはどういったことが求められるのか、
その事業における目的は何かという全体像を整理

法令や閣議決定等に基づき粛々と事業を実施していることのみを表現するのではなく、

① 変化※１をどう捉えて、どう取り組んでいるか
② 変化によるリスクを顕在化させないために、どう取り組んでいるか※２

を表現すると、取組の妥当性や現場の苦労・悩み（＝事業の質を上げる努力）が伝わり、関係者の共感を得ること
ができる

※１ 例：社会・国際情勢の変化、事案の複雑・困難化、取締り対象の急激な増減、技術革新、人手不足・技能継承者の減少、インシデントの発生等

※２ 例：コロナ禍の影響により対応すべき事案が増加傾向にある（年平均○件増）ことに加え、各事案は複雑・困難化しており、期限内に処理できな
い事例が増加（年平均○件増）している。現場で対応する職員を増やすことは困難であるため、システム化やノウハウの収集・分析等を行い、
各事案への対応の質向上を図るとともに、業務の効率化を進めている。

解決したい
社会課題

監督・監視・防止

世の中の変化を踏まえて対応

事業
実施主体

８．監督・監視・防止（法執行） STEP 1（現状・課題の分析）
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STEP 2（ロジックモデルの構築）

業務の流れ 各事案の解決各事案への措置申告の受付混信・妨害の発生

例１: 電波の取締り
良好な電波利用環境の確保のため、重要無線通信の混信・妨害の申告を受け付けている。各事案に対して措置（申告を受け、確認、現地調査、告発及び

行政指導を行う一連の対応を言う。）を行い、迅速に解決することにより、良質な電波環境の維持を図っている。

電波の取締り

アクティビティ

申告の受付

アウトプット

各事案への措置

短期アウトカム

各事案の解決

長期アウトカム

適切な効果測定のためには、短期・中期・長期アウトカム等の各段階において、取りやすいデータを目標・指標として設定するのではなく、STEP１で

整理した政策意図が反映された効果発現経路に沿って、上記のポイントも参考に、事業の実質的な効果を測り、事業の改善につなげていくことが重要

である。（実質的な効果を測るための指標等はP.98参照）

STEP１

で整理

現状
課題

事業の
目的

インパクト
※同一の政策

目的を共有する
政策手段と合

わせて実現する
効果を含む

STEP１

で整理

効果発現経路を整理する→効果を測定する目標・指標を設定する

STEP 2 ８．監督・監視・防止（法執行）

指
標
設
定
の
ポ
イ
ン
ト

①個々の業務プロセスを刻んで整
理し、実際の現場における取組を
評価し得るアウトカムを設定

②各アウトプット・アウトカムに
おける目標・指標は、量的な観点
だけでなく、「質」の観点※でも考
える
（設定例は短期アウトカム、長期ア
ウトカム参照）
※ 円滑性・迅速性、厳格性、合理性、
有効性、現場における苦労・工夫・努力
等があると考えられる

効果発現経路全体に関わること

無線通信の混信・
妨害が申告されて
いるかを把握

例) 無線通信の混
信・妨害申告件数

①「質」の観点で考える
（業務の質を評価）

厳格性：対応すべき事象に対し、漏
れなく対応することができているか
を指標とする

①の例) 事業の措置率（目標：
100％）

②事業が課題解決に向けてどの程
度寄与しているか等、指標・実績
値等の意味を補記

②の例) 「措置」とは、申告を受け、
確認、現地調査、告発及び行政指導
を行う一連の対応であることを補記
し、「事案の措置率」の意味を表現

「質」の観点で考える
（業務の質を評価）

円滑性：対応すべき事象に対し、
期限内に適切に処理を終えられて
いるかを指標とする

例) 申告受付から３日以内に解決
した割合
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STEP 2（ロジックモデルの構築）

業務の流れ 検査・調査に活用情報の回付情報の確認情報の受付人員配置

例２: 市場の監視活動
市場の監視活動のため、市場における不正取引に係る情報等を「情報提供窓口」において受け付けている。情報は、事実確認等を行った上で、取引審査、

検査部門等に回付し、検査・調査等に活用されている。

市場の監視活動

アクティビティ

業務員の配置

アウトプット

情報の受付・
確認・回付

短期アウトカム

検査・調査に
情報を活用

長期アウトカム

適切な効果測定のためには、短期・中期・長期アウトカム等の各段階において、取りやすいデータを目標・指標として設定するのではなく、STEP１で

整理した政策意図が反映された効果発現経路に沿って、上記のポイントも参考に、事業の実質的な効果を測り、事業の改善につなげていくことが重要

である。（実質的な効果を測るための指標等はP.98参照）

現状
課題

事業の
目的

インパクト
※同一の政策

目的を共有する
政策手段と合

わせて実現する
効果を含む

効果発現経路を整理する→効果を測定する目標・指標を設定する

STEP 2
８．監督・監視・防止（法執行）

指
標
設
定
の
ポ
イ
ン
ト

①個々の業務プロセスを刻んで整
理し、実際の現場における取組を
評価し得るアウトカムを設定

②各アウトプット・アウトカムに
おける目標・指標は、量的な観点
だけでなく、「質」の観点※でも考
える
（設定例は短期アウトカム、長期ア
ウトカム参照）
※ 円滑性・迅速性、厳格性、合理性、
有効性、現場における苦労・工夫・努力
等があると考えられる

効果発現経路全体に関わること

情報を受け付ける
窓口が整備されて
いるかを把握

例) 配置人数

「質」の観点で考える
（業務の質を評価）

円滑性：対応すべき事象に対し、
期限内に適切に処理を終えられて
いるかを指標とする

例) 情報受付後、1営業日以内に回
付した割合

「質」の観点で考える
（業務の質を評価）

有効性：一連の活動が有効であったか
（情報が検査・調査に活用されている
か）を指標とする

なお、機密性が高く、具体的な件数
を公開することが困難な情報もある。
そのような情報は、対外的には実績値
は非公開としつつも、具体的な件数は
内部で把握し、事業の改善につなげる
ことが有効である

例) 活用された情報件数
※ 具体的な件数は機密性の高い情報
のため非公開。一方で、内部では具体
的な数値を把握し、事業の改善につな
げている

STEP１

で整理
STEP１

で整理
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アウトプット・短期アウトカムの数字（炭鉱のカ
ナリア）をモニタリングし、対象に望ましい変化
が見られない場合にはボトルネックを見つけ解消
する（交付要綱や実施要領の見直し、広報・周知
の見直しなどを行う）
ターゲットが必ずしもはっきりしない場合もある
が、まずは事業を広く認識してもらい使ってもら
うといった改善策を検討する

熟度が上がるにつれ、中期・長期アウトカムも見
て課題・ボトルネックを捉える必要がある。必要
に応じて事業メニューの見直し、対象の絞り込み
などを行う

改善のサイクルを仕組み化し、事業を取り巻く状況
の変化を捉えた適切な見直しを継続する

事業の継続ありきではなく、状況変化を踏まえた最
適な政策オプションを検討

「行政事業レビューシート作成ガイドブック別冊３：行政事業レビューにおける自己点検のポイント」も参照のこと

フェーズ④
成果の総括

フェーズ③
有効性が

発揮される
段階

フェーズ②
事業の質を
改善する
段階

フェーズ①
試行錯誤の

段階

事業のフェーズを見極める フェーズに沿って点検する

監督件数の低下がみられる場合には、
事業のターゲットへリーチできていな
いボトルネックを解消する方策を検討
する

ボトルネックが一時的なものと判断さ
れるものであれば、引き続き事業の実
施を行う

Ｃheck!Ｃheck! Ａction!Ａction!

監督・監視で指摘した事項について、
どのような対応が行われたのか、また、
適切な対応が行われた割合を評価する

監督・監視で指摘した事項について、
原因究明及び実効性のある改善措置を
策定させるなど、監督・監視の実効性
を確保する

Ｃheck!Ｃheck! Ａction!Ａction!

法令に基づく監督・監視の長期アウトカムの達成の可否は、民間企業の動向等、外
部要因も大きいと考えられることから、より手前のアウトプットやアウトカムの実
現に注力することも一案

Ｃheck!Ｃheck!フェーズ③

フェーズ①

フェーズ②

DD
PP

CC
AA

DD
PP

CC
AA

DD
PP

CC
AA

毎年の点検

点検・改善を積み重ねて、事業の有効性を高めていくSTEP 3

STEP 3（点検・改善）８．監督・監視・防止（法執行）
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参考例評価の観点記載欄

・違反（勧告）事件の平均処理期間対応すべき事象に対し、期限内に適切に処理が終えられ
ているかを把握する。

「アウトカム」
欄に記載

円滑性・
迅速性

・備品を事前の計画どおりに確保した割合○％円滑な執行のため、必要な備品等を迅速に整備できてい
るかを把握する。

・計画日数に対する実稼働日数の割合
・○○要領に基づき、対応することができている[定性]

業務がルールどおりに漏れなくできていることを把握す
る。

「現状・課題」
「アウトカム」

欄に記載

厳格性

・予測値と実測値の差（比）対処すべき事象に対する予測と実測の間に開きがないか
を把握する。

「アウトカム」
欄に記載

・対応することが不可欠な事案の対処率100％不正事案の発生を抑制・対処できているかを把握する。

・人員配置の見直しや予算の付け替えを行う等、管区の垣根を越えた捜
査を行うことで、限られた資源の中でも成果を上げている
・修理待ちの在庫を積み上げないよう、各整備工場での整備期間を調整
の上、在庫数を割り振っている

限られた資源（人員及び機器）の中で合理的な対応がで
きているかを記載する。

「現状・課題」
欄に記載

合理性

・限られた資源の中で監督を行うため、スクリーニングして、○○違反
の疑いが強い事案等に注力して対処し、効果的な違反事案の発見・解決
につなげている[定性]

重点的な対処が必要な事案に注力できているかを記載す
る。

「アウトカム」
欄に記載

・保護観察により再犯率を○％以内に抑えた
・一連の活動で収集した情報を検査・調査に活用できた件数
※「検査・調査に活用できた件数」は、機密性の高い情報のため非公開。一方で、内
部では具体的な数値を把握し、次なる改善につなげている

一連の活動が有効であったかを把握する。
なお、機密性が高く、具体的な件数を公開することが困
難な情報もある。そのような情報は、対外的には具体的
な数値を非公開としつつも、内部では把握して事業の改
善につなげることが有効である。

有効性

・監督・監視を行うことにより見込まれる成果（個々の摘発への寄与、
有効な情報入手、治安の強化等）を補記[定性]

事業が課題解決に向けてどの程度寄与しているか等、指
標や実績値等の意味を補記（数値だけでは伝わらない事
業の効果を表現）する。

・監視業務を受託できる専門機関が減少しているため、一件当たりの単
価を上げないと受託者が見つからない

人材を確保する上で苦労・工夫している点を記載する。「現状・課題」
欄に記載

現場におけ
る苦労・工
夫・努力 ・○○法令やガイドライン等に係る知識を習得させたり、現場における

対応能力やマネジメント能力等を向上させたりするなどといった取組を
行い、業務の質の均一化や効率化を図っている

現場における職員の質向上のための工夫・努力を記載す
る。

・目標として掲げた期限内に対応できなかったことから、各事案に関す
る検証を行い、早期解決に向けた改善方法を検討する
・○○というインシデント事案を受け、ガイドラインに防止策を反映

業務プロセスの改善等を記載する。

８．監督・監視・防止（法執行） 指標等の参考例
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レビューシートの実例電波の監視等に必要な経費-総務省-
レビューシートはこちら（行政事業レビュー見える化サイト）: https://rssystem.go.jp/project/ce8c0a37-e9bd-4413-ae56-80ce6652c261

令和６年度⾏政事業レビューシート

社会経済活動の発展や⾼度情報社会の進展に伴って、電波利⽤は増⼤、多様化の⼀途をたどっており、混信・妨害や電波障害のない良
好な電波利⽤環境の確保が求められている。このため、電波の監視（空間に発射される電波をとらえて⾏う電波の質及び無線局の運⽤の
監査、電波の発射状況及び混信状況の調査）を⾏うほか、不法に開設された無線局の探査や取締り、技術基準に適合しない無線設備
に関する調査を⾏うことにより、良好な電波利⽤環境の維持を図る。

事業の⽬的

特に国⺠の⽣命や財産に関わる重要無線通信への妨害については迅速な解決が求められているが、重要無線通信妨害事案を免許⼈申
告受付から３⽇以内に解決した割合は近年、７割から８割に留まる（⽬標値︓85%以上）ことから、引き続き電波監視等の継続・強化
により、良好な電波利⽤環境の維持を図ることが必要である。

現状・課題

航空・海上無線、携帯電話、消防無線などの重要無線通信への妨害を防⽌するため、電波の発射源を探査するための電波監視施設を整
備して監視を⾏うとともに、不法無線局の取締りを⾏う。また、技術基準に適合しない無線設備の使⽤が、他の無線局に重⼤な悪影響を
及ぼすことを防⽌・排除するため、市販されている無線設備の技術基準への適合性に関する調査を⾏う。

事業の概要

航空・海上無線、携帯電話、消防無線などの重要無線通信への妨害を防⽌するため、電波の発射源を探査するための電波
監視施設を整備して監視を⾏うとともに、不法無線局の取締りを⾏う。アクティビティ

電波の監視を⾏うことにより、良好な電波利⽤環境の維持を図る。⽬標
アウトプット 無線通信の混信・妨害申告件数（重要無線通信妨害申告件数を含む）

※混信・妨害申告件数は、実際の混信・妨害の状況により変動するものであり、当初の⾒込値を設定できないもの。指標

無線通信のうち特に重要無線通信への混信・妨害の解消は、良好な電波利⽤環境の維持を図るために必要不可⽋であるこ
とから、重要無線通信妨害事案の措置率を短期アウトカムとして設定した。
※措置とは、申告を受け、確認、現地調査、告発及び⾏政指導を⾏う⼀連の対応を⾔う。

↓

良好な電波利⽤環境の維持を図るため、重要無線通信妨害事案の措置率100%を⽬指す。（前年⽐同率）⽬標
短期アウトカム

重要無線通信妨害の措置率指標

重要無線通信妨害を迅速に解決することは、良好な電波利⽤環境の維持を図るために必要不可⽋であることから、重要無
線通信妨害事案を免許⼈申告受付から３⽇以内に解決した割合を⻑期アウトカムとして設定した。↓

良好な電波利⽤環境の維持を図るため、重要無線通信妨害事案の早期解決割合85%以上を⽬指す。（前年⽐同率）
※申告受付から３⽇以内に解決した件数／重要無線通信妨害の申告件数⽬標

⻑期アウトカム
重要無線通信妨害事案を免許⼈申告受付から３⽇以内に解決した割合指標

法執行事務を行うことにより、何を目指
すのかを整理している。

STEP 1
（事業の目的や課題を改めて整理）

監視業務の「質」について、厳格性の観
点で、漏れなく対応できているか（100％
措置できているか）を把握している。

STEP 2
業務の質（厳格性）を評価

「措置」で具体的に何が行われているか
示すことで、数値（措置率）だけでは伝
わらない事業の効果を表現している。

STEP 2
数値の意味（法執行事務の具体的内容）
を補記

業務フローを刻んでロジックのつながり
を整理することにより、事業のボトル
ネックが特定しやすくなっている。
① 混信・妨害の発生
② 申告の受付（アウトプット）
③ 各事案への措置（短期）
④ 各事案の解決（長期）

STEP 2
段階を刻んで効果を把握

監視業務の「質」について、迅速性の観
点で、期限内に処理を終えられているか
（早期解決割合が85％以上となっている
か）を把握している。

STEP 2
業務の質（円滑性）を評価

８．監督・監視・防止（法執行）

データも使い、どのような社会課題があ
るかに加え、法執行事務を行うに当たっ
て直面している具体的な課題を整理して
いる。

STEP 1
（事業の目的や課題を改めて整理）
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レビューシートの実例市場の公正確保のための経費-金融庁-
レビューシートはこちら（行政事業レビュー見える化サイト）: https://rssystem.go.jp/project/89baf4a4-e2db-45f8-a2fb-a6e239a6e076

令和６年度⾏政事業レビューシート

⾦融・資本市場における情報の収集・分析や調査・検査等の市場監視活動のための環境整備を⾏うことで、効率的・効果的な監視
活動を実施し、市場の公正性・透明性の確保、投資者の保護を図ること。事業の⽬的

○ 証券取引等監視委員会の「情報提供窓⼝」では、市場における不公正取引に係る情報など年間7000件超の情報を受け付けて
いる。
○ 市場監視業務にとって「情報」は要であり、有⽤な情報の収集・活⽤が重要なところ、より確度の⾼い情報の受付件数の増加を
図っていく必要がある。

現状・課題

「粉飾決算」、「投資者保護上の問題」、「市場における不公正取引」などの情報を⼀般の⽅から幅広く受け付けるため、「情報提供窓
⼝」を設置している。当該窓⼝では、電話、インターネット、郵送などの⽅法により情報を受け付け、これら情報を的確かつ効率的に受
付・処理を⾏うため「情報提供窓⼝業務員」を配置している。

事業の概要

機動的な市場監視を実施するための⼀般投資家等から情報収集を⾏う情報提供受付窓⼝の整備アクティビティ

情報提供窓⼝業務員の配置⽬標
アウトプット

配置⼈数指標

情報提供窓⼝業務員の配置によって、寄せられる情報を的確かつ効率的に受付・処理等を⾏うことが可能となる。
（情報受付件数︓令和３年度 6,324件、令和４年度 6,713件、令和５年度 7,786件）↓

⼀般の投資家等から寄せられた情報を迅速に取引審査、検査部⾨等に提供しているか。⽬標
短期アウトカム

情報受付後、１営業⽇以内に取引審査、検査部⾨等に当該情報を回付した割合指標

情報提供窓⼝業務員の配置によって、情報提供者より電話等でより有⽤な情報を取得することが可能となり、そのような情報
が検査・調査等で活⽤されることにより法令違反⾏為等の把握が可能となる。↓

有⽤な情報を収集し、取引審査、検査部⾨等に提供しているか。⽬標

⻑期アウトカム 調査・検査等を実施し、問題が認められた事案において活⽤された情報件数指標

⻑期アウトカムの指標は、機密性の⾼い情報のため具体の件数は⾮公開としている。なお、令和３年度を除き、⽬標を達成し
ている。

成果
実績

窓口業務の「質」について、迅速性の
観点で、期限内に処理を終えられてい
るか（受付から１営業日以内に情報を
回付できているか）を把握している。

STEP 2
業務の質（円滑性）を評価

業務フローを刻んでロジックのつなが
りを整理することにより、事業のボト
ルネックが特定しやすくなっている。
① 人員配置（アウトプット）
② 情報の受付（短期）
③ 情報の確認（短期）
④ 情報の回付（短期）
⑤ 検査・調査に活用（長期）

STEP 2
段階を刻んで効果を把握

窓口業務の「質」について、有効性の
観点で、一連の活動が有効であったか
（情報が検査・調査に活用されている
か）を把握している。
※機密性の高い情報のため、実績値は
非公開としつつも、具体的な件数は内
部で把握し、事業の改善につなげてい
る。

STEP 2
業務の質（有効性）を評価

８．監督・監視・防止（法執行）

法執行事務を行うことにより、何を目
指すのかを整理している。

STEP 1
（事業の目的や課題を改めて整理）

データも使い、どのような社会課題が
あるかに加え、法執行事務を行うに当
たって直面している具体的な課題を整
理している。

STEP 1
（事業の目的や課題を改めて整理）
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レビューシートの実例下請法違反行為に対する措置-公正取引委員会-
レビューシートはこちら（行政事業レビュー見える化サイト）: https://rssystem.go.jp/project/462b4ad4-02cb-46a6-a4ab-4dcb72bd378c

令和６年度⾏政事業レビューシート
下請代⾦の⽀払遅延等を防⽌することによって、親事業者の下請事業者に対する取引を公正ならしめるとともに、下請事業者の利益を保護する。事業の⽬的
・下請取引においては、親事業者の下請法違反⾏為により下請事業者が不利益を受けている場合であっても、その取引の性格から、下請事業者からの⾃発的
な情報提供が期待しにくい実態にあるため、公正取引委員会は、親事業者及びその下請事業者を対象として定期調査を実施すること等により、下請法に違反
する疑いのある⾏為についての情報を収集し、毎年8,000件前後に及ぶ下請法違反⾏為に対し、勧告⼜は指導の措置を講じるとともに、下請法の普及啓発
を図っている。
・後を絶たない下請法違反⾏為に効果的に対応するため、定期調査の発送数を増やすとともに、社会的ニーズの⾼い事案の調査に積極的に取り組み、アナウ
ンスメント効果の⾼い勧告を⽬指している。

現状・課題

・定期調査は、違反⾏為に関する情報収集の重要なツールであるとともに、親事業者が定期調査に回答する過程で下請法の規定を認識し、⾃社の下請法遵
守状況を点検することになるため、定期調査の実施は親事業者に対する下請法の普及啓発の効果を有する。そのため、親事業者向けの定期調査の回収率の
向上に向けた取組を⾏っている（アクティビティ③）。

事業の概要
※⼀部省略

定期調査に回答させることで下請法違反被疑⾏為についての情報を収集するとともに、親事業者に対する下請法の普及・啓発を⾏う。令和5年度にお
いては、回収率の向上のため、調査票の送付状に親事業者には回答の義務が課せられている旨を強調して記載するとともに、コールセンターを設置し、
回答に当たっての相談に対応したほか、調査票の締切⽇までに回答のなかった親事業者に対しては封書と電⼦メールにより、計3回の督促を⾏なうこと
で、回収率の向上に寄与した。（令和2年度の活動実績︓発送数（親事業者）60,000名、回収率77.0％。令和3年度以降の活動実績につい
ては下表参照。）

アクティビティ

定期調査の調査票を発送する。⽬標
アウトプット

定期調査（親事業者向け）の調査票の発送数指標
定期調査は、親事業者による違反被疑⾏為に関する情報の収集と、親事業者に対する下請法の普及・啓発の２⾯の意義があることから、回収率を
向上させることは、事業の⽬的である下請取引の適正化及び下請事業者の利益保護につながるため。↓

定期調査の調査票をより多くの事業者が確認して内容を把握し、回答する。⽬標

短期アウトカム

定期調査（親事業者向け）の回収率
※回収率の分⺟からは宛先不明で返送された数を除いている。指標

○定期調査で収集した情報が、実際の事件調査に寄与している。また、定期調査を契機として、⾃社の下請法違反を認識し、公正取引委員会へ⾃
主申告する事業者も存在する。
・令和5年度における定期調査を端緒とする新規着⼿件数8,120件。
○令和３年度に調査票の回収⽅法をオンラインに変更するとともに、事業者に発送する郵送物を簡素化したところ、回収率が低下（令和2年度︓
77.0％→令和3年度︓54.8％）したため、以下の取組を⾏い、回収率を向上させている。
・令和４年度以降、法律に基づく調査であることが伝わるように封書のデザインを変更したり、未回答の場合の罰則規定への⾔及だけでなく、前回未回
答者についてはその旨を指摘する等の⼯夫を施した。
・令和５年度には回答期限締切後、未回答の親事業者に対して3回にわたって督促を実施すること等により、直近2年間で78.7％まで回収率を向上
させている。
・令和３年度から、原則としてウェブ回答とし、回答者の利便性も向上させている。

成果
実績

定期調査の回収率が向上することにより、親事業者による下請法違反被疑⾏為についての情報がより多く収集でき、親事業者への下請法の普及・啓
発の効果が期待できるようになることから、本事業の⽬的である下請取引の公正化の推進及び下請事業者の利益の保護につながると考えられる。↓

親事業者による下請事業者に対する違反⾏為の取りやめにより下請取引の公正化及び下請事業者の利益保護が図られる。⽬標

⻑期アウトカム

－指標
調査票の回収率が向上することにより、親事業者による下請法違反被疑⾏為についてより多くの情報を収集できるようになることから、下請法違反⾏為
に対して迅速かつ的確に対処できるようになり、また、多くの親事業者が回答することで親事業者に下請法の普及・啓発が⾏われ、⾃発的に下請法に
違反する⾏為を取りやめるとともに、下請取引の適正化が推進され、下請事業者の利益が早期に保護される。

成果
実績

下請法に違反する親事業者による下請法違反⾏為に対して迅速かつ的確に対処するために勧告及び指導を⾏っているところ、⼀定の数値を達成すれ
ば親事業者による違反⾏為が⾏われなくなるものではなく、国内の全ての下請取引について、違反⾏為の有無を把握することはできないため。理由

データも使い、どのような社会課題
があるかに加え、法執行事務を行う
に当たって直面している具体的な課
題を整理している。

STEP 1
（事業の目的や課題を改めて整理）

定期調査を契機として生まれた効果
（事件調査への寄与、下請法違反を
認識したことによる自主申告）を補
記することで、数値（定期調査の回
収率）だけでは伝わらない事業の効
果を表現している。

STEP 2
数値の意味（法執行事務を契機に生
まれた効果）を補記

業務フローを刻んでロジックのつな
がりを整理することにより、事業の
ボトルネックが特定しやすくなって
いる。
① 調査票の作成
② 調査票の発送（アウトプット）
③ 調査票の回収（短期）
④ 下請法の普及・啓発（長期）

STEP 2
段階を刻んで効果を把握

８．監督・監視・防止（法執行）

現場で行っている工夫・努力（回収
率向上のための様々な取組）を記載
している。

STEP 2
業務の質（現場の苦労・工夫・努
力）を評価
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まずは、「事業の目的」「現状・課題」欄等で整理

世の中の変化などにより、解決すべき課題（需要）がどのようになっていて、それに対する行政の対応（供
給）にはどういったことが求められるのか、
その事業における目的は何かという全体像を整理

法令や閣議決定等に基づき粛々と事業を実施していることのみを表現するのではなく、

① 変化※１をどう捉えて、どう取り組んでいるか
② 変化によるリスクを顕在化させないために、どう取り組んでいるか※２

を表現すると、取組の妥当性や現場の苦労・悩み（＝事業の質を上げる努力）が伝わり、関係者の共感を得ること
ができる

※１ 例：物価高・円安の影響、調達先の倒産・撤退、技術革新、維持管理する職員の人手不足・技術継承、インシデントの発生等
※２ 例：国際情勢の変化により、○○設備を用いて行っている取締り事案が増加傾向にある（年平均○件増）。予算の都合上、設備の数を増やすこと

はできないため、より必要性が高い地域への合理的な配備をすることで対応している。また、更新時期が到来した設備については、調達コス
トに留意しつつ、新しい技術が導入されたより性能の高いものに買い換えることで、業務の効率化にも取り組んでいる。

解決したい
社会課題

世の中の変化を踏まえて対応

事業
実施主体

設備導入・物品購入・修繕

予算の費目・使途が「設備導入・物品購入・修繕」等の事業について、「法執行（審査・検査 / 監
督・監視・防止）」の機能を果たすために予算計上されている事業は、法執行の政策目的にどう貢献
するのか、どう関係しているのかを意識して検討する必要がある。
※「７．審査・検査（法執行）」（P.86）、「８．監督・監視・防止（法執行）」（P.94）も参照

法執行（審査・検査/監督・監視・防止）

９．設備導入・物品購入・修繕 STEP 1（現状・課題の分析）
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業務の流れ 密輸事犯の阻止不審事象への対処不審事象の発見監視艇の運航監視艇の配備

例: 税関監視艇の水際取締り
密輸事犯阻止のため、税関監視艇を配備し、計画的に運航することにより、取締体制を強化して、効果的な水際取締りを実施している。

税関監視艇の
水際取締り

アクティビティ

監視艇の配備

アウトプット

密輸事犯の阻止

長期アウトカム

監視艇の運航

短期アウトカム

不審事象の発見

中期アウトカム
現状
課題

事業の
目的

インパクト
※同一の政策

目的を共有する
政策手段と合

わせて実現する
効果を含む

適切な効果測定のためには、短期・中期・長期アウトカム等の各段階において、取りやすいデータを目標・指標として設定するのではなく、STEP１で

整理した政策意図が反映された効果発現経路に沿って、上記のポイントも参考に、事業の実質的な効果を測り、事業の実質的な効果を測り、事業の改

善につなげていくことが重要である。（実質的な効果を測るための指標等はP.105参照）

STEP 2（効果発現経路で整理）

効果発現経路を整理する→効果を測定する目標・指標を設定する

STEP 2 ９．設備導入・物品購入・修繕

STEP１

で整理

STEP１

で整理

指
標
設
定
の
ポ
イ
ン
ト

①個々の業務プロセスを刻ん
で整理し、実際の現場におけ
る取組を評価し得るアウトカ
ムを設定

②各アウトプット・アウトカ
ムにおける目標・指標は、量
的な観点だけでなく、「質」
の観点※でも考える
（設定例は短期アウトカム参
照）
※ 円滑性・迅速性、厳格性、合理
性、有効性、現場における苦労・工
夫・努力等があると考えられる

効果発現経路全体に関わること

必要な設備が配
備されているか
を把握

例) 監視艇の配
備艇数

「質」の観点で考える
（業務の質を評価）

厳格性：活動（監視艇の運
航）が当初の計画どおり行
われているかを指標とする

例1) 監視艇の総稼働時間
例2) 運航計画日数に対す
る実稼働日数の割合

①不正事案の発生を抑制できて
いるか把握

例) 不審事象の発見数

②事業が課題解決に向けてどの
程度寄与しているか等、指標・
実績値等の意味を補記

不正事案の増減等、外的要因に
よる影響が否定できないため、
不審事象に対処することで得ら
れる成果（摘発への関与、指導
を通じた治安強化等）を補記し、
「発見数」の数値の意味を表現

期待どおりの成果を
上げているかを把握

例) 不正薬物の水際押
収量の割合（押収量に
占める税関関与分）

長期アウトカム（密輸事犯の阻止）は、
短期・中期アウトカムの積み重ね（計画的な活動の実施・不審事象の発見）により実現される

STEP 2（ロジックモデルの構築）
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アウトプット・短期アウトカムの数字（炭鉱のカ
ナリア）をモニタリングし、対象に望ましい変化
が見られない場合にはボトルネックを見つけ解消
する（交付要綱や実施要領の見直し、広報・周知
の見直しなどを行う）
ターゲットが必ずしもはっきりしない場合もある
が、まずは事業を広く認識してもらい使ってもら
うといった改善策を検討する

熟度が上がるにつれ、中期・長期アウトカムも見
て課題・ボトルネックを捉える必要がある。必要
に応じて事業メニューの見直し、対象の絞り込み
などを行う

改善のサイクルを仕組み化し、事業を取り巻く状況
の変化を捉えた適切な見直しを継続する

事業の継続ありきではなく、状況変化を踏まえた最
適な政策オプションを検討

「行政事業レビューシート作成ガイドブック別冊３：行政事業レビューにおける自己点検のポイント」も参照のこと

フェーズ④
成果の総括

フェーズ③
有効性が

発揮される
段階

フェーズ②
事業の質を
改善する
段階

フェーズ①
試行錯誤の

段階

事業のフェーズを見極める フェーズに沿って点検する

整備計画等に基づいて、計画どおり実
施されているのかについて進捗管理を
行う

急速な物価高や円安の影響が見込まれ、
効率的な調達が課題として顕在化した 
場合には、情勢を踏まえた対策を検討
する

Ｃheck!Ｃheck! Ａction!Ａction!

有用性やニーズが認められ、需要増が
見込まれる場合には、数のみならず質
を評価し、不必要な利用が増えていな
いか、地域によるバラつきの原因等も
注視する

整備コスト・ランニングコストが高い
場合は、運用を見直して、広域連携の
活用などの工夫も検討する

Ｃheck!Ｃheck! Ａction!Ａction!

・事業の目的（例：国民の安全性の確
保）にかなっているのか、調達の質の
観点から適切性について検証する
・結果（設備導入の効果）だけを見る
のではなく、市場の最新技術など新た
な手段の活用も視野に入れ、その効果
やリスクを確認

・コスト適正化に努めるとともに、活
用実態や調達の効率化の観点から設備
の共有化なども検討する
・必要に応じて、新たな手法について
の効果やリスク等を確認しつつ柔軟に
事業を改善していく

Ｃheck!Ｃheck! Ａction!Ａction!フェーズ③

フェーズ①

フェーズ②

DD
PP

CC
AA

DD
PP

CC
AA

DD
PP

CC
AA

毎年の点検

点検・改善を積み重ねて、事業の有効性を高めていくSTEP 3

STEP 3（点検・改善）９．設備導入・物品購入・修繕
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参考例評価の観点記載欄

・備品を事前の計画どおりに確保した割合円滑な執行のため、必要な設備を迅速に整備できてい
るかを把握する。

「アウトカム」
欄に記載

円滑性・
迅速性

・故障等の状況を踏まえて○○の必要数を計画し、その計画どおり
○○を確保（確保数）
・運航計画日数に対する実稼働日数の割合

計画どおり設備等が確保できているか、稼働している
かを把握する。

厳格性

・○○の調達・更新を希望した官署における充足率
・都道府県の要望を把握し、優先度の高い地域に配備している
・○○違反が発生しやすい施設・地域に重点的に機材を配備している

設備を合理的に配置できているかを記載する。「現状・課題」
「アウトカム」

欄に記載

合理性

・取締り機器設置場所付近における事故件数
・維持整備や改修を行い、任務遂行可能な○○を確保（可動機数・可
動率）
※対処能力が明らかになるため具体的な数値は非公表。ただし、任務遂行
に支障は生じていない状況である

一連の活動が有効であったかを記載する。
なお、機密性が高く、具体的な件数を公開することが
困難な情報もある。そのような情報は、対外的には具
体的な数値を非公開としつつも、内部では把握して事
業の改善につなげることが有効である。

「アウトカム」
欄に記載

有効性

・導入した設備を活用して監督・監視・検査を行うことにより見込ま
れる成果（個々の摘発への寄与、有効な情報入手、治安の強化等）を
補記[定性]

事業が課題解決に向けてどの程度寄与しているか等、
指標や実績値等の意味を補記（数値だけでは伝わらな
い事業の効果を表現）する。

・業務に必要なスペックの設備を導入できている[定性]
※必要なスペックを備えているかという観点だけでなく、過剰なスペック
の設備を導入してコストが必要以上にかかっていないかの観点も踏まえて
評価

必要十分な性能を要する設備を導入できているか（設
備の性能に過不足がないか）を記載する。

効率性

・急速な物価高や円安の影響が見込まれ、効率的な調達が課題である
・地方官署での調達分も含め、中央調達にすることでコスト削減に努
めている

設備を確保する上で苦労・工夫している点を記載する。「現状・課題」
欄に記載

現場におけ
る苦労・工
夫・努力

・緊急時のみ使用する○○システムについて、毎年の訓練の機会で使
用しシステム習熟度向上につなげている

有事の際に設備を使いこなせるように行っている工
夫・努力を記載する。

・コスト削減や稼働時間割合拡大のため他省庁と設備を共有化した業務プロセスの改善等を記載する。

・不正○○の押収量は○年連続で１トンを超える深刻な状況にある。
また、その密輸方法も巧妙化しており、限られた人員で取締を行うに
は○○機器を活用した効果的な取締りが必要である

対応すべき事象が増えていたり、対処が難しい状況に
なっていたりする場合は、その要因・現況を記載する。

「７．審査・検査（法執行）」及び「８．監督・監視・防止（法執行）」における実質的
な効果を測るための指標等も参照（それぞれP.90、98）

指標等の参考例９．設備導入・物品購入・修繕
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レビューシートの実例税関監視艇整備運航経費-財務省-
レビューシートはこちら（行政事業レビュー見える化サイト）: https://rssystem.go.jp/project/f483cfa7-4870-4456-a0c1-5580cd8f3681

令和６年度⾏政事業レビューシート
近年の密輸事犯の巧妙化や多様化に対応した取締体制の整備などを図り、不正薬物・銃器等の社会悪物品、⼤量破壊兵器等のテロ関連物資の効果的な
⽔際取締りを実施することを⽬的とする。事業の⽬的

国内で乱⽤されている不正薬物は、そのほとんどが海外から密輸⼊されたものであるところ、税関における令和５年の不正薬物全体の摘発件数は815件（前年
⽐22%減）、押収量は約2,406キロ（同79%増）となっており、８年連続で１トンを超えている。また、覚醒剤の摘発件数は296件（前年⽐２％減）、
押収量は約1,978キロ（同約３倍）と⼤幅に増加し、これは薬物乱⽤者の通常使⽤量で約6,593万回分、末端価格にして約1,226億円に相当するなど、
我が国への不正薬物の流⼊が極めて深刻な状況にある。
こうした状況において、漁船等を利⽤した洋上取引などの密輸⾏為等、巧妙化・多様化する密輸事犯を阻⽌するため、税関監視艇を活⽤した取締体制の整備
を図り、効果的・効率的な⽔際取締りを実施していくことが極めて重要である。

現状・課題

税関では、貨物の⽔際取締りを実施するため、税関監視艇を活⽤し、海港における漁船等を利⽤した洋上取引などの密輸⾏為への対処及び抑⽌、沖合に停
泊中の外国貿易船に対する臨船、離島等における情報収集等の業務を遂⾏している。これら業務を的確に遂⾏するためには、税関監視艇に係る適正な整備・
維持管理をするとともに、必要な燃料の確保が不可⽋であることから、税関監視艇の建造、法定検査及び修繕などの維持管理並びに運航に必要な燃料の調
達を実施するものである。

事業の概要

巧妙化・多様化する密輸事犯を阻⽌するため、税関監視艇を配備し、計画的に運航することで、取締体制を強化し、効果的かつ効率的な⽔際取締り
を実施する。アクティビティ

効果的かつ効率的な⽔際取締りの実施に必要な税関監視艇の配備及び運航を確保する。⽬標
アウトプット 税関監視艇の総稼働時間

※税関監視艇の配備艇数 2021〜2023年度︓29艇 2024年度〜︓28艇指標

密輸リスクや取締状況等を踏まえ、税関監視艇を計画的に運航させることにより、密輸事犯に対する⼀定の抑⽌⼒が⾒込まれるほか、「不審事象等の
発⾒」の向上といった成果が得られるものである。
なお、当該アウトカムについては、効果的かつ効率的な⽔際取締りの実施のために必要な税関監視艇の配備及び適切な運航の確保によって発現するも
のである。

↓

運航計画に対する実施率100%を⽬標に税関監視艇を稼働する。⽬標
短期アウトカム

運航計画⽇数に対する実稼働⽇数の割合指標
税関監視艇を活⽤した⽔際取締りにおいて、不審事象等を発⾒し、対処することで、「（個々の）密輸事犯の摘発への寄与」「洋上において漂流・漂
着する貨物に対する検査等の実施」、「今後の⽔際取締りに有効な情報⼊⼿」及び「法令違反に対する指導を通じた治安強化」といった成果が得られ
るものである。
なお、当該アウトカムは、密輸リスクや取締状況等を踏まえた計画に基づき、短期アウトカムが的確に遂⾏されることによって、より効果的に発現するもので
ある。

↓

税関監視艇による不審事象等の発⾒件数を前年度実績よりも向上させることを⽬標に税関監視艇を稼働する。⽬標
中期アウトカム

不審事象等の発⾒件数指標
税関は「安全・安⼼な社会の実現」のため、不正薬物の国内流⼊阻⽌を重要な使命とし、その達成⼿段として税関監視艇を配備・運航している。
不正薬物の国内流⼊阻⽌は、税関監視艇の計画的運航（短期アウトカム）及び不審事象等の発⾒（中期アウトカム）を積み重ねていくことにより実
現されることから、最終的な成果として設定している。

↓

税関監視艇の計画的運航や不審事象等の発⾒を通して、税関が不正薬物の密輸阻⽌に⼤きく貢献する。⽬標

⻑期アウトカム
不正薬物の⽔際押収量の割合 （不正薬物のうち覚醒剤）
（注1）国内全押収量に占める税関関与分の割合。関係機関による実績等外的要因による変動が⼤きいため、当該年を含めた過去５年間の平均
値を記載。
（注2）不正薬物の国内全押収量の計上⽅法と税関の⽔際押収量の計上⽅法が異なることにより、国内全押収量に占める税関関与分の割合が
100％を上回ることがある。

指標

法執行事務を行うことにより、何を目
指すのかを整理している。

STEP 1
（事業の目的や課題を改めて整理）

監視業務の「質」について、厳格性の
観点で、計画どおり稼働しているか
（運航計画に対してどれだけ監視艇が
稼働しているか）を把握している。

STEP 2
業務の質（厳格性）を評価

監視艇の運航（短期アウトカム）、不
審事象の発見（中期アウトカム）を行
うことで得られる成果を補記すること
で、数値（実稼働日数の割合、不審事
象等の発見数）だけでは伝わらない事
業の効果を表現している。

STEP 2
数値の意味（成果を積み重ねることに
より得られる効果）を補記

業務フローを刻んでロジックのつなが
りを整理することにより、事業のボト
ルネックが特定しやすくなっている。
① 税関監視艇の配備

（アウトプット）
② 計画的な運航（短期）
③ 不審事象の発見（中期）
④ 不正薬物の押収（長期）

STEP 2
段階を刻んで効果を把握する

９．設備導入・物品購入・修繕

データも使い、どのような社会課題が
あるかに加え、法執行事務を行うに当
たって直面している具体的な課題を整
理している。

STEP 1
（事業の目的や課題を改めて整理）
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レビューシートの実例大型Ｘ線検査装置整備等経費-財務省-
レビューシートはこちら（行政事業レビュー見える化サイト）: https://rssystem.go.jp/project/93b4cbe7-d7e6-4bc4-a717-04d27e6bada8

令和６年度⾏政事業レビューシート
・近年の密輸事犯の巧妙化、多様化に対応した取締体制の整備などを図ることにより、不正薬物や銃砲等の社会悪物品、⼤量破壊兵器等のテロ
関連物資等の効果的な⽔際取締りを図る。
・輸⼊申告時における申告外物品の発⾒等により、適正な関税等の賦課・徴収を図る。
・検査機器を活⽤した迅速かつ的確な検査の実施により、国際物流の迅速化・円滑化を図る。

事業の⽬的

国内で乱⽤されている不正薬物等は、そのほとんどが海外から密輸⼊されたものであるところ、税関における令和５年の不正薬物全体の摘発件数は
８１５件と前年⽐２２％減少したものの、押収量は約２，４０６キロと前年⽐７９％増加し、８年連続で１トンを超え、過去２番⽬を記録した。
また、覚醒剤の摘発件数は２９６件と前年⽐２％減少したものの、押収量は約１，９７８キロと前年⽐約３倍と⼤幅に増加しており、これは薬
物乱⽤者の通常使⽤量で約６，５９３万回分、末端価格にして約１，２２６億円に相当し、我が国への不正薬物の流⼊が極めて深刻な状況
となっている。
このような中、海上貨物の取り扱いが急増しており、⼤型Ｘ線検査装置を活⽤した⽔際での効果的・効率的な取締りが極めて重要となっている。

現状・課題

⼤型Ｘ線検査装置は、コンテナ貨物、⾃動⾞やモーターボート、⼤型機械等の貨物に対する⽔際取締り及び物流の円滑化の両⽴を図るため配備し
ているものであり、通常のＸ線検査装置では透過することができない検査対象貨物を破壊することなく、隠匿された不正薬物等の有無を的確かつ迅
速に確認するために活⽤している。

事業の概要

⼤型X線検査装置を活⽤するための整備、維持管理アクティビティ
機器の計画的かつ効果的・効率的な配備・活⽤に努める⽬標

アウトプット
⼤型Ｘ線検査装置の設置台数指標
本指標には、⼤型Ｘ線検査装置を活⽤したことによる申告外物品の発⾒や不正薬物の摘発実績が含まれており、本事業の⽬的である「効
果的な⽔際取締り」、「適正な関税等の賦課・徴収」、「国際物流の迅速化・円滑化」に寄与するものであるため。↓

⼤型X線検査装置による⾮違発⾒件数を前年度より向上させる⽬標
短期アウトカム

⼤型X線検査装置による⾮違発⾒件数指標

⼤型Ｘ線検査装置の効果的・効率的な活⽤が、⾮違の発⾒に加え、
検査時間を⼤幅に短縮させることに寄与するところ、本装置の効果的・
効率的な配置が貿易円滑化に対し重要であるとの考えから、本事業
の⽬的である「国際物流の迅速化・円滑化」の⻑期アウトカムとして設
定。

国内で乱⽤されている不正薬物のうち、覚醒剤については、そのほ
とんどが海外から密輸⼊されたものであるところ、⼤型Ｘ線検査装
置の活⽤等を通じて、税関においてより多くの密輸を阻⽌できている
ものと類推されるため本事業の⽬的である「効果的な⽔際取締り」
の⻑期アウトカムとして設定。

↓

９割以上を維持過去５年の平均より増加⽬標

⻑期アウトカム

全国の外貿コンテナ取扱個数に占める⼤型Ｘ線検査装置を配備した
港の外貿コンテナ取扱個数の割合不正薬物の⽔際押収量の割合（不正薬物のうち覚醒剤）指標

【成果指標以外の参考情報】
税関内では、出港前報告制度により⼊⼿する事前情報等の各種情
報を活⽤した検査対象貨物の選定業務の実施や摘発事例及び摘発
時画像の共有を通じた職員の画像解析能⼒向上を通じて、検査の効
果的・効率的な実施を進めているところ、結果としてこれらの取組みは
本事業の⽬的のひとつである「国際物流の迅速化・円滑化」に寄与し
ている。

【成果指標以外の参考情報】
税関内では、出港前報告制度により⼊⼿する事前情報等の各種
情報を活⽤した検査対象貨物の選定業務の実施や摘発事例及
び摘発時画像の共有を通じた職員の画像解析能⼒向上を通じて、
検査の効果的・効率的な実施を進めているところ、結果としてこれら
の取組みは本事業の⽬的のひとつである「効果的な⽔際取締り」に
寄与している。

成果
実績

法執行事務を行うことにより、何を目
指すのかを整理している。

STEP 1
（事業の目的や課題を改めて整理）

STEP 2
業務の質（有効性）を評価

検査業務の「質」について、有効性の
観点で、検査により効果的な水際取締
りができているか（水際で不正薬物を
押収できているか）を把握している。

現場で行っている工夫・努力（摘発事
例及び摘発時画像の共有を通じた職員
の画像解析能力向上等）を記載してい
る。

STEP 2
業務の質（現場の苦労・工夫・努力）
を評価

検査業務の「質」について、合理性の
観点で、必要なところに機器を配備で
きているか（大型X線検査装置を港の
外貿コンテナ取扱個数の９割以上で配
備できているか）を把握している。

STEP 2
業務の質（合理性）を評価

データも使い、どのような社会課題が
あるかに加え、法執行事務を行うに当
たって直面している具体的な課題を整
理している。

STEP 1
（事業の目的や課題を改めて整理）

９．設備導入・物品購入・修繕
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まずは、「事業の目的」「現状・課題」欄等で整理

どのような人を対象に、どのような施設を整備するのか、それにより解決したい社会課題は何か。また、どう
いったところに、どれだけの施設を整備することを目指しているのか、
その事業における目的は何かという全体像を整理

単に「安全・安心のため」、「○○の改善・向上のため」に施設を整備すると表現するのではなく、

① どのような社会課題が存在するのか
② ①の社会課題を解決するために、どのような施設を整備する必要があるのか
③ 整備する施設は、どこにどれだけ必要か（優先的に整備が必要な箇所はあるか）
④ ③で整備した施設にはどのような機能を発揮することが期待されるのか

を表現すると、取組の狙い、すなわち施設を整備することによって目指すべき姿を関係者間で共有できる

解決したい
社会課題

事業
実施主体

施設整備
施設の利用・活用

10．施設整備 STEP 1（現状・課題の分析）
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現状
課題

STEP１

で整理

事業の
目的

インパクト
※同一の政策

目的を共有する
政策手段と合

わせて実現する
効果を含む

STEP１

で整理

適切な効果測定のためには、短期・中期・長期アウトカム等の各段階において、取りやすいデータを目標・指標として設定するのではな

く、STEP１で整理した政策意図が反映された効果発現経路に沿って、上記のポイントも参考に、事業の実質的な効果を測り、事業の改善

につなげていくことが重要である。（実質的な効果を測るための指標等はP.111参照）

施設整備

アクティビティ

事業の実施

アウトプット

整備

短期アウトカム

利用・活用

中期アウトカム

機能発揮

長期アウトカム

指
標
設
定
の
ポ
イ
ン
ト

施設の整備のメニュー
ごとに効果発現経路を
設定

例) 多様な世帯が安心し
て暮らせる住環境を整備
する場合、
(1)高齢者向けの施設整
備
(2)住宅確保要配慮者向
けの施設整備
(3)子育て世帯向けの施
設整備
のメニューごとに効果発
現経路を設定

施設が順調に整備で
きているかをモニタ
リング

例）整備の実施箇所数
（整備に当たり、事業
計画、費用負担等につ
いて関係者間の合意が
必要であり、事業の着
手に苦労している事例
の場合）

STEP 2（ロジックモデルの構築）

効果発現経路を整理する→効果を測定する目標・指標を設定する

STEP 2

施設が有用か（施設
が利用されている
か）を把握

例1) 施設の利用者数
例2) 施設の入居者数

施設が求められる機
能を発揮しているか
を把握

例) 施設の入居率
※ 施設が利用者の
ニーズに合致した質の
高いものであれば、入
居者が増えて入居率も
上がることが考えられ
る

客観的なデータだけでなく、受益者の視点
（受益者の主観）から事業の効果を把握す
ることも意識する

例）アンケートにおいて、満足度などから
施設の有用度を受益者視点で把握する
※ アンケートを実施する際には、データ収
集のコストも勘案しながら事業の効果を把
握すること

アウトプットの質を
担保できているか
（より必要なところ
で施設が整備できて
いるか（各地域の実
状を踏まえて整備で
きているか））を把
握する

例) 更新が早期に必要
と判明している施設に
おける対策着手の割合

アウトプット・短期アウトカムには、事業
が順調に狙った効果に向かって進んでいる
か、異変が生じていないかを初期の段階で
発見する「炭鉱のカナリア」としての役割
が期待されるため、改善につなげるために
有効な指標を設定することを意識する

実施者側から受益者
側に視点を移して指
標を設定することで、
施設が機能している
かという観点で事業
の効果を把握する
（施設をどれだけ整
備したかまでだけで
なく、施設が利活用
されているか、機能
しているかまでを把
握する）

効果発現経路
全体に関わること

受益者側実施者側

10．施設整備
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アウトプット・短期アウトカムの数字（炭鉱のカ
ナリア）をモニタリングし、対象に望ましい変化
が見られない場合にはボトルネックを見つけ解消
する（交付要綱や実施要領の見直し、広報・周知
の見直しなどを行う）
ターゲットが必ずしもはっきりしない場合もある
が、まずは事業を広く認識してもらい使ってもら
うといった改善策を検討する

熟度が上がるにつれ、中期・長期アウトカムも見
て課題・ボトルネックを捉える必要がある。必要
に応じて事業メニューの見直し、対象の絞り込み
などを行う

改善のサイクルを仕組み化し、事業を取り巻く状況
の変化を捉えた適切な見直しを継続する

事業の継続ありきではなく、状況変化を踏まえた最
適な政策オプションを検討

「行政事業レビューシート作成ガイドブック別冊３：行政事業レビューにおける自己点検のポイント」も参照のこと

フェーズ④
成果の総括

フェーズ③
有効性が

発揮される
段階

フェーズ②
事業の質を
改善する
段階

フェーズ①
試行錯誤の

段階

事業のフェーズを見極める フェーズに沿って点検する

民間に委託している場合においても、
国として計画どおりに実施されている
か進捗管理を行い、遅滞が発生・予見
される場合にはその要因を分析する

外部環境の変化により、従前どおりに
事業が実施できない状況となっている
中、計画どおりに事業を継続するため、
行政はもちろん民間も含めた技術の継
承、人材の確保に向け、様々な工夫を
積極的に検討する

Ｃheck!Ｃheck! Ａction!Ａction!

事業について新たなフェーズに移行し
た場合には、国が実施する必要性を改
めて精査し、対応すべき課題の変化に
対応する方策を検討する

引き続き必要と判断される場合には、
補助対象者の特定、補助の範囲を明確
にし、施設管理水準の維持向上、施設
管理の充実・強化等の事業の改善につ
なげる

Ｃheck!Ｃheck! Ａction!Ａction!

施設の老朽化による機能喪失が起こっ
ていないか、施設の受益面積などによ
り評価

目標に対する実績を踏まえ、突発事故
や機能喪失の未然防止及び早期復旧に
かかる手続き・制度についても改善す
べき点がないかを検証し、必要に応じ
て見直しにつなげる

Ｃheck!Ｃheck! Ａction!Ａction!フェーズ③

フェーズ①

フェーズ②

DD
PP

CC
AA

DD
PP

CC
AA

DD
PP

CC
AA

毎年の点検

点検・改善を積み重ねて、事業の有効性を高めていくSTEP 3

STEP 3（点検・改善）10．施設整備
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参考例評価の観点記載欄

・施設の整備件数実施者側の指標として施設の整備件数を設定する。「アウトプット」
欄に記載

施設の整備

・○○指定区域に指定された区域における施設の整備数より必要なところで施設が整備できているか（各地
域の実状を踏まえて整備できているか）を把握する。

・整備の着手割合
※事業計画や費用負担等について関係者間の合意が必要である等、整備
の着手に向けて様々な調整を要する場合には、整備に着手できているか
どうかをもって事業が順調に進捗しているかを確認することも有効

施設が順調に整備できているか、異変が生じていな
いかを初期の段階で把握する。[炭鉱のカナリア]

「アウトプット」
「アウトカム」

欄に記載

・○○施設を整備するに当たっては、事業計画、費用負担等につ
いて関係者間の合意が必要であり、事業の着手に苦労している

施設を整備する上での苦労（国がコントロールでき
ない部分があること）を記載する。

「現状・課題」
「↓つながり」

欄に記載

・施設の居心地等の向上（アンケート調査）
・施設に対して「不満がある」と回答する利用者の割合○％以下
※このほか、施設に対する具体的な要望や不満等（求める設備・サービ
ス、改善してほしい事項等）に関する回答結果も踏まえて、事業の改善
にいかしている

アンケート調査等から施設の有用度・満足度を把握
する。
※有用度・満足度だけでなく、施設に対する具体的な要望
や不満等に関する回答結果を事業改善にいかすことも重要
である。

「アウトカム」
欄に記載

施設の
利用・活用

・施設の利用者数
・施設の入居者数
・○○防災施設見学会の参加者数（○年度比○％増加）
※防災施設を観光資源として捉えた事業のアウトカム

実施者側の指標の第一歩として、施設が利用されて
いるかどうかを把握する。

・想定の被害世帯、被害面積、被害額の減少（防災施設の整備前
後で比較）
・遊水池を整備したことにより、○年の洪水の際に約○○万m３を
貯留することができ、○○地区において約○○haの浸水面積、約
○千戸の浸水戸数の被害を解消できたと推定している[定性]
・施設の入居率○％
※施設が利用者のニーズに合致した質の高いものであれば、入居者が増
えて入居率も上がると考えられる

受益者側の視点に立ち、施設が機能しているかを把
握する。

施設の
機能発揮

指標等の参考例10．施設整備
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令和６年度⾏政事業レビューシート
我が国へのゲートウェイとなる空港・港湾から訪⽇外国⼈旅⾏者の来訪が特に多い観光地等に⾄るまでの既存の公共交通機関等について、
訪⽇外国⼈旅⾏者のニーズが特に⾼い多⾔語対応、無料Wi-Fiサービス、トイレの洋式化、キャッシュレス決済対応等の取組を⼀気呵成に
推進する取組等を⽀援することで、地⽅部への訪⽇外国⼈旅⾏者の誘致の加速化を図る。

事業の⽬的

「明⽇の⽇本を⽀える観光ビジョン」(2016年)では、2015年に1,974万⼈であった訪⽇外国⼈旅⾏者数を2030年に6,000万⼈に、また、
観光⽴国推進基本計画(2023年)では、2025年までに訪⽇外国⼈旅⾏消費額を早期に5兆円にするとしており、訪⽇外国⼈旅⾏者数及
び消費額の増加には、訪⽇外国⼈旅⾏者が快適に旅⾏するための環境整備が重要である。
現状においては、「訪⽇外国⼈旅⾏者の受⼊環境整備に関するアンケート」によると、訪⽇外国⼈旅⾏者の主な困りごとの⼀つが「公共交通
の利⽤」（例えば「多⾔語表⽰の少なさ・分かりにくさ」や「無料Wi-Fiサービス」で困った交通機関として鉄道駅やバスターミナル構内等があげ
られている。）となっており、地⽅部への訪⽇外国⼈旅⾏者の誘致の加速化に向け、既存の公共交通機関等について、訪⽇外国⼈旅⾏者
のニーズを踏まえた多⾔語対応や移動⼿段の充実等を図り、⼀層快適でストレスフリーな旅⾏環境の実現が必要となっている。

現状・課題

公共交通事業者や旅客施設の設置管理者等が⾏う①多⾔語対応、②無料Wi-Fiサービス、③トイレの洋式化、④キャッシュレス決済対応、
⑤⾮常時のスマートフォン等の充電環境の確保、⑥⼤きな荷物を持ったインバウンド旅客のための機能向上、⑦移動そのものを楽しむ取組や
新たな観光ニーズへの対応、⑧多様なニーズに対応する新たな交通サービスの創出等に要する経費の⼀部等を⽀援（①〜④を３点以上
セットで整備し、あわせて⑤〜⑧を⽀援可能）。

事業の概要

我が国へのゲートウェイとなる空港・港湾から、訪⽇外国⼈旅⾏者の来訪が特に多い⼜はその⾒込みがある市区町村に係る観光地に
⾄るまでの公共交通事業者等の事業に係る交通サービスの利⽤環境を刷新するため、訪⽇外国⼈旅⾏者のニーズが特に⾼い取組
（多⾔語対応、無料Wi-Fiサービス、トイレの洋式化、キャッシュレス決済対応）等を⼀体的に進める事業など（公共交通利⽤環
境の⾰新等事業という。）を⽀援することで、地⽅部への訪⽇外国⼈旅⾏者の誘致の加速化を図る。

アクティビティ

公共交通事業者等の事業に係る交通サービスの利⽤環境の刷新⽬標
アウトプット

観光庁⻑官が指定し、公共交通利⽤環境の⾰新等事業を実施した線区数指標
本事業を実施しようとする公共交通事業者等は、事業の⽬標などを記載した計画を観光庁⻑官へ提出して認定を受けること、事業
実施後は⾃⼰評価を⾏い地⽅運輸局等へ報告することとなっている。⽀援を⾏った事業者⾃らによる事業の実施状況を確認し、評
価を成果指標とすることで、事業の実施による直接的な効果や課題を検証する。

↓

補助事業者の提出する⾃⼰評価において、事業実施によるインバウンド受⼊環境への効果として、「計画に位置づけられた事業の効
果はあった」と回答する割合を75%以上にする⽬標

短期アウトカム
補助事業者の提出する⾃⼰評価において、事業実施によるインバウンド受⼊環境への効果として、「計画に位置づけられた事業の効
果はあった」と回答する割合指標

補助対象事業者⾃らによる事業の実施状況の確認、評価（観光振興事業費補助⾦交付要綱 第23条）令和4年度に実施した
観光庁調査により、75%を⽬標指標とする。補助事業者からの報告内容の例︓訪⽇外国⼈旅⾏者が⽬的地へストレスなくスムーズ
に移動する事が可能となった

出典

訪⽇外国⼈旅⾏者へのアンケート調査の結果で、不満の⼀つとなっている「公共交通の利⽤」について、本事業を実施することで、「不
満がある」と回答する訪⽇外国⼈旅⾏者の割合を改善させていく。↓

「公共交通の利⽤」に不満があると回答する訪⽇外国⼈旅⾏者の割合を10％以下にする⽬標
⻑期アウトカム

「公共交通の利⽤」に不満があると回答する訪⽇外国⼈旅⾏者の割合指標

レビューシートの実例公共交通利用環境の革新等（国際観光旅客税財源）-国土交通省-
レビューシートはこちら（行政事業レビュー見える化サイト）: https://rssystem.go.jp/project/e3b5ce5f-2277-403c-8ac0-b0a35ed7d548

施設整備を行うことにより、何を目
指すのかを整理している。

STEP 1
（事業の目的や課題を改めて整理）

より必要なところ（計画の認定を受
けたところ）で施設の整備ができて
いるかを把握している。

STEP 2
より必要なところ(計画の認定を受
けたところ)で事業を実施

アンケートを用いて、受益者（訪日
外国人旅行者）の主観から施設の有
用度を把握している。

STEP 2
受益者の主観から効果を把握（アン
ケート）

10．施設整備

データも使い、解決すべき具体的な
社会課題を整理している。

STEP 1
（事業の目的や課題を改めて整理）

アウトプット～長期アウトカムにお
いて、実施者側から受益者側に視点
を移して、施設が機能しているかと
いう観点で事業の効果を把握してい
る。
① 施設を整備し（アウトプット）
② 事業者が事業の効果を自己評価

して（短期）
③ 受益者が施設をどう評価したか

（長期）

STEP 2
段階を刻んで効果を把握
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レビューシートの実例農業用用排水施設の整備・保全（直轄）-農林水産省-
レビューシートはこちら（行政事業レビュー見える化サイト）: https://rssystem.go.jp/project/b40c7faf-0248-4904-9b12-171cbb2bcef0

令和６年度⾏政事業レビューシート
農業⽤⽤排⽔施設（ダム、頭⾸⼯、⽤排⽔機場、⽤排⽔路等）は、⾷料安全保障の確保や農業の持続的発展、国⼟の保全や健全な⽔循環
等の基盤。
農業⽤⽤排⽔施設の⽼朽化に伴う施設機能の低下を踏まえ、本事業で施設の計画的かつ効率的な補修・更新等を実施することにより、農業⽣産
の基礎的条件である農業⽤⽔の安定供給や農地の良好な排⽔条件を確保。

事業の⽬的

我が国の基幹的な農業⽤⽤排⽔施設は、戦後から⾼度経済成⻑期にかけて整備されたものが多く、標準耐⽤年数を超えた基幹的農業⽤⽤排⽔
施設（箇所数ベース）は全体の53%に及ぶ（R4.3時点）など、施設の⽼朽化が進⾏しており、パイプラインの破裂等の突発事故が2010年頃から
増加してきている。
農業⽤⽔の安定供給や農地の良好な排⽔条件を確保するため、施設の点検、機能診断、監視等を通じた計画的かつ効率的な補修・更新等を⾏
うことにより、施設を⻑寿命化し、ライフサイクルコストを低減する戦略的な保全管理を推進していく必要がある。
あわせて、施設の集約・再編、省エネ化・再エネ利⽤、ICT等の新技術活⽤等を推進し、維持管理の効率化を図っていく必要がある。

現状・課題

本事業は、受益農地がおおむね3,000ha以上（畑地の場合は1,000ha以上）の地域等を対象として、農業⽤⽤排⽔施設の補修・更新等を⾏い、
農業⽤⽔の安定供給や農地の良好な排⽔条件を確保するとともに、農業構造や営農形態の変化に対応した⽔管理の省⼒化や⽔利⽤の⾼度化、
施設の⻑寿命化とライフサイクルコストの低減を図るもの（国庫負担率︓２／３等）である。具体的には、①⽤⽔対策としてのダム、頭⾸⼯、⽤⽔
機場、⽤⽔路等、排⽔対策としての排⽔機場、排⽔樋⾨、排⽔路等の整備、②特に⾼度な公共性を有し、その管理に特別の技術的配慮を必要と
する施設等の管理、③それらに必要な調査・計画策定を実施するものである。

事業の概要

国営事業による基幹的な農業⽤⽤排⽔施設の補修・更新等アクティビティ
基幹的な農業⽤⽤排⽔施設の補修・更新等の実施⽬標アウトプット
基幹的な農業⽤⽤排⽔施設の補修・更新等の実施地区数指標
基幹的な農業⽤⽤排⽔施設の点検・機能診断・監視を通じて機能保全計画を策定し、補修・更新が必要な施設の把握や、施設ごとの補
修・更新の⼯法・実施時期を決定することにより、これらを踏まえ、施設の劣化の進⾏を監視しつつ、補修・更新を適期に実施する体制を整備
する。

↓

更新が早期に必要と判明している基幹的農業⽤⽤排⽔施設における対策着⼿の割合を令和7年度までに10割とする。
※⼟地改良事業の実施に当たっては、事業計画、費⽤負担等についての国、都道府県、市町村、⼟地改良区等の合意が必要であることか
ら、合意形成を経て対策着⼿に⾄った割合を成果⽬標として設定。

⽬標短期アウトカム
更新が早期に必要と判明している基幹的農業⽤⽤排⽔施設における対策着⼿の割合指標
地区ごとに施設の集約・再編、省エネ化・再エネ利⽤、耐震化・耐⽔化、ICT等の新技術活⽤等を考慮した計画を策定して事業を推進する
ことで、維持管理の効率化・⾼度化、維持管理労⼒・費⽤の低減を図る。↓

更新事業（機能向上を伴う事業地区を除く。）の着⼿地区においてストックの適正化等により維持管理費を節減する地区の割合を毎年度
（令和３〜７年度）10割とする。※更新事業（施設の集約・再編、省エネ化・再エネ利⽤、ICT等の新技術活⽤等を含む。）の実施に
よって維持管理の労⼒・費⽤の低減等が図られることから、維持管理費を節減する地区の割合を成果⽬標として設定。

⽬標中期アウトカム
更新事業（機能向上を伴う事業地区を除く。）の着⼿地区においてストックの適正化等により維持管理費を節減する地区の割合指標
施設の補修・更新により、⽼朽化による機能喪失を防⽌するとともに維持管理の持続性を確保し、⽤⽔供給・排⽔ができなくなり営農に⽀障
を及ぼすことを防⽌する。↓

農業⽤⽤排⽔施設の受益地において農業⽤⽔が確保（施設機能が保全）されている農地⾯積の割合を毎年度（令和６〜７年度）
10割とする。
※⽬標に対する実績を踏まえて、突発事故や機能喪失の未然防⽌及び早期復旧に係る⼿続・制度等について、改善すべき点がないのかを
検証し、必要に応じて⾒直ししていく趣旨で設定。
※農業⽤⽤排⽔施設の受益地の⾯積は、状況の変化を踏まえて毎年度更新。

⽬標⻑期アウトカム

農業⽤⽤排⽔施設の受益地において農業⽤⽔が確保（施設機能が保全）されている農地⾯積の割合指標

より必要なところ（更新が早期に必要
と判明している施設）で施設の整備が
できているかを把握している。

STEP 2
より必要なところ(更新が早期に必要
と判明している施設)で事業を実施

10．施設整備

施設整備を行うことにより、何を目指
すのかを整理している。

STEP 1
（事業の目的や課題を改めて整理）

施設を整備するに当たり、事業計画や
費用負担等について関係者間の合意が
必要であるところ、まずは整備に着手
できているかを把握することにより、
事業が順調に進捗しているかを初期の
段階で確認している。

STEP 2
事業がうまく回っているかを確認する
ため「炭鉱のカナリア」を設定

データも使い、解決すべき具体的な社
会課題を整理している。

STEP 1
（事業の目的や課題を改めて整理）

アウトプット～長期アウトカムにおい
て、実施者側から受益側に視点を移し
て、施設が機能しているかという観点
で事業の効果を把握している。
① 施設を整備し（アウトプット）
② 早期に対応が必要な施設で対策に

着手して（短期）
③ 維持管理費を節減し（中期）
④ 施設の受益地で施設機能が保全さ

れているか（長期）

STEP 2
段階を刻んで効果を把握
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令和６年度⾏政事業レビューシート
サービス付き⾼齢者向け住宅や⺠間賃貸住宅の空き室や空き家を活⽤したセーフティネット登録住宅の整備、⾼齢者等の居住の安定確保と健康の維持・増進に資する先導
的な住環境整備、⼦育て世帯等のための⽀援施設等の整備を伴う市街地再開発事業及び⼦どもの安全・安⼼に資する共同住宅の整備等に対して⽀援を⾏い、⾼齢者、
障害者、⼦育て世帯等の多様な世帯が安⼼して健康に暮らすことができる住環境を実現することを⽬的とする。

事業の⽬的

・2025年には団塊の世代が後期⾼齢者になり、2060年には⾼齢化率が約4割となるなど、⾼齢者⼈⼝が増加する中で、⾼齢者の居住に対応できる住宅のストック整備が不
⼗分であることから、⾒守り等を⾏うサービス付き⾼齢者向け住宅の整備を促進する必要がある。
・住まいの確保に困難を抱える世帯をはじめ、多様な世帯が安⼼して暮らせるよう、⾼齢者、障害者、⼦育て世帯等の居住の安定確保及び健康の維持・増進に資する取組
みを促進する必要がある。
・⼦育て世帯等の暮らしを⽀える⽣活拠点の整備を進め、まちなかへの居住や⽣活環境の向上を図る必要がある。
・⼦どもの事故発⽣場所は、住宅内で発⽣することが多いことから、⼦どもの安全・安⼼の確保を図る必要がある。

現状・課題

①サービス付き⾼齢者向け住宅整備事業 サービス付き⾼齢者向け住宅の供給促進のため、整備費に対して補助を⾏う。
②住宅確保要配慮者専⽤賃貸住宅改修事業（セーフティネット登録住宅（専⽤）への改修事業） 既存住宅等を改修して住宅確保要配慮者専⽤の住宅とするものに
対し、改修費の補助を⾏う。
⑤⼦育て⽀援型共同住宅推進事業 ⼦どもの安全・安⼼や⼦育て期の親同⼠の交流機会の創出に資する共同住宅の整備に対し補助を⾏う。

事業の概要
※⼀部省略

共同住宅（分譲マンション及び賃貸住宅）を対象に、事
故防⽌や防犯対策などの⼦どもの安全・安⼼の確保に資
する住宅の新築・改修の取り組みや、⼦育て期の親同⼠
の交流機会の創出に資する居住者間のつながりや交流を
⽣み出す取り組みを⽀援することにより、こどもと親の双⽅
にとって健やかに⼦育てできる環境の整備を進める。

⾼齢者、障害者、⼦育て世帯等の住宅確保要配慮
者の⼊居に対し、他の⼊居者・近隣住⺠との協調性
に対する不安や家賃の⽀払いに対する不安などから、
賃貸⼈の⼀定割合は拒否感を有しており、⼊居制限
がなされている状況がある。⾼齢者、障害者、⼦育て
世帯等の居住の安定確保のため、⺠間賃貸住宅等
を活⽤したセーフティネット登録住宅（住宅確保要配
慮者専⽤賃貸住宅）に対して⽀援を実施する。

⾼齢者が安⼼して健康に暮らせる住まいの確保
を実現するため、サービス付き⾼齢者向け住宅の
整備に対して⽀援を実施する。また、定期的に調
査を⾏い、整備後もサービス付き⾼齢者向け住
宅として適切に維持されているか管理状況を確認
する。

アクティビティ
※⼀部のアクティビ
ティは省略

共同住宅における⼦どもの安全・安⼼の確保に資する設
備や居住者等による交流を促す施設の設置住宅確保要配慮者専⽤賃貸住宅の供給サービス付き⾼齢者向け住宅の供給⽬標

アウトプット
⼦育て⽀援型共同住宅推進事業の実施事業数住宅確保要配慮者専⽤賃貸住宅改修事業の補助

⼾数
サービス付き⾼齢者向け住宅整備事業の実施
事業数指標

本事業を活⽤して、⼦どもの安全・安⼼の確保に資する
設備等を整備した共同住宅が増加することで、死亡事故
等の重⼤事故を防⽌するため特に重要で配慮が必要な
設備の整備及びその他の⼦どもの安全確保に向けて推奨
される設備の整備を⾏っている⼾数の割合が増加すると想
定して、初期アウトカムを設定した。

住宅確保要配慮者専⽤賃貸住宅改修事業が実施
されることにより、住まいの確保に困難を抱える世帯の
ニーズに沿った住宅が整備され、当該世帯の⼊居が促
進されると想定し、補助を受けた住宅確保要配慮者
専⽤賃貸住宅の管理⼾数を分⺟、⼊居⼾数を分⼦
として算出した⼊居率を短期アウトカムとして設定した。

サービス付き⾼齢者向け住宅が供給されることに
より、⾒守り等のサービスが必要となる⾼齢者世
帯のニーズに沿った住宅が整備され、当該世帯の
⼊居が促進されると想定し、補助を受けたサービ
ス付き⾼齢者向け住宅（管理開始２年以上）
の管理⼾数を分⺟、⼊居⼾数を分⼦として算出
した⼊居率を短期アウトカムとして設定した。

↓

完了事業のうち、死亡事故等の重⼤事故を防⽌するため
特に重要で配慮が必要な設備の整備及びその他の⼦ども
の安全確保に向けて推奨される設備の整備を⾏っている
⼾数の割合の増加

補助を受けた住宅確保要配慮者専⽤賃貸住宅の⼊
居率の確保

補助を受けたサービス付き⾼齢者向け住宅の⼊
居率の確保⽬標

短期アウトカム 完了事業のうち、死亡事故等の重⼤事故を防⽌するため
特に重要で配慮が必要な設備の整備及びその他の⼦ども
の安全確保に向けて推奨される設備の整備を⾏っている
⼾数の割合

住宅確保要配慮者専⽤賃貸住宅の⼊居率サービス付き⾼齢者向け住宅の⼊居率指標

死亡事故等の重⼤事故を防⽌するため特に重要で配慮
が必要な設備の整備及びその他の⼦どもの安全確保に向
けて推奨される設備を整備した共同住宅の割合が増加す
ることで、共同住宅におけるバリアフリー対応（⼦どもの事
故防⽌に関するもの）の割合の増加にもつながると想定し、
⻑期アウトカムとして設定した。

住宅確保要配慮者専⽤賃貸住宅における⼊居者の
⼊居期間が確保されていることで、⼊居者の居住の安
定が図られていると想定し、⼊居者の平均⼊居期間
を⻑期アウトカムとして設定した。

⾼齢者⼈⼝に対するサービス付き⾼齢者向け住
宅の割合が増加することで、⾒守り等のサービスが
必要となる⾼齢者世帯に対する⾼齢者向け住
宅の増加につながると想定し、⻑期アウトカムとし
て設定した。

↓

共同住宅におけるバリアフリー対応（⼦どもの事故防⽌に
関するもの）の割合の増加住宅確保要配慮者の居住の安定

⾼齢者の居住の安定確保を図るため、⾒守り等
のサービスが必要となる⾼齢者世帯に対する⼗分
な⾼齢者向け住宅の供給

⽬標
⻑期アウトカム

共同住宅におけるバリアフリー対応（⼦どもの事故防⽌に
関するもの）の割合

住宅確保要配慮者専⽤賃貸住宅における⼊居者の
平均⼊居期間

⾼齢者⼈⼝に対するサービス付き⾼齢者向け住
宅の割合指標

レビューシートの実例スマートウェルネス住宅等推進事業-国土交通省-
レビューシートはこちら（行政事業レビュー見える化サイト）: https://rssystem.go.jp/project/c1780038-7554-4dc9-ae24-1fd6bbb51978

ニーズに沿った住宅が整備されてい
るかといった施設の「質」を、入居
率（入居が促進されているか）、入
居期間（入居者の居住の安定が図ら
れているか）により把握している。

STEP 2
訴求対象（ターゲット）にリーチで
きているかを把握

10．施設整備

施設整備を行うことにより、何を目
指すのかを整理している。

STEP 1
（事業の目的や課題を改めて整理）

施設の整備をメニューごと（①高齢
者向け、②住宅確保要配慮者向け、
③子育て世帯向け）に効果発現経路
を設定し、事業全体で得られた成果
を的確に把握している。

STEP 2
施設の整備のメニューごとに効果発
現経路を設定

データも使い、解決すべき社会課題
を整理している。

STEP 1
（事業の目的や課題を改めて整理）

アウトプット～長期アウトカムにおい
て、実施者側から受益側に視点を移し
て、施設が機能しているかという観点
で事業の効果を把握している。
① 施設を整備し（アウトプット）
② 受益者の入居率、入居期間等

（短期・長期）

STEP 2
段階を刻んで効果を把握
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第３部 効果分析手法の活用による
政策の見直しの検討事例
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・ 政策効果に係る指標を適時に測定し、その進捗を確認することは、政策効果の把握のた
めに有益である。一方で、政策効果に係る指標は、必ずしも政策を実施したことによる影
響のみを受けるわけではない。様々な要因が指標に影響を与え得る中で、当該政策が実際
に指標に対して与えた影響が、政策の「効果」であると言うことができる。

・ 第２部では、政策の効果発現経路を整理する際の測定指標の設定のポイントについて
扱った。実際にその指標に沿ってデータを取得すると、現実には目論見どおりに効果が発
現していないことも想定される。目標達成のためには柔軟に政策を見直していくことが必
要であるが、現在の政策の効果を実証的に明らかにしたり、より効果の高い手段を分析し
たりするなど、政策の改善策を検討するためには効果分析手法を活用することが有効であ
る。第３部では、こうした考え方の下、各府省における前向きな挑戦を後押しするため、
政策担当者が政策の改善策の検討に資するよう、実務で活用可能な具体的な効果分析の事
例を紹介している。

・ なお、本資料で紹介している効果分析手法の手順については、既に様々な参考書がある
ことから、実際に取り組むに当たっては、それらを参照いただきたい。本資料では、取組
の改善を図りたい担当者が、効果分析手法の活用事例を見ることで、担当する業務に照ら
してどのような分析を行うのが良いか考える材料となり、「こういったことをやってみた
い」というきっかけにしていただきたい。

・ 第３部についても、今後の調査研究の進捗等に合わせ、事例を充実させる改定を重ね、
各行政機関において継続的に活用されることを期待している。

第３部について

116



効果分析の進め方（概要）
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政策の効果とは

R6R5R4

140120100目標

15010080実績

とある補助事業の指標

政策介入

【実績】
R6には、目標数値を達成
しかし、目標は達成したと言えるが、
政策介入によって、これを達成したと
までは言えない

政策介入がなかった場合に、
実績がどのようになっていたか
分かれば、R6において、
介入がなかった場合と比較して
30の「差」が生じたと分かる

＝ 政策の効果

（ポイント）

・効果分析手法を適用し、政策の効果があったかどうかが明らかになる
・実績値を示すだけの場合と異なり、そこから効果を浮かび上がらせることで、

より根拠のある議論を展開することが可能（政策効果の有無の検証、政策の
手段ごとの効果比較 etc.）

政策の効果とは（概念）

R6R5R4

140120100目標

15010080実績

12010080*

* 政策介入がなかった場合の実績
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どんなときに効果分析が有効なのか

とある施策の
担当者

効果分析により、
・政策の効果を統計学的に明らかにできる
・外部要因や、別の政策手段の効果ではな
く、当該政策の効果を分析できる

うまくいっている地方とそ
うでない地方があるが、そ
のバラツキの要因はなんだ
ろうか…

とある施策の
担当者

効果分析により、
・より高い効果につながる要因が分かる
・取組の効果を底上げするために注力すべ
きポイントを分析できる

→政策の効果を精緻に明らかにしたいとき

→取組の改善を図りたいとき

試行的に、複数の取組を実
施したが、どの取組が最も
効果的だったのだろうか…

とある施策の
担当者 効果分析により、

・異なる取組・手法により、効果にどのよ
うな差が出るのか分かる

・統計学的な有意性を確認することで、効
果を実証的に説明できる

→政策の本格実施前に、試行した取組の効果を確認したいとき

○○大綱の改定に向け、別の要
因を除いても、特定の政策の効
果がどのくらい上がっているか
明らかにしたい…
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第３部の構成と使い方

・ 第３部は、総務省がこれまでに取り組んできた実証的共同研究及び学術論文のリサーチの結果につ
いて、政策効果分析手法の活用事例という観点から整理したものである。

・ まず、第２部で扱った事業の実施方法やアクティビティの分類を踏まえ、効果分析手法を適用する
ことによってどのような示唆が得られるかについてポイントを整理し、具体例として、実証的共同研
究の事例から、当該研究を実施するに至った問題意識、研究結果やそこから得られた示唆をまとめた。
また、学術論文から、それぞれ参考となる事例を紹介している。

想定される使い方

１．アクティビティから探す
事例の右上に付けられたアクティビティの種類のタグを参照

２．解決したい課題から探す
事例概要の「課題」の記載内容から、自分の関心事項に近いものを参照

３．行政評価局まで詳細を照会
事例の詳細を知りたい場合、遠慮なく行政評価局まで御相談いただきたい。

第３部の構成
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① 現状と課題を整理した上で、政策の入口と出口となる政策手段と政策目的を確認
② 政策目的は、達成できそうなアウトカム指標から検討するのではなく、真に目指す社会の姿を考慮して設定
③ 政策手段から目的に至るまでの論理的なつながりをロジックモデルを検討し整理、作成
④ ロジックモデルを活用し、政策効果とその範囲を確認（当該措置がもたらす影響、社会変容とその範囲を整理）
⑤ 必要な測定指標を、ロジックモデル全体から見て代表性が担保されうるものか、チェリーピッキングとなってないか確認し設定

3．データの取得
① 政府統計や部局所有の業務データに、分析に必要な測定指標が含まれているか、取得可能か確認
② 政府統計の二次利用申請や、業務データの利用に必要な手続を行い、実際にデータを取得
③ 必要とするデータ項目が存在しない場合は、民間データ等のオルタナティブデータの活用や、新規のアンケート調査等も検討

1．ロジックモデルの作成

2．リサーチデザインの整理
① 記述統計で把握すべき状況（業種、地域別の状況や、経年の変化等）と分析に必要なデータを整理
② 処置群・対照群、それぞれの介入前後を意識し、効果の把握・分析を行う範囲を検討
③ PICODAのフレームワークを活用し、推測統計を実施する際に必要な対照群の設定や、データを整理し、リサーチデザイン（どの

ようなデータを基に、どのような分析を行うか）を検討

4．定量分析の実施
① 記述統計を実施し、分析の対象とする政策（補助金、租特等）の活用状況（例：業種、規模別の状況）や経年の動き等を把握
② リサーチデザインに基づき、因果推論的な手法を用いた推測統計を実施

・効果分析を進めていく中で、更なる気づきが得られることもあるので、ロジックモデルの作成から分析に至るま
での１～４の手順を行きつ戻りつ整理して進めることが重要
・効果分析結果を踏まえて政策の見直し・改善の検討を行うことが重要
（単に現状把握のツールに留めず、政策の見直し・改善の検討の材料として活用する）

補足的確認
ヒアリング等の定性分析を通じて、受益者（政策適用事業者）からの当該政策の受け止めや、活用に至る経緯等、定量分析では把握
できない意思決定の流れを確認し、当該政策の目的と照らし合わせて、所管府省が目指す行動変容に寄与しているのか確認

政策の見直し・改善

・ロジックモデルの検討から分析に至るまでの手順を行きつ戻りつ整理して効果分析を進め、その結果を政策の見直
し・改善のツールとすることが重要である。また、ヒアリングを通じて、受け止めを確認することも重要である

効果分析までの流れ
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・効果分析のリサーチデザインを整理するには、以下のPICODAのフレームワークを活用することが有益である

効果分析を実施するのに有益なPICODAのフレームワーク

ポイント考え方内容

 まずは処置群の特定が重要政策の対象となる個人や企
業、地域は何か

誰に対してP 
(population)

 処置群に対し、いつ、どのような政策手段
で介入をするものか

具体的に行う政策はどう
いったものか

どんな介入を行いI 
(intervention)

 処置群と比較する対照群として設定する対
象は、何が適しているか

誰もしくはどういったシ
チュエーションと比較した
場合の政策効果を測るのか

何と比較してC 
(comparison)

 ロジックモデルにおけるどのアウトカム指
標の変化を確認するか

政策によって改善したい指
標は何か

何に対する効果をO
(outcome)

 処置群と対照群の情報を把握するためには、
どの調査データが有用か

 複数ある場合にはどのようにデータを接続
するか

政策の対象者（地域）・非
対象者（地域）のデータ・
指標をどのように収集する
か

どういったデータ
を用いて

D
(data 
collection)

 データ制約を踏まえて実行可能な分析手法
は何か

 因果推論まで行うか、記述統計に留めるか

どういった分析手法を用い
るのか

どういった分析手
法で効果分析する
か

A
(analytical 
method)

出所：小林庸平（2020）「エビデンスに基づく政策形成（EBPM）のための政策効果分析とナッジ入門」経済産業省職員向け研修資料を
一部改変 122



3．データの取得

1．ロジックモデルの作成

2．リサーチデザインの整理
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効果分析手法を活用するための各段階における留意点

4．定量分析の実施

・ 効果分析手法の活用を検討するに当たっては、まずロジックモデルをきちんと立て、政策の効果発現経路を整理し、
それに基づく現状分析をしっかりと行うことが重要である（第２部参照）。

・ 整理したロジックモデルを基礎として、リサーチクエスチョン（効果分析によりどういったことを明らかにしたい
か）を明確にし、個々の状況に応じて適切な効果分析手法を検討する。

・ 必要なデータの取得や効果分析を一遍にやるには、作業負荷が大きくなりがちである。優先順位やフィージビリ
ティ等を考慮しつつ、計画的かつ継続的に実施することが重要である。

・ 効果分析は何でも分析可能なツールではなく、現実には取得可能なデータに関する制約や、主として過去から現在
までの社会状況に基づき分析するものであるといったことに留意が必要である。

・ データの取得に当たっては、以下の３点を目指すことが重要である（次頁も参照）。

① 処置群を業種や規模等の偏り（バイアス）がなく、分析に必要な程度までのサンプルサイズで特定すること

② 処置群/対照群及び、それぞれの介入前/介入後の比較ができるようにデータを取得すること

③ 処置群、対照群をより類似の状況（業種、規模等）でマッチングして比較できるようにデータを取得すること

・ 継続的な政策改善のためには、分析手法や必要なデータを政策立案段階で明らかにすることが重要である。

・ 分析に必要なデータの取得が困難な場合は、事業者から実績報告を求めることや、既存の公的統計に適用状況に関
する項目追加を検討する等、事前にデータ取得の工夫をすることが重要である。ただし、政策立案者及び事業者の負
担感やフィージビリティにも考慮が必要である。

・ 基礎的な統計分析でも一定程度の状況把握は可能であり、まずは記述統計で業種別の状況や経年の変化等を把握し、
実施容易な手法で比較分析・検証の上、可能であれば因果推論等のより高度な統計分析に取り組むことが重要である。

・ 分析の結果、必ずしも有意な結果が得られない場合もあるが、結果だけにとらわれず、分析作業全体を通じて政策
の見直しや改善のヒントを探していくことが重要である。



介入後介入前

(2)(4)処置群

(3)(5)対照群
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データの内容 実施可能な統計分析

処置群を特定するためのデータ(1)

処置群の政策介入後のデータ(2)

対照群の政策介入後のデータ(3)

処置群の政策介入前のデータ(4)

対照群の政策介入前のデータ(5)

アウトカム指標以外の処置群・対照群の関連するデータ(6)

記
述
統
計

差
の
差
分
析

属
性
等
に
着
目
し
た

マ
ッ
チ
ン
グ※

を
用
い
た

差
の
差
分
析

(1)

前

後

比

較

処
置
群
・
対
照
群

の
単
純
比
較

・取得できるデータの内容によって実施可能な統計分析が異なるが、まずは「記述統計」から始めて、次に比較的実施
が容易な「単純比較」「前後比較」を目指すことが重要である

 分析に必要なデータの事後取得はハードルが高いため、事前に取得できるように工夫することが重要である
 (1)必ずしも処置群の全個体を特定する必要はないが、「属性にバイアスがないこと」及び「分析に必要なサンプ

ルサイズを確保すること」が重要である
 (1)+(2)+(3)で、「記述統計」及び、「処置群・対照群の単純比較」が可能となる
 (1)+(2)+(4)で「前後比較」が可能となる
 (1)～(5)で「差の差分析」が可能となる
 (6)が加わることによって、「プロペンシティスコアマッチング」が可能となる（例：処置群・対照群の売上金額

比較をしたい場合、アウトカム指標である売上金額のほかに、資本金や従業員数等があると、類似の企業のマッチ
ングが可能となる）

 まずは「記述統計」から始めて、次に比較的実施が容易な「単純比較」「前後比較」を目指すことが重要である

因果推論に基づ
く推測統計

単純な比較

Point

※ 処置群・対照群のそれぞれから、属性等が近い者をマッチングして、
効果を測定する「プロペンシティスコアマッチング」を指す（詳細は
参考資料p.6参照）

効果分析に必要なデータの内容



125

実証的共同研究、論文調査、参考文献の紹介

総務省行政評価局では、EBPMのリーディングケースの提示を目指し、関係府省とともに、学識経験者
の参画を得て、政策効果の把握・分析手法の実証的共同研究を実施している。具体的には、ロジックモ
デルの作成、調査設計、データ収集から統計分析までを一気通貫で行うこととし、令和６年度までで19
件の研究を行った。（参考：https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/hyouka/seisaku_n/seisaku_ebpm.html#/ ）

あわせて、以下のような、効果検証の準備段階や途中過程の取組についても支援している。
・効果検証のための適切な指標設定
・現状把握と課題設定のためのデータやエビデンスの収集
・指標に基づいたデータの収集・整理

本資料に掲載した事例の一部は、これらの取組の成果を簡潔に取りまとめたものであり、気になった
事例があった場合には、詳細を当局にご照会いただきたい。また、事例に関することにとどまらず、効
果検証に関することは、何でもお気軽にご相談いただきたい。

実証的共同研究について

論文調査 その他参考文献

総務省行政評価局の調査研究において、東京大学エコ
ノミックコンサルティング（株）（UTEcon）が、国内外
の研究機関等が創出している先行研究等（査読付き英文
論文など）を収集・分析する活動を実施している。また、
研究内容のサマリーを、実務家向けにオンライン講義形
式で受講いただく取組を行っている。

本資料では、本研究により収集した事例を再編集して
掲載しており、こちらについても、気になった事例が
あった場合には、詳細を当局にご照会いただきたい。

●計量経済学の第一歩 実証分析のススメ（田中隆一

著）（有斐閣）

●政策評価のための因果関係の見つけ方（著：エステル・
デュフロ、監訳・解説：小林庸平）（日本論評社）

●原因と結果の経済学―データから真実を見抜く思考法

（中室牧子、津川友介著）（ダイヤモンド社）

●データ分析の力 因果関係に迫る思考法

(伊藤公一朗著）（光文社新書）
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効果分析手法の活用事例
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受容者の行動の変化
ex) 客観的な健康状態の
変化

受容者の認識の変化
ex) 処置群の「将来的に
運動的な生活習慣を続け
る自信」、「週当たりに
運動を行う日数」 「全体
的な健康状態に関する評
価」を対照群と比較

情報の受容
ex) 処置群に配信、情報
を受容

受容側

● 広報・普及啓発 効果分析のイメージ

発信側

アクティビティ・
アウトプット

アウトカム①

アウトカム②

アウトカム③

情報発信
ex) 食生活や運動などの
健康に関する問題や具体
的な改善アドバイスの情
報をICTを用いて配信

【実績値を追う手法】
「政策介入による効果」と
「時間の経過や社会情勢の
変化等の外部要因による実
績値への影響」が混ざり
合った効果が把握される

【効果分析手法】
ex)処置群と対照群を設定
して比較して分析すること
で、「政策介入による効
果」（左記矢印の確からし
さ）を確認することができ
る

【実績値を追う手法】
実績値の変化を追うことで、
大まかな進捗は把握できる
が、政策の改善に資する具
体的な情報は得られない

【効果分析手法】
ex)政策の実施方法の工夫
（別手段の活用など）でよ
り大きな効果が得られるこ
とがわかる

ex)当該論文では、最終的なアウトカムは対象者の
「全体的な健康状態に関する評価」であり、健康
状態に関する自己認識としている。客観的な健康
状態を把握できると更なる示唆を得られる

• 効果分析手法を適用することで、第２部で扱われた実績値を追う手法よりも「政策介入による
効果」を確認できるとともに、政策の課題の解決・改善策の検討材料を得ることができる。

（※）ex)は、「健康に関する情報のICTを⽤いた発信」をもとに記載している。 128



競争政策における広報

【事例の概要】
○実施年 平成30年度～令和元年度
○事業内容

公正取引委員会では、競争政策に対する理解度・関心・行動意向の向上のため、職員が講師を務める
一般消費者を対象とした「消費者セミナー」等を実施。「消費者セミナー」は、座学だけでなく、演
習としてシミュレーションゲームも取り入れている。

○課 題
より確度の高い広報施策の効果検証
ハイパフォーマー（高業績者）の特定と

その職員から必要なスキル等の抽出
○手 法 クラスターRCT（→参考資料p.3参照）、

回帰分析（→参考資料p.10、11参照）

広報・普及啓発

実証的共同研究

○結 果
（１）消費者セミナーの参加者数の増加やセミナー
時間が長くなることは、参加者の理解・関心を低
下させる傾向がある。

（２）クラスターランダム化比較試験を用いたシ
ミュレーションゲームの効果検証の結果について
は、特に小規模セミナーや50代以下に限定した場
合、統計的に有意に満足度が高い。

（３）役職の高い経験豊富な講師の方が、参加者の
理解・関心などのアウトカムを高める傾向がある。

表 消費者セミナー属性と満足度等に関する回帰分析結果

（注）主要な変数の係数のみ表示。標準誤差は省略。***p<0.01, **p<0.05, *p<o.1
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－分析の課題設定－
セミナー等の参加者の属性や参加者数、シミュレーショ

ンゲームの有無、セミナー時間等が、主観的満足度、行動
変容に影響を与えるか。

－手法の選定理由－
参加者へのアンケート結果から、回帰分析を実施。また、

シミュレーションゲームの有無による結果差について、
「クラスターランダム化比較試験」により分析。

－分析をするに当たり行った工夫－
参加者に対してゲームを利用するセミナーと、そうでな

いセミナーをランダムに振り分け、クラスター単位でRCT
を実施できる状況を設定。
本分析は、平成30年度にも実施したが、ランダム化対象

のセミナー数が少なかったため、令和元年度も継続的に調
査を実施し、平成30年度の実施データと統合して分析。

－本事例から得られた知見－
・一見、実施する広報施策に効果があるように見えたとし
ても、参加者の個人属性（年齢等）やセミナー属性（参加
者規模、セミナー時間、講師属性等）を把握できれば、効
果をより丁寧に明らかにすることができる。

－分析結果がどう実務にいかされたか－
セミナー等の満足度や理解度をより高める職員を特定で

きたため、そのような職員が講師として、職員向けの勉強
会の開催や講義動画の作成を行い、そのスキルを共有した。

表 シミュレーションゲームの効果分析結果

小規模の
み

50代以下
のみ

小規模・
50代以下

のみ
-0.029 0.101 0.180 0.190 0.335

p値 クラスター頑健 0.747 0.221 0.140 0.003 0.036
wild bootstrap 0.809 0.303 0.218 0.021 0.029
permutation test 0.828 0.352 0.132 0.048 0.098

サンプルサイズ 649 649 268 332 74
クラスター数 21 21 16 18 13

満足度

係数

全体

参加者数加味

（注）・「係数」は、処置群（シミュレーション）ダミーのパラメータ推定値。
・ｐ値は、係数がゼロという帰無仮説の下で、係数の値以上をとる確率（p値が十分
に小さい場合、係数がゼロであるという帰無仮説が棄却される。）。有意水準0.1
を下回るp値について、グレー網掛け。

・級内（クラスター）相関による影響を補正するため、複数の方法によりp値を計算。

年度 実施月 層 区分 参加者数
H30 10月 A 対照群 19

10月 A 対照群 12
10月 A 処置群 70
11月 A 処置群 9
2月 B 対照群 21
3月 B 処置群 21

R1 9月 C 処置群 79
9月 C 対照群 21
10月 F 処置群 27
10月 C 対照群 13
11月 D 対照群 9
11月 C 処置群 22
11月 E 対照群 103
11月 G 処置群 6
11月 G 対照群 30
11月 C 処置群 22
12月 E 処置群 136
1月 F 対照群 29
2月 C 対照群 51
2月 D 処置群 14
2月 H 処置群 18

表 クラスターRCTの分析対象セミナー

（注）「層」とはランダム割付を行う際のグループ。属性の似通ったセミナーを層化（グループ
化）したうえで、各層のなかでランダム割付を行うことによって、処置群と対照群でセミ
ナー属性を均質化することができ、効果検証の精度を高めることができる。
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刑務所における受刑者の就労支援希望の申し出促進策

【事例の概要】
○実施年 令和４年度
○事業内容
法務省では、受刑者の再犯防止のためには就労が重要であるため、刑務所等において、受刑者に対す

る就労支援サービスを任意で実施している。一方で、利用者は出所者全体の約2割程度にとどまっている。
○課 題 受刑者の就労支援希望の申し出の促進
○手 法 クラスターRCT（→参考資料p.3参照）、

アンケート調査

広報・普及啓発

実証的共同研究

○結 果
（１）最終的な事業目的である就労支援サービスの利
用希望を促す効果が、チラシ配布によって得られた
かどうかについては、分析の結果、統計的な有意性
は確認できなかった。

（２）一方で、就労支援サービスの利用希望までは至
らないものの、その前段階として、サービスの内容
理解を促す効果があることは確認できた。具体的に
は「刑事施設にいたことを知られずに受けられる支
援がある」、就労支援に含まれる支援内容のうち
「１対１の就職相談」「あなたに合った仕事の探し
方」、そして「就労支援の有効性理解」については
約5ポイント以上の介入効果が生じており、これらは
統計的にも5％水準で有意な差となっている。

表 チラシ配布による介入効果に関する回帰分析結果
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－分析の課題設定－
刑務所職員や刑務所出所者等へのヒアリングを行い、就労支援

サービス利用までのジャーニーマップを作成（表参照）、サービス
利用に至るまでの課題を整理し、課題解消に向けてチラシを作成し
た。そのチラシを刑務所５庁の工場に配布し、チラシ配布の効果を
アンケートにより測定した。

－手法の選定理由－
・ランダム化比較試験を活用したのは、政策（チラシの配布）の効
果を検証する上で最も厳密な測定手法であるため。
・今回、政策として「ナッジ」※の手法を活用したのは、就労支援
サービスはあくまで任意であり、制度上、強制的に受けさせること
はできないため。

－分析をするに当たり行った工夫－
職員の負担や実施のコスト、倫理面に考慮した上で、効果が一定

程度見込める取組はどのようなものがあるかの検討や、如何にエビ
デンスレベルの高い効果検証デザインで効果検証を実施するかの検
討を行った。

また、介入／非介入の工場を決定するための工程（ランダム割り
付け）において、分析の妥当性は確保した上で、法務省職員が職場
の環境下でできる方法（エクセル）により行った。

－本事例から得られた知見－
統計的な分析に入る前に、課題の解決策を検討するための探索的

な分析（アンケートやヒアリング等）も合わせて実施することで、
次の介入方策の検討を行うことが可能となる。

－分析結果がどう実務にいかされたか－
作成したチラシは、実証実験を実施した施設以外にも共有し、利

用を促した。また、分析結果から、就労支援の意向表明と実際の希
望申し出との間には大きな隔たりがあることが示唆されたため、隔
たりを解消するような希望の取り方についての取組を検討する予定。

【参考】本研究は、「ベストナッジ賞」コンテスト2023（一般部門）において、
ベストナッジ賞（環境大臣賞）を受賞
https://www.env.go.jp/press/press_02578.html

表 課題分析

表 チラシ配布に関するクラスターランダム化比較試験のイメージ

※ナッジ（nudge：そっと後押しする）とは、行動科学の知見（行動インサイト）の活用に
より、人々が自分自身にとってより良い選択を自発的に取れるように手助けする政策手法。
出典：第311回 消費者委員会本会議資料（日本版ナッジ・ユニットBEST）



広島県府中市における駅周辺の活性化

【事例の概要】
○実施年 令和５年度～令和６年度
○事業内容
広島県府中市では、府中駅周辺のにぎわい創出を図るため、道の駅や飲食店等を整備。施設の利用者
数は把握しているが、具体的な利用者の属性等は把握できていない状況。

○課 題 駅周辺の活性化に向けた効果分析
○手 法 前後比較、

差の差分析（→参考資料p.7参照） 等

広報・普及啓発

実証的共同研究

○結 果
（１）「駅周辺のにぎわいの創出」という目標を具体
化し、子育て世帯の定住促進に向け、子育て世帯の
来街促進を図るため、子育て世帯の利用を歓迎する
飲食店と協力し、子育て世帯の利用が多い公的施設
で対象者に特典付きチラシを配布。

（２）データ数は少ないものの、チラシ利用のおよそ
半数の来訪理由が子供を歓迎していると知ったから
であったことを確認。

（３）分析には人流データに加え、行政側で把握が容
易な売上高・歩行者通行量など代替的な指標を合わ
せて分析することで、取得範囲によってはばらつき
が生じるデータを補完できうることの示唆を得た。

図 子育て世帯向けのチラシ配布によるロジックモデル
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図 市が整備している府中駅周辺の飲食店等

（※）市内外の⼦育て世帯の利⽤が多い公的施設の利⽤者に対して、１か⽉
間特典付きチラシを配布し、チラシを持って対象の飲⾷店を利⽤すると特
典を受けることができる取組



－分析の課題設定－
子育て世帯向けの公的施設の利用者に対して、子ども連

れの利用を歓迎する周辺の飲食店を表記した特典付きチラ
シを配布すると、該当店舗の利用促進に寄与するか。

－手法の選定理由－
来客者数等のデータは、特典付きチラシ対象施設に限定

して収集したため、チラシ配布前後の比較分析を実施。前
後比較だけでは介入群（処置群）の特性のみの把握にとど
まるため、人流データも用いて、差の差分析を応用した分
析も実施（図１、２参照）。

－分析をするに当たり行った工夫－
本取組は、子育て世代を主要な対象とし、それ以外の世

代に対する影響は限定的であることを想定。
未就学児の育児をしている者の９割超が40代以下である

ため、介入群（処置群）を40代以下、非介入群（対照群）
を50代以上とし、それぞれの群において差の差分析を行い、
更にその差異を分析する『差の差の差分析』を行った。

－本事例から得られた知見－
厳密な効果分析においては、比較対象の設定及びデータ

の収集が課題となる場合があり、ターゲットを明確にした
上で、特定の対象に対して特に影響を及ぼす介入を実施す
る際には、他の対象を比較対象として設定することで、単
純な前後比較よりも丁寧な分析となる。

－分析結果がどう実務にいかされたか－
介入対象とした40代以下の利用を促進するため、事業者

への更なる働きかけ・検討がなされる予定。

図２ 差の差分析を応用した分析（差の差の差分析）イメージ
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店舗を利⽤した理由店舗の利⽤回数店舗の認知

参考 特典付きチラシ利用者へのアンケート結果

図１ 特典付きチラシの効果分析に用いたデータの種類、
データの分析・取得方法
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【事例の概要】
○発表年 令和４年
○対象国 デンマーク
○事業内容 食生活や運動などの健康に関する問題や具体的な改善アドバイスの情報をICTを

用いて配信
○課 題 情報発信において啓発効果を高めるために必要な工夫や啓発におけるリーフレッ

トの有効性の検討
○手 法 RCT（→参考資料p.2参照）

成人4,880人の被験者を、健康に関する情報を提供するグループ（処置群）と提供しないグループ（対照群）にランダムに分けて、行
動・健康状態に関する質問票に答えさせてアウトカムを計測（n=4,880）※追跡調査あり

○結 果
（１）「将来的に運動的な生活習慣を続ける自信」、「週当たりに運動を行う日数」、「全体的な健

康状態に関する評価」に対する効果の推定値が小さいながらも統計的有意に高まった
（２）健康に関するアドバイスを受信した可能性が高い市民（アンケートの回答時間が 60 秒以上）

に限定すると、その効果の推定値は大きくなった。如何に市民にアドバイスを受信させるかが重要
との示唆。

－手法の選定理由－
実験が行われたデンマークのオーフス市では、e-Boks （政府、民間からの文書の受け取り・署名が出来るICTサービ

スで、ほぼ全てのデンマーク市民が登録済み）が提供されており、市民を無作為抽出して処置群と対照群に設定するこ
とが可能だった。

－分析の限界－
・最終的なアウトカムは対象者の「全体的な健康状態に関する評価」であり、客観的な健康状態ではなく、健康状態に
関する自己認識としている
（出典）Morten Hjourtskov , Simon Zacher Kjeldsen & Emil Sydendal Hansen(2022) “Receiving and engaging: can a simple ICT delivered 
government message change citizen health behavior? A field experiment” Public Management Review 

健康に関する情報のICTを用いた発信

広報・普及啓発

論文



【事例の概要】
○発表年 令和５年
○対象国 日本
○事業内容 選挙日に投票資格を持つ17歳～19歳を対象として投票を促すはがきを郵送
○課 題 投票を促すはがきを送付することで、若者の投票率を高めるられるか
○手 法 回帰不連続デザイン（→参考資料p.4参照）
選挙日に投票資格を持つ18歳の有権者（処置群）と17歳、19歳の有権者（対照群）に分けて、18歳の有権者（処置群）のみに、選挙日
の約１か月前からはがきを郵送し、選挙実施時点の年齢が1年違うことのみで、はがきの郵送の有無によって投票率に差が出るか分析
（n=3319）

○結 果
投票を促すはがきが、若者の投票率を高めるという効果は得られなかった。

－手法の選定理由－
公平性や有権者のプライバシーの観点から、RCTの実施と

公的投票記録の利用は実行が困難な中で、準実験的な手法
として本手法がとられた。

－分析の限界－
特定の自治体（東京都豊島区）かつ、特定の年齢（18

歳）を対象に実験した結果である。

（出典）Fukumoto Kentaro (2023) “What if neither randomized control trials nor public voting records are available in a get-out-the-vote field experiment?

若者の投票促進に向けた広報

広報・普及啓発

論文

136

図 回帰不連続デザインのイメージ

対照群（はがき送付なし） 処置群（はがき送付）

投票率

介入効果

誕生週



【事例の概要】
○発表年 令和５年
○対象国 デンマーク
○事業内容 失業者向けの社会保障給付に当たっての受給資格基準等に関する伝達方法を工夫
○課 題 同じ制度や要件であっても、申請者である市民への伝え方を工夫することで、市

民の行政手続に係る負担を軽減できるのではないか
○手 法 ビネット調査（架空の人物や状況の設定）を用いた実験

（→実際の対象者はランダムに処置群と対照群に割り付けているため、参考資料p.3参照）
実験参加者を「役所言葉（公的文章）」「非役所言葉」「伝達情報の構造化（箇条書きや改行など）」「伝達情報の非構造化」を組み

合わせた4処置群と1対照群にランダムに分け、各グループに社会保障給付の受給資格基準の情報を伝え、市民の負担感（理解する手
間・規則の遵守の手間・心理的なストレス）に与える影響を分析（n=2243）。なお、対象は、実際の社会保障給付対象者ではなく、18
歳以上の市民としている。

○結 果
（１）役所言葉（政府により作成される公的文章）の使用は市民の学習コスト・遵守コスト・心理的

コストを増加させ、複雑な情報構造は市民の学習コストを増加させる。
（２）情報の内容を一定に保ったまま役所言葉を避けるなどの表現を工夫することで、市民の行政手

続きへの負担感を軽減して、政策の効果を向上させることにつながる可能性を示唆。

－手法の選定理由－
実際の給付政策は、自治体ごとに異なる方法で伝達されているため、他の影響を排除し、政策が市民の負担感に与え

る効果を正確に測る目的で、実際の社会保障給付対象者ではなく、架空の状況等を設定する本手法（ビネット調査）を
採用した。

－分析の限界－
全ての役所言葉の要素を網羅したものではなく、専門用語や法律用語などの影響分析にとどまっている。
（出典） Martin Baekgaard, Matthias Döring, Mette Kjærgaard Thomsen (2023) “It's not merely about the content: How rules are communicated 
matters to administrative burden” Public Administration Review

広報・普及啓発

論文

社会保障給付の受給資格情報の伝達方法改善

137



● 研修・人材育成 効果分析のイメージ

• 効果分析手法を適用することで、第２部で扱われた実績値を追う手法よりも「政策介入による
効果」を確認できるとともに、政策の課題の解決・改善策の検討材料を得ることができる。

（※）ex)は、「公的職業訓練（離職者訓練）」をもとに記載している。

研修等の実施

アクティビティ

開催回数
受講者数

アウトプット

ex1. 満足度（アンケ－ト）
ex2. 習熟度テスト
ex3. 資格試験の合格率
ex4. 修了者数（率）

短期アウトカム

ex1. 一定期間経過後の就職率
ex2. コンクールや賞の受賞人数

中期・長期アウトカム

ex) 離職者訓練の提供

ex) 離職者が訓練を受講

ex) 処置群の「就業率」
「年収」「正社員雇用
率」を対照群と比較

【実績値を追う手法】
「離職者訓練」を受講する者は元々就職に対する
意欲が高い者であるなどの属人的要因があるとこ
ろ、「政策介入による効果」とその要因が混ざり
合った効果が把握される

【効果分析手法】
ex)処置群と対照群を設定して比較して分析する
ことで、「政策介入による効果」（左記矢印の確
からしさ）を確認することができる

ex)当該論文では、サンプルサイズの問題で職業
訓練の種類による指標の変化等、より詳細な職
業訓練の効果について分析できていないが、ど
の職業訓練が効果があるか等の分析を行えば更
なる示唆を得られる
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財政教育プログラム

実証的共同研究【事例の概要】
○実施年 令和元年度
○事業内容
健全な財政の確保等を任務としている財務省では、日本の財政について、国民の一層の理解を得るため

に情報発信に取り組んでいる。特に、「若年層」に伝える手段として、各学校で、アクティブ・ラーニ
ングを取り入れた「財政教育プログラム」を実施。

○課 題 実施にかかる職員負担軽減のための
現状把握と効果検証

○手 法 回帰分析（→参考資料p.10、11参照） 、
アンケート調査

○結 果
（１）授業時間は90分以上など十分な時間を確保、
受講人数は35人以下など多くなりすぎない方が、
理解度等は高まる可能性がある。

（２）講師経験が豊富な職員が講師を務めたり、講
師が11時間以上しっかりと準備を行った方が、理
解度等は高まる可能性がある。

（３）グループワークのために講師以外に派遣する
アドバイザーは、アドバイザー１人当たりの児
童・生徒数が11人以上となる方が理解度等が高ま
る可能性があり、過度なアドバイザーの派遣は削
減の余地がある。

研修・人材育成

財政教育プログラムの実施⽅法と児童・⽣徒の理解度等の変化に
関する回帰分析結果（推定値） 対象︓全学校
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－分析の課題設定－
財政教育プログラムの実施方法（授業時間や受講人数、

グループワークのアドバイザーの人数や講師の属性等）の
違いによって、児童・生徒の理解度等に影響は生じるか。

－手法の選定理由－
プログラム前後でアンケート調査を実施し、前後比較に

よる回帰分析を実施した。プログラムの直前直後にアン
ケート調査を行ったことから、理解度の変化は、財政教育
プログラムの受講によるものであると仮定し、差の差分析
（DID）までは行わなかった。

－分析をするに当たり行った工夫－
本調査研究の実施以前からアンケート自体は実施してい

るものの、分析の課題設定に合わせてアンケートの設計を
見直した。従来のアンケートでは、「授業内容を自分なり
に理解することができた」など主観的な理解度を測ってい
たが、授業の前後で財政に関するクイズを出題し、客観的
な理解度の変化も測ることとした。

－本事例から得られた知見－
本事例では、アンケート調査・回帰分析の実施前に、明

確な課題設定・活用目的を定めており、その目的に沿って、
取組の改善につながる示唆が得られた。アンケート調査・
分析の実施においては、目的をあらかじめ定めて設計・調
査を行うことが有益ではないか。

－分析結果がどう実務にいかされたか－
分析により明らかになった、児童・生徒の理解度等がよ

り高まる可能性がある方法等を省内・各財務局に周知した。
その上で、引き続き実施校と相談し、個々の授業の検討を
行うこととした。 140

国が税⾦としてみんなから集めたお⾦と、みんなのために使うお⾦はどちらが
⼤きいでしょうか。

A 集めたお⾦ B ⽀払ったお⾦
C 変わらない D 分からない

⼩
学
校

税収と歳出の関係として、正しいものを選んでください。
A 税収の⽅が多い B 歳出の⽅が多い
C 変わらない D 分からない

中
学
校

税収は伸び悩んでいますが、⼀⽅、歳出はどうなっているのでしょうか。
A 伸び悩んでいる B 増えている
C 減っている D 分からない

⾼
等
学
校

表 客観的な理解度を測定するための財政に関するクイズ

クイズは⼩学校・中学校・⾼等学校のそれぞれのレベルに合わせて作成しており、
具体的には以下のようなクイズを４問ずつ出題している。

図 アンケート調査の設計における目的と検証仮説の設定
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在外教育施設に派遣された教師に係る派遣効果

実証的共同研究【事例の概要】
○実施年 令和３年度
○事業内容
海外に在留する日本人の子供のための在外教育施設に対し、文部科学省は、教師派遣の支援を実施。
派遣総数は、2012年以降増加しているものの、充足率は70％台を推移（研究時点）。

○課 題 在外教育施設への派遣による教師の能力向上の効果検証
○手 法

差の差分析（DID分析）（→参考資料p.8参照）、
アンケート調査

○結 果
（１）派遣教師は、非派遣教師と比較して、カリ
キュラム・マネジメント能力、多文化・多言語環
境における指導能力に関して、能力を伸ばしてい
ることが確認された。

また、派遣先の文化や習慣に戸惑う経験がある
と効果が低くなる傾向がみられたが、派遣中に派
遣元の教育委員会とコミュニケーションを取り、
不安を軽減することで派遣効果が高まる可能性が
ある等の示唆を得た。

（２）ヒアリングにより、在外教育施設では、各都
道府県から教師が集まるため、他地域の指導方法
が学べたこと、現地で生まれ育った児童生徒など
多様な児童生徒を指導する機会があったことが役
立っている等の結果を得た。

研修・人材育成

（注）2011年度時点が派遣後の場合、2011年度のアウトカムにも派遣による効果が含まれる可能性があるため、「派遣経験あり」
の教師は2011年度以降に派遣を開始した教師にデータを限定している。

図 派遣経験別のカリキュラム・マネジメント能⼒の平均値推移



－分析の課題設定－
派遣が教師の能力等の向上にどのように寄与しているの

か、必ずしも定量的に明らかとなっていない。

－手法の選定理由－
派遣教師の派遣前後の比較のみでは、派遣効果を厳密に

測定することは難しいため、派遣教師と非派遣教師の事前
事後のデータを用いて「差の差分析」を実施。派遣教師の
属性や派遣先の環境・取組による効果の違いについては、
「差の差分析」と回帰分析を組み合わせて実施。

－分析をするに当たり行った工夫－
教師向けアンケートは「自己評価」であり、客観性に欠

ける面があるため、第三者評価として管理職へのアンケー
トも実施。両アンケートでは整合的な結果が確認された。
※ ただし、管理職へのアンケートは一時点での評価であるため、派遣前後の
変化を判断できないなどの限界もある点に留意。

－本事例から得られた知見－
効果検証に使用できる既存のデータが少なかったため、

本事例では、アンケートを用いてデータを作成した。今回
のような調査を継続的に実施していくことは現場の負担も
大きいため、日常的な活動の中で無理なくデータを集めら
れるようにする工夫が重要ではないか。

－分析結果がどう実務にいかされたか－
研究成果は、全国の教育委員会向けの冊子（教育委員会

月報）で紹介され、在外教育施設への派遣を希望する教師
の募集の際にも活用（冊子、ポスター）。
なお、本研究の結果を基に、引き続き学術的な研究が行

われている。
RIETIノンテクニカルサマリー:海外派遣は教員の資質・能力を高めるか？
https://www.rieti.go.jp/jp/publications/nts/23e055.html 142

図 分析例︓在外教育施設への派遣効果

↑⾮派遣教師の「伸び」を基準（「0.0」）として、派遣教師の「伸び」の⽅が⼤きい場合はプラス（右側）に、
⼩さい場合はマイナス（左側）に数値が表⽰される。また、数値が⼤きいほど派遣の効果が⾼いことを⽰す。上
図のとおり、全般的に派遣者の伸びの⽅がプラスに出ており、特に「カリキュラム・マネジメント」「多⽂化・多⾔語環
境における指導」については、明確に効果が⾼いことが確認された。

図 ロジックモデル



【事例の概要】
○発表年 令和４年
○対象国 日本
○事業内容 失業者が希望する仕事に就くために必要なスキルや知識を習得することを支援す

る「離職者訓練」（公的職業訓練制度の１つ）
○課 題 「離職者訓練」が離職者のその後の就業率、年収、正社員雇用率にプラスの影響

を与えているか
○手 法 傾向スコアマッチング（→参考資料p.5参照）

「就業構造基本調査」の個票データを用いて、離職者訓練を受けた群（処置群）と比較することが適切な群をマッチングした上で比較
した（n=7812）

○結 果
（１）離職者訓練は男女共に就業確率を上昇させる。
（２）年収と正規雇用率への効果は女性のみに認められる。

－手法の選定理由－
離職者訓練を受けた人たちのアウトカムと比較するべきは「離職者訓練を実際に受けた人たちが仮に離職者訓練を受

けていなかった場合のアウトカム」だが、これは現実に観察できない。そのため、この観察できないアウトカムを、離
職者訓練を受ける確率（傾向スコア）を用いて比較可能な群として構築し、アウトカムを比較した。

－分析の限界－

職業訓練の種類による指標の変化等、より詳細な職業訓練の効果については、サンプルサイズが十分でなく、分析す
ることは難しい。

（出典） Hiromi Hara (2022) “The Effect of public-sponsored job training in Japan” Journal of the Japanese and International Economies

研修・人材育成

論文

公的職業訓練（離職者訓練）
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● 窓口・相談 効果分析のイメージ

• 効果分析手法を適用することで、第２部で扱われた実績値を追う手法よりもボトルネックの探
索とアクティビティの在り方の検討材料を得ることができる。

（※）ex)は、「公共部⾨に使⽤される⼈⼯知能(AI)チャットボットに対する信頼」をもとに記載している。

課題の発生から解決するまでのフロー

ボトル
ネック

⓪ 事業の存在を知らないと
事業を利用できない

ex)チャットボットの存在を
知らないと相談できない

① 利用できないと
支援を受けられない

② 課題に対応した支援を
受けられないと意味がない

ex)自らの相談内容がチャット
ボットが課題を解決してくれ
ると思わなければ相談しない

③ 課題を解決しないと
意味がない

【実績値を追う手法】
実績値の変化を追うことでニー
ズや認知度等は把握できるが、
政策の改善に資する具体的な情
報は得られない

【効果分析手法】
ex)行政分野により相談対応方法に
向き不向きがあることがわかる

ex)政策の実施方法の工夫でより大
きな効果が得られることがわかる

144
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♯7119（救急安心センター事業）の導入効果

窓口・相談

実証的共同研究【事例の概要】
○実施年 令和２年度
○事業内容 総務省消防庁では、近年の緊急出動件数の大幅な増加、現場到着
時間の延伸を受け、急なケガや病気で救急車を呼ぶべきか判断に迷うときに、専門家に電話で相談でき
るサービス「♯7119」を実施。導入・運営は地方公共団体が実施。これまでに都市部を中心に導入
（研究時点の人口カバー率46％）。
○課 題 全国に広く展開していくための現状

把握と効果検証
○手 法

差の差分析（DID分析）（→参考資料p.8参照）、
アンケート調査

○結 果
（１）導入済地域では、未導入地域と比較すると、
救急出動件数、搬送人数、軽症者割合及び夜間割
合が減少しており、♯7119の全国展開に向けて、
一定の導入効果が確認された。

（２）導入効果には認知度が大きな影響を与えてい
ることが明らかとなり、導入から日の浅い地域等
では認知度が低いケースもあることから、認知度
の向上を図ることが重要。

（３）かかりつけ医等がいることが認知に大きな影
響を与えていることが明らかとなったことから、
かかりつけ医等と連携しながら♯7119の認知度を
高めることが有効な方策と考えられる。

30,000

35,000

40,000

45,000

50,000

55,000

60,000

65,000

70,000

1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11 1 3 5 7 9 11

2015 2016 2017 2018 2019

（搬送者数）

周辺⾃治体（＃7119未導⼊地域）

＃7119導⼊済地域

＃7119が導⼊

＃7119が
導⼊されな
かった場合
の搬送者数

＃7119の効果

（年⽉）

図 差の差分析のイメージ（♯7119）

※数値は仮設値

-12%
-10%
-8%
-6%
-4%
-2%

2%
4%

1年目 2年目 3年目 4年目 5年目 6年目以降

導入済
地域全体

（変化率）

導入済地域は、未導入地域と比較して、急病救
急搬送人員数が抑制されていることが判明

図 10万人当たり急病救急搬送人員数に対する♯7119導入の影響

＜定量分析結果例＞



－分析の課題設定－
♯7119は出動件数や軽症者割合を減少させたか。また、

♯7119を知っているか。利用したことがあるか。

－手法の選定理由－
♯7119の導入・未導入地域ともに救急需要は年々増加し

ており、施策実施前後の単純な比較では効果を明らかにで
きないため、導入済地域と未導入地域のデータの差が施策
実施前後でどう変化したかを比較する「差の差分析」を実
施。このほか、♯7119の認知度や利用に関する意思決定プ
ロセスの違いを分析するために導入済地域と未導入地域の
住民を対象にアンケート調査を実施。

－分析をするに当たり行った工夫－
今回の分析では、これまであまり分析に使われてこな

かった、サンプルサイズの大きな悉皆性の高い行政データ
を活用した。このような行政データは他の政策分野でも
「眠っている」可能性があり、有効活用が重要。

－本事例から得られた知見－
・効果検証を、いきなり最終アウトカムに近いところから
始めるのは困難である場合が多い。その手前の中間アウト
カムから検証することが妥当であり、そのためにもロジッ
クの整理が必要。

－分析結果がどう実務にいかされたか－
♯7119の未導入地域に対する説明会における説明材料と

して活用

（注）推定には、性別、居住年数、地域要因、居住年数、医療機関等へのアクセスも加味している。
* p<0.1  ** p<0.05  *** p<0.01、カッコ内は頑健標準誤差（p値が低いほど（*が多いほ
ど）その状況が偶然に発⽣している確率が低くなる）

医療資源等への 通院回数 0.00191

　　アクセス (0.00177)

休日・夜間診療可能な病院 0.0630***

(0.0163)

かかりつけ医 0.142***

(0.0208)

相談できる医療関係者 0.0502***

(0.0194)

119番利用回数 0.0275***

(0.00690)

図 ♯7119の認知に与える影響

※各項⽬がなかった
場合等を「0」とした
場合と⽐較

・身近に「休日・夜間診療可能な病院」があると、ない場合に比べて6.3％認
知度が高い

・「かかりつけ医」がいると、いない場合に比べて14.2％認知度が高い

＜アンケート分析結果例＞
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【事例の概要】
○発表年 令和２年
○対象国 日本
○事業内容 公共部門における対一般市民向けの「人工知能（AI）チャットボット」の導入
○課 題 問い合わせ内容や行政が用いる目的によってAIチャットボットに対する信頼は異

なるのか
○手 法 ビネット調査（架空の人物や状況の設定）を用いた実験

（→実験の構造はRCTに近いため、参考資料p.2を参照）
オンラインパネルを活用し、問い合わせ分野（総合案内/子育て支援・悩み相談/税務相談/ゴミ分別）と行政がAIチャットボットを用

いる目的（職員の負担軽減/職員が他の業務に充てる時間の確保/対応の均一化/24時間365日タイムリーな対応）を設定した状況におい
て、①当該チャットボットをどれだけ信用できるか、②人間の職員とチャットボットのどちらを信用できるかを分析（n=8000）

○結 果
（１）AIチャットボットの信頼は問い合わせ内容によって有意に変化する。
（２）子育て支援・悩み相談に関する分野ではAIチャットボットの信頼が低かった。

→子育て支援・悩み相談には、複雑な状況を理解したり、共感することが求められるが、市民は AI チャットボットにこれら
のパフォーマンスを期待していない可能性が示唆された

（３）対応の均一化や24時間365日タイムリーな対応が期待されることを明記すると、AIチャットボッ
トの信頼は高まった。
→対応の均一化や 24 時間 365 日タイムリーな対応という市民の利便向上に言及することで、 AI チャットボットの信頼が高

まる可能性が示唆された

－手法の選定理由－
令和元年当時はAIチャットボットはそこまで一般的ではなく、架空の状況の設定が必要だった。また、相談対応にお

いてAIチャットボットを利用した者と利用しなかった者を単純に比較することは難しいため。

－分析の限界－
・オンラインパネルのためサンプルが代表性に欠ける面がある。
・架空の人物や状況の設定に対する反応の分析にとどまっている。

（出典）Naomi Aoki (2020) “An experimental study of public trust in AI chatbots in the public sector” Government Information Quarterly

窓口・相談

論文

公共部門に使用される人工知能(AI)チャットボットに対する信頼
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【事例の概要】
○発表年 令和３年
○対象国 ベルギー
○事業内容 自転車シェアリングサービスにおけるサービスの運用について、利用者が任意の

手段（電話・窓口・メール・モバイルアプリ・SNS）で問題等を報告
○課 題 利用者の属性や経験等の個人的要因が、報告手段の選択に関連しているか
○手 法 多項ロジスティック回帰分析（※）

自転車シェアリングサービスの利用者を対象にオンライン調査を実施。この調査データと利用者からの問題等の報告ロ
グデータを用いて多項ロジスティック回帰分析を行い、利用者による報告手段の選択と利用者の属性の関係性を分析
（n=3530）

○結 果
（１）男性と比べ女性の方が、若年者と比べ年齢の高い利用者の方が、モバイルアプリよりも電話や

窓口を選択する傾向がある。
（２）利用歴の長い利用者や利用頻度の高い利用者は、電話や窓口を選択する確率が高い傾向。一方、

モバイルアプリの満足度が高い利用者は電話・窓口よりもモバイルアプリを選択する傾向がある。
（３）デジタル化が進む公共サービスの発展において、包摂性を担保する上で利用者の年齢や性別、

更にサービスの利用経験や習慣を踏まえた設計・導入プロセスが重要との示唆を得た。

－手法の選定理由－
個人の属性によって格差が生じることはあるか検証するため、

本手法がとられた。

－分析の限界－
個人の属性と報告手段の因果関係までは明らかにできていない。

（出典）A. Paula Rodriguez Müller , Amandine Lerusse , Trui Steen , Steven Van de Walle (2021) “Understanding channel choice in users' reporting 
behavior: Evidence from a smart mobility case”

個人の属性と報告手段（電話・メール等）の選択の関係

窓口・相談

論文

※多項ロジスティック回帰とは？

目的変数（アウトカム変数）に「利用したか否か」といった数値で表せな

いものを設定する場合、利用の有無を数値に変換して回帰分析を行う

もので、目的変数が３つ以上あるときに多項ロジスティック回帰分析を

行う。（回帰分析については参考資料p.9、10参照）
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● 租税特別措置 効果分析のイメージ①

• 租特における政策実施者側のアクティビティは、広報や研修のような個々の処置群への直接介
入ではなく、制度の改正等であるため、掘り下げることは難しい。そのため、租特の目的に応
じて政策受益者側に期待する行動変容を深掘りすることで、どのようなアウトカムを設定する
ことが有効かを検討することが有効である。

• 歴史が古い租特の場合、租特が創設される前のデータを取得できる可能性が低いことから、租
特の創設による効果を把握することが難しい。そのため、改正による処置効果を分析するアプ
ローチとなるが、改正経緯の確認によって、大幅改正等の分析に適した時期を特定することが
重要である。
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インプット アクティビティ アウトプット 短期アウトカム 長期アウトカム インパクト

根拠条文
（ex. 租税特別

措置法）

租税特別措置
の改正

改正税制
の施行

短期目標
（ex. 設備投資

の増加）

長期目標
（ex. 労働生産

性向上）

最終目標
（ex. 地域経済

の活性化）
測定指標設定 測定指標設定 測定指標設定 測定指標設定

政策実施者

設備投資
売上増加
生産性向上

業績向上
雇用創出

政策受益者
設備投資によって、ビジネ
ス拡大や効率化が図られる

売上や生産性の改善で付加
価値の増加や新規雇用につ
ながる

租特の性質として、政策実施者
側のアクティビティを掘り下げ
ることは難しく、政策受益者側
に着目して深掘りする

（例）設備投資を促すことで地域経済の活性化を目指す場合の
イメージ



• 租特の効果分析には、まずは適用事業者の特定と、次に分析に必要なアウトカム指標データの
取得が必要であり、そのためには、以下の種類のデータの取得を目指すことが重要である。

取得可能性特徴概要データの種類

取得可能性が高い（所管府
省や都道府県等との調整が
必要）

・適用事業者や適用対象は特定可能だが、効果分析
を実施するための報告書ではないため、分析に必要
なアウトカム指標が報告書の項目に含まれていない
場合もある

適用事業者等が所管府
省や都道府県等に事後
に提出

実績報告書
（租特適用状況に関する
もの）

取得可能性が高い（所管府
省や都道府県等との調整が
必要）

・状況の変化（適用を目指したが最終的には条件を
満たさず適用されなかった等）により、実際に当該
措置の適用を受けない事業者も存在する
・国税、地方税、融資等政策パッケージ全体で事前
に提出を求めている場合も多く、分析対象とする措
置の適用を目指して提出したものでない場合もある

適用予定事業者が所管
府省や都道府県等に事
前に提出

計画書、認定書
（租特適用状況に関する
もの）

取得可能な場合が多い（二
次利用の申請が必要）

・公的統計は、社会全体で利用される情報基盤と位
置付けられており、効果分析だけを目的としていな
いため、分析の対象とする範囲や分析に必要なアウ
トカム指標と合致すれば活用可能だが、分析に必要
な範囲、項目と完全に合致しない場合もある

公的統計は各統計の目
的に応じて各府省が実
施

公的統計の個票データ

取得可能性はある（所管府
省との調整が必要）

・データの収集の目的はまちまち
・分析の対象とする範囲や分析に必要なアウトカム
指標と合致し、かつ分析への使用が許可されれば活
用可能

担当部局が必要に応じ
実施（必ずしも実施し
ているわけではない）

部局実施のアンケート、
業務データ（公的統計
以外）

取得可能性はある（所管府
省、関係団体等との調整が
必要）

・データの収集の目的はまちまち
・分析の対象とする範囲や分析に必要なアウトカム
指標と合致し、かつ分析への使用が許可されれば活
用可能

所管府省との状況に応
じて実施（必ずしも実
施しているわけではな
い）

関係団体が実施するア
ンケート

状況による・信頼度、費用等含めて状況はまちまち各種調査会社等が実施各種民間調査
（租特効果検証請負調査で
は使用せず）

● 租税特別措置 効果分析のイメージ②
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中小企業経営強化税制（経強）・中小企業投資促進税制（中促）

【事例の概要】
○実施年 令和５年度
○事業内容
・中小企業等経営強化法による認定を受けた計画に基づく設備投資について、税額控除又は即時償却
の適用を認める租特【経強】

・一定の設備投資を行った場合に、税額控除又は特別償却の適用を認める租特【中促】
○課 題 経強・中促の効果検証
○手 法 差の差分析（DID分析）（→参考資料p.8参照）

経強または中促を適用した事業者を処置群、経強や中促を適用していない事業者を対照群として、租特の適用が設備
投資や労働生産性等を押し上げているか、差の差分析を実施

○結 果
投資、売上、労働生産性へのプラスの影響の可能性があるという示唆を得た。

図 租特適用効果に関する差の差分析結果－分析の工夫と限界－
・経強と中促は、制度の内容や改正タイミングが類似してお
り、それぞれの効果を切り分けた分析が困難であった。そ
のため、経強または中促を適用した事業者を適用事業者、
経強と中促のどちらも適用していない事業者を非適用事業
者とし、差の差分析を行った。

・分析に当たり、データを各公的統計（企業活動基本調査及
び中小企業実態基本調査）から取得したが、租特の適用範
囲と公的統計の対象範囲が完全には一致していない。その
ため、取得できたデータの範囲・サンプルサイズに制約が
あり、分析可能な範囲にも限界があったことから、分析結
果には留意が必要である。 151

租税特別措置

実証的共同研究



地方拠点強化税制（オフィス減税）

【事例の概要】
○実施年 令和６年度
○事業内容

地域再生法に基づく計画認定を受けた法人等が、地方活力向上地域等内において特定業務施設を整
備した場合に、特別償却又は税額控除を認める租特

○課 題 地方拠点強化税制（オフィス減税）の効果検証
○手 法 プロペンシティスコアマッチングを実施の上、平均の差の確認（→参考資料p.6参照）

資本金、総雇用者数、所在地の財政力指数等が類似する企業を処置群、対照群としてサンプルを抽出（プロペンシ
ティスコア（傾向スコア）マッチング）した上で、抽出したサンプルで処置群・対照群の新規雇用者数の平均を算出
し、その差が統計的に有意であるかを確認（T検定）

○結 果
租特適用事業者と非適用事業者における新規雇用者数の平均の差を確認した結果、新規雇用者数を

増加させる可能性があるという示唆を得た。

租税特別措置

実証的共同研究

図 租特適用効果に関する平均の差の確認イメージと結果
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－分析の工夫と限界－
・適用前のデータや年単位のデータ等が得られなかったため、
処置群と対照群の最新の報告時点での新規雇用者数の平均
の差を確認した。

・本来、分析のためには、適用年度とデータ取得までの年数
を揃える必要があるが、サンプルサイズが十分ではなかっ
たため、計画認定から実績報告までの年数のみを揃え、適
用年度は揃えない状態で分析を実施している。

・このように強い仮定の下で分析したものであり、またサン
プルサイズはなお小さいため、十分に信頼できる結果とは
いえないことに留意が必要である。
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● その他の事例
（その他の事例に関する補足）
・ これまで、効果分析に関する事例の蓄積を踏まえ、「広報・普及啓発」、「研修・人材
育成」、「窓口・相談」及び「租税特別措置」という４つの分類に沿って効果分析手法適
用のポイントを整理するとともに、具体的な事例を挙げてきた。

・ 以下では、事例が少なくポイントを整理するには及んでいないが、実証的共同研究や学
術論文の事例のうち、知見として共有するべきと考えられるものを紹介している。これら
についても、追って、事例の追加に応じて、ポイントの整理や様々なケースを紹介してい
くことを想定している。



女性活躍の推進

実証的共同研究【事例の概要】
○実施年 令和元年度
○事業内容

厚生労働省は、女性活躍推進法の施行により、
女性活躍に関する数値目標等を定めた事業主行動計画の
策定・公表、情報公表（見える化）等を義務付け（常用
労働者300人以下※の事業者は努力義務）。

※現在は100人以下
○課 題 女性活躍推進法に基づく取組等の効果分析
○手 法 差の差分析（DID分析）、

回帰不連続デザイン（→参考資料p.4、8参照） 、
アンケート調査、実地調査

○結 果
（１）情報公表（見える化）による政策効果の発現
経路（ロジックモデル）を整理し、短期や中長期
でどのような効果が発現する目論見であるかをあ
らかじめ整理した。

（２）短期アウトカム（女性応募者数の増加等）、中
長期アウトカム（女性管理職比率等）について、
DID分析で情報公表（見える化）による効果測定
をしたところ、情報公表の義務付けによって、多
くの指標が進展傾向にあることが示唆された。

その他

図 義務付けの有無と⼥性応募者数の関係

13.04

15.12

H27 H29

常用労働者301人以上の事業者
常用労働者101人以上300人以下の事業者

（年）

14.00

12.00

2.08

0.29

公表の義務化
に よ り 、 1.8
ポ イ ン ト 伸び
ていることが
示唆

9.00

8.00

注１.アンケート調査のサンプルの偏りを補正するため、業種割合等を考慮した分析になるよう試みた。
「あり」については、業種・常用労働者数が日本全体の企業数（平成28年度経済センサスー活動調査におけ
る企業産業（中分類）、企業常用労働者規模（11区分）に基づき、事業所母集団データベースから各企業数
を取得）と同じになるようなウェイトを設定した上で分析している。

注2.（）内は標準誤差

女性応募者数／常用雇用者数

DID
（H27-H29）

Diff
（H27-H29）

H29H27

0.017930.020830.151180.13036
301人以上の
事業者

ウェイトあり

（0.02685）
0.00290.088340.08544

101人以下
300人以下の
事業者

0.010450.011010.157570.14656
301人以上の
事業者

ウェイトなし

（0.02776）
0.000560.087520.08696

101人以下
300人以下の
事業者

1665
サンプル
サイズ
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－分析の課題設定－
大企業に義務付けられた自社の女性活躍に関する数値目

標等の情報公表（見える化）は、短期的又は中長期的に、
その効果をあげているか。

－手法の選定理由－
次に短期、中長期アウトカムの各指標について、義務付

けの対象となった大企業と義務付け対象ではない中小企業
の実施前後のデータを用いて、「差の差分析」（DID分
析）を行った。

また、情報公表の義務づけには明確な閾値が存在するこ
とから、回帰不連続デザイン（RDD）を活用した分析につ
いても試行した。

－分析をするに当たり行った工夫－
情報公表（見える化）の政策効果フローを作成、政策効

果の発現経路を整理し、どの部分の効果検証を行っている
のかをわかりやすく整理した。

アンケート調査のサンプルの偏りを補正するため、アン
ケート調査の回答企業について、業種・常用労働者数が日
本全体の企業数と同じとなるようなウェイト付けを行った。

－本事例から得られた知見－
RDDを活用した分析では、サンプル数の不足により示唆

を得られなかった。差の差分析についても統計的に有意と
まで言えなかったが、政策の効果として一定の傾向を示唆
する結果を得られ、政策の効果分析としては有用であった。

－分析結果がどう実務にいかされたか－
「女性の活躍推進企業データベース」等の事業改善や、

行政事業レビューシートの見直しに活用された。

図 回帰不連続デザインによる効果測定（イメージ）
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主要4項目

図 情報公表（見える化）による政策効果フロー

女性活躍情報公表の

義務付けなし
女性活躍情報公表の

義務付けあり

ジャンプ 施策の効果

分析対象者（250～350 人）女性応募者数

常用労働者数

300 人



農山漁村振興交付金

補助金・交付金

実証的共同研究【事例の概要】
○実施年 令和３年度
○事業内容

農林水産省は、農山漁村の活性化、自立及び維
持発展を推進するため、総合的に支援しているが、
事業内容や交付対象が多岐にわたり、交付金全体
の効果把握が困難な状況。
○課 題 事業内容が多岐にわたる交付金の

効果検証
○手 法 マッチング、アンケート調査

差の差分析（DID分析）（→参考資料p.8参照）

○結 果
（１）本交付金の政策効果について、交付金を活
用した農業集落と、交付金対象外の農業集落を
「マッチング法」を用いて比較した結果、農林業
経営体のうち「雇用のある農業経営体数」が向上
（減少を抑制）すること等を確認。アンケート調
査の結果、事業継続意欲や地域活性化意欲等の向
上も確認。

（２）本交付金の効果を更に高めるための方策と
して、事業申請時における事業実施方法の具体化
や、事業運用時における地域内外との交流の促進
等、事業の場面に応じた取組の重要性を示唆。

農山漁村振興交付金を受け取る確率が近い農業集落をマッチング
（差の差分析の手法を組み合わせた分析を実施）

農山漁村振興交付金の
交付対象

農山漁村振興交付金の
交付対象以外

↑経営耕地面積、経営耕地面積、寄合の開催頻度、田の面積割合、最寄り
人口集中地区までの移動時間 などの条件に着目

-16.8%

-28.9%

-17.0%

-36.7%

-50.0%

-40.0%

-30.0%

-20.0%

-10.0%

0.0%

2010-2015 2015-2020

雇⽤のある農業経営体数の変化率

（※）介⼊対象と⾮介⼊対象の2015年から2020年における
変化率の差分を⾒ることで、差の差分析を⾏っている。

介⼊対象

⾮介⼊対象

差分7.8
＝統計的に有意

な差異（※）

図 マッチングのイメージ

図 分析例︓平均的な介⼊効果
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－分析の課題設定－
交付金が農山漁村の活性化に寄与しているか定量的に検証できるか、交付金の効果を更に高めるための方策は何か。

－手法の選定理由－
交付金を活用している農業集落のデータのみでなく、「マッチング」を用いることで、交付金を活用した農業集落と

類似する交付対象外の農業集落を設定した上で、成果指標の差分を分析

－分析をするに当たり行った工夫－
本分析は地域の変化に着目したため、地域の視点で、どのような変化やステップを経て、最終アウトカムにたどり着

くのか、という観点からロジックモデルを再整理。
その上で、政策効果に差異を及ぼす可能性があると考えられる要素（申請経緯の違い等）について仮説を設定した。

図 地域活性化に向けたステップ（取組の効果発現経路）－本事例から得られた知見－
・業務フローの見直し等を通じて日常的にデータを収集・
蓄積する体制を整備するなどして、農山漁村振興交付金全
体の交付対象リストを整備することが重要
・農山漁村活性化に向けたステップが明示的に整理されて
いない状態では、各事業実施主体が設定している目標値や
活動内容が農山漁村活性化に向けて重要であるのか、また
各地域が農山漁村活性化に向けて望ましい方向性に変化し
ているのかを評価・分析することが難しい。

－分析結果がどう実務にいかされたか－
今回の結果も踏まえ、交付金終了後の事業継続の把握等

のため、事業評価年度以降も事業の実施後の状況について
調査を求めることができるよう、令和５年４月１日付で実
施要領を改正。あわせて、取組の優良事例を抽出・蓄積す
ることも重要との示唆を踏まえ、優良事例を収集・整理し、
同年４月に公表。
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IRT・パネルデータ方式で実施した地方学力・学習状況調査の分析

その他

実証的共同研究【事例の概要】
○実施年 令和６年度
○事業内容
児童生徒の学力調査結果を継続的に捕捉した「地方学力・学習状況調査」を実施している一部自治体

の協力の下、小学校４年生から中学校３年生までの地方学力・学習状況調査結果を継続的に観察・記
録した「パネルデータ」を取得し、自治体からの分析ニーズが多かった「学力と非認知能力の相関関
係」を中心とした自治体横断的分析により（図１参照）、その結果の妥当性や、共通的な傾向等につ
いて検証するとともに、パネルデータのさらなる利活用についても検討。
○課 題 地方学力・学習状況調査の効果検証
○手 法 重回帰分析（→参考資料p.10、11参照）

○結 果
（１）横断的解釈を通じ非認知能力と学力との間に相
関が存在する示唆を得た。特に一部の非認知能力に
は強い正の関係。

（２）横断的に分析、比較することで、分析テーマの
検討や設計、統計プログラムの共通化などによるプ
ロセスの効率化が示唆された。

（３）パネルデータの有用性として、時系列変化の把
握、固定要因（性別や早生まれなど）の排除により、
因果関係に踏み込んだ分析も視野に入れた精緻な分
析が可能であることを確認した。 各⾃治体のデータを⼀つに集積すると、⺟集団が⼤きい⾃治体の影響を受ける可能性があ

るため、個別⾃治体ごとに分析し、共通的な分析結果の⽰唆を得る⼿法を採⽤。
また、個別⾃治体ごとの分析結果を基に、効果的な施策の事例を収集。

図１ 横断的分析のイメージ

158

Aデータ Bデータ Cデータ Dデータ ・・・

A
分析結果

B
分析結果

C
分析結果

D
分析結果

・・・

各分析結果を横断的に解釈

※非認知能力：テストで計測される学力などの認知能力以外の能力全般を指す。
自制心、自己効力感、勤勉性など５項目を設定し、児童生徒質問紙により捕捉。



図２ 学⼒発現経路のイメージ－本事例から得られた知見－
・パネルデータの有用性として、時系列変化を把握し、説
明変数と目的変数の関係をより正確に分析し、性別などの
固定要因の影響も排除でき、分析結果を相関関係ではなく、
因果関係として解釈することが可能である点を確認した。

・教育施策の分析に関して、各自治体の状況に応じた教育
施策の効果把握の手法を提示した。

・学校・学級単位で教育施策が異なるため、自治体単位よ
りも粒度の細かい分析のニーズを確認した。

－分析結果がどう実務にいかされたか－
参加自治体には、個別分析結果、分析プロセスを共有す

るとともに、参加自治体への報告会で意見交換の場を設け、
今後に向けた自治体間の連携の機会も提供。
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主体的・対話的で
深い学び

学級経営

⾮認知能⼒

学⼒

学習⽅略

クラスの
雰囲気 学習規律

勤勉性

⾃⼰効⼒
感

やり抜く
⼒⾃制⼼

向社会性

・⾮認知能⼒の多くの項⽬と
学⼒の伸びとの間に正の関係
を確認。
・特に⾃⼰効⼒感と学⼒の伸
びとの間に強い正の関係（因
果関係）を確認。

・学級経営（クラスの
雰囲気）と多くの項⽬
との間で正の関係を確
認。

－分析の課題設定－
政策効果の把握・分析のために、同一の対象を継続的に観察・記録した「パネルデータ」の有用性について、精緻な

分析に活用できるか、その分析結果を因果関係として解釈することができるかどうか。

－手法の選定理由－
学力発現には多くの要因が存在することから（図２参照）、パネルデータを用いることで、前年度の学力、性別、早

生まれなどの要因も変数とした重回帰分析を実施。

－分析をするに当たり行った工夫－
地域差の影響を排除し、共通的な傾向等について検証するため、１自治体だけでなく、複数の自治体を対象とした分

析・横断的解釈を実施。



【事例の概要】
○発表年 令和４年
○対象国 日本
○事業内容 各自治体は、未就学児の医療費の無償化等の助成を実施
○課 題 未就学児の医療費補助が子どもの健康状態や医療の利用に影響を与えるか
○手 法 差の差分析（→参考資料p.8ページ参照）

医療費の無償化の適用対象である未就学児（処置群）と適用対象でない未就学児（対照群）を比較して、子どもの医療の利用（外来利
用・受診間隔・月間支出・入院率）や健康状態（退院時の完治確率・死亡率）のアウトカムの差を比較（分析に用いたデータによって
サンプルサイズは異なる。外来患者を例にすると、厚生労働省が実施する「患者調査」はn=9664、「社会医療診療行為別統計」は
n=26564。このほか、入院患者のデータや人口動態調査等も活用）

○結 果
（１）未就学児の医療費の無償化によって、子どもの外来利用と月間支出が増加し、受診間隔が縮小。

さらに、０歳児については、手術を伴う入院利用が増加し、致死率が1,000人当たり0.79人減少
（２）低年齢の幼児のうち重症な患者に対する集中的な医療の提供と健康状態の改善に寄与している

可能性があるという示唆を得た。

－手法の選定理由－
自治体ごとに制度導入の開始時期や適用対象年齢が異な

ることを利用して、本手法がとられた。

－分析の限界－
本分析では、政令指定都市を中心に分析対象としている

ことから、都市部のデータに偏っている。

（出典）Cheolmin Kang, Akira Kawamura, Haruko Noguchi (2022) “Does free healthcare improve children’s healthcare use and outcomes?Evidence
from Japan’s healthcare subsidy for young children”

乳幼児医療費助成制度の導入効果

補助金・交付金

論文

図 差の差分析のイメージ

医療費無償化前 医療費無償化後

アウトカム変数
（外来利用・
受診間隔等）

介入効果

（医療費無償化の適用
対象となる子ども）

（医療費無償化の適用
対象とならない子ども）

処置群

対照群
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弱み強み分析方法手法

政策実務上、施策の対象者をランダム
に振り分けることは難しいことが多い。

施策の効果を正確に測定することが可
能となる。

施策の対象者と非対象者をランダムに振
り分けて効果を測定する。

①ランダム化
比較試験

閾値から離れた対象者については、施
策の効果が分からない。

閾値（施策を受けられるかどうかの境
目）の前後においては、施策の効果を
かなり正確に測定することができる。
政策実務を変更しなくても実施できる
可能性がある。

施策を受けるかどうかが、ある１つの基
準で決定される場合、閾値（施策を受け
られるかどうかの境目）の前後の対象者
を比較することで効果を測定する。

②回帰不連続
デザイン

利用可能な変数以外によって、施策の
対象が選定されている場合、効果を正
確に測定することができない。

施策を受けるかどうかが利用可能な変
数で決定されている場合、効果をかな
り正確に測定することが出来る。
政策実務を変更せずに実施できる。

施策対象者と非対象者のなかから、特性
の似通った個人をマッチングして、効果
を測定する方法。

③(プロペン
シティスコ
ア)マッチン

グ

適切な操作変数をみつけることは容易
ではない。

政策実務を変更せずに実施できる。
適切な操作変数をみつけることができ
れば、効果を正確に測定することがで
きる。
場合によっては、政策担当者が適切な
操作変数を作り出すこともできる。

アウトカム指標には直接的に影響はしな
いが、施策には影響を与えるような変数
（操作変数）を用いることで、効果を測
定する。

④操作変数法

「平行トレンドの仮定」が満たされて
いる必要がある。
施策実施前後の両方のデータが必要と
なる。

トレンド要因を取り除くことができる
ため、前後比較よりも厳密な分析が可
能となる。
他の手法と組み合わせることも可能。

施策対象者および非対象者のそれぞれに
ついて、施策実施前後のデータを用いる
ことで、トレンド要因を取り除いたうえ
で効果測定できる。

⑤差の差分析

施策実施前後の長期的な時系列データ
が必要となる。

１社しか施策対象者がいなかったとし
ても分析ができる。
政策実務を変更せずに実施できる。

施策非対象者のデータを合成することに
よって、施策対象者が施策を受けなかっ
た場合の仮想的な状況を推計し、施策の
効果を測定する方法。

⑥合成
コントロール

法

前述の因果関係が逆方向である場合に
はうまく対処できない。

簡便な方法であり、データさえあれば
分析ができる。
データがあれば、前述の「第３の要
因」にも対応し得る。

施策実施後のみのデータを用いて、施策
の効果を測定する方法。⑦回帰分析

分析の仮定が厳しく、効果をきちんと
測定できるケースが少ない。

施策対象者だけのデータで簡便に算出
可能。

施策の対象者の、施策実施前後のアウト
カムを比較することで政策の効果を測定
する方法。

⑧前後比較

比較的
厳密な
手法

比較的
簡便な
手法

（出所）「政策評価のための因果関係の見つけ方（著：エステル・デュフロ、監訳・解説：小林庸平）」（前掲書）より作成

効果測定の手法

参考資料p.1



■ ランダム化比較試験（RCT）

 施策の効果測定の難しさがあるなかで、究極の方法と言われているのがランダム化比較試験（Randomized 
Controlled Trial）と呼ばれる手法である。

 ランダム化比較試験を図解したのが下図である。この方法ではセミナー対象者を、セミナー参加者と非参加者にラ
ンダムに振り分けた上で、両者のアウトカム指標（理解度・満足度等）を比較する。セミナー参加者・非参加者を
ランダムに振り分けることによって、因果関係が逆方向である可能性や、第３の要因が影響を与えている可能性を
排除することができ、施策の効果を正確に測定することができる。

 ランダム化比較試験を行うことは、政策実務上簡単ではないケースが多いが、ひとつの理想形として念頭に置きな
がら、より精緻な方法を検討していくことが重要となる。

資料：小林庸平「政策効果分析の潮流とランダム化比較実験を用いたアンケート督促効果の推定」（平成26年10月）三菱UFJリサーチ＆コンサルティングより作成

セミナー

対象者

セミナー参加者

セミナー
非参加者

対象者をランダム

に振り分け

セミナー参加者の

アウトカム指標を計測

セミナー非参加者の

アウトカム指標を計測

アウトカム指標の差 政策効果

ランダム化比較試験のイメージ

分析手法の例① ランダム化比較試験（RCT）
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■ クラスターランダム化比較試験（CRCT）

 個人単位のランダム化とクラスター（セミナー）単位のランダム化を比較したのが下図である。ここでは、演習
を取り入れたセミナーと演習を取り入れないセミナーの効果の差を測定することを想定している。
個人単位のランダム化では、すべての参加申込者を演習ありと演習なしにランダムに振り分けることになる。
一方、セミナー単位のランダム化では、あるセミナーに申し込んだ個人同士は、同じセミナー内容を受講するこ
とになる。

 セミナーの開催内容など、個人単位でのランダム化が難しい場合、各セミナー（クラスター）単位で実施内容を
ランダムに割り当てる。

 104ページの事例では、演習（シミュレーションゲーム）の有無を各セミナーにランダムに割り当て、それぞれの
効果を測定した。

セミナー参加
申込者

演習ありの
セミナー参加者

演習なしの
セミナー参加者

対象者を個人

単位でランダムに

振り分け

個人単位のランダム化

セミナー参加
申込者

演習ありの
セミナー参加者

演習なしの
セミナー参加者

対象者をセミナー

単位でランダムに

振り分け

セミナー（クラスター）単位のランダム化

※四角囲みは同じセミナー

に参加している個人。

分析手法の例① ランダム化比較試験（RCT）
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■ 回帰不連続デザイン（RDD）

 回帰不連続デザイン（Regression Discontinuity Design）は、施策対象者及び非対象者がある１つの基準（閾
値）で決定される場合に、閾値の前後の対象者を比較することで効果を測定する手法であり、ランダム化比較試
験ではない、準実験的な手法の中では精緻な方法であるとされている。

 施策対象者及び非対象者のそれぞれで閾値ぎりぎりに位置する対象者同士の個人特性はかなり似通っていると考
えられるため、もし下図のような「ジャンプ」があれば、これを施策の効果とみなしてかなり正確に測定するこ
とが可能である。

 また、閾値の前後を比較すれば効果測定が可能であるため、政策実務を変更しなくても実施できる可能性がある。

 一方で、閾値から離れた対象者について施策の効果を把握することはできない。また、施策を受けるか否かを決
定する基準がほかの施策の対象者になる基準と同じあると、ほかの施策の効果と識別できなくなることには留意
する必要がある。

回帰不連続デザイン（RDD）に基づく効果測定のイメージ

女性応募者数

施策の効果

女性活躍情報公表
の義務付けなし

女性活躍情報の
義務付けあり

ジャンプ ＝

RDDの弱みRDDの強み

閾値から離れた対象者
については、施策の効果
が分からない。

閾値の上になるか下に
なるかを、施策を受ける
側が選択できる場合には
政策の効果を推定できな
い。

閾値（施策を受けられ
るかどうかの境目）の前
後においては、施策の効
果をかなり正確に測定す
ることができる。

政策実務を変更しなく
ても実施できる可能性が
ある。

（出所）「政策評価のための因果関係の見つけ方（著：エステル・デュフロ、監訳・解説：小林庸平）」（前掲書）より作成

分析手法の例② 回帰不連続デザイン（RDD）
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■ マッチング

 マッチングは、観測可能な変数で条件付けることにより施策対象者と属性の似通った非対象者をマッチングさせ、
アウトカムの差を比較することで効果を測定する手法であり、ランダム化比較試験や回帰不連続デザインを適用
できない場合に、適切な手法となり得る。

 マッチングを行う際の具体的な方法として、変数Xで条件付けられたときに処置が割り当てられる確率である「傾
向スコア」に基づくマッチングを行う傾向スコアマッチング（Propensity Score Matching: PSM）がある。

分析手法の例③ マッチング

マッチングを用いた効果測定のイメージ

属性の似通った者を
マッチング

施策対象者 非対象者

アウトカム指標

施策の効果

マッチングの弱みマッチングの強み

「潜在アウトカムの仮定
（＝施策対象者のアウト
カムと、施策非対象者が
仮に施策を受けた場合の
アウトカムが等しくなる
という仮定）」が満たさ
れている必要がある。

施策対象になるかどうか
を施策を受ける側が選択
できる場合、利用可能な
変数のみを用いてこの仮
定を満たすことは困難。

政策を受けるかどうか
が利用可能な変数で決定
されている場合、前後比
較よりも厳密な分析が可
能となる。

回帰分析の手法を用い
てマッチングを行うこと
ができる。

（出所）「政策評価のための因果関係の見つけ方（著：エステル・デュフロ、監訳・解説：小林庸平）」（前掲書）より作成

参考資料p.5



■ プロペンシティスコアマッチング

 前頁で紹介したマッチングの一つの手法である。

 個体が政策介入を受ける確率は処置群と対照群で異な
ることが多い(※)ため、前処理をせずに処置効果を推定
すると、処置効果がこの確率の違いの影響（セレク
ションバイアス）を含む可能性が高い。

 処置効果からセレクションバイアスの影響を除くため
には、介入を受ける確率が同等の集団に限定して、処
置効果を計算すればよい。ここで用いられる手法の一
つがプロペンシティスコアマッチングである。

 具体的には、
❶介入を受ける確率（プロペンシティスコア）を計算
❷処置群と対照群の中からスコアが近いものを抽出
（マッチング）
❸抽出された処置群・対照群を用いて処置効果を推定
する。

分析手法の例③ プロペンシティスコアマッチング

対照群 処置群

❶介⼊を受ける
確率

❷政策介⼊を受ける確率が近い
個体同⼠で⽐較する

これらを含めて差の差分析を⾏うと、
処置効果がセレクションバイアスを含む

年齢

体重
⾼年齢・⾼体重低年齢・⾼体重

⾼年齢・低体重

低年齢・低体重

❸抽出された処置群・対照群で処置効果を推定
対照群 処置群

各個体

※ 例えば、健康増進のための施策を考えた場合、健康リスクが高い集団の方が
施策の対象になる可能性が高いといったことが挙げられる。

プロペンシティスコアマッチングのイメージ

（出所）R6年度実証的共同研究「租税特別措置等の効果検証手法の検討に係る調査・分析に関する報告書（総論）」より作成 参考資料p.6



■ 操作変数法
家計の所得と子どもの学力との因果関係を明らかにしようとした場合に、それぞれに影響を与える外部要因（例：
両親の教育レベル等）があると、家計の所得と子どもの学力の間に相関があったとしても、
① 家計の所得の向上が子どもの学力の向上をもたらすのか、
② 両親の教育レベルが家計の所得と子どもの学力を引き上げていて、家計の所得の向上は子どもの学力の向上を
もたらすわけではないのか

はわからない。
そこで、家計の所得とは関係するが、外部要因とは直接関係しない変数を操作した時に子どもの学力が変わるか否
かを分析する手法が操作変数法である。
→子どもの学力が変われば、外部要因とは無関係に効果が変わった＝家計の所得と子どもの学力とは関係がある

とすることができる。
→子どもの学力が変わらなければ、家計の所得と子どもの学力との間の因果を立証することができず、外部要因に
よる影響の可能性を排除できないということになる。

この方法を用いる際には、優れた操作変数の条件とされる「政策と強い相関をもち、外部要因と一切相関がない変
数」を見つけることは一般に困難な点に留意が必要である。

操作変数法のイメージ

分析手法の例④ 操作変数法

家計の所得 ⼦どもの学⼒等
（アウトカム）

・両親の教育レベル
・⼦供の⻑期⼊院を伴う病気
・両親が⼦供と過ごす時間

（外部要因）

家計の所得 ⼦どもの学⼒等
（アウトカム）

・両親の教育レベル
・⼦供の⻑期⼊院を伴う病気
・両親が⼦供と過ごす時間

（外部要因）

⽀給額の変化
（操作変数）

・子どもの学力等のアウトカムが家計の所得に
よるものか、外部要因によるものか不明

・児童手当の支給額の変化により家計の所得が変化する
ことに着目し、政策と効果の因果関係を明らかにする

操作変数の変化により、効果に変動があるかを確認

参考資料p.7



■ 差の差分析（DID）

 差の差分析（Difference-in-Differences）は、施策対象者及び非対象者それぞれの施策実施前後のデータの差を
比較する分析手法である。

 DIDでは、施策対象者及び非対象者それぞれの施策実施前後のデータを用いることにより、トレンド要因を取り除
くことができるため、前後比較よりも厳密な分析が可能となる。また、施策実施前後のデータの測定にあたり、
DID以外の他の測定手法と組み合わせることも可能。

 一方で、DIDを用いるには施策実施前後の両方のデータが必要となる。また、施策対象者と非対象者の施策実施前
後のトレンドが平行になっている（平行トレンドの仮定）必要があることに留意が必要である。

差の差分析（DID）に基づく効果測定のイメージ DIDの弱みDIDの強み

施策実施前後の両方の
データが必要となる。

「平行トレンドの仮定」
が満たされている必要が
ある。

施策対象になるかどうか
を施策を受ける側が選択
できる場合、効果を正確
に測定できない。

トレンド要因を取り除
くことができるため、前
後比較よりも厳密な分析
が可能となる。

他の手法と組み合わせ
ることも可能。

平成28年度に女性採用比率
を公表した企業

女性採用比率を公表していな
い企業

女性
応募者数

平成27年度 平成28年度 平成29年度

女性採用比率の
公表の効果

平行トレンドの仮定を
満たしている

分析手法の例⑤ 差の差分析（DID）

（出所）「政策評価のための因果関係の見つけ方（著：エステル・デュフロ、監訳・解説：小林庸平）」（前掲書）より作成 参考資料p.8
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55,000
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2015 2016 2017 2018 2019

（搬送者数）

合成コントロール

＃7119導⼊済地域

＃7119が導⼊

＃7119の効果

（年⽉）

基本的な考え方

 施策非実施地域のデータを合成すること
によって、施策実施地域が♯7119を導入
しなかった場合の仮想的な状況を推計し、
施策の効果を測定する方法である。

 具体例

 類似地域のデータを合成することによっ
て、♯7119導入地域と類似した合成コン
トロール（仮想データ）を構築する。そ
れを♯7119を導入した実際の地域のデー
タと比較することで、♯7119の効果を分
析することが出来る。

 右下グラフは前頁とほぼ同様だが、青い
グラフは2017年4月に♯7119を導入した地
域であり、オレンジのグラフは合成コン
トロールである。青いグラフとオレンジ
のグラフの差分が♯7119の政策効果とな
る。

合成コントロール法のイメージ

類似地域の
データを合成

合成コントロールを
作成

（♯7119導⼊地域の
仮想地域）

⽐較分析

（出所）数値や期間等については仮想である。地図の出所は「いらすとや」より。

分析手法の例⑥ 合成コントロール法

（出所）R2年度実証的共同研究「♯7119（救急安心センター事業）の導入効果」報告書概要より抜粋 参考資料p.9



■ 回帰分析

 回帰分析（Regression Analysis）は、ある変数x
（説明変数と呼ぶ）が別の変数y（被説明変数と呼
ぶ）にどの程度影響を与えているか、統計学的に明
らかにする手法である。

 １つの変数（説明変数）が１つの変数（被説明変
数）に与える影響を評価する単回帰分析と、複数の
変数（説明変数）が１つの変数（被説明変数）に与
える影響を評価する重回帰分析に分けられる。

 例えば、右図では、口座振替実施率をx、納付率をy
とした上で、y=β0+β1x+ϵという単回帰モデルによっ
て、定数項β0 (=0.3412)やxの係数β1 (=0.847)を推
定している。（なお、ϵは誤差項と呼ばれており、上
記のモデルでは説明できない部分を表現してい
る。）

 このモデルにおいて、β1は口座振替実施率が変化し
た場合に納付率にどの程度影響を与えるかを表して
いる。

 回帰係数の推定手法としては、最小二乗法が基本的
かつ簡便な分析手法であり、上記モデルの誤差項ϵの
二乗が最も小さくなるように 係数を推定する手法で
ある。

【仮説】 国民年金保険料の収納対策としては、
口座振替の推進が有効ではないか。

▲ 単回帰分析の結果。他の年金事務所に比べ口座振替
実施率が１％高い事務所は、納付率が0.847％高いこ
とが理論的に予測される。

y = 0.847x + 0.3412

R² = 0.7963

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

0% 20% 40% 60% 80%

平成28年度 現年度納付率
納付率

口座振替実施率

分析手法の例⑦ 回帰分析

（出所）年金業務の運営に関する行政評価・監視－国民年金業務を中心として－
＜結果に基づく勧告＞（平成30年12月25日公表）を基に作成 参考資料p.10



 重回帰分析（Multiple Regression Analysis）では、
複数の変数（説明変数）が一つの変数（被説明変数）に与える影響を評価する。

変数X
大学進学

変数Y
所得

(の向上)
交絡因子

（IQスコア）

一般的な重回帰モデル

Y௜ ൌ 𝛽଴ ൅ 𝛽ଵ𝑥௜ଵ ൅ ⋯൅ 𝛽௞𝑥௜௞ ൅ 𝜖௜
Y : 被説明変数
X : 説明変数 （特定の施策、個人属性など）
β : 係数（xがyに与える影響を表す)
ε : 誤差項（説明変数で説明することができない、その他の要因を合成したもの）
i : 観測単位（個人レベルや、企業レベル、自治体レベルなど）
k : 説明変数の数

変数X
大学進学

変数Y
所得

（の向上）

 説明変数の単回帰分析では交絡因子（説明変数Xと被
説明変数Yの双方に影響を与える変数）の影響を排除
できないが、複数の要因を加味して分析できる重回
帰分析では、交絡因子にある程度対処することが可
能。

 例えば、右のようなケースで、大学進学の有無に加
え、IQスコアも説明変数として加えることで、大学
進学による所得への影響をIQスコアの影響を除いて
推定することが可能になる。

IQスコアの影響が
混在して推定される

重回帰分析による交絡因子の考慮のイメージ

分析手法の例⑦ 回帰分析

（出所）「政策効果の把握・分析手法の実証的共同研究-報告書総論 ver1.0-」（平成31年4月）行政評価局より抜粋
参考資料p.11



改定履歴

改定内容日付

初版策定令和６年３月15日

・第１部について、工夫のポイント別に再整理し、令和６年に作成された政策評価の工夫を追加
・第２部について、「各論」を「事業の実施方法」と「アクティビティ」に分けるとともに、各項を

「STEP 1：現状・課題の分析」「STEP 2：ロジックモデルの構築」「STEP 3：点検・改善」「指標
等の参考例」「レビューシートの実例」の順で再整理。また、「府省横断的ワークショップの結果
報告」（令和６年４月）も踏まえ、「各論」の項目（「拠出金・分担金」等）を追加するなど記載
を充実

令和７年１月14日

・第３部について、実証的共同研究や論文解説講義の内容を踏まえ、効果分析の進め方（概要）を追
記し、個別の活用事例を追加

令和７年６月27日
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